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「従事者」とは、ヤクルトグループの事業に従事している
者の総称です。個人事業主であるヤクルトレディ、ヤクルト
ビューティも含まれます。レポート内で「従業員」と記載して
いる場合は、個人事業主を除く本社および国内外グループ
会社の正社員、常勤嘱託社員、契約社員、派遣社員を指し
ています。
「社員」とは、グループ名等の記載がない限り、ヤクルト

本社の正社員、常勤嘱託社員（一部、契約社員、派遣社員
を含む場合あり）を指します。

このPDFには、関連ページや外部サイトへのリンクを設けています。

ナビゲーションボタンの使い方
各ページの 　　　をクリックすると、1ページ戻り／進みます。
各ページの　 をクリックすると、直前の閲覧ページに戻ります。

サイドバーの使い方
項目をクリックすると該当セクションへ
移動します。

●  �会社概要 
https://www.yakult.co.jp/company/index.html

●  �統合報告書 
https://www.yakult.co.jp/company/ir/library/integrated.html

●  �サステナビリティサイト 
https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/

●  �サステナビリティレポート（本レポート）
●  �ヤクルトサステナビリティストーリーズ※1 

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/
●  ��IR情報サイト（経営方針、財務・業績、株式情報等） 

https://www.yakult.co.jp/company/ir/
●  �Annual Report（英文）※2 

https://www.yakult.co.jp/english/ir/library/annualreport.html
※1  2021年度までの名称は「CSRコミュニケーションブック」
※2  2024年度以降は発行予定なし
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「サステナビリティレポート2024」は、以下の方針で2023年度のヤクルトグループにおける
サステナビリティ活動について編集しています。

● サステナビリティ活動状況を網羅的に開示
私たちは、ステークホルダーの皆さまとの対話を通じてサステナビリティ活動を発展させるとともに、

真
しんし

摯なコミュニケーションを行うことで、社会の期待に応えるグループでありたいと考えています。
本レポートは、投資家やESG調査機関をはじめとしたステークホルダーの皆さまに向けて私た

ちのサステナビリティ活動を網羅的かつ体系的に整理し、私たち自身も自ら検証しながら、社会
から私たちを評価していただけるツールと位置づけています。

なお、生活者向けのコミュニケーションツールとしては、「ヤクルトサステナビリティストーリーズ」
を公開しています。

● ESGの分類で「ヤクルト サステナビリティ行動計画」を分かりやすく
ヤクルトグループは、ESGの分類でサステナビリティ活動を体系化し、「ヤクルトサステナビリティ

行動計画※」で年度の具体的な行動目標を掲げて取り組んでいます。本レポートでは、ESGごとに
取り組みを分類して報告しています。
※ 2023年度までの名称は「ヤクルトCSR行動計画」

● マテリアリティに関する報告を充実
ヤクルトグループは、2021年3月に6つのマテリアリティ（重要課題）の特定を行いました。それ

に伴い、環境側面のマテリアリティである「気候変動」「プラスチック容器包装」「水」における報告
を拡充するとともに、社会側面では「イノベーション」「地域社会との共生」「サプライチェーンマネ
ジメント」の各マテリアリティに関連の深い業務を担当する役員のメッセージとともに取り組みを報
告しています。

● サステナビリティ活動のタイムリーな開示
ヤクルトグループのサステナビリティ活動をタイムリーにお伝えするため、サステナビリティサイ

トでの情報更新を行っています。関連情報は随時開示していきます。

サステナビリティレポート公開時期 ※ 2021年度までの名称は「CSRレポート」

日本語版 2024年11月
（前回公開：2023年9月／次回公開予定：2025年11月）
英語版 2024年11月

（前回公開：2023年11月／次回公開予定：2025年11月）

公開形態
ウェブサイトのみで公開。日本語版・英語版を制作しています。

対象期間
2023年度（2023年4月1日～2024年3月31日）
一部、上記以外の重要な情報についても掲載しています。

対象範囲
ヤクルト本社の全事業所および国内外ヤクルトグループ。
本レポート中、「ヤクルトグループ」と記載されている場合は、ヤクルト本社、国内の販売会社・関係会社
および海外事業所を含みます。
＜実績データ範囲＞
財務データ：株式会社ヤクルト本社および子会社71社、関連会社18社
環境・社会データ：データ範囲を個別に記載
ガバナンスデータ：株式会社ヤクルト本社

準拠・参照ガイドライン
• �GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」（準拠） 

※ GRI内容索引をウェブサイトに掲載
• 環境報告ガイドライン
• 環境会計ガイドライン

第三者保証・意見
本レポートにはCSR・ESGに関する有識者による第三者意見を掲載し、報告におけるPDCAを機能させてい
ます。なお、本レポートの信頼性向上のため、掲載したGHG排出量、環境および社会パフォーマンスデータ
については、ソコテック・サーティフィケーション・ジャパン株式会社による第三者保証を実施中です。

免責事項
過去のサステナビリティ・CSRレポートで提供した情報を修正、再記述する場合や、重要な変更がある場合は、
その内容を本レポートに記載します。
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名 称
所 在 地
設 立
事 業 内 容
資 本 金
売 上 高

総資産（連結）
純資産（連結）
事 業 所
従 業 員 数

株式会社ヤクルト本社
東京都港区海岸1丁目10番30号
1955（昭和30）年4月9日
食品、化粧品、医薬品等の製造・販売、その他
311億1,765万円
2023年4月1日～2024年3月31日

（単体）1,845.4億円
（連結）5,030.8億円
8,332.9億円
6,059.5億円
研究所（1）、支店（5）、工場（7）、医薬支店（８）、物流センター（12）、医薬品配送センター（2）
2,810人（出向者350人、嘱託187人※を含む）

● 39の国と地域

国内食品事業
49.0%

海外食品事業
43.9%

その他事業
7.1%

セグメント別売上高構成比（連結）

※ �出向者32人を含む

販売会社
従業員数

（ヤクルトレディ数
（ヤクルトビューティ数
ボトリング会社
関係会社等

101社
12,846人
32,438人）
3,213人）
6社
12社、4団体

● 国内
海外事業所数
従業員数

（ヤクルトレディ数
販売地域

28事業所
25,367人※

50,309人※）
39の国と地域

● 海外

※ 2023年12月現在

※ 現地生産・現地販売を基本とし、一部近隣から製品を供給して販売しています。

※ �2023年10月1日付で、普通株式１株に
つき２株の割合で株式分割を行ったため、
過去にさかのぼって株式分割の影響を
考慮した金額を記載しています。

年間配当金

2019

（億円）売上高 純利益（億円）

（年度）
売上高 純利益

0
1,000
2,000
3,000
4,000

0
100
200
300
400
500
600

4,830.7 506.44,151.2
449.2

2022

5,030.8

510.1

202320212020

4,060.0
397.4

3,857.1
392.7

5,000
6,000

売上高・純利益の推移（連結）
55.5

20232019 2020

（円）

（年度）年間配当金

23 26

45

2022

36

2021

● 28の事業所
❶台湾ヤクルト株式会社
❷香港ヤクルト株式会社
❸タイヤクルト株式会社
❹韓国ヤクルト株式会社
❺フィリピンヤクルト株式会社
❻シンガポールヤクルト株式会社
❼インドネシアヤクルト株式会社
❽�オーストラリアヤクルト株式会社
❾マレーシアヤクルト株式会社
�ベトナムヤクルト株式会社

�インドヤクルト・ダノン株式会社
�中東ヤクルト販売株式会社
�ミャンマーヤクルト株式会社
�中国ヤクルト株式会社
�広州ヤクルト株式会社
�上海ヤクルト株式会社
�天津ヤクルト株式会社
�無錫ヤクルト株式会社
�ブラジルヤクルト商工株式会社
�メキシコヤクルト株式会社

�アメリカヤクルト株式会社
�ヨーロッパヤクルト株式会社
�オランダヤクルト販売株式会社
�ベルギーヤクルト販売株式会社
��イギリスヤクルト販売株式会社
�ドイツヤクルト販売株式会社
�オーストリアヤクルト販売株式会社
�イタリアヤクルト販売株式会社

ヤクルトは、現地生産・現地販売を基本とする「現地主義」でグローバル事業を展開しています。
地域に根差した生産・販売の拠点として事業所や工場を設け、現地社員を積極的に採用。独自の
販売システムであるヤクルトレディによる宅配も、13の国と地域で実施しています。

アジア・オセアニア
台湾
香港
タイ
韓国
フィリピン
シンガポール
ブルネイ

ブラジル
メキシコ
ウルグアイ
アメリカ
カナダ
ベリーズ

米州 欧州
オランダ
ベルギー
フランス
イギリス
ドイツ
ルクセンブルク
スペイン

インドネシア
オーストラリア
中国
マレーシア
ニュージーランド
ベトナム
インド

アラブ首長国連邦
オマーン
バーレーン
カタール
クウェート
ミャンマー

アイルランド
オーストリア
イタリア
マルタ
スイス
デンマーク

ヤクルトの企業概要

ヤクルト本社の概要 （2024年3月31日現在） 

ヤクルトグループの概要 （2024年3月31日現在） 

海外事業所 （2024年3月31日現在） 
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ライフサイエンスを基盤に、乳酸菌飲料等の食品から、化粧品、医薬品、国際事業へと拡大
しています。

ヤクルト本社を中心としたヤク
ルトグループは、日本国内にお
いては、ヤクルト商品の販売を行
う販売会社、「ヤクルト」の原料液
を製品としてボトリングする子会
社工場、その他の関係会社等を
含め約140社で構成されています

（海外を含めると約170社）。

● ルート担当者
自動販売機や小売店、給食等にルート担当者が商品を納品しています。
温度管理や日付管理を徹底し、お客さまに「安全・安心」にご利用いただけるよう、きめ細かく活

動をしています。また、売り場での情報提供や改善活動等のサービス向上にも注力しています。

● ヤクルトレディ（YL）
「Yakult（ヤクルト）1000」や「ヤクルト４００」類などの食品および化粧品等をお客さまへお届けして

います。ヤクルトレディは、1963年から採用した独自の宅配組織で、その多くが独立した事業主で
す。食品衛生や商品の知識について十分な研修を受け、お届けをしています。「センター」は、商品
のストックヤード、YLの情報共有の場であり、地域におけるお客さまとの重要な接点となっています。

● ヤクルトビューティ（YB）
化粧品の訪問販売のほか、エステ等も行っています。通称YBと呼び、美容、化粧品の専門知

識を身につけています。「拠点」は、商品のストックヤード、YBの情報共有の場であり、エステサロ
ンが併設されているところもあります。

● ヤクルト届けてネット
インターネット利用者の増加とニーズの多様化に伴い導入したヤクルト独自の宅配専用ウェブ

サイト受注システムです。通常のヤクルトレディへの現金払いに加え、ウェブサイトではクレジット
カード決済に対応しています。

● “Yakult Wellness Online”（ヤクルトウェルネスオンライン）
ヤクルトグループの健康食品やサプリメントなどの商品を販売するECサイトです。

ヤクルトの創始者で医学博士の代
しろ

田
た

 稔
みのる

は、1930年、
乳酸菌の強化培養に成功。1935年には、この「乳酸
菌 シロタ株」を飲料とした「ヤクルト」が誕生しました。
1963年には、「ヤクルト」の普及に向けて、ヤクルトレ
ディによるお届けシステムを全国展開しました。食品事
業分野の商品は、「ヤクルト」等の乳製品乳酸菌飲料から、

「ジョア」等のはっ酵乳、そして、清涼飲料があります。
● 乳製品乳酸菌飲料　● はっ酵乳　● 清涼飲料

「世界の人々の健康を守りたい」という代田の願いを実
現するために、ヤクルトが海外へと事業を広げていく
ことは自然な流れでした。1964年には、初の海外進
出として、台湾ヤクルトが営業を開始しました。現在、

「ヤクルト」はアジア・オセアニア、米州、欧州等、日本
を含め40の国と地域で販売しています。

代田は、ヤクルトの創業当時から、予防医学だけでなく、
治療医学も視野に入れていました。医薬品事業は1956
年、乳酸菌の特性を生かした医薬品の開発や酵素の研
究に着手し、1961年には医薬品原料用の酵素を中心と
した製品の製造・販売を開始したことに始まります。現
在は、開発中の品目を除き、新たな抗がん剤の開発に
は着手せず、当社の研究基盤である乳酸菌研究をベー
スに、マイクロバイオーム領域で医薬部外品や一般用医
薬品、サプリメント等の開発に取り組んでいます。

ヤクルトの化粧品事業は、代田が乳酸菌培養液の美容
的有効性を発見したことに始まります。1955年には化
粧水および保湿クリームを発売し、1970年にヤクルト
ビューティによるお届けシステムを導入しました。ライフ
サイエンスでお肌の健康を保つという考えのもと、基礎
化粧品を中心とした商品を「ヤクルトビューティエンス」の
ブランドでお届けしています。

食品事業 国際事業

医薬品事業 化粧品事業

● 基礎化粧品　● 仕上化粧品
● 頭髪化粧品　● トイレタリー

● 医療用医薬品（抗がん剤他）　● 指定医薬部外品
● �生化学製品・�各種酵素剤（試薬・食品・産業用）
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ヤクルトの事業展開

ライフサイエンス
ヤクルトの事業の基盤には、
ライフサイエンス（生命科学）

があります。

……… ＜企業理念＞ ………
私たちは、生命科学の追究を
基盤として、世界の人々の
健康で楽しい生活づくり

に貢献します。

商品の流通形態
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トップコミットメント

代表取締役社長

ヤクルトグループの原点「代田イズム」
ヤクルトグループが世界の人々の健康を守りたいという想いは、創始者の代田 稔から受け継い

だものであり、私たちが大切にしているものです。代田は幼い頃、細菌感染症で苦しむ人々を
目の当たりにし、このような現実に胸を痛めていました。その後、代田は、研究者の道を歩む
中で、微生物に着目し、生きて腸までたどり着き、有用なはたらきをする「乳酸菌 シロタ株」を
見出し、乳酸菌飲料「ヤクルト」を世に送り出しました。病気にかかってから治療するのではなく、
病気にかからないようにする「予防医学」。人が栄養素を摂る腸を丈夫にすることが、健康で
長生きにつながるという「健腸長寿」。腸を守る「乳酸菌 シロタ株」を一人でも多くの人に届けた
いという願いから大切にしていた「誰もが手に入れられる価格で」。「代田イズム」と呼ぶこれらの
考えは、ヤクルトのDNAとして受け継がれ、世界に広がっています。現在、日本を含む40の
国と地域で1日当たり約4,000万本の乳製品をご愛飲いただくまでになりました。

サステナビリティへの取り組みを強化し、
当社グループの持続的成長に
つなげていきます。

トップコミットメント

各マテリアリティへの取り組み
ヤクルトグループは、その時代時代の社会課題に向き合ってきました。「Yakult（ヤクルト）

1000」「Ｙ１０００」が皆さまから好評を得られたのも、ストレスや睡眠という現代の社会課題を
捉え、ソリューションを提供できたからだと考えています。当社グループが持続的に成長し続
けるためには、社会課題解決の一助となる商品・サービスを提供することと、社会が持続する
ような取り組みをすること、つまり、業績向上を図るだけではなく、今まで以上にサステナビリ
ティへの取り組みを強化する必要があると捉えています。

サステナビリティを高めていくために、当社グループでは優先的に取り組む重要課題、マテ
リアリティを2020年度に特定しました。環境面のマテリアリティは「気候変動」「プラスチック容器
包装」「水」、社会面のマテリアリティは「イノベーション」「地域社会との共生」「サプライチェーン
マネジメント」です。
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トップコミットメント

環境面では、1997年に「ヤクルト環境基本方針」を、2022年に「環境ビジョン2050」、中期
目標である「環境目標2030」と短期目標「環境アクション（2021-2024）」を策定しました。

「気候変動」では、脱炭素社会への移行を進め、再生可能エネルギーの導入等により、温室
効果ガス排出量の低減に努めています。
「プラスチック容器包装」は、「Yakult（ヤクルト）1000」等の乳製品の市場が成長するとともに、

プラスチックの使用量が増加しています。業績向上とプラスチック容器包装による環境負荷の
低減、その両方に対応していきます。
「水」は、飲料メーカーとして不可欠であり、世界的な水不足などの課題が増加している現在、

その重要性と責任を認識しています。持続可能な水利用を実践し、地域ごとの水リスクに対処
しています。

このような取り組みを推進している中、現在の「環境目標2030」は、策定時に想定していた
ものと乖離しており、見直しを検討しています。

また、社会面のマテリアリティの一つに「イノベーション」を掲げています。当社グループが
現在まで継続しているのは、その時々でイノベーションがあったからです。シロタ株の発見と
商品化に始まり、宅配システムの導入や健康を支える商品の上市と続いています。しかし、
このようなイノベーションは、待っていても何も始まりません。常に挑戦し続ける姿勢があった
からこそ、実現しました。一方、これまでの成果、成功体験は、逆に発想を保守的にする
可能性もあり、今一度、ビジネスモデル、組織、サプライチェーンや飲料・食品を中心とした
マーケット自体を見直す必要性を感じています。変化する社会環境に対応するためには、それ
以上のスピード感を持って変化しなくてはなりません。危機意識を持って、変化・成長を引き
起こすのは、「人」です。経営層、従業員、ヤクルトレディ一人ひとりのイノベーションマインドが、
当社グループの持続的成長につながります。

当社グループは、地域の皆さまの生活に根差すことにより、これまで事業を継続してきました。
今後も地域社会とともに歩むことは重要であるため、マテリアリティの一つとして「地域社会と
の共生」を掲げています。代田から受け継いだものの中には「人の和」「真心」「親切」という価値
観もあります。地域の皆さまには、商品や健康情報、ヤクルトレディとのコミュニケーションを
とおして健やかな生活を提供しています。さらには、宅配事業だけではなく、地域の見守り・
防犯協力活動や、地域で開催されるイベントへの協賛、自然保護のための植樹活動等にも
取り組んでいます。

サステナビリティに取り組んでいくうえでは、当社グループばかりではなく、サプライチェーン
全体で取り組んでいく必要があるため、「サプライチェーンマネジメント」をマテリアリティとして
います。サプライチェーン全体で起こり得る環境問題や人権問題を把握し、是正に努めています。
これらのマネジメントも当社グループが独善的にならないよう、サプライヤーとの対話を大切に
しています。

サステナビリティを推進していく体制
「環境ビジョン2050」の実現に向け、ヤクルト本社に設置している環境対応を推進する専任

部署では、海外事業所を含めヤクルトグループ全体や、社外の関係団体、自治体と連携を
図っています。

また、サステナビリティは、環境だけでなく、人権等の社会問題への対応も欠かすことがで
きず、取締役会でも時間をかけて議論する必要があります。本年、サステナビリティに関する
対策や対応状況等について審議し、取締役会に答申する機関として、「サステナビリティ諮問
委員会」を設置しました。サステナビリティ推進については、これまで以上に取締役会の監督
機能を強化していきます。

むすびに
現在、2025年度からの中期経営計画策定に向け、持続可能な企業経営に結び付くよう、

事業戦略と非財務戦略を検討しています。
これからもステークホルダーを代表とする皆さまとコミュニケーションを図り、企業の持続性、

社会の持続性、地球の持続性に貢献できるように私たちができること、やるべきことに取り組ん
でまいります。

2024年11月



ヤクルトの誕生
ヤクルトの創始者で医学博士の代

しろ

田
た

 稔
みのる

が京都帝国大学（現在の京都大学）で医学の道を歩み
だしたのは1921年。その当時の日本はまだ豊かとはいえず、衛生状態の悪さから感染症で命を
落とす子どもたちが数多くいました。

そんな現実に胸を痛めていた医学生の代田は、病気にかかってから治療するのではなく、病気
にかからないようにする「予防医学」を志し、微生物研究の道に入りました。

そこで腸の中の悪い菌を抑える乳酸菌のはたらきに着目。1930年、生きたまま腸内に到達して、
有益な作用を発揮する乳酸菌の強化培養に成功しました。それが「乳酸菌 シロタ株」です。

また、「予防医学」のほかに、「健腸長寿」（ヒトが栄養素を摂る場所は腸である。腸を丈夫にするこ
とが健康で長生きすることにつながる。）、「誰もが手に入れられる価格で」（腸を守る「乳酸菌 シロタ
株」を一人でも多くの人に、手軽に飲んでもらいたい。）、という考え「代田イズム」を提唱しました。

その後、代田は、生きて腸内に到達し、有用なはたらきをする「乳酸菌 シロタ株」を、一人でも
多くの人々に摂取してもらうため、有志とともに安価でおいしい乳酸菌飲料として製品化しました。
こうして1935年、乳酸菌飲料「ヤクルト」が誕生しました。

世界の人々の健康を守りたい。代田 稔の情熱と発想、飽くなき探究心は、今も、脈々と受け
継がれています。

時代をこえて受け継がれるもの
商品は、店頭での販売のほか、真心を込めてお客さまにお手渡しすることができる「宅配」とい

う方法でお届けしています。この「宅配」は商品をお届けすることに加えて、「予防医学」「健腸長
寿」の考え方を「普及」していくことや、「真心」「感謝」「人の和」を大切にするといった代田の基本的
な考えに根差しています。そして「真心」「感謝」「人の和」「正直・親切」「普及の心」「宅配の心」は、
時代をこえた普遍のものとして、現在のヤクルトに受け継がれています。

健康への想いとともに、世界に広がる“Yakult”
ヤクルトは、代田イズムを礎に「私たちは、生命科学の追究を基盤として、世界の人々の健康

で楽しい生活づくりに貢献します。」という企業理念のもと、事業活動を行っています。

私たちは、生命科学の追究を基盤として、

世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献します。

企 業 理 念

それは、研究開発から取り組む製品づくりの領域と、世界中の人々に健康をお届けする領域、
そして社会の一員として地球や社会の健康に貢献する領域から構成されています。

それぞれの事業は連携しながら、しっかりと代田イズムを受け継ぎ「世界の人々の健康で楽しい
生活づくりに貢献する」という熱い想いを持っています。今日、この想いは、広く海外へも波及し
ています。

これからも、私たちヤクルトは代田イズムを礎とした企業理念を大切にしていきます。時代も国
境もこえて、世界中から信頼されるヤクルトであり続けるために。

ヤクルトのはじまり

〈コーポレートスローガン〉

〈コーポレートスローガンに込めた想い〉

人が健康であるためには、人だけではなく周りのもの
すべてが健康でなければなりません。

ヤクルトは、水、土壌、空気、動物、植物、そして人々が織り成す社会、
これらすべてが健康であって初めて、人は健康的に生活できるのであり、

健全な社会が築かれるのだと考えています。
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代田イズムの伝承・浸透

代田イズム研修会の様子（マレーシアヤクルト）

ヤクルトのあゆみ

1930s 1940s 1950s 1960s 1970s 1980s 1990s 2000s 2010s 2020s

事業の原点である「代田イズム」を伝承・浸透
させるために、約10万人のヤクルトグループ全
従事者に対し、折に触れて「代田イズム研修」を
実施しています。

特に、ヤクルト本社の社員には、節目となる
階層別研修で、役職に合わせた研修を実施す
ることで、理解を深めるとともに価値観の共有
を図っています。

1970年
はっ酵乳「ジョア」
発売

1970年代

ヤクルトの保育所
設置

1971年
化粧品の本格販売
開始

1972年
ヤクルトレディによ
る「愛の訪問活動」
を開始

1975年

医療用医薬品「ビ
オラクチスカプセ
ル」発売。 医薬品
事業に参入

1978年
「ミルミル」発売

1990年
「お客さま相 談セ
ンター」を開設（フ
リーダイヤル導入）

1992年

「㈶ヤクルト・バイ
オサイエンス研究
財団（現 公益財団
法人）」を設立

1994年

抗悪性腫瘍剤イリノ
テカンが医薬品製
造承認・発売される。
商品名「カンプト注」

1998年

「ヤクルト」が「特定
保健用食品」として
表示を許可される

1999年
「ヤクルト４００」発売

2005年
非営利法人ヤクル
ト本 社ヨーロッパ
研究所が本格稼働
開始

2008年
「ヤクルト４００L T」
発売

2009年
「ヤクルトカロリー
ハーフ」発売

2021年
長 期 ビ ジ ョ ン

「Yakult Group 
G loba l  Vs i on 
2030」の策定
ヤクルトグループ環
境ビジョンの策定

「Y１０００」発売

2022年

調達活動における
森林破壊・土地転換
ゼロコミットメント
の策定

2012年
ヤクルト宇宙プロジェ
クト“YAKULT SPACE 
DISCOVERY”を始動

「乳酸菌 シロタ株」
が米国・食品医薬
品局（FDA）により
GRAS認証を取得

「CSR基本方針」の
策定

2019年

「Yakult（ヤクルト）
1000」発売（当社初
の機能性表示食品）

1963年
ヤクルト独自の婦
人販売店システム
を導入

1964年

初の海外事業所と
して、台湾ヤクル
トが営業を開始

1967年
研究拠点を東京都
国立市に移転（のち
の中央研究所）

1968年
プラスチック容器
を導入

1930年
代田 稔が人の健
康に役立つ乳酸菌
の強化培養に成功

（乳酸菌 シロタ株）

1935年
「ヤクルト」の製造・
販売を開始

1940年
販売専門の「代田
保護菌普及会」が
各地に誕生。のち
に販売会社となる

1980年
「タフマン」発売

1981年

東 京 証 券 取 引 所
市場第一部へ上場

1955年
株式会社ヤクルト
本社、京都に研究
所を設立

中央研究所では、施設内に設けた「代田記念館」を一般に公開し、見学を受け付けています。
「代田記念館」では、創始者の代田 稔が予防医学を志したきっかけや、健康に役立つ乳酸菌（現
在の「乳酸菌 シロタ株」）の強化培養に成功するまでの取り組み、代田イズムを継承して研究技術
開発を行う中央研究所の取り組み等を紹介しています。中央研究所の研究員による説明型施設で、

「乳酸菌 シロタ株」の顕微鏡観察等、科学への興味を深める場にもなっています。
※新型コロナウイルス感染症対策のため、2020年3月から見学を中止していましたが、2024年4月に再開しました。

代田記念館
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ヤクルトグループは、企業理念・コーポレートスローガン「人も地球も健康に」のもと「CSR基
本方針」を定めています。また、2021年3月に特定したマテリアリティに基づいた取り組みを進め、
持続可能な社会の実現に貢献していきます。

CSR基本方針
ヤクルトグループは企業理念を実践し、企業として持続的に成長することを通じてCSRを全うして

いきます。CSR活動の具体的な取り組みの上位概念として、｢CSR基本方針」を2012年4月に策定
しました。

当社各部署が取り組むCSR活動をいっそう体系化することによって、当社のCSRマネジメント
を明確にし、ステークホルダーの皆さまに対しても適正な情報開示を行っています。

ヤクルト倫理綱領・行動規準
企業活動を正しく行ううえでの規範として

「ヤクルト倫理綱領・行動規準」を策定しています。
具体的な行動の指針や例示を追加するとと

もに、時代の変化に合わせて随時改定を行っ
ています。直近では2020年4月に第6版を発
行し、全般的な項目・内容のアップデートを図
るとともに、「ヤクルト倫理綱領・行動規準」の
各項目とSDGs※とがどのように関連している
かを明確にしました。
「ヤクルト倫理綱領・行動規準」は社員手帳に

も掲載し、常に自分の意思決定のあり方につい
て確認することができるようになっています。
※ �2015年に国連で採択された「持続可能な開発目標」（Sustainable Development Goals）。2030年までに持続可

能でよりよい世界を目指す国際目標で、17のゴールで構成されています。

国連グローバル・コンパクトへの署名
ヤクルトグループは、国連が提唱している、持続可能な成

長を実現するための国際的な枠組みである「国連グローバル・
コンパクト（以下UNGC）」に、2021年5月に署名しました。

UNGCは、企業・団体にグローバルな課題解決への参画
を求め、「健全なグローバル化」「持続可能な社会」を実現させ
ようとする国際的な枠組みです。

ヤクルトグループは、UNGCの人権、労働、環境、腐敗
防止にかかわる10原則を支持するトップコミットメントのもと、
社会に寄与する良き企業市民として、グローバル社会と協調
しながら、すべての事業活動をとおして、UNGC10原則を
実践していきます。

1 2

5
4

3

6

8

7
個人の
倫理

組織の
倫理

職務上の
倫理

お客さま第一主義の
徹底 社会的規範の

遵守

反社会的勢力への
毅然とした対応

情報の保全

経営の透明化

人格と人権の
尊重

地球環境への
配慮

社会への貢献

ヤクルトのサステナビリティ

国連グローバル・コンパクトの10原則（UNGC10）

人権 原則1： 人権擁護の支持と尊重
原則2： 人権侵害への非加担

労働

原則3： 結社の自由と団体交渉権の承認
原則4： 強制労働の排除
原則5： 児童労働の実効的な廃止
原則6： 雇用と職業の差別撤廃

環境
原則7： 環境問題の予防的アプローチ
原則8： 環境に対する責任のイニシアティブ
原則9： 環境にやさしい技術の開発と普及

腐敗防止 原則10： 強要や贈収賄を含むあらゆる形態の腐敗防止の取り組み

関連情報  P.89 「人権」 
P.89 「労働」 
P.19 「環境」 
P.113 「腐敗防止」

ヤクルト倫理綱領・行動規準WEB

https://www.yakult.co.jp/company/about/ethics/

私たちヤクルトグループは、企業理念に基づいた企業活動を通じて、グループを
取り巻くすべてのステークホルダーから信頼されるよう努力し、共生していきます。

CSR基本方針
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● ヤクルトサステナビリティキャンペーン
1994年度から、ヤクルトグループ全従事者向けの「ヤクルトサステナビリティキャンペーン」

（2021年度までの名称は「ヤクルトCSRキャンペーン」）を実施しています。2023年度は、2022年
度のキャンペーンで策定した“グループみんなのサステナビリティ行動宣言”である「人と地球のた
めに、今行動しよう！」をテーマとして、森林保全に関する活動を実施しました。

ヤクルトグループ内の各拠点単位で森林保全に関連する具体的な取り組み目標である“森林
保全宣言”を募集したところ、162拠点が参加し、
合計39,359人が目標を達成しました。達成者1人
につき100円に換算し、公益財団法人世界自然保
護基金ジャパン（WWFジャパン）に3,935,900円
を寄付しました。この寄付金は、同団体における
森林保全活動に活用されます。また、公益財団法
人オイスカの「子供の森」計画への寄付、「環境アク
ション（2021-2024）」の取り組みの一環として工場
等での植樹活動もあわせて実施しました。

● サステナブルメニュー
本店社員食堂において、従事者の環境意識啓発を目的に「みんなで食べよう！サステナブルメ

ニュー」と題して、人と地球の健康に配慮した特別
メニューイベントを年2回（6月、1月）実施しました。
対象期間中は、株式会社ヤクルト・マネジメント・
サービスの管理栄養士が考案した「大豆ミート」「ブ
ルーシーフード」「地域の旬の野菜（地産地消）」など
を使用した、サステナブルメニューを毎日１種類提
供し、利用された食数に応じて、自然保護団体であ
る公益財団法人国際緑化推進センター（JIFPRO）に
1万7,100円を会社から寄付しました。

ヤクルト サステナビリティ行動計画
ヤクルトグループは、CSR基本方針に沿った活動を、実効性をもって進めていくため、「ヤクルト 

サステナビリティ行動計画※」を策定しています。ESGの分類で活動を体系化し、当社のマテリ
アリティおよびその他の重要テーマをもとに関連部署が具体的な行動計画を立案し、活動を進め
ています。
※ 2023年度までの名称は「ヤクルトCSR行動計画」

ヤクルトCSR行動計画（2023年度活動結果）WEB

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/pdf/csr_result_2023.pdf

ヤクルト サステナビリティ行動計画（2024年度行動目標）WEB

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/pdf/sustainability_target_2024.pdf

サステナビリティ意識の浸透
ヤクルトグループは、事業活動のすべてがサステナビリティ活動に直結すると考えています。

全従事者が当活動の推進者となるよう、日々の事業活動すべてにサステナビリティを意識した行
動を求めており、さまざまなアプローチで意識の浸透を図っています。

● サステナビリティ研修の推進
新入社員研修、階層別研修等で、サステナビリティについて学び考える機会を多く設けていま

す。ヤクルトグループのサステナビリティ活動の紹介や取り組む意義、近年のサステナビリティト
レンド等を学ぶ内容となっています。

また、全社員を対象にeラーニングを使用したサステナビリティ研修を実施しています。
2023年度は、グループ内の従業員に向けて、環境教育研修の一環として、環境マテリア

リティである「気候変動」「プラスチック容器包装」の2テーマに関する基礎知識が学べる動画配信
およびeラーニングを実施し、サステナビリティに関する意識啓発と理解醸成を行いました。本社
社員の受講率は「気候変動」が95.1％、「プラスチック容器包装」が90.5％でした。

結果報告ポスターキャンペーン
告知ポスター

マテリアリティ（重要課題）の特定
ヤクルトグループは、コーポレートスローガン「人も地球も健康に」のもと、世界の人々の健康で

楽しい生活づくりに貢献するという私たちの使命を実現するべく、「サステナビリティを高めるため
の6つのマテリアリティ（重要課題）」を特定しています。

サステナブルメニューの一例
 「食べ比べハンバーグ（大豆ミート＆肉）」
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特定にあたっては部門を横断した検討ワーキンググループを立ちあげ、「環境」「社会」「ガバナンス」
「事業」の観点から項目をリストアップして、「ヤクルトグループにとっての影響度」と「地球と社会の
持続可能性にとっての重要度」の2軸でマッピングし、各軸を「極めて重要」「重要」「中庸」に区分し
てマトリクス分析を進めました。IPCC※1やWEF※2等の報告書も参考にし、さらには株式会社
エヌ・ティ・ティ・データ経営研究所のご協力も得ながら議論した結果、ヤクルトグループにとっ
ても人と地球の持続可能性にとっても極めて重要と考えられる6つを特定しました。

6つのマテリアリティをもとに、戦略および計画を策定しながら、企業理念および「人と地球の
共生社会」の実現を推進し、ヤクルトグループのみならず、地球や社会の持続可能性を高めてい
きます。また、変化する社会に対応するため、ステークホルダーの意見も伺いながら、マテリアリ
ティを定期的に見直していくことも検討します。
※1 �IPCC：Intergovernmental Panel on Climate Change(気候変動に関する政府間パネル)。5～6年ごとに気候

変動に関する評価報告書を公表している。2018年に発表された「1.5℃特別報告書」では、現在より気温が2℃上昇
した場合の影響を報告し、現在より1.5℃未満の上昇に抑える重要性が指摘された。

※2 �WEF：The World Economic Forum（世界経済フォーラム）

● サステナビリティを高めるための6つのマテリアリティ
コーポレートスローガン「人も地球も健康に」を実現し、サステナビリティを高めていくため

に、バリューチェーンで優先して取り組むべき課題として、社会側面は「イノベーション」「地域
社会との共生」「サプライチェーンマネジメント」を特定しました。また環境側面では、気候変
動シナリオ分析、水リスク分析等も実施し、「気候変動」「プラスチック容器包装」「水」を特定し
ました。

マテリアリティ特定プロセス 1

3 2

候補テーマの
洗い出し

執行役員会での
承認・レビュー

優先度の設定
「ヤクルトグループにとっての
影響度」と「地球と社会の持続
可能性にとっての重要度」を

マトリクス分析

定期的に見直し

サステナビリティを高めるための6つのマテリアリティ

イノベーション

気候変動 プラスチック容器包装 水

地域社会との共生 サプライチェーンマネジメント

ヘルスケアカンパニーへの進化、菌
の科学性の追究、新商品・サービ
スの提供、資源の有効活用　等

温室効果ガス排出量削減（脱炭
素）、再生可能エネルギーの積極
的導入、省エネ活動への取り組み　
等

取引先との健全なつながり、サステ
ナブル調達の推進、原材料の安定
調達　等

地域に密着したつながり、健康情
報のお届け、「安全・安心」な健康
商品の提供　等

資源循環できる容器包装への転
換、容器包装の素材変更による
環境負荷低減　等

持続可能な水資源の使用、水使用
量削減への取り組み　等
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ヤクルトグループのSDGsへの考え方
健康への情熱・発想は、「世界の人々の健康を守りたい」という創業時の精神にさかのぼります。

ヤクルトは、「私たちは、生命科学の追究を基盤として、世界の人々の健康で楽しい生活づくりに
貢献します。」という企業理念のもと事業活動を行っており、事業活動そのものがSDGs17目標の

「3 すべての人に健康と福祉を」に貢献していると考えます。
ヤクルトの創始者である代田 稔が医学の道を歩みだしたのは1921年。当時の日本は、衛生状態

の悪さから感染症で命を落とす子どもたちが数多くいました。このような環境の中、代田は、病気に
かかってから治療するのではなく、病気にかからないようにする「予防医学」を志し、微生物の研究を
重ね、「乳酸菌 シロタ株」を生み出しました。そして、この乳酸菌を一人でも多くの人に摂取してもらう
ため、有志とともに安価でおいしい乳酸菌飲料として製品化、現在の「ヤクルト」が誕生しました。

ヤクルトの商品は、店頭での販売のほか、創業以来、「宅配」という方法でお届けしています。
この「宅配」は商品をお届けするだけでなく、「予防医学」「健腸長寿」の考え方を「普及」していくことや、

「真心」「感謝」「人の和」を大切にするといった代田の基本的な考えに根差しています。

人類がこの地球で暮らし続けていくために、2030年までに達成すべき目標であるSDGsは、
あらゆる貧困をなくすことを最も重要な課題とし、地球上の「誰一人取り残さない」ことを誓っ
ています。

ヤクルトの原点となる考え方、そして、人が健康であるためには、環境や社会等、人を取り巻
くすべてのものが健康でなければならないという、コーポレートスローガン「人も地球も健康に」
は、SDGsの目指すところと合致しており、まさに私たちが真

しんし

摯に取り組むべきものであると考え
ています。ヤクルトは、今後も「人と地球の共生社会」のもと、いつまでも人と地球がともに暮ら
せる社会をつくることを追求していきます。

マテリアリティを通じたSDGsへの貢献
ヤクルトグループの企業活動はSDGs17目標の達成に広くかかわりますが、マテリアリティを

踏まえ、ヤクルトグループと特にかかわりが深いSDGs目標は以下の8つと捉えています。今後も、
ヤクルトグループ一体となって、SDGs達成に向けた貢献を推進していきます。

予防医学
病気にかかってから
治療するのではなく、
病気にかからないた
めの「予防医学」が重

要である。

健腸長寿

ヒトが栄養素を摂る
場所は腸である。

腸を丈夫にすること
が健康で長生きする

ことにつながる。

誰もが手に
入れられる価格で

腸を守る「乳酸菌 シ
ロタ株」を一人でも多
くの人に、手軽に飲

んでもらいたい。

代田イズム

SDGsは地球の限界を超えないよう、
また貧困をなくし、「誰一人取り残さない」

社会の実現を目指している。

ヤクルトの理念・事業活動は
SDGsの考え方、特に目標3と合致している。
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イノベーション

気候変動

地域社会との共生

プラスチック容器包装

サプライチェーンマネジメント

水

世界の人々の健康に貢献する、と
いう使命を胸に、これまで培ってき
た乳酸菌や有用微生物の研究成果
の活用や、外部リソースとの協働
による新しい可能性の追求を継続
し、健康課題や社会課題の解決に
つながる商品やサービスを展開し
ていきます。

資源の枯渇や自然災害等、気候
変動に伴うさまざまな問題に対し
て、さらなる省エネ推進や再生可
能エネルギーの積極的導入等を行
うとともに、サプライチェーン全体
で温室効果ガス排出量を削減して
いきます。

「安全・安心」で高品質な商品づく
りは、持続可能なサプライチェー
ンの存在がなければ成り立ちませ
ん。人権、労働、環境、腐敗防
止といった企業の社会的責任を、
サプライチェーンで具体的アクショ
ンとして見える化しながら、推進
していきます。

事業を展開するそれぞれの地域
の文化や慣習を尊重し、「安全・
安心」で健康な地域づくりに貢献
するとともに、地域特有の社会
課題に対しても、地域の皆さまと
の対話を重ねながら、課題解決
に向けて積極的に取り組んでい
きます。

プラスチックごみや資源リサイ
クル等の問題に対して、容器
包装へのプラスチック使用量削
減や資源循環しやすい素材への
転換を図るほか、生産工程で使
用するプラスチック製梱

こんぽう

包材の
再利用等を推進していきます。

水需給の不均衡や水災害の発生
等の問題に対して、生産拠点の水
リスクに対応する管理を行い、水
使用量の削減に向けて取り組むと
ともに、水資源の保全および持続
的利用を推進していきます。

マテリアリティとSDGsの関係性 SDGs意識の浸透のために
SDGsの本質を理解し、自分ごととして捉えてもらうために、従事者に対する啓発活動を継続

的に実施しています。
2018年には、ヤクルトグループの事業の各段階における活動とSDGsとの関連性を示したポス

ターを、日本語、英語、中国語（繁体字）、中国語（簡体字）、韓国語、タイ語、インドネシア語、
スペイン語、ポルトガル語の9言語で作成しました。

また、2020年4月に改定した「ヤクルト倫理綱領・行動規準」では、行動規準の各項目に関連
するSDGsを記載しました。事業活動を正しく行ううえでの考え方や行動の実践が、ヤクルトグ
ループに求められるCSRにつながり、SDGsの達成にも貢献することを伝えています。

さらに、1994年から毎年、全社統一キャンペーンである「ヤクルトサステナビリティキャンペーン」
を実施しており、グループ従事者におけるサステナビリティ・SDGs意識を醸成しています。
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事業活動 貢献するSDGs 具体的な取り組み
研究・開発
予防医学や健腸長寿に貢献する研究開
発に取り組み、研究成果を食品・化粧
品・メディカルバイオーム®※製品へと応
用しています。
※�メディカルバイオーム®:Medical(医療)と

Microbiome(細菌叢)を合わせた造語
（商標登録済み）

◦�研究成果の情報開示
◦�代田記念館の一般公開による消費者とのコミュニケーション
◦�中高生向けオンライン企業訪問プログラムの実施
◦�商品開発時および市販後商品の安全性評価
◦�各種分析試験による製品の安全性担保
◦�各種試験データの監査による信頼性保証
◦�大学、病院、研究機関等との共同研究
◦�各種学会、シンポジウムへの協賛
◦�研究所内委員会活動等による化学物質の管理徹底
◦�システム構築と業者連携による情報漏えい防止の強化

調達
脱脂粉乳・砂糖・包装資材等の原材料
を公正な取引を通じて調達しています。

健全な取引先の選定
◦�新規取引先事前相談や信用調査の実施
◦�契約書（反社会的勢力の排除に関する条項を明記）の締結
◦�取引先決算状況の確認

公正な取引の推進
◦�取引先評価制度の実施

原材料の安定調達
◦�複数社購買や適正在庫の管理
◦�BCP対応の推進

サステナブル調達の推進
◦�CSR調達アンケートやSedexのプラットフォームによるリスク調査

および取引先面談
◦サプライヤーCSRガイドラインの策定
◦サプライヤー向け「CSR調達方針説明会」の開催
◦重要原材料のトレーサビリティ調査

生産
限りある資源を効率的に利用し、お客さ
まに「安全・安心」で高品質な商品を安定
的に届けるため、人にも環境にも配慮し
た工場運営を行っています。

労働災害の削減
◦�安全衛生教育や安全衛生巡視の実施
◦�誰もが健康でより安全に仕事ができる職場環境のための継続的設備投資

省エネおよび廃棄物の削減・リサイクルの推進
◦�高効率な設備・機器導入や作業方法改善、LED導入や太陽光発電の活用等によるCO2排出量

削減およびエネルギー使用量削減
◦�廃棄物排出量の抑制や適正処分
◦�排水の適正な管理および水使用量の削減

危機管理体制の整備
◦�災害発生時における生産活動維持や早期復旧ができる体制の整備
◦�BCPや防災マニュアルの策定・随時見直し
◦�緊急地震速報受信機の設置による早期初期対応

環境への影響やリスクを把握
◦�水リスク調査の実施
◦�生物多様性リスク調査の実施

物流
エコドライブを徹底し、環境負荷が少な
い輸送方法を選択することで、商品輸送
時のCO2排出量を削減しています。

同業他社との共同化推進
◦�物流センターおよび量販店向け輸送において他社との共同化を進め、エネルギー使用量の削減とコスト削減の両立を実現

日々の効率化推進
◦�システム導入による配車積載率の可視化を生かし、二温度帯輸送や適正配車等の配車組み替えによる高積載率を実現
◦�物流子会社の自社トラックの車載端末を活用しエコドライブを徹底・強化
◦�環境配慮車両への切り替えや空車区間の削減

販売
商品とともに、商品の正しい知識や健康
に役立つ情報をお客さまにお届けしてい
ます。

◦�児童向け出前授業の実施
◦�お客さま向け健康教室、企業向け健康教室の実施
◦�ウェブサイトでの情報開示
◦�健康に関するキャンペーンの実施
◦�店頭価値普及活動の実施
◦�障がい者福祉施設における社会貢献支援活動の実施
◦�ECサイト「ヤクルト届けてネット」によって、24時間365日注文できる環境づくり
◦キャッシュレス決済導入による顧客満足度向上
◦ヤクルトレディ向けオンライン研修サイト「あなたのミカタ」での学習コンテンツの提供
◦ヤクルトレディ向けお役立ち情報提供サイト「レディナビ」による健康情報の提供
◦ヤクルトレディ向け情報誌「けんちょう」による交通安全、商品の温度管理、身だしなみなどのお届け時の基本マナーに関する情報提供
◦ヒートポンプ自動販売機の導入

事業の各段階における活動とSDGsとの関連性
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ヤクルトグループが参画している
主な業界団体など（2024年6月時点）

ヤクルトグループが参画している主な業界団体等は下記のと
おりです。各業界団体とは連携し、自社だけでなく業界全体
が発展していくよう、情報交換しながら、事業活動の向上に
努めています。

◦一般社団法人日本乳業協会
◦一般社団法人全国発酵乳乳酸菌飲料協会
　（会長：代表取締役社長 成田 裕）
◦一般社団法人全国清涼飲料連合会
◦一般社団法人日本食育学会
◦一般財団法人食品安全マネジメント協会
　（評議員：理事 増田 智之）
◦公益財団法人特定保健用食品公正取引協議会
◦公益財団法人日本健康・栄養食品協会
◦公益社団法人食品容器環境美化協会
◦公益財団法人腸内細菌学会
　（理事：常務執行役員 長岡 正人）
◦日本乳酸菌学会
　（監事（広報・渉外）：中央研究所基盤研究所長 世良田 雅紀）
◦公益社団法人日本栄養士会
◦気候変動イニシアチブ（JCI）

※1 2023年度は引き続き新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止しました。
※2 �新型コロナウイルスのパンデミック以降、日本ではオンライン版の出前授業を開発し活用しています。海外でも一部の国と地域でオンラインを活用した活動を実

施しています。
※3 新型コロナウイルス感染拡大防止対策を徹底して活動を実施しています。

お客さま 地域社会
お客さまのニーズ・ご意見を的確に把握し、お客さまの立場に
立って、優良な商品とサービスを提供しています。
◦�お客さま相談センター（ヤクルト本社受付分） 

お問い合わせ件数：23,954件（2023年度）
◦健康情報誌『ヘルシスト』発行：年6回
◦工場見学者：【�対面】国内 約6.6千人　海外　約43万人
		  【オンライン】国内   約2.7万人
　　　　　　　	 海外   約49万人（2023年1月～12月）
◦�中央研究所 代田記念館見学者：中止※1

株主・投資家の皆さまに、正確な情報を適時・適切に開示する
ことで、公正で透明な企業活動を推進していきます。
◦株主総会
◦決算説明会：年2回（期末決算、第2四半期決算）
◦�カンファレンスコール：年2回（第1四半期決算、第3四半期決算）
◦取材対応（対面、Web、電話）：随時
◦カンファレンスへの参加、海外ロードショー、事業所見学会等：適宜
◦�コミュニケーションツール：株主通信、統合報告書、会社概要、
　サステナビリティレポート、ヤクルトの概況等

公正、透明で自由な競争および適正な取引を行い、自社と取引
先がともに成長することを目指しています。
◦購買活動を通じたコミュニケーション
◦サプライヤー向けCSR調達方針説明会の実施
◦�国内外でのCSR調達アンケートの実施と回答結果等のフィードバック
　（アンケート実施対象：152社）
◦現地訪問等を含む取引先面談（対象：３社）
◦�ウェブ購買システムによる公平公正な取引環境の維持： 

参画取引先91社（中央研究所）
◦取引先従業員向け健康セミナー
◦�取引先向け物流品質勉強会

 （対象：輸送・荷役協力会社 約140社）

地域社会の一員として、地域の文化・慣習を尊重し、地域社会と
協調しながら企業活動を推進しています。
◦�出前授業※2：�
　　国内      4,360回、参加者数　   231,260人（2023年度） 
　　海外    55,959回、参加者数   3,327,615人（2023年1〜12月）
◦�健康教室※2：�
　　国内    69,353回、参加者数　   366,968人（2023年度） 
　　海外  249,526回、参加者数 10,207,045人（2023年1〜12月）
◦�愛の訪問活動：実施対象高齢者数約30，000人（2023年度）※3

◦�地域の見守り・防犯協力活動：927自治体等（2023年度）
◦クリーン活動：91回（2023年度各工場、中央研究所計）
◦自動販売機による社会活動

すべての従事者が働きやすい職場づくりに努めるとともに、
さまざまな対話を通じて一人ひとりの個性を尊重しています。
◦個人面談
◦従事者アンケート
◦イントラネットでの情報共有
◦社内報
◦研修プログラム
◦従業員相談窓口
◦労務懇談会

さまざまな課題の解決に専門的に取り組むNGO・NPOとの協
働の考えのもと、自社の事業活動・CSR活動をさらに向上させ
ています。
◦社会貢献活動
◦社内外セミナー
◦��支援プロジェクト（�国内：公益財団法人オイスカ「子供の森」計画、
　　　　　　　　　 海外：中国「百万本植林活動」等）

https://www.yakult.co.jp/company/ir/
https://www.yakult.co.jp/company/ir/
governance/corporate/pdf/governance.pdf

ステークホルダーとの対話
企業として持続的に成長し、社会的責任を果たしていくため

には、企業活動を積極的に開示し、ステークホルダーとの
双方向のコミュニケーションを実現することが不可欠だと考えて
います。そこで、ヤクルトグループではお客さま、地域社会、
株主・投資家、従事者、取引先、NGO・NPO等、さまざまな
ステークホルダーと対話し、いただいたご意見を事業活動に
反映させています。今後もステークホルダーとの関係を深め、
信頼につながる対応を継続していきます。

株主・投資家

取引先

従事者

NGO・NPO

▶ P.99-103 ▶ P.57-63

▶ P.75-88▶コーポレートガバナンス報告書

▶ IR情報

▶ P.64-74、104-110 ▶ P.49、57-63
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有識者 ヤクルト本社

ヤクルトグループの人権尊重の取り組みに関するダイアログ
ヤクルトグループは、すべての人権が尊重される、責任あるバリューチェーンの構築を目指し、人権尊重の取り組みを推進しています。その一環として、2024年6月に、

「顕著な人権課題」の特定を含めた、当社グループの人権尊重の取り組みに対する評価や期待をテーマとして、有識者とのダイアログを実施しました。

法律事務所にて勤務後、米ニューヨーク大学ロースクールLL.M.課程を修了し、
2016年より現ポジションで勤務。日本の政府、使用者及び労働者団体、
市民社会との協業のほか、諸国大使館との連絡窓口の役割も担う。
ビジネスと人権に関して外務省・経産省などの委員を務め、企業内専門人材育
成プログラムなど多岐にわたるプロジェクトを担当。主な論考として「労働に関す
る企業の社会的責任（労働CSR/RBC）の実現に向けた政策提言」（共著、ILO）等。

日本企業による国内外のM&A・新興国への進出案件、新興国におけるコンプ
ライアンス事案、日本企業による海外子会社管理・海外不正調査等に関する
助言を広く手掛け、日本企業が関連する「ビジネスと人権」に関する相談事案も
多数担当。特に「ビジネスと人権」に関しては早くから取り組みを始め、長年に
わたり情報発信や日本企業等に対する助言を継続してきている。ビジネスと
人権ロイヤーズネットワーク運営委員。

取締役 常務執行役員
経営サポート本部長

川畑 裕之

常務執行役員

夏目 裕

梅津 英明 氏
森・濱田松本法律事務所
パートナー弁護士・ニューヨークオフィス代表

田中 竜介 氏
ILO駐日事務所 プログラムオフィサー
渉外・労働基準専門官

広報室長

堀 千佳子

広報室 
CSR推進室長

金子 淳

対話を通じて
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有識者からの主なご意見

＜評価できるポイント＞
⃝ �国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に沿って、さまざまな部署・事業所の内部ステーク

ホルダーの声を反映しながら人権デュー・ディリジェンス（以下、人権DD）に取り組んでいる点
が非常に評価できる。

⃝ �顕著な人権課題候補について、強制労働から労働安全衛生などを含めて幅広いテーマが
カバーされており評価できる。

＜これからの課題点＞
⃝ �人権課題について、実際に起きている具体的な事実・問題を把握し捉えなおしていくこと、

つまり「ヤクルトごと」化することが重要である。
⃝  �“HOW”の視点とともに“WHY”の視点に重点を置くことが必要であり、「なぜそれをやるのか」を社

内外の対話を踏まえて考えていくことが重要である。自社を人権の課題から遠ざけるのではなく、
人権リスクを抱える人たちを救済しにいくこと、人権リスクが高いところについて予防策・軽減策
を打つために何ができるのかという発想に切り替えることが必要である。

⃝ �人権DDにおいて問題（リスク）があることを認めることはマイナスなことではない。
　 �具体的な課題を見つけ、課題解決の働きかけをする、そして改善をしていることを確認する

ことが重要。
⃝ �サプライチェーンの人権課題について、すべてのサプライヤーに訪問することは難しいが、

パイロットケースとして１～２社でも現場に赴き、1次・2次・3次以降のサプライヤーまでさかの
ぼり、どんな人がどのような環境で働いているかを確認し、肌感覚をもってサプライチェーン
の人権課題を受け止めることが重要である。

⃝  �「ヤクルトレディ」という組織は女性の社会進出に寄与したという歴史がある一方で、現代に
おいては、（会社がそのつもりではなくても）ジェンダーの問題や、女性がするべき仕事である、
などの固定観念につながってしまう懸念があり、呼称変更などの検討が必要なのではないか。

⃝ �苦情処理メカニズムについては、声をあげてもらい、解決につながることが重要である。人権課題
が大きそうなところや見えにくいところに優先順位をつけて導入していくことも一つの手段である。

⃝ �人権課題への対応は、どこまで改善しても終わりがない。人権DDを継続して行い、人権課
題に取り組み続けることが重要である。

ご意見を受けて

⃝ �ヤクルトグループで実際に起きるリスクのある、または起きている人権課題を把握し、課題の
解決に向けて実効性のある取り組みを推進します。

⃝ �人権課題の存在について開示することがマイナスではないと認識し、具体的な人権課題に
ついてどのように取り組み、改善したかを説明していくことが重要であると理解し、人権尊重
の取り組みについての開示の拡充を今後検討します。

⃝ �サプライチェーンの人権課題を具体的に捉えるために、２次以降のサプライヤーに訪問する
ことを今後検討します。

⃝ �ヤクルトレディの呼称やあり方について、時代の変化に応じた対応が必要であると認識しており、
働き方の多様化やジェンダーの観点から検討していきます。

⃝ �苦情処理メカニズムについて、人権リスクの顕在化が見えにくいところからの声を拾う重要な
手段であると理解し、具体的な導入に向けて検討を進めてまいります。

今回のダイアログを通じて、当社グループのこれまでの取り組みを振り返るとともに、社会
から当社グループが求められていることの理解や、今後必要な対応について考える貴重な機会
となりました。今後は、実際に起きている人権課題を改善していくことに主眼を置き、できる
ことから具体的な取り組みを進めてまいります。
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● ヤクルトの環境への取り組み
ヤクルトグループは、「人も地球も健康に」をコーポレートスローガンに

掲げており、人が健康であるためには、水、土壌、空気、動物、植物、
人々が織りなす社会、つまり地球が健康であることが必要不可欠だと考
えます。

その思いから、1997年に「ヤクルト環境基本方針」を策定し、環境に配
慮した事業活動を行ってまいりました。近年は気候変動や海洋プラスチッ
ク汚染などの環境問題がさらに深刻化し、人々の健康や生活に大きな影
響を及ぼしています。一方、世界40の国と地域で事業を展開している
当社グループもまた、地球環境に大きな影響を与えていると認識してい
ます。

事業活動をとおして環境問題を解決することで、持続可能な社会の実現に貢献するとともに、
事業が持続的に成長することが、私たちの果たすべき責任であると考えます。

● 「ヤクルトグループ 環境ビジョン」の推進
2021年に人と地球の共生社会の実現を目指す「ヤクルトグループ 環境ビジョン」を策定し

ました。その中で、2050年のあるべき姿として「環境ビジョン2050」を定め、バリューチェー
ンにおける環境負荷ゼロ経営に向け、「温室効果ガス排出量ネットゼロ（スコープ1・2・3）」
を掲げています。また、当ビジョンに基づいた実効性のある取り組みを推進するため、バッ
クキャスティング思考に基づいた「環境目標2030」および「環境アクション（2021‐2024）」
もあわせて策定しました。 現在、事業の成長と環境への配慮の両立を目指し、「環境目標
2030」の見直しや2025年度からの「環境アクション」の策定を検討しています。

当ビジョンで定めた、ヤクルトグループの「あるべき姿」の実現を目指し、2022年に環境対
応を推進する部署を設置しました。当部署を中心に、当社グループ内での取り組みの強化や、
グループの枠を越えた他社との協力関係の構築、関係省庁・自治体との連携を図っています。

具体的な取り組み事例をいくつかご紹介します。温室効果ガス排出量削減に向けては、グ
ループ国内13工場において、生産工程で使用する電力をすべて再生可能なエネルギー電力
に切り替えました。また、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD※）の提言に賛同し、
当社グループの対応策等を開示しています。世界で喫緊の課題となっている気候変動問題に
関して、今後も真摯に取り組んでまいります。

プラスチック使用量の削減あるいは再生可能化に向けては、一部の商品では、バイオマス
プラスチックを配合したストローに変更しています。また、資源循環の取り組みでは、他社と
業界横断で使用済みプラスチック容器の回収実験を行っています。世界各地ではプラスチック
ごみによる環境汚染問題の深刻化により、プラスチックに関する規制の強化が進んでいますので、
各国・地域の規制を注視しながら、具体的な対応策の検討を進めてまいります。
※ �TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosure）は、G20の要請を受け、金融安定理事会（FSB）

により、気候関連の情報開示および金融機関の対応をどのように行うかを検討するために設立されました。2017年
に公表された最終報告書では、企業などに対し、気候変動関連リスクおよび機会に関する「ガバナンス」「リスク管理」

「戦略」「指標と目標」について開示することを推奨しています。

● ヤクルトと世界の「持続可能な未来」のために
ヤクルトグループが目指す、人と地球の共生社会の実現のためには、すべての従事者が

環境問題を自分ごと化し、アクションにつなげていくことが重要です。一方、社内だけでなく、
社外のステークホルダーとの連携もまた、必要不可欠であると考えます。従事者への環境啓
発や、取引先とのコミュニケーションを継続的に実施することで、当社グループの目指す世界
を共有し、バリューチェーン全体で環境問題の解決に向けて取り組んでまいります。

当社グループの商品をとおしてお客さまの健康づくりに貢献しながら、地球環境にも良い
影響を与えていくこと、その実現を目指して取り組み続けることが、ヤクルトと世界の「持続
可能な未来」につながると考えています。これからも、「人も地球も健康に」を実現するために
邁進し、ステークホルダーの皆さまに信頼され、愛される会社であり続けるように努めてま
いります。



環境マネジメント体制
CSR推進委員会において、「環境ビジョン2050」に向けた中短期マイルストーン「環境目標

2030」、「環境アクション（2021-2024）」の進捗把握・評価を行っています。環境活動の進捗
状況は、当ビジョンの実現に向けて取り組むために2022年に設置された「環境対応推進部（当時、
環境対応推進室）」が把握・解析し、CSR推進委員会で報告しています。そのうち重要事項につ
いては、経営政策審議会および執行役員会・取締役会に諮る手順としています。また、2024年
度から環境・社会課題などの解決に向けたサステナビリティに関する基本戦略、対策・対応状
況等について審議し、取締役会に答申する役割を担う諮問機関として、「サステナビリティ諮問
委員会」を設置しています。

各本社工場、各ボトリング会社では、工場長または社長をトップとする委員会を設置して「年次
計画」を策定し、ISO 14001の環境マネジメントプログラム等に基づく環境活動を推進しています。

工場部門の全体会議は年1回開催し、グループ内で成功事例を共有化する等、活動を工場
全体に水平展開する工夫をしています。

P.109 サステナビリティ・ガバナンス関連情報

環境マネジメント

ヤクルト環境基本方針

株式会社ヤクルト本社およびヤクルトグループの全事業体は、地球環境の保全が「社会と共生する経営」
の最重要課題の一つであることを認識し、企業活動のあらゆる面で環境の保全に配慮して行動する。

1. �ヤクルト本社内に設置する「CSR推進委員会」の施策を実現するため、ヤクルトグループの全事業体
は一体となって、事業活動に伴う環境問題に積極的に、かつ継続的に取り組む。

2. �各事業体は環境マネジメントシステムを構築し、環境負荷の抑制を目標に従事者全員の参加により
体系的に取り組むとともに、その継続的改善を図るために定期的に実施状況を点検、監査し、環境
行動の見直しを行う。

3. �環境関連の法律・規制・協定などを遵守することはもとより、自主基準を設定し、環境管理レベル
の一層の向上と環境汚染リスクの未然防止に努める。

4. �事業活動の全般において、環境のみならず生物多様性にも配慮した環境負荷の低減化を推進する。
5. 従事者全員に対する環境教育を徹底し、環境保全意識の向上を図る。
6. 環境行動に関する情報を適切に開示し、社会とのコミュニケーションに努める。
7. 企業市民として、地域の環境保全活動に対する支援、協力を積極的に行う。

策定 1997年6月24日　改定 2004年3月8日／2010年1月25日

環境理念

行動指針

ヤクルトグループ環境基本方針全文は以下URLからご確認ください。
WEB https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/environment/management/

ヤクルト環境基本方針
当社は、1991年11月に地球環境の保全に取り組むための組織を設置し、1997年6月には

グループ全体を対象とした「ヤクルト環境基本方針」を策定しました。そこに掲げた「環境理念」と
「行動指針」に基づき、事業活動の全領域で環境保全活動を推進しています。2001年度から
2020年度までは「ヤクルト本社環境行動計画」を策定し、研究開発、生産、営業およびオフィス
の全部門をあげて環境対策活動を展開しました。2021年度からはヤクルトグループ環境ビジョン
を策定し、ヤクルトグループ一丸となって環境負荷の低減に取り組んでいます。

ヤクルトグループ環境ビジョン
世界では、気候変動問題をはじめとする、さまざまな環境問題が深刻化しています。ヤクルト

グループは世界40の国・地域に展開しており、現地生産・現地販売を基本とした事業活動を推
進していますが、それはいいかえると、世界各地の社会や環境にプラス面だけではなく、マイナ
ス面も含め影響を与えているということと認識しています。

ヤクルトグループは、地球環境へのマイナスの影響を減少させ、プラスの影響を与える取り組
みを推進していくために、2021年3月、人と地球の共生社会の実現を目指す「ヤクルトグループ 
環境ビジョン」を策定しました。2050年のあるべき姿として「環境ビジョン2050」を定め、バック
キャスティング思考に基づいた中短期のマイルストーンも策定して、実効性のある取り組みを推進
していきます。 
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取り組み

温室効果ガス排出量（国内スコープ1・2）を 

2018年度比30％削減する

プラスチック製容器包装の使用量（国内）を 

2018年度比30％削減あるいは再生可能にする

水使用量（国内乳製品工場：生産量原単位）を 

2018年度比10％削減する

取り組み

取り組み

•省エネ活動の推進や再生可能エネルギーの導入
•カーボンマネジメントの推進　等

•資源循環しやすい容器包装への転換
•容器包装の素材変更による環境負荷低減　等

•�水管理計画の策定による持続可能な水資源の使用体制
の整備

•節水施策等の推進による水使用量の削減　等

気候変動

プラスチック容器包装

水

温室効果ガス排出量（国内スコープ1・2）を2024年度
末までに2018年度比10％削減

（1）�水使用量（国内乳製品工場：生産量原単位）を2024年
度末までに2018年度比3％削減

（1）�廃棄物発生量を2024年度末までに2010年度比
20％削減

（2）食品廃棄物の再資源化率 95％以上の維持

（1）自然保全活動の支援・参画
（2）生物多様性に関する教育の推進

（1）�プラスチック製容器包装の使用量（国内）を、2024年
度末までに2018年度比5％削減あるいは再生可能
にする

（2）容器包装の資材使用量を削減
（3）容器包装の素材変更により環境負荷を低減
（4）容器包装に植物由来の環境にやさしい素材を使用

重点課題 目標

1.脱炭素社会の実現

3.水使用量の削減

4.廃棄物の削減

5.生物多様性の保全と活用

2.�資源循環できる容器包装への転換

気候変動

水

プラスチック容器包装

 P.42 水関連情報

 P.37 プラスチック容器包装関連情報

環境ビジョン2050

環境目標2030
環境に関する3つのマテリアリティについて、「環境ビジョン2050」実現に向けた中期的マイル

ストーンとして「環境目標2030」を策定し、推進しています。
なお、2025年に環境アクション（2021-2024）の結果を分析したうえで、目標の更新を検討

する予定です。

環境アクション（2021－2024）
「環境目標2030」を達成するための短期的マイルストーンとして「環境アクション（2021-

2024）」を策定し、推進しています。また、マテリアリティにはありませんが廃棄物の削減、生物
多様性の保全についても、継続して取り組んでいます。

 P.27 気候変動関連情報
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気候変動
温室効果ガス排出量（国内本社単体およびボトリング会社、スコープ1・2）について、2023年度

は本店や東京物流センター、新たに稼働開始した富士小山ヤクルト工場等で実質的に再生可能エネ
ルギー由来電力を導入したことや、岡山和気ヤクルト工場で太陽光発電設備を増設したことのほか、
各事業所での省エネ活動等により、2018年度比46.4％削減しました。

プラスチック容器包装
プラスチック製容器包装の使用量（国内）について、2023年度は紙容器入り乳製品用ストロー

のバイオマスプラスチックを配合したストローへの変更による再生可能素材の使用拡大等に努めま 
したが、Yakult（ヤクルト）1000等の売り上げ増加に伴い、再生可能ではないプラスチック使用量
は2018年度比で24.8％増加しました。

 現在、さらなる取り組み拡大に向けて国際的な持続可能性認証の取得を進めています。

水
水使用量（国内の乳製品工場：生産量原単位）については、工場での工程作業方法再考によ

る原料水使用量削減や、自動水洗時間の見直しによる用水の削減等の節水活動により、2023年
度は生産量原単位で、2018年度比15.8％削減しました。また、効率的な水使用量の削減に向
けた水管理計画の策定を推進しました。

環境ビジョン実現に向けたロードマップ
環境ビジョンの実現に向けて、2022年4月に「環境対応推進部（当時、環境対応推進室）」

を設置し、当部署を中心に、「環境アクション（2021-2024）」の目標達成、および「環境目標
2030」、「環境ビジョン2050」の目標達成に向けた各種取り組みを推進しています。

気候変動
• �再生可能エネルギーの拡大（再生可能エネルギー由来電力への切り替え、再生可能エネルギー設備の導入等）
• インターナルカーボンプライシング(ICP)制度※の導入・活用による低炭素投資や気候変動対策の推進
• 省エネルギー機器への転換、より効率的な新規技術の導入による省エネ活動の推進
※ �ICP 制度：企業内部で独自に炭素に価格をつけ、CO2排出量を仮想的に費用換算することで、CO2排出量削減に向けた

経済的なインセンティブを創出し、低炭素投資や気候変動対策を推進するしくみ。

プラスチック容器包装
• 容器包装へのプラスチック使用量の削減（軽量化、薄肉化）
• 容器展開の多様化の検討
• 容器包装の資源循環しやすい素材（リサイクル素材、バイオマス素材、生物分解性素材等）への転換に着手
• プラスチック製容器包装のリサイクルスキームの構築および高度化

水
• 節水活動の推進、水の再利用設備の導入検討
• 生産拠点における定期的な水リスク調査の実施
• 水管理計画を策定し、それに基づいた水リスクマネジメントの推進

2022 2023 2024 2030 2050

再生可能エネルギーの拡大（再エネ電力への切り替え、再エネ設備導入等）
温室効果ガス排出量
(国内スコープ1・2)
2018年度比30％
削減

水使用量(国内乳製品
工場：生産量原単位)
2018年度比10％
削減

プラスチック製容器
包装の使用量(国内)
2018年度比30％
削減あるいは再生
可能にする

省エネルギー機器への転換、省エネ活動の推進

温室効果ガス排出量（スコープ1・2*）の把握および管理温室効果ガス排出量（スコープ1・2*）の把握および管理

容器包装へのプラスチック使用量の削減（軽量化・薄肉化）　プラスチック製容器包装使用量の削減（軽量化・薄肉化）　

*スコープの定義　スコープ１：自社の事業活動での燃料使用に伴う直接排出量
　　　　　　　　  スコープ２：企業が外部から購入する電気・蒸気・熱に関する間接排出量
　　　　　　　　  スコープ３：事業活動に関連するサプライチェーン全体における排出量

環境配慮型容器包装の基礎技術確立

資源循環しやすい素材（バイオマス素材等）への転換に着手

環境配慮型容器包装への最大限の転換

定期的な水リスク調査の実施

水管理計画を策定し、それに基づいた水リスクマネジメントの推進

生産工場における節水活動の推進、水の再利用設備導入の検討

インターナルカーボンプライシング制度の導入・活用

実装

気候変動

プラスチック
容器包装

水

プラスチック製容器包装のリサイクルスキームの構築および高度化

温室効果ガス排出量（スコープ3*）の把握および管理

環境ビジョン実現に向けたロードマップ

環境ビジョンの進捗状況
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環境に関する認証取得状況
ヤクルトグループは、製造や

流通段階の環境負荷を抑える
一環として、本社工場、研究
所、ボトリング会社、海外工
場においてISO 14001の認証
取得を推進しています。

● 容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律）
容器包装リサイクル法では、当社等のメーカーは、再商品化義務の履行に加え、容器包装材

に対するいっそうの3Rの推進や市町村に対する拠出金制度が定められています。
当社は法令を遵守し、2023年度は以下のとおり容器包装の再商品化義務量を定めました。

なお、2023年度に当社が負担した再商品化委託料は、拠出金と合わせて総額約3億2千万円で
した。

● 食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）
当社では、すべての事業所で食品廃棄物の減量と再生利用の促進に努めています。2023年

度は、発生量644.6t、再生利用等の実施率は99.3％で定期報告書を提出しました。

● PRTR法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）
PRTR法では、特定化学物質の大気・排水への排出量や廃棄物に含まれて事業所外へ移動す

る量等の把握、および年間取扱量が1t以上の当該化学物質の取扱量等の届出が義務づけられ
ています。また、2001年に施行された「東京都環境確保条例」では、年間取扱量が100kg以上
の化学物質の届出が求められています。

2023年度の届出対象となった化学物質は3品目でした。

環境法令の遵守
● 省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律）

当社では、すべての事業所で省エネルギーに努め、2023年度における「定期報告書」と2023年
度以降の「中長期計画書」を提出しました。

2023年度のヤクルト本社の年間エネルギー使用量は、原油換算で25,190klとなり、対前年
差177kl増でした（前年比100.7％）。エネルギーの使用に係る原単位の前年比の5年間平均値は
97.4％となり、省エネ法の努力目標「5年間平均原単位を年1％以上低減すること」を達成し、資源
エネルギー庁が定める省エネが優良な事業者であるSクラスとなりました。また、エネルギーの使用
に伴い発生する温室効果ガス排出量は45,435tとなり、対前年差で529t減でした。

● フロン排出抑制法
2015年4月から「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制

法）」が施行されています。当社では、この法律に基づき、管理の対象となる機器をすべての事
業所・部署で適正に管理しています。2023年度のフロン漏えい量は897.279t-CO₂でした。

また、ヤクルトグループの各工場では、フロン排出抑制法を遵守し、オゾン層破壊物質を管理
しています。また、各工場では、日常点検のほか、定期点検等を行うことで、早期の異常発見
に努めています。

発生量（t） 再生利用の実施量（t） 再生利用等の実施率（%） 再生利用の用途

644.6 ｔ 640.1 ｔ 99.3% 肥料・飼料等

 P.46 食品ロス削減への取り組み関連情報

化学物質名 取扱量
（kg/年）

環境への排出量
（kg/年）

事業所外移動量
（kg/年） PRTR法 東京都

環境確保条例

クロロホルム 180 0 180 ◯
◯メタノール 100 3.4 100

硫酸 190 0 0

※ ��各化学物質の用途は主に反応溶媒、抽出溶媒です。硫酸についてはpH調整等に使用しています。
	 上記数値は国および東京都への報告値です。

環境に関する認証取得状況（ISO 14001）

食品廃棄物の再生利用実績 （2023年度）

中央研究所（東京都国立市）が使用する「PRTR法／東京都環境確保条例」届出対象化学物質 （2023年度）

取得拠点数 取得比率
本社工場、ボトリング会社

（全13か所） 12 92.3％

中央研究所 1 100％
海外工場（全28か所） 6 22.2％

 会社別の詳しい認証取得状況WEB

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/social/
product_safety/certification/
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※ �環境損傷コスト＝汚染負荷量賦課金 
公害健康被害補償制度における補償給付に必要な費用の一部として充当するため、ばい煙発生施設等設置者また
は特定施設設置者から徴収する特定賦課金。

＊ 内訳の数値を四捨五入しているため、内訳数値の合計と総計は一致しないことがあります。

（単位：百万円）

分類 主な取り組み内容
2022年度 2023年度

投資額 費用額 合計 投資額 費用額 合計
（1）�
事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト

①�公害防止 
コスト

水質汚濁防止、大気汚染防止、
土壌汚染防止 327.2 258.9 586.1 137.7 228.5 366.2

②�地球環境 
保全コスト

CO2削減、省エネルギー、
太陽光発電設備 117.1 66.7 183.9 53.6 134.1 187.7

③�資源循環 
コスト

容器回収用車両・資機材の開
発・助成費用、廃棄物再資源化、
プラリサイクル品の作製

53.3 81.6 134.9 65.9 79.9 145.8

（2）上・下流コスト 容器包装リサイクル法委託料、
自動販売機オーバーホール 0.0 270.0 270.0 0.0 270.1 270.1

（3）管理活動コスト

工場緑地管理、環境マネジメン
トシステムの更新維持、サステ
ナビリティレポートの発行、環
境負荷監視費用、従業員への
環境教育費用

0.0 245.5 245.5 0.0 406.9 406.9

（4）研究開発コスト 容器・副資材の改良検討 0.0 58.3 58.3 1,329.5 210.9 1,540.4

（5）社会活動コスト 事業所近隣クリーン活動、環境
保全活動を行う団体への寄付 0.0 6.4 6.4 0.0 7.4 7.4

（6）環境損傷コスト※ 汚染負荷量賦課金 0.0 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1
総　計 497.7 987.6 1,485.3 1,586.7 1,338.0 2,924.7

（単位：百万円）環境保全対策に伴う経済効果

効果の内容 2022年度 2023年度
リサイクルに伴う廃棄物処理費用の削減 0.0 0.1
リサイクルにより得られた収入額 2.8 6.7
省資源による費用削減 6.7 5.7
省エネルギーによる費用削減 40.0 48.6
容器包装の薄肉化、軽量化、簡素化による費用削減 0.2 5.5
自動販売機のオーバーホール、再利用による費用削減 8.6 19.7
グリーン購入による差益 0.0 0.1
その他 0.0 0.0

総　計 58.4 86.4

環境会計
● 当社の対応状況

2001年5月に環境省の「環境会計ガイドライン」に準拠した「ヤクルト本社環境会計ガイドライン」
を策定し、2001年度から環境会計情報を集計､ 公表しています。

● 導入目的
1. 環境保全活動の費用対効果を明確にし、環境経営に活用します。
2. 企業の社会的責任として、ステークホルダーに対して環境情報の開示を図ります。

● 集計上の要件
［集計の範囲］ ヤクルト本社単体
［対象期間］ 2023年4月1日～2024年3月31日
［特記事項］
（1） 環境保全を目的とする活動に限定して集計しています。
（2） 投資額は償却資産の当期取得価額を計上しています。
（3） 償却資産の減価償却費、環境ビジネスに関するコストは計上していません。

環境会計の実績は、前年度に比べて約14億4千万円増加しました。環境保全に資する製品等
への研究開発をはじめとした各種環境保全対策の実施により、全体的にコストが上昇しています。

経済効果については、前年度と比較して約2千8百万円増加しました。この要因は、省エネル
ギーや容器包装の薄肉化、自動販売機のオーバーホール、再利用による費用の削減等が増加し
たためです。

容器包装の区分 2019 2020 2021 2022 2023
ガラスびん 266 240 212 197 190
PETボトル 33 26 19 17 15
プラスチック製容器包装 5,894 5,288 5,046 5,246 5,697
紙製容器包装 91 90 87 81 52

合計 6,284 5,644 5,364 5,541 5,954

容器包装の再商品化義務量 環境会計の実績
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● 環境負荷の特定と削減に向けた主な取り組み
ヤクルトグループは、生産、物流、販売、リサイクルの製品ライフサイクルに沿って環境負荷

を特定し、「環境アクション（2021-2024）」等に基づき、効率的な負荷削減に取り組んでいます。

生産からお届けまで（2023年度）

INPUT
取引先

● ヤクルト本社

● 物流子会社

● 販売会社

お客さま

OUTPUT

本店・支店
研究所
生産工場

● ボトリング会社

最終処分量

● 資源消費
生産

物流

生産

● エネルギー消費

原料
脱脂粉乳
全粉乳
糖類
その他
包装資材
プラスチック容器類
紙容器類
段ボール類
その他
水
地下水
市水

電気
燃料（原油換算）

軽油

CO2※2
SOx※1
NOx※1

（　　）は物流子会社車両

● 排水量
公共水域
公共下水
排出BOD

● 廃棄物

CO2※2

NOx

● 大気排出

● 大気排出
物流

（　　）は物流子会社車両

千m3

t
t

t
t
t
t
t
t
t
t
t
t

千m3
千m3
千m3

千kWh
kl

千m3
千m3

t

20,210t
0.7t
9.5t

1,096千m3

2,851t
14t

19,250t
（3,964t）

1.7t
（0.3t）

69,517t
16,139t

911t
50,541t

1,926t
23,659t
15,926t

2,111t
1,892t
3,730t

1,678千m3
900千m3
778千m3

80,095千kWh
10,611kl

6,480kl
（1,536kl）

442千m3
654千m3

67t

集計範囲：ヤクルト本社（福島工場、茨城工場、富士裾野工場、富士裾野医薬品工場、兵庫三木工場、佐賀工場、
湘南化粧品工場、特定荷主を含む）、ボトリング会社（岩手ヤクルト工場、千葉ヤクルト工場、富士小山ヤクルト工場、
愛知ヤクルト工場、岡山和気ヤクルト工場、福岡ヤクルト工場）
※1 SOxおよびNOxの測定対象は、測定義務などにより、測定を実施している以下の工場
　   ヤクルト本社（福島工場、茨城工場、富士裾野工場、兵庫三木工場）、ボトリング会社（岩手ヤクルト工場）
※2 CO2排出量は各電力会社の調整後排出係数を使用
＊ 過去5年分のデータはエクセルファイル「ESGデータ集」

（https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/）をご覧ください。
＊ 内訳の数値を四捨五入しているため、内訳数値の合計と総計は一致しないことがあります。

生産
「ヤクルト」等の乳製品は、5つの本社工場と6つのボトリング会社で生産されています。各工場・

ボトリング会社では、ISO 14001※の目的・目標に従い、生産に伴って使用する原料（脱脂粉乳等）、
電力・燃料、水資源、包装資材（紙・プラスチック）等の効率的利用を進めています。
※2024年1月に生産を開始した富士小山ヤクルト工場は、2025年度の取得を計画しています。

物流
工場やボトリング会社で生産された製品の輸送は、主に物流子会社が担当しています。

当社は、省エネ法の「特定荷主」に該当しており、物流にかかわるエネルギー消費原単位を
直近の5年度の平均で1％以上削減することが努力目標となっています。物流子会社では、

「グリーン経営認証」の取得・更新、エコドライブの徹底、燃費効率の良いトラック購入等に
より、CO₂排出量の削減に取り組んでいます。

販売
自動販売機の省エネルギー化や、自動販売機のリユース（オーバーホール）利用に取り組ん

でいます。
宅配部門においては、ヤクルトレディのお届け車両として、CO₂排出量の削減を図るために

電気自動車（コムス）を導入しています。直販部門においては、取引先から回収した使用済み
容器のリサイクルを推進するため、効率的に分別回収できる専用スペース付ルート車等を導入
しています。

リサイクル
ご家庭にお届けしているヤクルト類等の容器は、「容器包装リサイクル法」の対象であり、再

商品化（リサイクル）する義務があります。当社では、国が指定する公益財団法人日本容器包
装リサイクル協会に委託する（委託料を支払う）ことで、リサイクルの義務を果たしています。

環境教育
各工場ではISO 14001に基づき、環境教育を推進しています。具体的には、内部監査員

の育成や自部署内の環境に対する取り組み等について情報共有を進めています。新入社員研
修では、ISO 14001の概要や組織体制について説明し、共通の目的・目標を持ち全社員で取
り組む意識を培っています。2023年度は、国内13工場において22回、計642人が参加し
ました。

事業活動に伴う環境負荷の全体像
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気候変動
マテリアリティ

◦�2℃未満シナリオのリスク
•炭素税による自社へのコスト増加
•�プラスチック代替原料の調達コスト増加およ
び設備投資

•�森林破壊リスクの高い原材料の価格の上昇・
認証品調達費用

◦�4℃シナリオのリスク
•�化石燃料コストの上昇
•�自社工場等の被災、生産・物流停止によ
る売り上げ減少、コスト増加

•�糖類の調達困難によるコスト上昇
•�暑さあるいは牧 草 地や飼 料の減 少に起 因
する生乳生産量の減少による脱脂粉乳の
調達コストの増加　　　　　　　　　 等

リスク

◦�2℃未満シナリオの機会
•�水等の資源の効率的利用の促進による新製
法・新製品の開発による売り上げ増加やコ
スト低減

•�乳以外のたんぱく源を利用した製品開発、微
生物を活用した食品以外の用途の製品開発か
らの売り上げ増加

◦�4℃シナリオの機会
•�在宅率向上による宅配部門売り上げの増加
•�EC販売拡大による売り上げの増加
•�利便性、コスト、効果的タイミングを求め
る消費者ニーズの高まりによる乳酸菌サプ
リメントの売り上げ増加

•�健康意識の高まりによる売り上げ増加

機会

ガバナンス
ヤクルトグループは、取締役である経営サポート本部長を委員長とするCSR推進委員会において、

気候変動問題に関する協議、進捗管理等を行っています。審議事項のうち、経営政策に関する
重要事項については、取締役や監査役から構成される経営政策審議会および執行役員会・
取締役会に諮る手順としています。また、2024年度から取締役会の諮問機関として「サステナビ
リティ諮問委員会」を設置しています。

戦略
気候変動による気温上昇は、原料である農作物への影響、熱ストレスによる健康被害や労働

環境の悪化等、さまざまな面でヤクルトグループの事業に影響を与えうる重要な課題であり、企
業経営や財務に影響を与えるものと認識し、マテリアリティの一つとして特定し取り組みを推進し
ています。

● 課題と対策
ヤクルトグループは、年間約194万tのCO₂を排出しており、気候変動対策は喫緊の課題です。

対策として、グループ国内全生産工場において、使用する購入電力をCO₂フリー電力（発電時に
CO₂を排出しない電力）に切り替えました。また、太陽光発電設備の増設、インターナルカーボ
ンプライシング（ICP）制度の導入等にも取り組んでいます。気候関連財務情報開示タスクフォース

（TCFD）提言に基づき財務的な影響評価を行い、今後もさらなる情報開示を進めていきます。

リスク管理
CSR推進委員会において、気候変動に伴うリスクと機会の特定を行い、それらのリスク・機会を、

「影響度」と「発生可能性」の全社横断的な統一基準で評価し、重要な課題を洗い出しています。

指標と目標
＜環境ビジョン2050＞
温室効果ガス排出量ネットゼロ（スコープ1・2・3）
＜環境目標2030＞
温室効果ガス排出量（国内スコープ1・2）を2018年度比30％削減する
＜環境アクション（2021-2024）＞

◦�温室効果ガス排出量（国内スコープ1・2）を
2024年度末までに2018年度比10％削減

行動目標

◦��46.4％削減（2018年度比）

実績
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気候変動によるリスクと機会の認識とその対応
● TCFD提言に基づく情報開示

当社は、TCFD提言※1への賛同を2022年8月に表明しました。ヤクルトの事業活動について
RCPシナリオ※2の手法を用いて複数の気候変動シナリオ分析を行い、気候関連リスク・機会への
対応の検討、将来に備えた具体的取り組みを推進しています。
※1 �TCFD提言：TCFD（気候変動関連財務情報開示タスクフォース）とは、2015年に金融安定理事会によって設立された

国際的組織。2017年に発表されたTCFD提言（最終報告書）では、気候関連のリスクと機会について情報開示を行う
企業を支援することを表明しており、情報開示方法として、複数の異なる条件でのリスク対応戦略を分析する「シナリオ
分析」を推奨しています。

※2 �RCPシナリオ：最も気温上昇の低いシナリオ（RCP2.6シナリオ=2℃前後の上昇）および最も気温上昇が高くなるシナリオ
（RCP8.5シナリオ=4℃前後の上昇）で分析

ガバナンス
ヤクルトグループの社会的責任および持続可能性という観点におけるさまざまな経営課題を審

議する組織であるCSR推進委員会において、環境や社会課題の解決に向けた方針や行動計画を
中心に議論し、解決に向けた取り組みを推進しています。CSR推進委員会は、取締役である経営
サポート本部長を委員長とし、社内関連部署の役員により構成されています。審議事項のうち、
経営政策に関する重要事項については、取締役や監査役から構成される経営政策審議会および
執行役員会・取締役会に諮る手順としています。また、検討事項は、必要に応じて執行役員会に
上程しています。なお、2024 年度から取締役会の諮問機関として「サステナビリティ諮問委員会」
を設置しています。

CSR推進委員会では、気候変動問題を含むCSRの推進方針・推進策の協議、進捗管理等を
行っています。2023年度は年4回開催しました。

グループ全体で取り組みを進めるため、各部署それぞれの具体的な活動を行う専門的な5つの推進
委員会をCSR推進委員会の下部組織として設けて、サステナビリティ・CSR活動の推進を図っています。

戦略
ヤクルトグループの事業活動は世界40の国・地域に展開しており、現地生産・現地販売を基本

とした事業活動を推進しています。このため、世界的に喫緊の課題となっている気候変動は、短
期・中期・長期にわたり、ヤクルトグループにおける企業経営や財務に影響を与えるものと認識し
ており、マテリアリティ（重要課題）の一つとして特定しています。

こうした認識のもと、気候変動に関連するリスク・機会が、組織の事業、戦略、財務計画に
及ぼす実際および潜在的な影響について、関連する13部署が参加する「TCFD対応に向けた勉強会」
にてシナリオ分析を実施し、明確化されたリスク・機会に対し、対応策を検討しました。

気候変動関連のリスクを識別する際の時間軸については、短期・中期・長期での影響および依
存関係を考慮し、短期を「0～5年」、中期を「5～10年」、長期を「10～30年」と設定しています。

リスク・機会については、「影響度」を全社横断的な基準で評価しています。「影響度」の評価に
ついては、事業損益の観点で判断しており、大きいものを「100億円以上」、中庸を「50億円以上
100億円未満」、小さいものを「50億円未満」としました。

上記の定義に基づき、「影響度」の定量化を図り、当社グループにおける重要度を定めています。
これらの明確化された重要なリスクと機会に対して、それぞれの対応策を講じながら、リスクの

低減と機会の獲得につなげていきます。

CSR推進委員会

執行役員会

取締役会

CSR
工場推進委員会

CSR
開発推進委員会

TCFD対応
関連部署

CSR
中央研究所推進委員会

広報室 CSR推進室

CSR
流通推進委員会

CSR
本店推進委員会

各ボトリング会社／工場を有する関係会社各販売会社 関係会社

（事務局）
「リスク・機会対応計画」の作成等（年１回）

テーマ別部署
海外事業所

経営政策審議会

サステナビリティ
諮問委員会

短期 中期 長期
タイムフレーム 0～5年 5～10年 10～30年

気候変動関連リスク・機会を識別する時間軸

リスクの大きさ 定義
大きい 事業損益への影響が100億円以上

中庸 事業損益への影響が50億円以上100億円未満

小さい 事業損益への影響が50億円未満

気候変動関連リスクの影響度（評価軸）

※ 2024年5月現在
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＜シナリオ分析：2℃未満シナリオ＞
2℃未満シナリオでは、牧草地が減少し、エネルギー作物用の農地が増加し、食料・飼料作

物用の農地が減少することが予測されています。この状況下、今後ヤクルトグループの主力商
品である乳製品乳酸菌飲料の主原料である脱脂粉乳の調達が困難になることが考えられます。
例えば、乳以外のたんぱく源（大豆等）や安価な農作物を使用することも必要と考えており、さま
ざまな安全・安心な原材料をもとに商品開発を進めています。また、動物の健康に資する微生
物（プロバイオティクス）を活用した商品の開発等、人以外の動物等への健康にフォーカスした商
品化の可能性を検討していきます。

また、炭素税・排出権取引等の規制の強化が予測され、当社のエネルギーコストの増加や、
脱プラスチックへの社会的要請が高まるリスクがあるため、エネルギーのさらなる低減や、プラ
スチック製容器包装をリサイクルやバイオマス由来のサステナブル素材に切り替える等の対策が
必要と考えています。

このほか、低炭素エネルギー比率が増大することが予測されており、燃料や電力のコストが
増大するリスクがあるため、従来よりもエネルギー効率の良い製造方法や、化粧品等の特定商
品においては、非加熱製法化等のあらゆる手法を検討していきます。

シナリオ
リスク・機会

時間軸※１ 影響度※2 対応策
大分類 小分類 項目 内容

2℃未満

移行
リスク

現在の規制 規制強化 炭素税による自社へのコスト増加 中・長期 中 再生可能エネルギー、省エネルギー等のGHG削減対策
インターナルカーボンプライシングによるGHG削減

新たな規制
低炭素製品

プラスチック代替原料の調達コスト増加
および設備投資 中期 中 環境配慮型容器包装の基礎技術開発

資源循環しやすい素材への転換

市場 森林破壊リスクの高い原材料（大豆、パーム油、紙な
ど）の価格の上昇・認証品調達費用 中・長期 小 環境配慮型原材料の調達、ノウハウの蓄積、ヤクルト製品における環境配慮型

原材料のアピール

機会

資源効率

新製品・
新製法

水等の資源の効率的利用の促進による新製法・新
製品の開発による売り上げ増加やコスト低減 中・長期 （評価中）

水とプラスチックの使用量を削減した新製法・新製品の開発のための投資、マー
ケティング施策の検討
CO2削減のための研究開発・投資

製品・サービス

乳以外のたんぱく源を利用した製品開発からの売
り上げ増加 中・長期 小 乳以外のたんぱく源を活用した製品開発のための投資、マーケティング施策の

検討

微生物を活用した食品以外の用途の
製品開発による売り上げ増加 中・長期 小 微生物を活用した食品以外の用途の製品開発のための投資、外部研究機関と

の協働、マーケティング施策の検討

気候変動シナリオに基づくリスクと機会（2℃未満）

※1 短期：0～5年　中期：5～10年　長期：10～30年
※２ �影響度 

大：事業損益への影響が100億円以上 
中：事業損益への影響が50億円以上100億円未満 
小：事業損益への影響が50億円未満
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＜シナリオ分析：4℃シナリオ＞
4℃シナリオでは、極端な気温上昇による、自然環境への厳しい影響が予測されています。

これに伴い、2℃未満シナリオと同じ主原料（脱脂粉乳）の調達困難のほか、販売スタッフの労働
環境悪化、消費者の外出頻度の減少、感染症の流行や動植物の不調というリスクが考えられま
す。これらのリスクに対して、ヤクルトグループは乳以外のたんぱく源を使用した商品開発の検

討のほか、人に頼らない「安全・安心」なお届けや、新たな病原菌の予防に効果のある有用菌の
開発等を検討していきます。

また、洪水や豪雨・降水不足等の水リスクにもさらされる頻度が高まると予測され、工場の
浸水被害や、生産・物流・販売活動等を停止せざるを得ない事態の発生が考えられます。当社
グループは、気候変動関連リスクに対応するためのBCP強化等の対策を検討していきます。

気候変動シナリオに基づくリスクと機会（4℃）

※1 短期：0～5年　中期：5～10年　長期：10～30年
※２ �影響度 

大：事業損益への影響が100億円以上 
中：事業損益への影響が50億円以上100億円未満 
小：事業損益への影響が50億円未満

シナリオ
リスク・機会

時間軸※１ 影響度※2 対応策
大分類 小分類 項目 内容

4℃

移行リスク 市場 資源の逼
ひっぱく

迫 化石燃料コストの上昇 中・長期 小 再生可能エネルギー、省エネルギー等のGHG削減対策
インターナルカーボンプライシングによるGHG削減

物理リスク

急性

気候変化

自社工場等の被災、生産・物流停止によ
る売り上げ減少、コスト増加 中・長期 大 BCPの整備・強化（一つの製品を複数工場で製造できる体制の構築、防災設備の設置・増強、調達ルートの複線

化、在庫の積み増し）

慢性

糖類の調達が困難になることによるコス
ト上昇 中・長期 （評価中）

糖類削減タイプの製品割合の増加や開発のための投資
トレーサビリティを確立し、代替調達地域の調査・確保等、サプライチェーンのBCPを強化
糖類にかかわる価格への影響の調査分析

暑さあるいは牧草地や飼料の減少に起
因する生乳生産量の減少による脱脂粉
乳の調達コストの増加

中・長期 （評価中）
トレーサビリティを確立し、代替調達地域の調査・確保等、サプライチェーンのBCPを強化
乳以外のたんぱく源を活用した製品開発のための投資、マーケティング施策の検討
生乳にかかわる価格への影響の調査分析
微生物を活用した畜産動物の飼料の開発・牛の健康増進・集乳量の維持・増強

熱ストレスによる販売スタッフの稼働低
下に伴う売り上げ減少 中・長期 小 暑さを回避できる手段（一人乗りEV、販売活動時間のシフト、暑さ軽減ウエア等）の活用

EC店舗、店舗販売、ロボットやドローンの活用等へのシフト

消費者が外出を控えることによる売り上
げ減少 中・長期 （評価中）

EC販売の体制・チャネルの整備
暑さ対策を行った販売スタッフによる宅配売り上げ増加につながるマーケティング施策の検討
DX（メタバース等）を活用した普及活動の促進

感染症の流行による生産活動の停止に
伴う売り上げ減少、コスト増加 中・長期 小 乳以外のたんぱく源を活用した製品開発のための投資、マーケティング施策の検討

感染症の流行に対するBCPの強化

機会 製品・
サービス

気候変化
在宅率向上による宅配売り上げの増加 中・長期 （評価中） 暑さ対策を行った販売スタッフによる宅配売り上げ増加につながるマーケティング施策の検討

DXを活用した普及活動の促進

EC販売拡大による売り上げの増加 中・長期 （評価中） EC販売の体制・チャネルの整備

新製品・
新製法

利便性、コスト、効果的タイミングを求め
る消費者ニーズの高まりによる乳酸菌
サプリメントの売り上げ増加

中・長期 小 サプリメントによる乳酸菌の摂取方法を消費者に普及

健康意識の高まりによる売り上げ増加 中・長期 大 新たな病原菌の予防に効果のある有用菌の開発、健康増進効果の浸透・マーケティング施策の検討
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リスク管理
気候変動による温度上昇に伴う物理的な影響は、グローバルな社会問題であることはもちろん、

ヤクルトグループにとっても、原料である農作物への影響、熱ストレスによる健康被害や労働環
境の悪化等、さまざまな経路から事業に影響を与えうる重要な課題であると認識しています。
この課題に取り組むため、当社グループは、CSR推進委員会において、気候変動に伴うリスクと
機会の特定を行い、それらのリスク・機会を、「影響度」の全社横断的な基準で評価し、重要な
課題を洗い出したうえで、それらの重要性を中長期戦略と照合し対応計画を策定し実施するという
サイクルを運用しています。

また、気候変動イニシアチブ（JCI）に参加し、他企業や自治体、NGO・NPO 等との意見交換
や情報発信を通じて、刻々と変化する気候変動の状況を把握するとともに、気候変動を回避する
活動や業界団体を支援しています。

【リスク・機会の特定・評価プロセス】
リスクの抽出に関しては、全社的なリスク管理プロセスにおける19のリスク分類および

TCFDの分類に照らして、年度ごとに、各事業部門からの意見をCSR推進委員会にて、集約
しています。

機会の抽出に関しては、当社グループが取り組むべきビジネス機会について、各事業部門
が中心となって実施した競合分析、外部環境分析を前提に、リスクと同様の抽出プロセスで集
約しています。

そのうえで、前述した「影響度」の全社横断的な基準で評価し、対応計画を策定していきます。
リスク評価の範囲は、当社グループの直接操業における範囲にとどまらず、原料、包装資材

等のサプライヤーや、消費者といったバリューチェーンの上流、下流も広範囲に含めています。
なお、リスク評価に伴う実質的な財務影響は、リスクが顕在化した場合の操業制限や停止に

よる損害額、訴訟に伴う費用などを考えています。この影響の程度はリスク内容にもよります
が、事業支出に対して数十億円規模、売り上げに対して100億円程度となるものもあります。
当社グループの重大性判断基準を超えるか否かまたは、戦略上の判断基準としてコンプライア
ンス、評判、人命にかかわるリスクであるかどうかを判断し、対応しなければならないリスクを
CSR推進委員会で決定します。

【特定したリスク・機会の対応プロセス】
取締役会は、気候変動に関して報告を受けた事項および戦略やリスク管理方針等に関して、

監督を行っています。
執行役員会は、対応計画の策定と実施に関与し、決定した対応すべきリスクについては、

グループを挙げて各部署それぞれの具体的な活動を推進するため、専門的な5つの推進委員会※

を「CSR推進委員会」の下部組織に設けて、気候変動対応を含めたサステナビリティ活動の推進
を図っています。

これらの活動の成果は、5つの推進委員会ならびに関連部署からの報告に基づき、「CSR推進
委員会」で審議しており、年4回程度の頻度で進捗評価、年度末に次年度目標の設定という形
でモニタリングしています。

また、取締役会はこれらの活動について、原則四半期ごとに報告を受け、気候変動による
リスクを含むさまざまなリスクに対する対応について監督しています。なお、2024年度から新たに
設置された取締役会の諮問機関である「サステナビリティ諮問委員会」においても、気候変動の
リスク・機会への対策・対応状況等について審議し、取締役会に答申します。
※ 「�CSR流通推進委員会」「CSR本店推進委員会」「CSR工場推進委員会」「CSR開発推進委員会」「CSR中央研究所推進委員会」

指標と目標
ヤクルトグループは、人と地球の共生社会を目指す「ヤクルトグループ環境ビジョン」を策定

しています。2050年のあるべき姿として「環境ビジョン2050」を定め、バリューチェーンにお
ける環境負荷ゼロ経営に向け、「温室効果ガス排出量ネットゼロ（スコープ1・2・3）」を目指し
ています。当ビジョンに基づいた実効性のある取り組みを推進するため、バックキャスティング
思考に基づいた「環境目標2030」および「環境アクション（2021-2024）」もあわせて策定しました。

また、一般社団法人日本乳業協会に参画し、同協会が定める気候変動の目標を支持して
います。

＜環境ビジョン2050＞
「 人と地球の共生社会を実現するバリューチェーン環境負荷ゼロ経営 」
～ 温室効果ガス排出量ネットゼロ（スコープ1・2・3）～

＜環境目標2030＞
「環境ビジョン2050」実現に向けた中期的マイルストーンとして、2030年までの目標を策定し

ています。

マテリアリティ（重要課題） 目標
気候変動 温室効果ガス排出量（国内スコープ1・2）を2018年度比30％削減する
プラスチック容器包装 プラスチック製容器包装の使用量（国内）を2018年度比30％削減あるいは再生可能にする
水 水使用量（国内乳製品工場：生産量原単位）を 2018年度比10％削減する

Contents
02 サステナビリティレポート2024について

03 編集方針

04 ヤクルトの企業概要

05 ヤクルトの事業展開

06 トップコミットメント

08 ヤクルトのはじまり

10 ヤクルトのサステナビリティ
19 環境活動報告
21 　 環境マネジメント

27 　 気候変動

37 　 プラスチック容器包装

42 　 水
46 　 資源循環

47 　 生物多様性

50 社会活動報告
51 　 イノベーション

57 　 地域社会との共生

64 　 サプライチェーンマネジメント
75 　 人的資本

75 　 人材マネジメント

78 　 人材育成

80 　 健康経営

83 　 ダイバーシティ＆インクルージョン

85 　 ワークライフバランス

86 　 労働安全衛生

88 　 ヤクルトレディに対する取り組み

89 　 人権

96 　 製品安全

99 　 顧客満足

104 ガバナンス報告
104 　 コーポレートガバナンス

111 　 リスクマネジメント

113 　 コンプライアンス

116 第三者意見

117 外部からの評価
118 ESGデータ集

ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4

27 　 気候変動

編集方針 トップコミットメント 環境活動報告 社会活動報告 ガバナンス報告 第三者意見 ESGデータ集ヤクルトのサステナビリティ
31

環境活動報告



＜環境アクション（2021-2024）＞
「環境アクション(2021-2024)」は「環境目標2030」を達成するための行動計画であり、2024年

度までの短期的マイルストーンとして目標を策定しています。

マテリアリティ 重点テーマ 目標

気候変動 1.脱炭素社会の実現 温室効果ガス排出量（国内スコープ1・2）を2024年度
末までに2018年度比10％削減

プラスチック容器包装 2.�資源循環できる容器包
装への転換

（1）�プラスチック製容器包装の使用量（国内）を、2024年度
末までに2018年度比5％削減あるいは再生可能にする

（2）容器包装の資材使用量を削減
（3）容器包装の素材変更により環境負荷を低減
（4）容器包装に植物由来の環境にやさしい素材を使用

水 3.水使用量の削減 （1）水使用量（国内乳製品工場：生産量原単位）を2024
年度末までに2018年度比3％削減

4.廃棄物の削減
（1）�廃棄物発生量を2024年度末までに2010年度比
     20％削減

（2）食品廃棄物の再資源化率95％以上の維持

5.生物多様性の保全と活用 （1）自然保全活動の支援・参画
（2）生物多様性に関する教育の推進

P.23 環境ビジョンの進捗状況関連情報

P.23 環境ビジョン実現に向けたロードマップ関連情報

（単位：t-CO₂）
スコープ１ スコープ２ スコープ３

本社 工場※ 16,536 0

1,490,669

　 中央研究所 1,062 6,167
　 本・支店 254 180
　 医薬支店 4 68
　 物流部門 19,250 0
連結子会社（国内） ボトリング会社 3,673 0
　 販売会社 19,243 13,537
　 その他 8,334 2,946
連結子会社（海外） 工場・事業所 161,921 128,129

合計 230,278 151,027 1,490,669
スコープ1,2,3合計 1,871,975

＊ 数値は四捨五入して記載しているため、内訳数値の足しあげが合計と合わない場合があります。
※ 化粧品工場と医薬品工場含む

2023年度のCO₂排出量

カテゴリ 該当／非
該当 算定方法または非該当の理由 算定結果（t）

1 購入した製品・
サービス 該当

自社乳製品、医薬品、化粧品の原料、包装資材購入金額
および清涼飲料、医薬品、化粧品の製品買取価格、および
上水道使用量から算定しました。

1,030,458

2 資本財 該当 有価証券報告書「固定資産当期増加額」から算定しました。 99,366

3
スコープ1・2に
含まれない燃
料およびエネル
ギー関連活動

該当 スコープ1・2の算定に使用したエネルギーおよび電力使
用量から算定しました。 63,232

4 輸送、配送
（上流） 該当

スコープ1,2に含めていない子会社物流の輸送シナリオ
および海外グループ会社への製品の輸出に伴う費用か
ら算定しました。

273

5 事業から出る廃
棄物 該当 各事業所で発生した廃棄物重量、排水量から算定しました。 1,361

6 出張 該当 従業員数から算定しました。 9,780
7 雇用者の通勤 該当 事業所別従業員数から算定しました。 34,575

8 リース資産
（上流） 非該当

上流のリース資産で使用しているエネルギー使用量は、
すべてスコープ1・2に含まれるため、このカテゴリで算定
するものはありません。

-

9 輸送、配送
（下流） 該当 取引先の物流拠点から各店舗への輸送シナリオから算定

しました。 13,883

10 販売した製品の
加工 非該当

当社製品は、食品（乳製品、清涼飲料）、医薬品、化粧品
の完成品が主たるものであり、すべて消費されるため、
中間製品として加工されるものはありません。したがって、
加工に関する排出量はありません。

-

11 販売した製品の
使用 非該当

当社製品は、食品（乳製品、清涼飲料）、医薬品、化粧
品の完成品が主たるものであり、すべて消費されるため、
使用に関する排出量はありません。

-

12 販売した製品の
廃棄 該当 販売した食品（乳製品、清涼飲料）、医薬品、化粧品の包

装資材の重量から算定しました。 49,121

13 リース資産
（下流） 該当 自動販売機の消費電力量から算定しました。 15,963

14 フランチャイズ 該当 持株のない国内販売会社の乳製品本数から算定しま
した。 36,127

15 投資 該当 保有株式の発行済株式比率から算定しました。 136,529
合計 1,490,669

＊ 算定範囲：ヤクルトグループ全連結会社
＊ 数値は四捨五入して記載しているため、内訳数値の足しあげが合計と合わない場合があります。

カテゴリ別スコープ3排出量（2023年度）
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本社工場・ボトリング会社でのCO₂削減の取り組み
本社工場、ボトリング会社では、ISO 14001の目的・目標の達成に向け、省エネルギーや省資

源活動のレベルアップを図っています。
2023年度は福岡ヤクルト工場で「ヤクルト」等の容器製造用の成形機を省エネタイプの電動成

形機へ更新し、電力消費量の削減を行いました。
また、全国の工場ではCO₂排出量の削減に向けて、ISO 14001の目的・目標の活動等でさま

ざまな取り組みを実施しており、照明設備のLED化および製造・生産設備の効率的な運転方法
の策定による運転時間の削減を行い電力消費量の削減につなげています。

さらに、2024年1月から稼働開始となった富士小山ヤクルト工場において、契約先の電力
会社が提供する再生可能エネルギー由来電力にすべて切り替えたほか、岡山和気ヤクルト
工場で708kWの太陽光発電設備を増設し、既存設備310kWと合わせて、メガワットクラス

（1,018kW）の太陽光発電設備となりました。
その結果、本社工場・ボトリング会社のCO₂排出量は、2018年度比で65.6%減となってい

ます。

※ ��原単位算出時のCO2排出量は、本社工場
は化粧品工場と医薬品工場を除いた5工
場でのエネルギー消費量のみから算出し
ています。

※ �排出係数は各年の各電力会社調整後排
出係数を使用しています。

※ 生物由来のCO2排出はありません。

22,070

2019 2020 2021

CO2排出量（t-CO2） 生産量原単位（t-CO2/kl）

（年度）
CO2排出量（燃料系）
［スコープ1］

CO2排出量（電力系）
［スコープ2］

生産量原単位

0

20,000

40,000

60,000

80,000

0.10
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0.26

0.198 0.189
0.182

0.198

56,124 

35,916

20,208

0.189
0.182

55,187 

34,752

20,435

54,813 
33,996

20,817

2022 2023

0.0630.063

58
22,012

20,210

0.0560.056

0
20,210

本社工場・ボトリング会社のCO2排出量と生産量原単位の推移（スコープ1＋スコープ2）

※ �原単位算出時の原油換算量は、本社工
場は化粧品工場と医薬品工場を除いた
5工場を集計範囲としています。

本社工場・ボトリング会社のエネルギー使用量と生産量原単位の推移（スコープ1＋スコープ2）

原油換算量（燃料系）
［スコープ1］

原油換算量（電力系）
［スコープ2］

生産量原単位
（年度）2019 2020 2021 20232022

原油換算量（kl） 生産量原単位（kl(原油)/kl(製品)）

0

10,000

20,000
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40,000

0

0.04

0.08

0.12

0.20

0.16

0.104 0.100 0.0980.104

29,443

19,456 

9,987 

0.100 0.098

29,379

19,282 

10,097 

29,502

19,247

10,255 

31,235

20,382

10,853 

30,724

10,611

20,114 

0.0890.0940.090 0.089

中央研究所でのCO₂削減の取り組み
中央研究所では、2016年の全面リニューアル以降、新設備

導入のほか、既存蒸気配管の保温増強、空調温水熱源機器
の運転切り替え、空調用温水温度の緩和等を実施する等継続
的な省エネ活動を推進しています。その結果、2017年度から
の5年度間平均でエネルギー原単位が4.3％改善しました。

これらの活動が評価され、2020年度は「令和2年度エネル
ギー管理優良事業者等関東経済産業局長表彰」（経済産業省）
を受賞しました。

● 東京ガスとカーボンニュートラル都市ガス供給に関する基本合意
2021年4月から、持続可能な社会の実現に貢献する環境対策の一

環として、カーボンニュートラル都市ガスを導入しています。
東京ガス（株）から飲料業界向けに供給するのは本件が初めてです。

2021年4月から2026年3月末までの5年間、中央研究所に供給され
る都市ガスの全量を同ガスに切り替えることで、約11,500ｔのCO₂削
減に貢献します。

関東経済産業局長表彰状
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「2022年度省エネ大賞」において省エネ事例部門
「資源エネルギー庁長官賞」受賞
中央研究所は、2022年度「省エネ大賞」（後援・経済産業省）において、資源エネルギー庁長

官賞を受賞しました。受賞の対象となったのは、ヤクルト本社が定めた「環境ビジョン2050」の
達成に向けた取り組みで、具体的には、ヤクルト本社のエネルギー使用の約20％を占める中央
研究所の省エネルギー活動を強化するための社外の先進的取り組みの習得や外部エネルギー
専門家の支援、省エネ大賞受賞製品等の
活用などです。

特に、蒸気配管類の保温材増強による
熱損失の徹底防止、空調機の運転方法や
温度などの設定値を見直す省エネチューニ
ング、照明器具のLED化などの高効率機器
や新技術機器の導入などにより、2016年比
でエネルギー使用量を約20％削減できたこ
とが評価されました。

ヤクルト類のLCA
製品の環境負荷を考える場合、自社工場だけでなく、原料調達から製品使用・廃棄までの

ライフサイクルにおける負荷を把握する必要があります。そこでヤクルト類のCO₂排出量、化石
資源消費量および水使用量についてLCA（ライフサイクルアセスメント）の試算を実施しました。
製品のライフサイクルの各段階での環境負荷を把握するとともに、その結果を社内での教育や
サプライヤーの皆さまのご理解、ご協力につなげ、環境負荷低減に向けた取り組みを推進し
ます。また今後の製品開発に活用し、「人も地球も健康に」を体現する製品の開発を目指します。

カーボンニュートラルLNGバイヤーズアライアンスへの参画
2021年3月、東京ガス（株）他13社とカー

ボンニュートラルLNG※（以下、CNL）バイヤー
ズアライアンスを設立しました。

本アライアンスは、CNLを調達・供給する東
京ガス（株）と購入する各社が一丸となり、CNL
の普及拡大とその利用価値向上の実現を目的
として設立したものです。環境に配慮したエネ
ルギーの選択は、持続可能な社会の実現に寄
与し、気候変動対策やSDGsへの貢献、ESG
企業経営に直結します。

2023年10月には、CNLで活用されている
カーボンクレジット創出プロジェクトであるインドネシアの「カティンガン・メンタヤプロジェクト」を
運営するRMU社のハルトノCEOを招いた講演および供給元のshell社との交流会に当社社員も
参加し、「世界各地の環境保全プロジェクトにおけるCO₂削減効果をクレジットとして購入するこ
とは、地球規模での温室効果ガス削減に寄与できる他、現地の人々の暮らしや環境に非常に良
いインパクトをもたらすということ」を実感しました。
※ �カーボンニュートラルLNG（CNL）：天然ガスの採掘から燃焼に至るまでの工程で発生する温室効果ガスを、森林の再

生支援等によるCO2削減分で相殺し、CO2の排出量をゼロとみなすことができる液化天然ガス（LNG）。

インターナルカーボンプライシング（ICP）制度の導入
温室効果ガス排出量削減に向けた具体的な取り組みの推進やグループ全従業員の脱炭素へ

の意識付けの一環として、2022年10月からインターナルカーボンプライシング（ICP）制度を導入
しました。炭素価格を37,000円/t-CO₂と設定し、設備投資を行う際の機器選定における判断
基準の一つとしてICP制度を活用することによって、低炭素投資や気候変動対策を推進しています。
2023年度は、約13.7t-CO₂の削減に寄与しました。

「カティンガン・メンタヤプロジェクト」を運営するRMU社の
ハルトノCEO 、供給元のshellとの交流会

2022年度省エネ大賞（省エネ事例部門）表彰状
および受賞マーク
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● 電動トラックの導入（広州ヤクルト）
広州ヤクルトでは、中国のディーゼルトラック規制

に対応するため電動トラックの導入を推進していま
す。車両選択の自由度や整備面を考慮して、これま
でのリース形式から自社購入に切り替え、2023年末
時点では15台の電動トラックが稼働しています。こ
れにより、軽油燃料使用量を年間45,000ℓ削減しま
した。

● 電動成形機への切り替え（タイヤクルト）
バンコク工場では、油圧成形機から電動成形機への切り替えを進めており、2022年には新た

に2台を導入し、現在は、全成形機14台のうち、7台が電動成形機を使って生産しています。電
動成形機1台当たり約91,000kWh /年の消費電力を削減、年間約55tのCO₂排出量を削減し
ています。

物流での取り組み
乳製品をはじめとする食品や化粧品等の輸送は、主に物流子会社が担当しています。物流子

会社では、営業所単位で「グリーン経営認証」※を取得し、持続的な環境負荷の低減を図っています。
2023年度も、省エネ法が目標としている「エネルギー消費原単位を5年度平均1％削減」を達成
しました。

電動トラック（広州）

再生可能エネルギー（太陽光エネルギー）の利用
本社6工場、ボトリング会社4工場の計10事業所に、太陽光発電設備（発電能力約2，641kW）

を設置しています。事業所で使用する電力の一部を太陽光発電でまかなったことで、電力会社か
らの電気購入に比べて、2023年度はCO₂排出量を約1,027t削減できました。

中央研究所では太陽光発電設備（発電能力約110kW）により、電力会社からの電気購入に比
べ、2023年度はCO₂排出量を約50t削減できました。

海外におけるCO₂削減の取り組み
● 太陽光発電の導入

CO₂排出量削減の取り組みとして、海外事業所で太陽光発電の導入を推進しています。
台湾ヤクルトでは、工場に22.32kWhの太陽光発電システムを設置しており、2023年には合

計13,320kWhの電力を供給しました。年間のCO₂排出量を6.78トン削減できます。
マレーシアヤクルトでは、2023年にセレンバン工場と本社事務所屋上に太陽光発電システムを

設置しました。年間発電量は、工場686,000kWh、本社事務所267,000kWhで、約20％の
CO₂排出量削減効果がありました。

ベトナムヤクルトでは、2024年1月から、太陽光発電を開始しました。年間発電量は641,000kWh
の見込みです。

インドヤクルトでは、2020年12月から工場で太陽光発電を実施しており、年間発電量平均値
は882,000kWhの見込みです。

中国ヤクルトグループでは、無錫工場の屋上に太陽光発電システムを設置し、2023年3月に
発電を開始しました。2023年合計で1,048,201kWhを発電しました。

各国・地域の主な太陽光発電の取り組み

取り組み状況 国・地域
導入済み(年間CO2削減量) 台湾、香港、マレーシア、ベトナム、インド、中国（無錫、

天津）※2024年5月から天津工場で導入済み

導入準備 インドネシア

※ �グリーン経営認証：公益財団法人交通
エコロジー・モビリティ財団が認証機関
となり、一定レベル以上の取り組みを
行っている事業所に対して審査のうえ、
認証・登録を行うもの。

2019 2020

CO2排出量 （t-CO2）
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物流部門のCO₂排出量の推移（スコープ1+スコープ2）
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導入資機材
新規導入台数

2019 2020 2021 2022 2023
空容器回収スペース付
ルート車 79 72 72 50 48

ルーフタイプ空容器
回収キット 3 2 2 4 11

自動販売機用空容器
回収ボックス 303 311 456 210 158

ヒートポンプ式自動販売機
（ハイブリッド含む） 962 846 954 577 451

オーバーホール
自動販売機 89 34 52 17 36

電気自動車
（コムス）※ 47 87 151 414 472

※ 累計導入台数：2,733台（2024年3月現在）

販売での取り組み
宅配部門においては、ヤクルトレディのお届け車両として、CO₂排出量の削減を目的として電

気自動車（コムス）を導入しています（2024年3月現在、累計導入台数：2,733台）。また、医
薬品事業では、営業車に燃費効率の良いハイブリッド車を採用しています（一部地域を除く）。
2023年度のガソリン燃料使用量は67,197ℓとなりました。

● 他社メーカーとの共同配送
ヤクルトでは、他社メーカーとの共同配送（荷役・倉庫・配送の共同化）を推進し、物流効率化と

CO₂排出量削減を図っています。

共同配送のイメージ

X地域 Y地域 Z地域

他社との共同物流センター
荷役・倉庫・配送の共同化

B 社工場A社工場 ヤクルト

● エコレールマーク・エコシップマークの認定
環境負荷の軽減を考慮し、貨物輸送に鉄道や船を利用する

モーダルシフトを推進しています。当社は2015年に「エコレー
ルマーク制度」における「取組企業認定」と「商品認定」を取得し、
2016年に「エコシップ認定制度」における「エコシップマーク」の
使用認定を取得しています。

トラック輸送に比べ鉄道貨物輸送のCO₂排出量は10分の１、
海上貨物輸送は5分の1となります。今後も地球環境にやさし
い輸送機関を活用しながら、お客さまへ商品をお届けしていき
ます。
※ おのおのの認定期間は2年間となっているため、2年ごとに更新しています。

販売用資機材新規導入状況
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プラスチック容器包装
マテリアリティ

◦�プラスチック代替原料の調達コスト
および設備投資額の増加

◦�グローバルなプラスチック規制強化や
エシカル消費拡大への対応コストの増大

◦�取引先および消費者の脱プラスチック
志向拡大による販売機会の喪失

リスク

◦�容器包装の環境配慮素材への切り替え
による企業価値の向上

◦�共同研究推進によるイノベーション
創出

◦�環境配慮型商品の導入による新規顧客
の創出

機会

ガバナンス
ヤクルトグループは、取締役である経営サポート本部長を委員長とするCSR推進委員会において、

マテリアリティおよびTCFD対応の中でプラスチック容器包装に関する協議、進捗管理等を
行っています。また、取締役である研究開発本部長を委員長とするプラスチック容器対策委員会
を設置し、世界のプラスチック規制や関連政策の動向、各部署における取り組みおよび検討の
状況に関する情報共有ならびに討議を行っています。審議事項のうち、経営政策に関する重要
事項については、取締役や監査役から構成される経営政策審議会に諮る手順としています。また、
2024 年度から取締役会の諮問機関として「サステナビリティ諮問委員会」を設置しています。

戦略
プラスチックごみによる環境汚染や生態系への影響が増加する中、世界各地でプラスチック

製品の生産や使用を規制する動きが活発化しており、ヤクルトグループの事業に影響を与えう
る重要な課題として企業経営や財務に影響を与えるものと認識し、マテリアリティの一つとして
取り組んでいます。

● 課題と対策
ヤクルトグループは、年間約18,000tのプラスチック製容器包装を使用しており、プラスチックごみ

の削減、および容器包装の資源循環しやすい素材への転換が喫緊の課題です。環境保全と事業成長
の同時実現に向けて、「サステナブル素材の導入」「容器展開の多様化」「ポリスチレン容器リサイクルの
実装」に重点を置き取り組んでいます。また、世界各地でプラスチック製品の生産や使用を規制する動
きが活発化しているため、各国・地域の規制を注視しながら、具体的な対応策の検討を進めます。

指標と目標
＜環境目標2030＞
プラスチック製容器包装の使用量（国内）を2018年度比30％削減あるいは再生可能にする
＜環境アクション（2021-2024）＞

リスク管理
CSR推進委員会において、プラスチック容器包装の観点から、気候変動に伴うリスクと機会

の特定を行っています。

◦�プラスチック製容器包装の使用量（国内）を、
2024年度末までに2018年度比5％削減
あるいは再生可能にする

◦�容器包装の資材使用量を削減
◦�容器包装の素材変更により環境負荷を

低減
◦�容器包装に植物由来の環境に配慮した

素材を使用

行動目標

◦�プラスチック製容器包装使用量24.8%
増加（再生可能でないもの）（2018年度比）

◦�紙容器入り乳製品用ストローをバイオマス
プラスチックを配合したストローに変更

◦�一部の清涼飲料用PET容器向けシュリンク
ラベルについて、バイオマスインキ、再生
PETラベルおよび薄肉OPSラベルを使用

◦�一部の清涼飲料用PET容器向けに、軽量
キャップを使用

◦�化粧品部門の一部商品に再生（リサイクル）
PETを採用

実績
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プラスチック資源循環アクション宣言（概要）
◦�ヤクルトグループは、プラスチック製容器包装の資源循環を推進する取り組みを行います。
ー2025年目標ー 
�環境配慮型容器包装の基礎技術を確立したうえ、資源循環しやすい素材(バイオマス素材、リサ
イクル素材、生物分解性素材等)への転換に着手します。
ー2030年目標ー 
�循環資源市場や環境インフラ等の外部環境の整備状況と連動しながら、資源循環しやすい素材へ
最大限の転換を図ります。
◦�容器包装へのプラスチック使用量の削減や、生産工程で使用するプラスチック製梱包材の再

使用等の取り組みについて、これまで以上に推進し、資源循環に向けた取り組みを積極的
に進めていきます。

プラスチック資源循環アクション宣言
1995年に容器包装の安全性の確保、包材使用量の抑制、処理・処分の適正化、再生資源

利用の促進を基本要件とした取り組みを具体化するためのガイドラインを定めて、より環境負荷
の少ない容器包装を設計するように努めてきました。また、海洋プラスチックごみ、温暖化、資
源の枯渇等の問題を重視し、プラスチック製容器包装の資源循環に積極的に取り組み、2019年
1月には、「プラスチック資源循環アクション宣言」を発表しました。

サステナブル素材の導入
● バイオマス素材の使用拡大

これまでに、シュリンクラベルに使用しているバイオマスインキの使用拡大を図り、「ミルージュ」
等7品目のPET容器入り商品で採用しています。また、バイオマス素材を配合した乳製品用スト
ローの導入を検討し、当社紙容器入り乳製品（「ミルミル」類、「プレティオ」、「BF-1」）に2024年3
月から採用しました。

バイオマスプラスチック、バイオマスインキを採用した商品は、一般社団法人日本有機資源協
会または日本バイオプラスチック協会から生物由来の資源（バイオマス）を活用して品質および安
全性が関連する法規、基準、規格等に適合していると認定を受け、「バイオマスマーク」または「バ
イオマスプラマーク」を表示しています。

本委員会で取り上げた事項のうち、経営政策にかかわる重要事項については、経営政策審議会
に諮る手順をとっています。

また、2024年度からはこれまで以上に全社的な情報共有と討議を行い、ヤクルトグループ全体で
のプラスチック容器課題への対策を加速するため、プラスチック製容器包装にかかわる部署管掌の
役員だけでなく、全本部の役員による委員構成に変更しています。プラスチック対応を含め、環境
負荷の低減に向けた取り組みは、関連部署が連携して推進する必要があるため、環境投資の観点を
含めた具体的な施策について検討および審議を図り、ヤクルトグループ一丸となって取り組みます。

循環型容器包装への転換に向けた基本戦略
地域や国ごとにプラスチック資源循環に係る外部環境が異なることや、生活者の価値観が多

様化する中で、循環型容器包装への転換に向けて多角的に取り組みを推進するため、「サステナ
ブル素材の導入」「容器展開の多様化」「ポリスチレン容器リサイクルの実装」の３つに重点を置く基
本戦略を定めています。

プラスチック資源循環推進体制
● プラスチック容器対策委員会

取締役である研究開発本部長を委員長とし、プラスチック製容器包装にかかわる部署管掌の
役員によるプラスチック容器対策委員会を設置しています。

2023年度は4、7、9、12、2月に開催されました。世界のプラスチック規制や関連政策の動向、
各部署における取り組みおよび検討の状況に関する情報共有ならびに討議を行っています。

【プラスチック容器対策委員会の議題（2023年度）】
・当社におけるプラスチック使用量の現状と今後の対応策について
・国内における基本戦略の推進状況について
・海外事業所工場における環境対応について
・国内における「PS容器リサイクル」の進捗状況について　　　　　　　　　　　　　　等

サステナブル素材の導入 環境負荷ゼロ経営の実現に不可欠な脱石油への対応
（バイオマス素材、再生素材の導入など）

容器展開の多様化 生活者の価値観や環境意識の多様化への対応
（リサイクルのしくみが進んでいる容器素材の導入など）

ポリスチレン容器リサイクルの
実装

現行のヤクルト容器を資源として循環利用する取り組み
（さまざまなステークホルダーとの連携によるボトルtoボトルの水平リサイクル
のしくみづくりなど）
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● 再生PETラベルの使用拡大
これまでに、回収PET容器を再利用した原材料を25％使用した再生PETラベルの使用拡大を

図り、「ミルージュ」（280ml）等2品目のPET容器入り商品で採用しています。再生PETラベルを採
用した商品は、PETボトルリサイクル推進協議会の認定を受け、「PETボトルリサイクル推奨マーク」
を表示しています。

● ISCC PLUSコミットメント
ISCC※ PLUSはバイオマスや再生品等の再生可能な資源を活用した持続可能な材料や製品を認証す

ることで、バイオエコノミーや循環型経済に貢献する国際的な認証制度です。現在、ヤクルト容器、ラ
ベル等における環境配慮型のプラスチック素材使用の取り組みを強化するため、ISCC PLUS認証取
得を進めています。認証取得後は環境配慮型のプラスチック素材の使用割合を増やし、地球環
境への負荷軽減につなげていきます。 
※ISCC：International Sustainability ＆ Carbon Certification（国際持続可能性カーボン認証）

バイオマスマーク
生物由来の資源（バイオマス）を利用して、品質および安
全性が関連法規、基準、規格等に適合する商品と認定さ
れた商品につけられるマークです。

PETボトルリサイクル推奨マーク
使用済みPETボトルのリサイクル品を使用
した商品につけられるマークです。

PS容器リサイクルの実装
● アールプラスジャパンへの資本参加と協働の取り組み

当社は、プラスチックにかかわるさまざまな社会課題の解決に貢献するため、共同出資会社
（株）アールプラスジャパンに資本参加しました。同社は、環境負荷が少なく効率的な使用済み
プラスチックの再資源化の技術開発・実用化推進に取り組む企業です。

2024年3月、当社を含むアールプラスジャパンに資本参加している4社が、東京都国立市に
おいて、業界横断でプラスチック資源の自主回収テストを開始するなど、プラスチックの資源循
環に向けた活動を行い、当社もこれらの活動に主体的に取り組んでいます。

● 自治体との協働によるリサイクルシステム構築の取り組み
当社は、2023年5月に千葉県市原市が設立した「市原市ポリスチレンケミカルリサイクルシス

テム推進協議会」に参画しました。この協議会は、ポリスチレン製品のケミカルリサイクル実証に
向けて、市民・行政・企業が一体となって取り組むことを目的としています。

また、当社は、「クリーン・オーシャン・マテリアル・アライアンス」（CLOMA※1）のワーキング
グループ活動におけるポリスチレン素材の乳酸菌飲料容器の回収・再資源化プロジェクトに、
兵庫県神戸市や他参加企業とともに取り組んでいます。

2023年9月から「神戸市資源回収ステーション」2か所での回収を開始し、回収容器の質およ
び量の向上や資源回収ステーションの活性化への施策や、マテリアルリサイクル加工・製品化
の技術実証を進めています。

当社では、このほかにもさまざまな自治体やポリスチレン樹脂メーカーと連携し、最終的にケミ
カルリサイクル技術※2により使用済みポリスチレン容器を新たな容器に再生する水平リサイクル
を目指し取り組んでいます。
※1 CLOMA：Japan Clean Ocean Material Alliance
※2 �化学的に再生するため、リサイクルを繰り返すことによる劣化がなく何回でも再生可能で、色材・臭気等は残らず衛生

性も従来の石油由来品と変わらず再生産されたポリスチレンは食品容器・包装用途にも使用が可能なリサイクル技術。
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担当者コメント

特定プラスチック使用製品※の使用削減
ヤクルトグループは、お客さまに提供しているスプーンをプラスチック製から紙製へ一部移行す

る等、使い捨てプラスチック製品の使用削減に取り組んできました。
2022年4月に施行された「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（以下、プラ新法）」

に則り、プラスチック製のスプーン・ストローの使用量をよりいっそう削減するため、2022年度
から次の取り組みを継続して行っています。

①�ヤクルトレディによる商品販売時のスプーン・ストローの提供は、原則として取りやめる
（商品設計上付帯しているストローは除く）

②スプーンは、可能な限り紙製とする
③ストローは、植物由来のプラスチックを配合したものとする

※ �特定プラスチック使用製品：「プラ新法」において定められた「商品の販売又は役務の提供に付随して消費者に無償で
提供されるプラスチック使用製品」12品目（フォーク、スプーン、ナイフ、マドラー、ストロー、ヘアブラシ、櫛、剃
刀、シャワー用のキャップ、歯ブラシ、ハンガー、衣類用カバー）をいう。

年度 2020 2021 2022 2023 2024※

提供量（t）
（バイオマスプラスチックを除いた量）

60.5 52.8 21.8 18.4 18.0 
― 52.7 21.0 17.5 17.1 

前年比（％）
（バイオマスプラスチックを除いた量）

75.5 87.3 41.3 84.4 97.8 
― 87.1 39.8 83.3 97.7 

削減量（t）
（バイオマスプラスチックを除いた量）

19.6 7.7 31.0 3.4 0.4 
― 7.8 31.7 3.5 0.4 

特定プラスチック使用製品提供量の推移

※ 2024 年度は目標

プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出量の情報公開
ヤクルトグループは、2022年4月からプラ新法が施行されたことに伴い、今後、可能な限り排

出の抑制および再資源化を実施するため、2022年度からプラスチック使用製品産業廃棄物等の
排出量を把握しています。

当社はプラ新法上、グループ会社の排出を含めたプラスチック使用製品産業廃棄物について
対応することが求められることから、グループ全体の排出量を把握するとともに、情報の公開お
よび排出抑制に向けた取り組みを推進していきます。
• 商品の梱包材等の資材については、資源循環しやすい素材への変更を検討する
• �事業所単位では、プラスチックの分別に努め、プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出量

を削減していく

プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出量

プラスチック使用製品産業廃棄物等の排出量 前年比
削減量

再資源化率

2021年度
8,660t ― ―

うち自ら再資源化を行った量：322t ― 3.7%

2022年度
8,304t 95.9% 356ｔ

うち自ら再資源化を行った量：533t 165.5% 6.4%

2023年度
9,055t 109.0% △751t

うち自ら再資源化を行った量：521t 97.7% 5.8%

※ 目標については、2023 年度までの集計結果を踏まえ 2024 年度以降に設定予定
※ 算定範囲：ヤクルト本社、全ボトリング会社、全販売会社、関係会社 7 社

澤登 康人

環境対応推進部　
プラスチック対応推進課長

飲用後のヤクルトの空容器をリサイクルするスキームの構築に
取り組んでいます。越えるべきハードルは、お客さまが飲み終え
た後の容器をどう回収・運搬するかです。

空容器を「ごみ」ではなく「資源」としてリサイクルするには自治体
との協力関係の構築が重要となります。魅力的な街づくりと容器
のリサイクル実現を目的に、2023年9月に兵庫県神戸市と連携
協定を結び、神戸市の地域のコミュニティ拠点である資源回収ス
テーション2か所で飲用後の容器を回収し、リサイクルスキームの
構築に取り組んでいます。

今後も、ヤクルトが、商品をお届けすることで「人の健康」を、
リサイクルすることで「地球の健康」を実現し、持続可能な社会の
実現を目指していきたいです。
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各国・地域における取り組み
● プラスチック包装から紙製包装へ（ヨーロッパヤクルト）

ヨーロッパヤクルトでは、ヤクルト類のマルチパック用の包装と、運搬
用の外装を、プラスチック製フィルムから紙製の包装への切り替えを
進めてきましたが、2023年4月にマルチシュリンク包装機から紙製
包装の機械への切り替えが完了し、一次包装の資材がすべて紙製と
なりました。これにより、2022年に約23t使用していたポリプロピレン
製フィルムの使用量がゼロになりました。

● プラスチックごみの回収（インドネシアヤクルト、フィリピンヤクルト）
インドネシアヤクルトは2021年7月から、同国政府が2029年にプラスチック等のごみ総量の30%

削減を定めた「生産者によるごみ削減計画」に基づいてプラスチックごみの回収活動を開始しました。
「ヤクルト」50 本を包装するプラスチック製の再シュリンクフィルムやヤクルト容器の回収は、これま

でのジャワ島、バリ島に加えて2023年はスマトラ島でも開始しました。また、ヤクルトレディがお届け
時に使用するビニール袋の削減にも努めています。2023年のプラスチック
ごみの回収・削減重量は、合計377,855kg（前年比126.6%）となりました。

フィリピンヤクルトでは、宅配部門においてヤクルトレディによる空容器
やマルチシュリンクパックの回収活動を実施しています。直販部門でもマル
チシュリンクパックの回収を実施しているほか、一部代理店では回収した
プラスチック容器をイスやペン立てにリサイクルしています。

インドヤクルトでは、2020年から拡大生産者責任(EPR)を開始しており、プラ
スチック発生量に対して同量のプラスチックを回収し、リサイクルしています。こ
のほか、タイヤクルト、メキシコヤクルトでもプラスチックごみを回収しています。

プラスチック使用量の削減
● シュリンクラベルの薄肉化

これまでに、シュリンクラベルの厚さを50µmから45µmに薄肉化し、「ヤクルトの乳性飲料 
ミルージュ」(500ml)等4品目のPET容器入り商品で採用しています。

乳製品においては、シュリンクラベルの厚さを27µmから20µmに薄肉化し、「Newヤクルト」
類は2016年から、「ヤクルト４００」類は2023年から計6品目のヤクルト類商品で採用しています。

● シュリンクフィルムの薄肉化
マルチパックを集積するシュリンクフィルムの厚さを30µmから25µｍに薄肉化し、2023年から

「ヤクルト４００」等4品目のヤクルト類商品で採用しています。

● プラスチックストロー貼付の廃止
日本では従来、「Newヤクルト」「Newヤクルトカロリーハーフ」においては、5本パックにはスト

ローを貼付し、6本パックおよび10本パックには貼付しないことで、お客さまがストローの有無を
選択できるようにしていましたが、2021年3月に策定した「ヤクルトグループ環境ビジョン」の達成
に向け、プラスチック容器包装の使用量削減および資源循環しやすい素材への転換の施策の
一環として、2022年3月上旬から「Newヤクルト」「同 カロリーハーフ」の5本パックへのストロー
貼付を廃止しました。

また、マレーシアヤクルトでは2018年から、シンガポールヤクルトとオーストラリアヤクルトで
は2019年からプラスチックストローの貼付を廃止、ブラジルヤクルトでは2022年にプラスチック
ストローから紙ストローに変更しました。

「Newヤクルト」用５本パック正面左上の表示

変更前 変更後

拡大する紙製包装

ヤクルトレディによる
空容器回収（インドネシア）

国・地域 活動内容
台湾 ジョア類のスリーブラベルをPET素材に変更予定
韓国 製品包装に使われる容器の重量減少やプラスチックキャップの廃止などを推進

広州 「ヤクルト」50本を包装する再シュリンクフィルムの厚さを45μmから40μmに変更し、年3,200㎏
分のフィルム廃棄物を削減

ブラジル 2023年10月から「タフマン」のガラス瓶をPETへ変更し、輸送時の三次包装の使用量を削減
メキシコ ヤクルトレディの商品お届けに生分解性樹脂を使用した袋を導入

ヨーロッパ 一次包装の資材をすべて紙製に変更したほか、出荷製品パレットの包装をストレッチフィルムに
変更し、強度を保ちながら50％プラスチックの削減に成功

プラスチック使用量削減に関する各国・地域の主な取り組み
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水
マテリアリティ

◦�洪水による操業停止
◦�水不足による生産不能
◦�産業排水の流出による水質汚濁
◦�地下水の過剰なくみ上げによる地盤

沈下

リスク

◦�水等の資源の効率的利用の促進による
新製法・新製品の開発による売り上げ
増加やコスト低減

機会

ガバナンス
ヤクルトグループは、取締役である経営サポート本部長を委員長とするCSR推進委員会において、

マテリアリティおよびTCFD対応の中で水に関する協議、進捗管理等を行っています。審議事項
のうち、経営政策に関する重要事項については、取締役や監査役から構成される経営政策審
議会および執行役員会・取締役会に諮る手順としています。また、2024 年度から取締役会の
諮問機関として「サステナビリティ諮問委員会」を設置しています。

戦略
水需給の不均衡や水災害の発生等、水にかかわる問題が地球規模で問題になる中、水を主原料

とした製品を取り扱うヤクルトグループの事業に影響を与えうる重要な課題として企業経営や財務
に影響を与えるものと認識し、マテリアリティの一つとして特定し、取り組みを推進しています。

リスク管理
各工場が位置する河川流域における水需給の見通し、水災害発生の可能性、公衆衛生、

生態系への影響等の水リスクについて認識する必要があると考えています。そこで、外部機関に
よる調査を実施するとともに、生産拠点における水リスク状況の継続的把握や対応案の検討の
ために、WRI Aqueduct※等を用いて水リスクの評価を行っています。
※ WRI Aqueduct：国際環境 NGO の世界資源研究所（WRI）が開発した水リスク評価ツール

● 課題と対策
ヤクルトグループは、国内外の工場で年間約602万m3の水を使用しており、持続可能な水使

用は重要な課題です。対策として、水の循環利用や運用方法の見直しによる節水活動を進めて
いるほか、各拠点が位置する河川流域の水リスクを複数のツールを用いて総合的に評価し、
高リスクと判断された拠点ではより詳細な水リスク調査の実施や水管理計画の策定を優先的に
行うことによって、水を持続的に使用するための体制を整えていきます。

指標と目標
＜環境目標2030＞
水使用量（国内乳製品工場：生産量原単位）を2018年度比10％削減する
＜環境アクション（2021-2024）＞

◦�水使用量（国内の乳製品工場：生産量
原単位）を2024年度末までに2018年
度比3％削減

行動目標

◦�約15.8％削減

実績
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水リスク調査の実施
持続可能な水使用のためには、各工場が位置する河川流域における水需給の見通し、水災害

発生の可能性、公衆衛生、生態系への影響等の水リスクについて認識する必要があると考え、
2017年から外部機関による調査を実施しています。

2020年からヤクルトグループの生産拠点における水ストレスレベルの高い地域を特定するために、
WRI Aqueduct等を用いて水リスクの評価を行っています。

2023年度の評価結果は、水ストレスの高いエリアに位置する生産拠点※数は全体の35％であり、
該当エリアにおける取水量は2,913,791㎥、総取水量に対する割合は49.3％でした。

2023年度以降、水リスク評価結果および事業規模や市場成長性等を踏まえ2工場を選定し、
現地での詳細調査を実施しています。

現地の詳細調査を実施したインドネシアのモジョコルト工場およびメキシコのイスタパルカ工場に
おいては、現時点で顕在化しているリスクは見られなかったものの、将来の水リスク低減のため、
水使用量の削減や排水基準遵守の追加策に加え、評判リスクへの対応として現地ステークホル
ダーへの各事業所の取り組みのさらなる周知が必要であることを認識しました。
※ WRI Aqueduct による Baseline Water Stress が「極めて高い」または「高い」に位置する生産拠点

水管理計画の策定
環境アクション（2021-2024）の目標である水使用量（国内乳製品工場：生産量原単位）の

2018年度比での10％削減に向けた取り組みとして、2022年度から、水管理計画の策定に
よる持続可能な水資源の使用体制の整備を進めています。2023年度は、生産量や水使用
量の実績から富士裾野工場を代表工場として選定し、水管理計画の策定に着手しました。

水管理計画は、既存のWRI Aqueduct等を用いた水リスク評価結果や、富士裾野工場で
の詳細調査や協議を踏まえ、プロセスごとに使用されている水の量を把握し、環境アクション

（2021-2024）の目標達成に向けて必要な削減施策を立案し、継続的にモニタリングしていく
ものです。

富士裾野工場では、改めて工場を含む周辺環境の水リスクや生物多様性への影響の調査を
実施し、すでに取り組みを進めている施策の整理と新規施策を検討しました。

2024年度は、富士裾野工場において素案として策定した、水使用量削減施策の検討などを
含む水管理計画の整備および導入を進めていくとともに、他の乳製品工場における水管理計画
の策定も推進していきます。

生産拠点におけるWRI Aqueduct 水リスク評価結果

水リスク調査コスト

水リスクの高い国（Aqueduct Water Risk Atlas）
❶バーレーン ❷キプロス ❸クウェート ❹レバノン ❺オマーン ❻カタール ❼アラブ首長国連邦（UAE） 
❽サウジアラビア ❾イスラエル ❿エジプト ⓫リビア ⓬イエメン ⓭ボツワナ ⓮イラン ⓯ヨルダン ⓰チリ 
⓱サンマリノ ⓲ベルギー ⓳ギリシア ⓴チュニジア ナミビア 南アフリカ共和国 イラク インド　

シリア （リスクが高い順に記載）
●：ヤクルトが販売活動を行っている国　■：ヤクルトが生産・販売活動を行っている国

リスク分類
現在※1 将来(2080年)※2

国内拠点数 海外拠点数 国内拠点数 海外拠点数
極めて高い Extremely High (4-5) 0 7 0 7
高い High (3-4) 0 7 0 4
中庸〜高い Medium - High (2-3) 4 5 6 4
低い〜中庸 Low - Medium (1-2) 8 7 4 8
低い Low (0-1) 0 1 2 6
総計 12 27 12 29

※1　Baseline Water Stress (Total, Overall water risk)
※2　Future Projection Water Stress(2080, pessimistic)

サプライヤー拠点における水リスク調査結果（WRI Aqueduct: Future Projections/2040/Pessimistic)

リスク分類 サプライヤー拠点数
極めて高い Extremely High (4-5) 35
高い High (3-4) 77
中庸〜高い Medium - High (2-3) 141
低い〜中庸 Low - Medium (1-2) 69
低い Low (0-1) 35
総計 357

年度 2019 2020 2021 202２ 2023
コスト（万円） 120 0 0 640 1,700

※�サプライヤー拠点における水
リスク調査は2020年度に実施
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水資源の有効活用
ヤクルトグループの各工場では、製品の原料としてだけではなく、製造設備の洗浄や製品およ

び機械の冷却用等、さまざまな用途に水を使用しています。
2023年度は、本社工場とボトリング会社合計で約168万㎥（本社工場：約130万㎥、ボトリ

ング会社：約38万㎥）の水を使用しました。工場の節水活動の取り組みにより、「環境アクション
（2021-2024）」の行動目標である2018年度の生産量原単位に対する増減は、15.8%減となり
ました。

2023年度の工場での主な取
り組みとしては、各工場で取り
組んでいるISO 14001の活動
において、自動水洗時間の見
直しや設備の運用方法の改善
による節水等を実施しました。

また、本店や関係会社等が
入居するビルにおける水使用量
は5,347㎥となりました。

今後もヤクルトグループでは、
限りある水資源を有効利用する
ため、ISO14001の運用や水の
循環利用・再生利用等の技術
導入による節水に、継続的に
取り組んでいきます。

● 純水の製造過程で発生する濃縮水を再利用（福島工場）
福島工場では水道水と純水を使用して製品の生産を行っています。純水は、専用の装置で

水道水から不純物を取り除いて純度を高めますが、その過程で不純物を含む濃縮水が多量に
発生します。従来は工場内の排水処理場で処理を行い下水道に放流していました。

この濃縮水は、飲用や製造過程での使用には適さないものの、工業用水の水質基準は満た
していることから、製品や機械の冷却用水として再利用することとしました。これにより、
水道水使用量と下水道放流水量の大幅な削減を実現しました。

※ �原単位算出時の水使用量は、本社工場は化粧品工場と医薬品工場を除
いた5工場を集計範囲としています。
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本社工場・ボトリング会社での水使用量と生産量原単位の推移

● 設備自動洗浄工程で使用する水の削減
工場では、製品の生産終了後に配管やタンク・殺菌機等生産機器を、洗剤を使用して自動洗

浄しています。洗浄前に事前に汚れを落とすための前水洗、洗浄後の洗剤残りを防止するための
後水洗があり、製品品質を保つためにとても重要な工程である一方、生産活動での水使用量の
中で大きな割合を占めています。各工場では、十分な検証と品質管理を徹底したうえで前水洗・
後水洗の水量を削減する取り組みを推進し、その結果、約8,700㎥の削減を実現しました。

海外生産拠点における水の定量データ（ESGデータ集）WEB

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/ 

国内生産拠点における水の定量データ（ESGデータ集）WEB

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/

水質汚濁予防と生物多様性の保全
本社乳製品工場およびボトリング会社では、生産の過程で発生する洗浄水等の排水を各工場

に設置されている排水処理施設で地域ごとに定められた排水基準値を超えることがないよう適正
に処理した後、下水道や河川に放流しています。排水基準に関しては、懸濁物質の代表的な指
標として BOD（生物化学的酸素要求量）や pH 等を確認しています。河川等周辺の自然環境に
与えるリスクを認識し、排水処理施設での不測の事態や工場敷地内の輸送車両から油類が漏れ
た場合等、想定される緊急時対応の教育訓練を年に 1 回以上実施して、水質汚濁予防に向けた
体制強化や意識向上を図っています。

各工場の生産品種や能力が変更になる際は、生産設備の検討だけでなく、環境に与える影響
を考慮し、排水処理能力に対する検討も行っています。近年では、茨城工場における、生産能
力の増強等により排水処理施設への負荷が増加することに対し、処理能力を増強するための設備
投資も行っています。

さらに、一般的な排水処理知識のほか、全国工場の担当者の知識・経験を技術資料としてまと
め、排水処理にかかわる従業員のスキルアップや管理技術の伝承教育に活用しています。

また、水辺における生物多様性の保全に努めています。IBAT※を使用した生態系リスク調査を
行っており、福島工場の下流側の阿武隈川沿岸はオナガガモの飛来地として生物多様性重要地
域に指定されていること等を確認しています。
※ �IBAT(Integrated Biodiversity Assessment Tool)：国連環境計画（UNEP）等が参加する生物多様性プロジェクトIBAT 

Allianceが開発した生物多様性統合アセスメントツール。

P.48 既存事業の生物多様性リスクの評価関連情報
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各国・地域における取り組み
● 生産排水の浄化施設の設置（中国ヤクルトグループ）

無錫工場では、中国の排水基準1級Ａを満たす生産排水処理施設を設置しています。排水基
準1級Ａの水質は、工業用水としての再利用が認められており、無錫工場からの排水は最終水
処理場を経由して、無錫工場内の緑地で散水に利用するとともに他社の工場でも活用されています。
2023年度は185,570tの排水が再利用されました。また、生活汚水の浄化装置も設置し、
外部排出基準を満たしたうえで排水しています。

● 工場における水使用量の削減（広州ヤクルト）
広州ヤクルトの3工場は、各種検証をもとに溶解・培養・調合の各段階におけるCIP洗浄での

酸洗浄の頻度を見直しました。その結果、酸洗浄後のすすぎの水使用量の削減を実現しました。
これにより、2023年度は3工場合わせて年間約4,668tの水の使用量を削減できる見込みです。

水の有効利用に関する各国・地域の主な取り組み

国・地域 活動内容
台湾 雨水リサイクルシステムを導入し、雨水をトイレの水洗や散水等に再利用

タイ 製造タンクの更新に伴い、旧タンク8本に排水をため、輸送車の洗車等に再利用した結果、
2021年は河川への排水量ゼロを達成

韓国 生産設備の自動洗浄の排水を再利用し、水の使用量を削減

フィリピン カランバ、エルサルバドール両工場において、生産時に使用した冷却水ならびに雨水を
工場緑地の散水、トイレの水洗等に再利用

インドネシア スカブミ工場は生産排水の浄化装置を導入し、2023年は年間93,040tの排水を処理。
外部機関による水質検査を毎月実施

マレーシア 2022年から使用済み培養タンクを活用して排水処理水を工場緑地での散水等に再利用

ベトナム 工場緑地の散水を排水処理水に切り替え、乾季に400tの水使用量を削減

インド 工場の排水を処理後、工場緑地に散水。2023年は、月平均で1,083.3t、年間合計
13,000tを再利用

中国（天津） 継続的に再生水をトイレの水洗に活用

ブラジル ロレーナ工場では水の再利用として排水処理水をUV殺菌器で処理し、第三工場のトイレ
水洗、敷地内緑地の散水等に再利用。2023年度は約1.4tを再利用

メキシコ イスタパルカ工場では、排水処理水を工場の緑地に散水。2023年は月平均916t、年間
合計10,992tを再利用

アメリカ 本店・工場敷地内に雨水の再利用システムを設置し、雨水を植物の散水に再利用
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廃棄物の削減
● 本社工場・ボトリング会社における取り組み

本社工場・ボトリング会社から出た廃棄物は、「廃棄物の
処理及び清掃に関する法律」(廃棄物処理法)を遵守し、許可
を受けている専門業者へ委託し適切に処理を行っており、マ
ニフェストによりその管理をしています。

また、排出抑制および再資源化の徹底により、ゼロエミッ
ション※を目指しています。

2023年度は、本社工場とボトリング会社合計で約2,851t
（本社工場約1,945t、ボトリング会社約906t）の廃棄物を
排出しましたが、さまざまな廃棄物排出抑制の取り組み等により「環境アクション(2021-2024)」
の行動目標である2010年度の排出量に対する増減は、18.7％減となりました。

なお、包装資材等の梱包材のリユース（再使用）やリターナブル（繰り返し使用）化を進めるとと
もに、廃棄物のリサイクルを外部専門業者によるサーマルリサイクル（熱回収）からマテリアルリサ
イクル（素材へのリサイクル）へと見直しも進めています。再資源化の質的な向上も継続的に実施
し、あわせて処理費用の削減も進めています。
※ �当社のゼロエミッションの定義：工場廃棄物（特別管理産業廃棄物を除く）の最終処分量（埋め立て量）が1％未満の状態

資源循環
● 本店における取り組み

各フロアに紙類を分別するリサイクルボックスを設置しているほか、廃棄物の分類別に専用の
ダストボックスを用意し、適切な分別ができるよう取り組んでいます。2023年度、本店で発生
した廃棄物の再資源化率は79.4％でした。

これらの行動の周知徹底を各社員へ図るため、イントラネットで廃棄物の排出量・再資源化率
の実績等を掲示する等、継続的な啓発活動を実施しています。

● 中央研究所における取り組み
中央研究所で発生した廃棄物は分別を徹底して、専門の処理業者に委託しています。2023年度、

中央研究所で発生した廃棄物の再資源化率は100%を達成しました。

食品ロス削減への取り組み
ヤクルトの乳製品は受注生産で、無駄のない生産体制を整えています。過剰在庫の抑制、

廃棄物の低減により、食品ロスの削減に努めています。
また、清涼飲料および麺類については、販売予測に基づいて生産数量を決定することで適正

在庫を維持し、余剰在庫を抑制しています。また食品ロス削減の取り組みとして、2021 年度から
「一般社団法人全国フードバンク推進協議会」を通じてフードバンク団体へ無償提供しています。

インドヤクルトでは、社員を対象に工場の食堂における食品廃棄物を管理するための研修を
実施しました。また、毎月の食品ロスと廃棄物のデータをグラフ化し、社内の会議や食堂掲示
板で共有するなど、食品ロス削減に取り組んでいます。

本社工場・ボトリング会社での種類別廃棄物排出量と再資源化率

福島工場のエコステーション

本社工場・ボトリング
会社での廃棄物排出量
の推移

※ �原単位算出時の廃棄
物排出量は、本社工
場は化粧品工場と医
薬品工場を除いた5工
場を集計範囲としてい
ます。

※ �廃棄物量は特別産業
廃棄物（有害廃棄物）
を含む。

廃棄物排出量（t） 排出量原単位（kg/kl）

0

2,000
1,500
1,000
500

2,500
3,000
3,500 3,508

2,557 2,536 2,571  2,679

0
4

8

12

16

20

2010 2019 2020
廃棄物排出量 排出量原単位

2021 （年度）2022

2,851

2023

13.246

9.277 8.971 8.732 7.775 8.073

13.246

9.277 8.971 8.732 7.775 8.073
排出量（t） 再資源化量（t） 廃棄量（ｔ） 再資源化率（%）

産業廃棄物 2,846 2,832 14 99.5
特別管理産業廃棄物 

（有害廃棄物） 5.24 5.12 0.12 97.7

合計 2,851 2,837 14 99.5

※ 種類物の実績、中央研究所の実績、廃棄物の処分の状況については
　 「ESGデータ集」（https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/）をご覧ください。
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事業活動と生物多様性の関係
ヤクルトは、環境基本方針の行動指針において

「事業活動の全般において、環境のみならず生
物多様性にも配慮した環境負荷の低減化を推進
する」ことを明記しています。地球環境や生物多
様性に配慮しなければ、企業活動そのものが成り
立たず、お客さまの健康に役立つことができませ
ん。これまでの研究開発で培ってきた技術等も活
用しながら、今後も生物多様性の保全に努めてい
きます。ヤクルトグループの原料調達から廃棄・
リサイクルまでの事業活動の各ステップにおいて、

「自然の恩恵にどのように依存しているか」「自然
に対してどのような影響を与えているか」を整理
し、事業活動と生物多様性の関係を右記の図の
ように明確化しています。

事業活動と生物多様性の関係マップ

①生息地の喪失　②外来種導入　③汚染　④気候変動

①生息地の喪失　②汚染　③気候変動

重油

木材

鉄鉱石、ボーキサイト等

重油

BOD、COD等

スラグ、汚泥類、焼却灰

NOx、SOx、N2O、CO、CO2等

埋め立て

重油

水、木材

NOx、SOx、CO2等

①生息地の喪失　②汚染　③気候変動　④過剰消費

①生息地の喪失　②汚染　③気候変動

重油、石炭、天然ガス

水、木材

鉄鉱石、ボーキサイト等

BOD、COD等

スラグ、汚泥類

NOx、SOx、N2O、CO、CO2等

土地利用
（工場建設等）

エネルギー資源

再生可能資源

土地改変 水域への化学物質排出

土壌への化学物質排出

再生可能資源

エネルギー資源

大気への化学物質排出

大気への化学物質排出

•重油、石炭、天然ガス •水 •NOx、SOx、CO2等 •BOD、COD等
エネルギー資源 再生可能資源 水域への化学物質排出

①生息地の喪失　②汚染　③気候変動

大気への化学物質排出

エネルギー資源

水域への化学物質排出

土壌への化学物質排出

大気への化学物質排出

土地改変

鉱物資源

①生息地の喪失　 ②汚染　 ③気候変動　 ④外来種導入　⑤乱獲　⑥過剰消費　⑦土地改変

淡水 家畜 農作物 自然薬品 医薬品 捕獲 養殖 遺伝子資源 鉱物資源

廃棄
リサイクル

消費

流通
販売

エネルギー資源

再生可能資源

鉱物資源

凡例
事業活動へのインプット
事業活動からのアウトプット

白字
黒字
緑字 生物多様性との関係性

原料調達

製造
（包装込）

生物多様性
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ヤクルトグループの既存の事業活動が生物多様性の保全に与える影響を把握するため、各工
場が位置する河川流域における生態系への影響等の調査を実施しています。

調査にはIBATを使用し、各生産拠点から半径10km圏内にある自然保護地域（世界自然遺産、

IUCNカテゴリーⅠ、 Ⅱ、 Ⅲ、Ⅳ、Ⅴ、ラムサール条約湿地）やIUCN（国際自然保護連合）の指定す
る絶滅危惧種の生息状況を把握しています。

工場 河川流域
2023年度 
総取水量 

（単位：㎥）

2023年度 
総排水量 

（単位：㎥）

IBAT使用による調査
生物多様性（生態系リスク）にかかわる記載事項水生生物の

種類数
絶滅危惧種

（IUCN指定）

福島工場 摺上川を含む阿武隈川
流域全体 180,314 144,228 62 0※

排水の流入先である阿武隈川はオナガガモ（IUCN指定レッドリスト）が飛来することから、国際NGOに
より生物多様性重要地域（Key Biodiversity Area : KBA）および重要野鳥地域（Important Bird and 
Biodiversity Areas : IBA）に指定されている。

兵庫三木工場 加古川流域・武庫川流域・
淀川流域・神戸市周辺 271,443 228,549 66 0 拠点の下流域10km圏内には、生物多様性について、特別重要な地域はなく、拠点周辺の小水域において

IUCNの指定する絶滅危惧種の生息は指摘されていない。

茨城工場 利根川水系 195,320 136,673 60 0 拠点の下流域10km圏内には、生物多様性について、特別重要な地域はなく、拠点周辺の小水域において
IUCNの指定する絶滅危惧種の生息は指摘されていない。

富士裾野工場・
富士裾野医薬品工場 狩野川流域 430,833 216,007 63 0 拠点の下流域10km圏内には、IUCNカテゴリーⅣに区分される鳥獣保護区が存在する。拠点周辺の小水域

において、IUCNの指定する絶滅危惧種の生息は見受けられない。

佐賀工場 筑後川水系 200,820 152,124 61 0 拠点の下流域10km圏内には、生物多様性について、特別重要な地域はなく、拠点周辺の小水域において
IUCNの指定する絶滅危惧種の生息は指摘されていない。

岩手ヤクルト工場 北上川水系 83,230 46,233 58 0 水源地周辺はIUCN保護地域カテゴリーⅠbの葛根田川・玉川源流部森林生態系保護地域、和賀岳植物群落保
護林、カテゴリーⅡの十和田八幡平国立公園、早池峰国定公園等保護地域に指定されている。

千葉ヤクルト工場 利根川流域 73,879 22,898 63 1
水源域にあたる地域には、上信越高原等IUCNマネジメントカテゴリーⅡやⅣに分類される保全地域が点在し
ている。また、拠点の下流域10km圏内には、カテゴリーⅣの保護地域（鳥獣保護区）が存在する。IUCNの
指定する絶滅危惧Ⅰｂ類のクサガメの生息が指摘されている。

愛知ヤクルト工場 木曽川、矢作川、庄内川
流域 63,842 29,921 66 1 濃尾平野の小川や河川は絶滅危惧種Ⅰb種のマダラナニワトンボの生息地であり、生物多様性重要地域に指

定されている。

岡山和気ヤクルト工場 吉井川流域 102,771 64,120 65 2
吉井川流域内には、IUCNマネジメントカテゴリーⅣの地域が点在している。また、拠点の下流域10km圏内
には、カテゴリーⅣ、Ⅴの保護地域が存在する。IUCNの指定する絶滅危惧Ⅰｂ類のクサガメ、Ⅱ類のスッポン
の生息が指摘されている。

福岡ヤクルト工場 筑後川流域 51,421 32,506 92 2
拠点の下流側10km圏内には IUCN カテゴリーⅣの区域（鳥獣保護区）がある。また、拠点のある小水域には、
IUCNが指定する絶滅危惧種ENのエツ（環境省レッドリストでも絶滅危惧Ⅱ類）、危急種（VU）のアリアケスジ
シマドジョウ（環境省レッドリストでも絶滅危惧Ⅰb類）の生息可能性がある。

湘南化粧品工場 相模川・引地川流域 15,995 15,808 106 1 拠点の下流側10km圏内には IUCN マネジメントカテゴリーⅣの保護地域（鳥獣保護区）がある。また、拠点
のある小水域には、IUCNの危急種（VU）（環境省レッドリストでも絶滅危惧Ⅰb類）のタナゴの生息可能性がある。

生産拠点における生物多様性に関する調査結果

※ オナガガモは水生生物ではないため、当数値には含まれていません。
＊ 2024年に生産を開始した富士小山ヤクルト工場は調査中。

既存事業の生物多様性リスクの評価
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呼びかけである「MY行動宣言」に連動して、従事者15,706人が参加し、生物多様性を守るた
めの5つのアクションから自分にできることを選んで宣言しました。この取り組みは高く評価され、
UNDB-Jの「MY行動宣言事例集」に掲載されました。

UNDB-J「MY行動宣言事例集」WEB  https://undb.jp/wp/wp-content/uploads/2019/06/action_jirei.pdf

● 国際NGOオイスカとの協働
オイスカ・インターナショナルは、1961年に創立され、国連の最高諮問資格を有する国際NGO

です。公益財団法人オイスカ（以下、オイスカ）は、主にアジア・太平洋地域で農村開発や環境保
全活動、次世代人材育成を展開しています。

当社は、日本国内のみならず海外でも活動を行うオイスカと1979年から協働して、社会貢献に
取り組んでいます。

• 「子供の森」計画への支援
生物多様性の保全にかかわる活動として、オイスカの「子供の森」計画を支援しています。「子供

の森」計画は、地域住民が森林や環境の大切さを知り、自ら森林保全に取り組むよう、各地で
環境教育や住民主体の植林を行うほか、学校を拠点に子どもたち自身が森づくりを行う活動です。

具体的な支援地域についてはオイスカと対話して決定しており、当社の支援金はインドネシア、
フィリピン等の活動で活用されています。

商品への国際認証紙の採用（生物多様性にかかわる認証制度への参加）
当社は、サプライチェーンにおける森林破壊リスクのある原材料の

一つに「紙・パルプ」を特定しており、基本的方針、取り組みおよび目
標を掲げながら、持続可能な調達を推進しています。

当社の乳製品、清涼飲料の一部の紙容器に、森林認証制度として
知られるFSC®※1認証紙やPEFC※2認証紙を使用しています。

森林認証紙を使用することで、気候変動対策、生物多様性保全、
サプライチェーンにおける森林や木材における適切な管理に貢献でき
ると考えており、当社紙製容器包装紙を順次切り替えています。
※1 �FSC®（Forest Stewardship Council®：森林管理協議会）は、責任ある森林管理

を広く普及させることを目的に設立された国際的なNPOです。
※2 �PEFC（Programme for the Endorsement of Forest Certification）は、PEFCの

定める基準のもと、各国で設立運営されている森林認証制度を相互承認し、持続可
能な森林管理を促進する国際的なNGOです。

各国・地域における植樹活動

国・地域 活動内容
台湾 工場駐車場の周囲を芝生で緑化するほか、6本の桜を植樹
広州 地域住民と地元政府職員と協力して都市部の緑化を推進
ブラジル 工場内への植樹のほか、計50本の苗木を社員の自宅に植樹
メキシコ イスタパルカ市主催の植樹活動に協賛。2023年はレモンの木150本を寄付

P.72 調達活動における森林破壊・土地転換ゼロコミットメント関連情報

植樹活動による生物多様性保全
● 「環境アクション（2021-2024）」植樹（日本）
「環境アクション（2021-2024）」の取り組みの一環として、2023年はサステナビリティキャンペーン

において、「国際生物多様性の日」である5月22日等に工場など全国14か所で植樹を行いました。

● Yakult forest「百万本植林活動」（中国ヤクルトグループ）
中国ヤクルトグループは、2015年から民間NGO組織“上海根と芽”の「百万本植林活動」プロ

グラムに参加しています。2023年までの9年間、毎年2,000本の苗木を寄贈しており、ヤクル
ト公益林（約18ヘクタール）に合計18,000本の植林が行われました。これまでの平均保存率は
約70％（NGOのデータ）と着実に緑化に貢献しています。

● 「Treedom（ツリーダム）」との提携（ヨーロッパヤクルト）
ヨーロッパヤクルトは世界各地で植林活動を展開するオンラインプラットフォーム「ツリーダム」

と3年間のパートナーシップを結び、植物の苗木を購入して全社員に贈呈する形で約10,000本
の植樹を行ってきました。2023年は、社員から社外のステークホルダーに参加者を拡大し、年
末年始休暇にあわせてツリーダムのコードを記載したクリスマスカードを配布するとともに、活動
の環境的・社会的意義をまとめた動画を共有しました。

ステークホルダーと協働した生物多様性保全
国内外で地域の生物多様性に配慮した事業活動・社会貢献活動を推進するため、省庁、自治体、

NGO・NPO等のステークホルダーと連携して、生物多様性の保全に取り組んでいます。

● 国連や環境省のイニシアティブへの参加
1994年度から、全従事者向けの「ヤクルトサステナビリティキャンペーン」（旧「ヤクルトCSR

キャンペーン」）を実施しています。
2017年度には、UNDB-Jによる、日常の暮らしの中で生物多様性にかかわることを目的とした
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社会活動報告
世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献することが、私たち
ヤクルトグループの使命です。お客さま、地域社会、取引先、
従事者等、ヤクルトグループにかかわるすべてのステークホルダー
に対し、「健康」を通じたコミュニケーションを積極的に図り、社会
の持続可能性を高めます。

2023年度の法令遵守状況

2023年度は、地域の環境や生活に
悪影響を及ぼす事業活動、法令違反・
自主規程違反はありませんでした。また、
重大な人権や労働関連の法令違反・
自主規程違反、自主回収にいたる
製品事故、品質や安全にかかわる重大
な法令違反もありませんでした。
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イノベーション
マテリアリティ

◦�多様化する消費者ニーズへの対応不足
による業績への影響

◦�知財の侵害、試験データ等の漏えい、
新規感染症、自然災害による開発遅延

リスク

◦�安全性の高い商品開発による競争力向上
◦�健康志向の高まりに対応した商品開発

による競争力向上
◦�共同研究推進によるイノベーション創出

機会

ガバナンス
ヤクルトグループは、研究開発については、取締役である研究開発本部長を委員長とする

研究開発技術委員会において、新商品については、取締役である食品事業本部長を委員長と
するマーケティング委員会において、審議を行っています。これら委員会の審議事項のうち、
経営政策に関する重要事項については、取締役や監査役から構成される経営政策審議会および
執行役員会・取締役会に諮る手順としています。

戦略
ヤクルトグループが持続的成長を続けるために、これまで培ってきた生命科学の追究を基盤と

した商品開発のさらなる推進や、新たな価値を提供するサービスの創出が必要不可欠だと認識し
ています。「Yakult（ヤクルト）1000」（2019年発売）、「Y１０００」（2021年発売）は、「ストレス社会」
と言われる現代の社会課題の解決に貢献し、多くのお客さまからご支持をいただきました。今後
もステークホルダーの声を聴きながら、社会課題の解決に貢献するイノベーションを生み出す体制
やしくみづくりを今まで以上に充実させ、ヘルスケアカンパニーへの進化につなげていきます。

リスク管理
持続的成長のためには、これまで培ってきた生命科学の追究を基盤とした商品開発のさらなる

推進や、新たな価値を提供するサービスの創出が必要不可欠です。ヤクルトグループの事業に
おける重要な課題として企業経営や財務に影響を与えるものと認識し、マテリアリティの一つとし
て特定しています。

● 課題と対策
社会情勢の変化は、人々の健康に関する概念や意識に大きな影響を与え、新たな社会課題を

生み出します。ヤクルトは、健康を掲げる企業として、この変化に対応し続け、新たな課題の解
決に貢献することが、使命であると同時に課題であると認識しています。

昨今の健康にかかわる領域の広がりに対応するため、ヤクルトが今まで培ってきたプロバイオ
ティクス研究を核として、ヘルスケア領域に事業を拡大します。イノベーションを実現するため、 
2021年から2024年度までの間に約1,000億円の領域拡大に向けた投資を行うことで、世界
の人々のニーズに応え、「新しい価値」の創造につながる商品やサービスを提供するヘルスケアカ
ンパニーへと進化していきます。

指標と目標

◦�社会課題解決に貢献できる研究の継続

行動目標

◦�お客さまのニーズに対応した機能的ベネ
フィットが備わった次の商品を導入

 •�「ヤクルト４００W」（機能性表示食品／
2020年発売）をリニューアル発売

◦�伴侶動物（ペット）関連市場への参入
および犬用サプリメントの発売

 •�「MediSuppli（メディサプリ） ガラクトオリゴ糖」
 •�「MediSuppli＋（メディサプリ プラス）」シリーズ

実績

Contents
02 サステナビリティレポート2024について

03 編集方針

04 ヤクルトの企業概要

05 ヤクルトの事業展開

06 トップコミットメント

08 ヤクルトのはじまり

10 ヤクルトのサステナビリティ
19 環境活動報告
21 　 環境マネジメント

27 　 気候変動

37 　 プラスチック容器包装

42 　 水
46 　 資源循環

47 　 生物多様性

50 社会活動報告
51 　 イノベーション

57 　 地域社会との共生

64 　 サプライチェーンマネジメント
75 　 人的資本

75 　 人材マネジメント

78 　 人材育成

80 　 健康経営

83 　 ダイバーシティ＆インクルージョン

85 　 ワークライフバランス

86 　 労働安全衛生

88 　 ヤクルトレディに対する取り組み

89 　 人権

96 　 製品安全

99 　 顧客満足

104 ガバナンス報告
104 　 コーポレートガバナンス

111 　 リスクマネジメント

113 　 コンプライアンス

116 第三者意見

117 外部からの評価
118 ESGデータ集

51 　 イノベーション

ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4

編集方針 トップコミットメント 環境活動報告 社会活動報告 ガバナンス報告 第三者意見 ESGデータ集ヤクルトのサステナビリティ
51

社会活動報告



担当役員メッセージ

● イノベーションから始まったヤクルト
ヤクルトの歴史は「イノベーション」によって築かれています。ヤクルト

の創始者代田 稔は、当時の日本で、衛生状態の悪さから感染症で命を
落とす子どもたちが数多くいたことに心を痛め、病気にかかってから治療
するのではなく、病気にかからないようにする「予防医学」を志し微生物
研究の道を進みました。こうして生まれたのが「乳酸菌 シロタ株」であり、
乳酸菌飲料として商品化したのが「ヤクルト」なのです。当時は「予防医
学」や「乳酸菌摂取の習慣化」という考え方はなく、社会に大きな変化を
もたらしました。革新的な研究と技術によって生み出された「ヤクルト」こそ、
まさに「イノベーション」を体現した商品であると考えます。

● 生活者のニーズに応えるイノベーション
「ヤクルト」が誕生してから約90年。時代とともに生活スタイルや価値観が変化したり、ヤクルト

が展開する国・地域が拡大したりすることで、お客さまのニーズは多様化しています。そうした
多様なニーズを捉え、「ヤクルトならではの価値」をお届けすることが私たちに求められています。
そして、その「ヤクルトならではの価値」をつくり出すには、イノベーションが不可欠です。例えば、

「Yakult（ヤクルト）1000」や「Ｙ１０００」という商品は、「乳酸菌 シロタ株」を高密度にすること
で、現代社会の健康課題であるストレスや睡眠に対してアプローチするという、新しい価値を
提供しました。また2023年には、高まるペットへの家族意識を捉え、株式会社ジャパンペット
コミュニケーションズと資本業務提携し、ヤクルト独自の素材を提供した協働企画商品として
犬用サプリメントを発売しました。常に変化を続ける市場環境に適応し、持続的に成長するた
めには、常に新しいアイデアや技術を探求し、次世代の製品やサービスを提供しなければなり
ません。それが結果としてお客さまのニーズに応えることや、課題を解決することにつながる
と信じています。

また、イノベーションは製品やサービスの開発だけにはとどまりません。「ヤクルトレディ」とし
て広く認知される宅配システムもまた、女性の社会進出がまだ盛んではなかった当時において、
革新的な販売システムだったと考えます。最近では、ヤクルトレディによる商品のお届けをイン
ターネット上で申し込むことができる「ヤクルト届けてネット」や、離れている家族へのお届けを注
文できる「家族に届けてネット」など、販売システムも時代の変化に伴い進化を続けています。

● イノベーションを加速させる企業風土の醸成
私たちがグローバルでさらなる成長を果たすためにも、イノベーションは欠かせません。そし

てそのイノベーションは社員一人ひとりの創造的な発想から生み出されると考えます。そこで
2023年度は、新たな価値を創出するイノベーション思考を備える人材育成の機会として、「イ
ノベーション思考力習得研修」を実施しました。さまざまな部署に所属する社員同士で意見交
換することにより、部署固有の考え方や、受講者個々の固定観念から脱却し、全社最適化で
考えることができるプログラムとなっています。これからもこのような機会を多くの社員に提供し、
社員から出てくる自由なアイデアをイノベーションの原動力にしてまいります。

また、自社だけにとどまらず、さまざまな社会課題の解決にも取り組みます。そのためにも、
社外のステークホルダーとも積極的に連携し、社外の研究機関などと相互支援し研究してい
ます。異なる視点と専門知識を持つパートナーと協力することで、イノベーションを起こし、社
会課題の解決にもつながる新しいビジネスモデルを創出します。

● 「価値創造」とは、人に寄り添うこと
イノベーションはヤクルトのコーポレートスローガンである「人も地球も健康に」を実現するための

重要な手段です。これからも、生活者一人ひとりに寄り添い、ニーズと課題を理解して、それらに
対応するソリューションを提案することで、世界中の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献します。

平野 宏一

取締役 専務執行役員
研究開発本部長
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イノベーション創出への考え方
● 将来のありたい姿とイノベーション

ヤクルトグループは、世界の人々の健康に貢献し続けるヘルスケアカンパニーへの進化を目指し、生
命科学の追究を基盤として、社会課題の解決に貢献するイノベーションを生み出すことに努めています。

● 研究開発の取り組み
ヤクルトグループは、世界の人々の健康に寄与する商品やサービスを創出するための研究開発

に日々取り組んでいます。研究開発は、プロバイオティクス（Ｌ．カゼイ・シロタ株、Ｂ．ブレーベ・
ヤクルト株等）にとどまらず、予防医学や健腸長寿に貢献するヘルスケア事業領域にまで及び、
その成果を食品・化粧品・メディカルバイオーム®※製品に応用しています。

また、さまざまな医療機関との共同研究や、ネイチャーポートフォリオとの研究助成プログラム
等、外部機関との共同による予防医学や健腸長寿を実現するための研究開発にも、積極的に
取り組んでいます。
※メディカルバイオーム®：Medical( 医療 ) と Microbiome( 細菌叢 ) を合わせた造語（商標登録済み）

イノベーションを生み出す体制
● 中央研究所

中央研究所は、｢代田イズム｣を基盤にさまざまな研究に取り組み、その成果を予防医学や健康
維持・増進のための製品へと応用してきました。2016年4月には、コア技術の進化や連携を図る
ための最先端の設備・組織・環境を整備した研究所が完成し、幅広い研究活動を展開して先進
的かつ独創的な研究成果を生み出しています。今後も世界の人々の健康のために、腸内フローラ
やプロバイオティクスのコア技術をそれぞれの領域に展開していきます。

次世代育成：中高生向けオンライン企業訪問プログラム
中学生、高校生のキャリア教育を推進するために、オンラインによる企業訪問プログラム

を実施しています。本プログラムでは、研究員という職業について理解を深め、仕事を通じ
た社会貢献に興味をもっていただく機会を提供しています。2023年度は11校877人の生徒
が受講し、アンケートでは9割以上の受講者が「大変満足」「満足」と回答されました。

● 非営利法人ヤクルト本社ヨーロッパ研究所
当社は2005年に「非営利法人ヤクルト本社ヨーロッパ研究所」をベルギー・ゲント市に設立しま

した。これまでに、欧州の人々を対象に、現地で生産された乳酸菌飲料を用いた飲用試験を行い、
Ｌ．カゼイ・シロタ株が生きて腸にとどくこと、および便性改善効果があることを確認しました。
また、その他の基礎的な研究として、母親の腸管内ビフィズス菌が新生児に受け継がれること、
特定のビフィズス菌が乳幼児から幼児期の間、腸内に長期定着していることを明らかにしました。

菌の科学性の研究
● 腸内フローラ研究

私たちのおなかの中には、およそ1,000種類、約100兆個もの腸内細菌がすみついていて、
特に小腸下部から大腸にかけては多種多様な腸内細菌が生息しています。それらは植物の群れ
にたとえ「腸内フローラ（腸内細菌叢）」と呼ばれています。腸内フローラは、腸の健康や免疫機能
の発達維持だけでなく、生活習慣病やストレス等とも関連があることが分かってきました。
中央研究所では、予防医学の見地から、腸内フローラの研究を活動の柱としています。最新の
遺伝子解析技術や腸内細菌分離技術など、さまざまな手法を用いて解析を行い、腸内細菌の
種類や構成と疾病とのかかわり、宿主の健康に及ぼす影響などを追究しています。

● プロバイオティクス研究
中央研究所では、代田 稔が発見したＬ．カゼイ・シロタ

株をはじめ、Ｂ．ブレーベ・ヤクルト株等を使ったプロ
バイオティクス分野の研究で数多くの成果を生み出し
ています。

乳酸菌やビフィズス菌等の微生物コレクション

株式会社ヤクルト本社 中央研究所
設 立　�1955年4月 

（京都にて代田研究所としてスタート）
所 在 地　東京都国立市泉五丁目11番地
所 員 数　約300人

【主な研究内容・分野】 
人の健康維持・増進に役立つ食品・化粧品・メディカル
バイオーム®製品の素材開発と利用の研究を行う。
微生物学・栄養学・生理学・免疫学・生化学・生物
工学・発酵工学・薬学・分析化学・疫学・情報科学
が研究を支える。
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ヘルスケアカンパニーへの進化（健康意識の高まりを受けた商品開発）
近年、海外では、生活習慣病や肥満の深刻化を背景に、国民の健康を守るには、基準値以

上の糖類を含む食品に砂糖税として課税する国が増えています。メキシコでは基準値以上の糖
類を含む食品に警告アイコン表示を義務づけています。マレーシアおよびシンガポールでは糖類
が「ヘルシアチョイス制度」で定める基準値以下の食品にシンボルマークの表示が許可され、
その表示がないと学校等での販売や広告宣伝の規制を受けます。今後は、さらに商品開発および
パッケージへの表示が求められることが予想され、健康志向の高まりを受けて糖類の摂取を気に
する消費者が増えていることへの対応として、ヤクルトグループでは各国・地域の食品に関する
法規制や消費者ニーズに対応した低糖タイプ商品の開発・導入を行っています。

また、現代は多くの人がストレスにさらされており、メンタルヘルスケアの重要度が高まってい
ます。このような状況を受け、当社では、腸内フローラやプロバイオティクスの研究の広がり
から得られたストレス、睡眠に対する成果をもとにした新しい健康価値を提供する商品の開発・
導入を行っており、2019年10月には当社初となる機能性表示食品「Yakult （ヤクルト）1000」
を、さらに2021年10月に同様の機能の店頭主体商品「Ｙ１０００」を発売しました。

● 日本での取り組み
甘さやカロリー（熱量）がひかえめなタイプ（「ヤクルト４００LT」「Newヤクルトカロリーハーフ」

等）の販売比率が高まっていることを踏まえ、「Yakult（ヤクルト）1000」「Ｙ１０００」「ヤクルト４００
Ｗ」では、1ml当たりの熱量を「ヤクルト４００」より低く抑えています。今後、より糖類摂取量への
関心が高まると予想されることから、海外の糖類規制に対応するために開発した技術を国内商
品にも応用していきます。

また、人々の健康意識とともに、健康に関するソリューションの多様化が進む中で、一人ひと
りに合った新しい価値を提供できるように、健康イメージのある植物素材をベースに当社のシー
ズを付与した商品や医療現場での治療に役立つ新たなカテゴリの商品等の検討を進めています。

● 低糖、カロリー低減タイプ商品の販売
日本や海外において健康意識が高まる中、お客さまのニーズに応えるため、さまざまな低糖、

カロリー低減タイプ商品を販売しています。
海外では、事業を展開する39の国・地域のうち、27の国・地域で低糖、カロリー低減タイプ商品

の販売を行っており、健康課題の解決に配慮しながら、お客さまの健康ニーズに対応しています。
今後もお客さまのヘルスケアに寄与する商品の開発、販売を通じて、世界の人々の健康で楽し

い生活づくりに貢献していきます。

低糖、カロリー低減タイプ商品　
乳製品売上金額比率（2023年度） 日本

海外
14.63％
15.76％

100%0%

資源の有効活用
容器包装の開発設計においては、資源循環しやすい素材への転換を目指した技術開発をはじ

め、環境配慮型素材等の採用可能性や、既存商品における省資源化（リデュース）についても継
続的に検討を進めています。

工場では製造・生産プロセスにおいて、電力や水の削減につながる作業方法の見直しや、
設備機器の更新に合わせた高効率機器の導入を図る等、省エネルギーおよび省資源への取り組み
を継続的に行っています。

P.37 プラスチック容器包装関連情報 P.42 水 P.46 資源循環

共同研究・企業間連携
● 共同研究の広がり

社会課題を解決するイノベーションを促進するために、外部の研究機関との共同研究に取り組ん
でおり、パートナーシップでの目標達成を目指しています。

• JAXAとの共同研究
国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）との共同研究では、国際宇宙ステーション

（ISS）に長期滞在する宇宙飛行士を対象に、プロバイオティクス（L. カゼイ・シロタ株）の継続
摂取が腸内環境および免疫機能に及ぼす効果の科学的検証を行っています。宇宙実験の実施に
先立ち、L. カゼイ・シロタ株を宇宙環境で長期保管したところ、プロバイオティクスとしての機能
が維持されることを確認しました。

• 国立長寿医療研究センターとの共同研究
国立長寿医療研究センターが2023年に開始した長期縦断疫学研究「東浦研究」に参画し、

乳酸菌摂取が高齢者の脳やからだの健康に果たす役割を解明することを目的とした共同研究を
行っています。この共同研究は2027年度末までの期間を予定しており、その中で得られた情報は
予防医学に基づく乳酸菌摂取の生理的意義の解明に役立てられます。
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• ネイチャーポートフォリオと研究助成プログラムを実施
人の健康に対する腸内フローラの影響について基礎から臨床の研究を進展させることを目的に、

総合科学雑誌『ネイチャー』を発行するネイチャーポートフォリオと共同で研究助成プログラム“The 
Global Grants for Gut Health”を2018年から行っています。

● 企業間連携による商品開発
• 植物性素材の活用に向けて

ヤクルト本社は、レモン・豆乳など植物性素材のリソースを有すポッカサッポロフード＆ビバレッジ
株式会社（以下、ポッカサッポロ）と業務提携契約を締結し、協働で開発を進めてきました。その
結果、ポッカサッポロのレモン素材と当社の乳酸菌技術を生かした商品として、「ソフール レモン」

（2023年1月発売）、ポッカサッポロからは「発酵果実 みかん＆レモン」（2023年6月発売）を発売
しました。

• 伴侶動物（ペット）向け商品の展開
コーポレートスローガン「人も地球も健康に」の実現に向け、人だけでなく、動植物や環境に対

しても、等しく健康であることが重要と考えます。そこで、伴侶動物（ペット）関連市場に参入し、
動物の健康の維持と向上に貢献したいと考え、株式会社ジャパンペットコミュニケーションズと
資本業務提携契約を締結し、協働企画商品として、ヤクルト独自のガラクトオリゴ糖を使用した
犬用サプリメント「MediSuppli（メディサプリ）ガラクトオリゴ糖」および「MediSuppli＋（メディ
サプリ プラス）」シリーズの販売を2023年9月に開始しました。

倫理遵守の徹底
中央研究所では、「安全・安心」に関する研究や保証を専門に行う部門を置き、自社が設ける

厳しい基準・規格により、信頼性の高い研究データの取得に努めています。「安全性研究所」で
は、国が定める基準・規格に準拠して、素材・製品の安全性評価を行っています。そして他の
組織から独立した「信頼性保証室」が、第三者的視点で研究活動や研究データの監査を行って
います。研究員に対しては、研究倫理研修（情報セキュリティ、法令遵守等）を積極的に実施し
ています。研究開発において動物実験が必要とされる場合は、法律および関連機関の指針に従
い、動物福祉に配慮した社内規程に則って取り組んでいます。また、国際的な第三者評価機関
の定期的な立ち入り調査を受け、認証を継続して取得しています。

なお、法的義務または各国の関係当局の指導がある場合を除き、食品および化粧品研究にお
ける動物実験は行っていません。

知的財産・無形資産の投資・活用
● 知的財産権の取得・活用

ヤクルトグループは、研究開発によって生み出さ
れた新製品・新技術に関する知的財産権（特許権、
意匠権、商標権等）の取得を国内外で積極的に推
進し、自社の技術等を他社から守るとともに、こ
れらの権利を適正に活用することによって、自社の
ブランド価値の維持・向上に努めています。プロ
バイオティクスから医薬品・化粧品関連まで、国内
外で特許を保有しています（2024年3月末現在の
国内外保有特許件数：約1,000 件）。

● 知財戦略の最適化
ヤクルトグループでは、事業活動を行うすべての国・地域の知的財

産権を本社が一元管理することにより、グループ全体として最適な知
財戦略を構築しています。知財戦略は、開発部知的財産課が中心と
なって検討・策定し、事業部門とともにその実践を推進しています。

本社一元管理のもと、世界各国・地域で商標「Yakult」等につい
て権利を取得し、自社のブランド価値の維持・向上に努めています。
また、トレードマークであるヤクルト容器の形状について、日本、米国
等で立体商標として権利化しています。これらの権利は、海外で
急増する模倣品への対策にも役立っています。さらに模倣品対策に
ついては、外部専門家と連携して監視システムを強化しています。

日本商標登録5384525号（左）、
米国商標登録3467768号（右）
ヤクルト容器の形状について、容
器形状のみで立体商標として登録
されています。

微生物
薬剤
乳製品
化粧品
検査機器
評価方法
清涼飲料
その他

25% 20%

10%

13%
13%9%

4%
6%

※2

領域ごとの特許権の保有割合（国内）※1

※ 1 �2024 年 5 月現在、権利継続中・審査中の出願数を基に集計。
※ 2 �その他の内訳：包装、容器、治具、検査装置、バイオテクノロジー（細胞培養、タンパク質合成、遺伝子ほか）、教育資材等。

Yakult、 益力多、 养乐多、 ヤクルトヤクルトの
商標

商標「Yakult」等について権利を取得している国数および当該商標の一例

世界約１２０の国・地域

YAKULT
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● ヤクルトレディ・ヤクルトビューティを通じたお客さまとのコミュニケーションと信頼関係
ヤクルトグループが独自に築き上げてきたヤクルトレディ・ヤクルトビューティによるお届けは、

食品および化粧品だけでなく、健康情報をお伝えすることによってお客さまの声を聴き、信頼を
得ることに役立っています。こうしたお客さまとのコミュニケーションのしくみは、日本を含む、世
界13の国や地域に展開され、このしくみに裏付けられたお客さまとの信頼関係は、ヤクルトグ
ループの重要な資産になっています。

イノベーション研修の実施
長期ビジョン「Yakult Group Global Vision 2030」では、「世界の人々の健康に貢献し続け

るヘルスケアカンパニーへの進化」を目指す姿とし、これまで培ってきた生命科学の追究を基盤と
した商品開発のさらなる推進や、新たな価値を提供するサービスの創出を目指しています。

そこで、新たな価値を創出するイノベーション思考を備える人材を育成するために、2023年
度に新たに「イノベーション思考力習得研修」を実施しました。当研修では、イノベーションに必
要な能力と知識の習得を目標とし、社員112名が受講しました。講義のみならず、受講者個々
が固定観念から脱却して顧客のニーズを追求することを目標にグループワークを実施し、全5回

（計5日間）の研修の最終回には、成果発表テーマ「時代の変化に応じてヤクルトが社会に提供
するべき商品・サービスを提案する」に基づき、グループごとに提案内容を発表しました。今後も、
当研修での人材育成をとおして、イノベーション思考の習得、さらには新たな価値の創出につな
げたいと考えます。

担当者コメント

新規研修として企画運営し、研修の目的達成だけではなく、
当社に必要なイノベーションとは何かについて、受講者一人ひとり
が思いをはせることにつながりました。同時に、グループワーク
や成果発表に取り組む姿勢を見て、イノベーションの種となる多
くのアイデアを潜在的に持ち合わせていることが感じられました。

イノベーション思考の習得と体現は、今回の受講対象社員のみ
ならず、全社員に求められているものであります。当社の持続的
成長を目指して、社員一人ひとりがイノベーションマインドを備え、
チャレンジできる風土づくりを醸成するべく、今後も継続的かつ
発展的に研修を実施していきたいと考えます。

駒形 裕介
人材開発センター担当課長
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地域社会との共生
マテリアリティ

◦�商品の安全・健康被害による事業の中断
◦�商品情報開示不足による信頼性低下
◦�安全な労働環境の不備、労働力不足に

よる事業の中断
◦�環境規制強化、大気汚染、生物多様性

破壊等による事業の中断

リスク

◦�「安全・安心」、健康的な商品提供による
競争力向上

◦�充実した商品情報提供による信頼性向上
◦�ダイバーシティ推進、働きがいのある

職場づくりによる労働力確保
◦�環境配慮車両・自動販売機導入による環

境価値向上

機会

ガバナンス
ヤクルトグループは、取締役である経営サポート本部長を委員長とするCSR推進委員会において、

マテリアリティの一つである「地域社会との共生」に関する協議、進捗管理等を行っています。
地域社会との共生にかかわる取り組みのうち、経営政策に関する重要事項については、取り組み
を所管する部署から、取締役や監査役から構成される経営政策審議会および執行役員会・
取締役会に諮る手順としています。

戦略
ヤクルトグループは、「人も地球も健康に」のコーポレートスローガンのもと、地域と共生し、

環境と調和しながら事業活動を継続することが重要だと認識しています。世界に8万人以上いる
ヤクルトレディによる商品のお届けという独自の地域ネットワークも生かし、「安全・安心」な地域
づくりに積極的に参加し、持続可能な社会の実現に向けて地域社会の発展に貢献していきます。

リスク管理
持続的な成長を続けるためには、地域社会の一員として、地域の文化・習慣を尊重し、地域

社会と協調しながら、地域社会の課題解決に貢献していくことが必要不可欠であり、ヤクルトグ
ループの事業における重要な課題として企業経営や財務に影響を与えるものと認識し、マテリア
リティの一つとして特定しています。

● 課題と対策
ヤクルトグループ独自の販売組織であるヤクルトレディは、手から手へ真心を込めて商品をお

届けしながら、健康情報も合わせてお伝えしています。お客さまとのふれあいを大切にすること
で、地域社会の健康や「安全・安心」な生活づくりに貢献しています。

共働き世帯の増加や定年の延長による留守宅の増加、感染症への対応など、社会情勢や
生活様式は常に変化しており、地域と共生していくためには、これに対応し続けることが課題で
あると認識しています。近年では、インターネットでの受注や非対面のお届けを強化するとともに、
お客さまへの健康情報の提供をウェブサイト「Yakult BASE」等でも行いました。今後も、社会
情勢や生活様式の変化に対応しながら、時代に合ったツールを活用し、地域の皆さまの健康に
貢献する活動を推進していきます。

指標と目標

◦出前授業、健康教室の推進※1

◦�自治体等との協働事業の実施

◦�愛の訪問活動、地域の見守り・防犯協
力活動の推進

◦スポーツ振興の推進

◦工場祭の実施による地域との交流

行動目標

●︎ �出前授業：60,319回実施・3,558,875人
　参加（日本・海外合計）
● �健康教室：336,277回実施・11,499,264人

参加（日本・海外合計）

● �国立市と災害時の水供給について協定を締結
● ��「朝食1人前」（朝ごはん活動）山間部の貧困家

庭の子どもたちに朝食を提供する公益活動

● �愛の訪問活動：50の販売会社で実施・対象
高齢者数30,343人※2

● �地域の見守り・防犯協力活動：95※3の販売会
社で927の自治体等と連携して実施

● �新型コロナウイルス感染拡大防止のため、一部
活動を自粛

● ��新型コロナウイルス感染拡大防止のため、各
活動を自粛

実績

※1 �日本の一部の販売会社、海外の一部の国と地域では、オンラインを活用して実施しました。
※2 新型コロナウイルス感染防止対策を徹底して活動を実施しました。
※3 ホールディングス会社傘下の販売会社を含みます。

Contents
02 サステナビリティレポート2024について

03 編集方針

04 ヤクルトの企業概要

05 ヤクルトの事業展開

06 トップコミットメント

08 ヤクルトのはじまり

10 ヤクルトのサステナビリティ
19 環境活動報告
21 　 環境マネジメント

27 　 気候変動

37 　 プラスチック容器包装

42 　 水
46 　 資源循環

47 　 生物多様性

50 社会活動報告
51 　 イノベーション

57 　 地域社会との共生

64 　 サプライチェーンマネジメント
75 　 人的資本

75 　 人材マネジメント

78 　 人材育成

80 　 健康経営

83 　 ダイバーシティ＆インクルージョン

85 　 ワークライフバランス

86 　 労働安全衛生

88 　 ヤクルトレディに対する取り組み

89 　 人権

96 　 製品安全

99 　 顧客満足

104 ガバナンス報告
104 　 コーポレートガバナンス

111 　 リスクマネジメント

113 　 コンプライアンス

116 第三者意見

117 外部からの評価
118 ESGデータ集

57 　 地域社会との共生

ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4

編集方針 トップコミットメント 環境活動報告 社会活動報告 ガバナンス報告 第三者意見 ESGデータ集ヤクルトのサステナビリティ
57

社会活動報告



担当役員メッセージ

● 世界の人々の健康で楽しい生活づくりのために
世界の人々の健康を守りたい。これはヤクルトが創業時から変わらず

抱いている想いです。この想いを実現すべく、1964年に台湾ヤクルトが
営業を開始したことを皮切りに、その後、アジア・オセアニア、米州、
欧州に進出しました。現在、海外では39の国と地域で事業を展開し、
約5万人のヤクルトレディを含む、7万5千人以上の従事者が理念を共有
し活躍しています。

● 海外でも変わらぬ、現地に寄り添う姿勢
海外に進出するとき、私たちは現地生産・現地販売を基本とする

「現地主義」を大切にしています。従業員やヤクルトレディを現地で積
極的に採用することで、商品と共に健康情報をお届けし、お客さまや地域社会の健康づくりに
貢献するという、私たちの使命を現地に根差すことができます。あわせて、その国や地域の就
労機会の提供や、女性の社会進出にも貢献できると考えています。

また、「地域密着」という考え方も、「現地主義」と同様に大切にしています。現地の生活文化
や食習慣に合わせた、健康に関する情報誌の作成やシンポジウムなども開催し、また、地域
コミュニティや職場、学校等での「健康教室」も、世界のあらゆる場所で行っています。他にも、
ピンクリボン活動への協賛や、植林等の環境保全活動といった社会貢献活動も、各地域の
ニーズや状況に応じて実施しています。

● まだお会いできていないお客さまのために
私たちが目指すのは、世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献することです。しかしな

がら、世界にはさまざまな理由で健康を手にできていない人々がまだたくさんいらっしゃいます。
一日でも早く、一人でも多くの人々の健康づくりに貢献できるよう、「予防医学」の考え方や、

「プロバイオティクスの有用性」を発信し、多くの人々に健康をお届けしていかなくてはなりま
せん。

そのためにも、私たちはより多くの人々に、商品を手にしていただく方法をさらに研究してい
きます。まだお会いできていないお客さまの健康に貢献できる日を胸に、そして、これまでど
おり、「現地主義」や「地域密着」といった考え方を大切にし、お客さま一人ひとりと、さらには、
地域社会に寄り添いながら、グローバルでの成長を加速させてまいります。

● ヤクルトが大切にする「地域密着」の考え方
ヤクルトは日本全国に101の販売会社があり、地域に根差した事業活動

を行っています。商品をただお届けするだけでなく、おなかの健康に寄与す
る商品の特性をきちんとお伝えし、理解して飲んでいただくことで地域社会
の健康づくりに貢献したい。そのような想いを大切にしています。1963年
に誕生した「ヤクルトレディ」による独自の宅配システムは、昨年度60周年
を迎えましたが、その想いは今も変わりません。手から手へ商品をお届けす
る「ヤクルトレディ」に象徴されるように、地域密着で皆さまに寄り添いなが
ら、商品と健康情報をお届けすることで、皆さまの健康で楽しい生活づくり
に貢献することが、私たちの使命であると考えています。

● 「地域共生社会」の実現に向けて
近年の社会構造の変化や、人々の暮らしの変化による人と人のつながりの希薄化は、今、大き

な社会課題となっています。この課題を解決するために、「地域共生社会」の重要性が叫ばれてい
ます。これは、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持ち、助け合いな
がら暮らしていくことのできる地域や社会を創るという考え方です。この「地域共生社会」の実現の
ために、ヤクルトグループは、商品や健康情報のお届け以外にも、さまざまな取り組みを行ってい
ます。小学校などで腸の大切さやからだに良い生活習慣を分かりやすく説明する「出前授業」や、
地域の方々を対象とした「健康教室」の開催などがその活動です。他にも、自治体や警察と連携し
て行う「地域の見守り・防犯協力活動」や、一人暮らしのお年寄りの安否を確認する「愛の訪問活
動」など、「安全・安心」な地域づくりに貢献する活動にも積極的に取り組んでいます。

これらの活動は、地域の皆さまに貢献したいという、全国の販売会社とヤクルトレディの想
いから成り立っている活動です。これからも、独自の販売システムを持つヤクルトグループな
らではの「地域共生社会」実現に向けた取り組みを進めてまいります。

● 地域の皆さまとの信頼と絆を成長の原動力に
お客さまをはじめとした地域の皆さまとの信頼関係や絆は、ヤクルトグループにとって何にも

代えがたい財産です。そして、私たちが今後、世界の人々の健康ニーズに応えられる「ヘルス
ケアカンパニー」へと進化するための大きな原動力です。

これからも、ヤクルトは、地域社会の一員として地域の文化・慣習を尊重し、地域社会と共
生する事業活動を推進し、成長を続けることで、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。

島田 淳一梛良 昌利

取締役 常務執行役員
国際事業本部長

取締役 専務執行役員
食品事業本部長
化粧品事業本部長
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コミュニティへの投資額
ヤクルトグループ社会貢献活動方針に則り、地域社会の発展に寄与する活動を積極的に行っ

ています。2023年度は、約2億円を地域への貢献活動に使用しました。

予防医学・健腸長寿への貢献
ヤクルトは、おなかの健康に寄与する商品のお届けとともに、その特性をきちんとお伝えし、理解

して飲用していただくことで、世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献したいと考えています。
ヤクルトレディは、商品をお届けする際に健康に関する情報もお伝えすることで、お客さまの健

ヤクルトグループ社会貢献活動方針
地域社会の一員として、地域の文化・慣習を尊重し、地域社会と協調しながら企業活動を推

進しています。また、「良き企業市民」として社会に寄与することは企業の責任であると考え、従業
員一人ひとりが積極的に社会貢献活動に取り組んでいます。こうした活動は、「安全・安心」な
地域づくりや健康な生活習慣の定着等、社会課題の解決にもつながっています。

2018年3月には「ヤクルトグループ社会貢献活動方針」を策定しました。本方針を基盤とし、
今後は各活動をより深化させていきます。

康に貢献しています。直接お届けすることができないお客さまには、地域のコミュニティや他社と
の協働により、「予防医学」や「健腸長寿」の大切さを分かりやすくお伝えしています。

● 健康情報の提供
ヤクルトレディによる健康情報の提供だけでなく、健康に関するテーマで専門家に講演して

いただく「健康フォーラム」を実施しています。また、健康・科学情報誌『ヘルシスト』の発行や、
各種資材等を活用し、地域の皆さまの健康に積極的に貢献しています。

P.101 『ヘルシスト』関連情報

● 出前授業
各地域の販売会社の社員が小学校などに出向き、「出前授業」を行っています。腸の大切さや

「よいうんち」を出すための生活習慣について、模型などを活用して、分かりやすく説明します。
この取り組みは高い評価を受け、日本食育学会誌にも好事例として掲載されました。また、2015年
には文部科学省主催の「青少年の体験活動推進企業表彰」審査委員会奨励賞を受賞しました。

海外でも多数の国・地域で実施しています。2023年度の日本全国の実施回数は4,360回、
参加者数は231,260人でした。海外では、実施回数は55,959回、参加者数は3,327,615人
でした。

なお、2022年度にオンライン版の出前授業「おなか元気教室」を開発しました。これにより、オ
ンライン開催のニーズにも対応できる環境が整いました。

● 健康教室
各地域の販売会社社員などが講師となり、「健康教室」を開催しています。センター（ヤクルトレ

ディの販売拠点）や公共施設などを利用して、腸の大切さやプロバイオティクス、季節にあわせ
た健康情報など、幅広いテーマで実施してきました。近年ではその範囲を取引先（チェーンストア、
受託給食会社など）にも広げ、健康教室のほか栄養相談会も開催しています。

2023年度の日本全国の実施回数は69,353回、
参加者数は366,968人でした。海外では一部の国と
地域でオンラインも活用し、実施回数は249,526回、
参加者数10,207,045人でした。
※ �日本の一部の販売会社では、オンラインを活用して活動し

ています。海外では、香港、フィリピン、シンガポール、イ
ンドネシア、オーストラリア、インド、広州、中国、ブラジ
ル、メキシコ、イギリス、ドイツ、オランダでオンラインを活
用した活動を実施しています。

ヤクルトグループは、社会に寄与する「良き企業市民」として、地域社会と協調しながら積極的に社会
貢献活動を推進していきます。
1. �人々の健康で楽しい生活づくりにお役立ちすることを使命とし、活動します。
2. �地域に根付いて活動するヤクルトグループの特長を活かして、社会課題の解決や文化・スポーツ

の振興に取り組みます。
3. ステークホルダーとの対話を大切にし、協働・連携します。

策定 2018年3月20日

ヤクルトグループ社会貢献活動方針

コミュニティへの投資額（社会貢献活動費）

年度 2019 2020 2021 2022 2023
投資額（百万円） 620 450 188 195 200

健康教室（インドネシアヤクルト）
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各国・地域における取り組み
● 乳がん早期発見・治療の啓発

日本では、乳がんの早期発見・治療の啓発活動を行っている認定NPO法人 J.POSHのオフィ
シャルサポーターになり、ピンクリボン活動に協力しています。

また、シンガポールヤクルトは、シンガポール乳がん基金
（BCF）との協働による啓発活動を続けています。2023年は、
BCFが作成した乳がんへの理解促進のためのリーフレットの配
布にヤクルトレディが協力したほか、シンガポールがん協会が
主催したマラソンイベントや、国立消化器疾患財団（NFDD）の
パブリックフォーラムに協賛しました。

中国ヤクルトでは、同国のメディアグループ「第一財経」の関
連団体「上海第一財経公益基金会」が取り組む女性の社会的自
立を推進するプロジェクト「BePink」に参画し、乳がんの早期
発見・治療の啓発活動を行いました。中国4都市で合計1,000
人の乳がん検査を支援したほか、5都市で乳がんの予防法、検

査項目、治療法を解説する情報共有会を実施しました。またメディアを通じて本活動を紹介し、
乳がん予防、検査の必要性を広く生活者に伝える活動を推進しました。

中東ヤクルトでは、健康的なライフスタイル維持の啓発を目的とした病院の乳がん啓発キャ
ンペーンイベントに参加し、当社の広報チームが「ヤクルト」と日常生活におけるプロバイオティ
クスの重要性について説明したほか、「乳酸菌 シロタ株」に関する冊子の配布とともに、商品の
サンプリング・ピンク色のリストバンドの提供を行いました。

● JICAとの協働によるサンプリング活動（インドヤクルト）
インドヤクルトは、JICA Indiaによる新型コロナウイルス感染症やその他の感染症予防に向け

た子どもの衛生意識を高める活動“Achhi Aadat (Good Habit) Campaign”との協働を進め
ています。2023年4月にJICA Indiaと作成した、手洗
い・腸の重要性を啓発するリーフレット40,000枚をヤク
ルトレディが配布・説明したほか、ビハール州を中心に
活動しているNPO団体FC NonoとJICA Indiaの共同
イベントでサンプリング活動と健康教室を実施しました。

このほか2023年は、年間を通じてマラソン大会、
クリケットイベント、地域・企業イベント等、延べ約19万
人が参加するイベントに協賛、438回のサンプリングを
実施、計16万本の商品を配布しました。

● 糖尿病患者への健康情報提供（フィリピンヤクルト）
フィリピンヤクルトは、首都マニラ郊外の都市パラニャーケにおいて、年間を通じて「パラニャーケ

糖尿病クラブ(DCOP) 月例会」の活動を支援しています。同会は、糖尿病についての意識向上
と糖尿病患者が病気を管理することを目的としており、当社はサンプルの提供と栄養と健康に関
する講義を行いました。

● 子どもの医療への支援（グアダラハラヤクルト）
グアダラハラヤクルトは、「ヤクルト」の商品の売り上げに

応じて、小児がん患者など病気の子どもを支援する活動
を行っています。2023年3、4月の2か月間に「ヤクルト」
1本ごとに1セントを積み立て、子どもの医療を支援する
2つの団体にも約30人の子どもたちの医薬品、検査、
手術などの支援のために、売り上げに応じた積み立てと
社員からの募金の合計約26万ペソを寄付しました。

● 大腸がんに対する情報提供
医薬品事業に関連する社会貢献活動として、大腸がんの患者さんやそのご家族に向けて、病気や治

療について分かりやすく説明したパンフレットやウェブサイトで知識を深められる機会を提供しました。
ウェブサイトではがん専門医の監修のもと、大腸がんに関する基本的な情報に加え、医療従事者への

インタビュー、大腸がんに関するQ&A、各種トピックス等を配信しました。
2023年度は、大腸がん治療を受けている患者さんの災害への備え、がん検診受診率向上に向けた

啓発活動に関するトピックスなどを配信しました。2012年3月のウェブサイト開設以来、これまでに延べ
約1,800万人の皆さまにご利用いただきました。

● 美容教室
健康と美容は密接に関係しています。健康に寄与する

飲料・食品・医薬品とともに、化粧品を取り扱うヤクル
トでは、美容教室を継続して実施しています。

販売会社社員やヤクルトビューティがお客さま、地域
にお住まいの方々や法人に対して美容情報を提供した
り、お肌の悩み相談会等を行ったりしています。

リーフレットを配布するヤクルトレディ
（シンガポール）

JICA Indiaが進めている“Achhi Aadat 
Campaign”との協働（インド）

グアダラハラ市民病院への寄付

美容教室
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● 障がい者支援施設への支援
各都道府県の遊技事業協同組合を通じ、福祉施設を利用する障がい者の方々へ労働機会を

提供することで、社会活動への参画を支援しています。遊技場で来店客に配布するヤクルト製品
に、年賀や暑中見舞い等のあいさつのシールを貼り付ける作業を依頼しています。2023年度は
22都道府県65施設に、合計約55万本を依頼しました。

● 自動販売機による社会貢献活動
ヤクルトグループでは2024年3月末時点で、日本国内

に約4万台の自動販売機を設置しています。
これらの自動販売機の中には、地域の皆さまや支援が

必要な方々に役立っている社会貢献型自動販売機もあり
ます。

また、すべての人にとって使いやすいユニバーサルデザ
インの自動販売機や、大地震等の災害時に機内の商品
を無償提供する災害救援型自動販売機、防犯活動に役
立つ監視カメラのついた防犯型自動販売機を設置してい
ます。

このほかにも、キリンビバレッジ株式会社と協業して、
売上金の一部を公益財団法人日本対がん協会に寄付する
ピンクリボン自動販売機の設置を進めており、2024年3月
末時点では、全国合計で284台稼働しています。

● 災害支援活動
地域の「安全・安心」を目指すヤクルトでは、積極的に災害支援活動を行っています。
茨城工場・富士裾野工場・兵庫三木工場では、「災害時における応急給水に関する協定書」等

の協定を締結しています（五霞町、裾野市、三木市）。海外においても、地震や台風等の自然
災害が発生しやすい地域にも生産拠点があることから、災害発生時に速やかに支援を行うことが
できるよう、体制を整えています。

中央研究所では、災害発生時における避難者への生活用水の供給に関する協定を国立市と締
結しています。また、国立市内にある消防署の出張所2か所において、24時間体制で防災活動
を行っている消防署員に対し、大規模地震等の災害が発生した際に、中央研究所に備蓄してい
る生活用水を供給する協定を締結しています。

● 地域の健康啓発プログラム（マレーシアヤクルト）
マレーシアヤクルトは、腸の健康の重要性についての

理解の促進を目的に地域の健康意識向上プログラムを
実施しています。教育的な講演やアウトリーチ活動など
を通じて、腸の健康の重要性を伝え、予防医療の文化を
育むことで、より健康なコミュニティに貢献することを目
指します。 2023年は、マレーシア半島の10か所でプロ
グラムを実施、計1,768 人が参加しました。

地域の「安全・安心」への貢献
● 愛の訪問活動
「愛の訪問活動」は、ヤクルトレディが商品をお届けしながら、一人暮らしの高齢者の安否を

確認したり、話し相手になったりするという活動で、1972年から続けています。この活動は、
福島県郡山市の一人のヤクルトレディが、誰にも看取られずに亡くなった一人暮らしの高齢者の
話に胸を痛め、担当地域に暮らしている同じような高齢者に、自費で「ヤクルト」をお届けしたこと
が始まりです。販売会社や地域の民生委員の方々がその想いに共鳴し、自治体も動かして「愛の
訪問活動」として、全国的に活動の輪が広がっていきました。

2023年度も継続して実施し、2024年3月現在、全国115の自治体等から要請を受け、約
2,300人のヤクルトレディが約30,000人の高齢者のお宅を訪問しています。

海外では、韓国ヤクルトにおいて一人暮らしの高齢者約3万人の安否を確認する活動を継続して
行っています。

● 地域の見守り・防犯協力活動
担当地域に毎日商品をお届けしているヤクルトレディは、地域のすみずみまで目が届くことか

ら、全国927の自治体、警察等と連携して地域の「見守り」や「安全・安心」へのお手伝いをして
います。お客さま宅に異変を感じたヤクルトレディが警察署に通報し、署員がお客さまを発見・
救助した等の事例もあります。2024年3月現在で、全国95社※の販売会社で組織がつくられ、
地域の「安全・安心」に貢献しています。

また、中央研究所では、2015年から「ピーポ君の家」に協力しています。子どもたちが登下校
時や下校後に「声かけ、ちかん、つきまとい」等の被害を受けたり、身に危険を感じたりしたとき
に、助けを求めることができる緊急の避難場所に指定されています。
※ ホールディングス会社傘下の販売会社を含む。

ピンクリボン自動販売機

地域の健康啓発プログラム（マレーシア）
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健康増進・スポーツ振興
ヤクルトグループは、各種スポーツの振興と地域・社会貢献活動を積極的に行うことで、健康

増進に寄与するよう努めています。

● 野球教室
プロ野球のシーズンオフに、「東京ヤクルトスワローズ」の現役選手による野球教室を全国で

開催しています。また、NPO法人「つばめスポーツ振興協会」を2005年に設立し、東京ヤクルト
スワローズOBによる野球教室を全国で開催しています。

2023年度は、東京ヤクルトスワローズ現役選手による野球教室を全国10会場、OBによる野
球教室を3会場で実施しました。

● 投げ方教室
近年、小学生の運動能力の低下、特に投力の低下が

問題視されています。ヤクルト球団では小学校・幼稚園な
どからの依頼を受け、「投げ方教室」を中心とした出前授業
を開催しています。この出前授業ではチャレンジを醸成す
ることに重きを置き、2023年度は95回開催、9,820人が
参加し、過去最高の実施回数・参加人数となり、23区す
べての区で実施することができました。

● 陸上競技部・ラグビー部
1972年創部の陸上競技部は、各種駅伝やマラソン大会に出場しています。また、1988年から

選手と市民ランナーのふれあいの場として「ヤクルトランニング教室」を毎年開催しています。
1980年創部のラグビー部「ヤクルトレビンズ」は、2024年からはジャパンラグビー リーグワン ディ

ビジョン3への参入が決定しています。また、埼玉県の「戸田ラグビー祭」や東京都内や千葉県内の
小学校での「タグラグビー教室」、「レビンズラグビー祭」の実施を通じて、ラグビーの普及活動・健
康増進に貢献しています。

環境保全
● 清掃活動

各工場では、工場周辺や近隣の河川や公園、神社等の環境美化活動を自主的に実施して
います。2023年度は82回の実施、822人の参加となっています。また、地域主催で行って
いるクリーン活動等にも積極的に参加しています。

中央研究所では、所員によるクリーン活動を毎月第2木曜日に実施しています。2023年度
は9回の実施、188人の参加がありました。そのほか、子どもを対象に自然に親しむ楽しさを
体験してもらう「多摩川探検隊」等、次世代育成につながる活動にも積極的に参加しています。

● リサイクルフェア
本店ビルおよび一部の事業所では、社会貢献活動の一環として毎年「リサイクルフェア」を開催

し、社員からの寄付金と書籍の売却益の全額を公益財団法人オイスカの「子供の森」計画に寄付
しています。2023年度は8万4,517円を寄付しました。また、マッチングギフト（集まった寄付
金に対して会社が同額を上乗せすること）として、同計画に同額を寄付しました。

投げ方教室

● 高齢者の見守り（中国ヤクルトグループ）
旧暦9月9日の重陽節は中国の伝統的な敬老の日です。高齢者の健康を守るという考えのも

と、中国ヤクルトグループでは、宅配センターのヤクルトレディが、担当地域の高齢者の自宅や
老人ホームなどを訪問してお年寄りと交流する「益起楽享生活」と題した慰問活動を継続してい
ます。2023年は、南昌、衡陽の2都市も加わり、中国の7都市10か所での開催となりました。
各地のヤクルトレディが計463人の高齢者を訪問し、花や

「ヤクルト」のギフトパックを贈りました。また、老人ホーム
への訪問では、腸の健康をテーマにした健康教室のほか、
歌、ゲーム、指の体操などで交流を深めました。

また、広州ヤクルトでは、地元のボランティア組織との
協働で、62世帯の高齢者を訪問し、計670本の「ヤクルト」
を寄贈しました。 「益起楽享生活」で高齢者自宅を訪問
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ヤクルトの従事者がボランティアとして活動に参加しています。このほか、約38万本の「ヤクルト」
を地域の老人ホーム、病院、フードバンク等に寄付しました。

イタリアヤクルトは、貧困層やホームレスを支援する団体である「オペラ・サン・フランチェスコ」
「パネ・クオティディアノ」「ミラノ・シティ・エンジェルス」等に寄付するとともに、商品の無償提供
を行いました。

ドイツヤクルトは2020年2月から、デュッセルドルフで貧困に苦しむ高齢者をケアする地域
コミュニティ「ヘルツヴェルク」を支援しています。2023年は対象者20人に対し2週間ごとに

「ヤクルト」を提供しました。また、2022年6月から、食事の費用負担に加えてノウハウを提供する
「ヘルシーディナー」への資金援助も継続しています。

オーストリアヤクルトは、2020年から毎年7、8月に冷房を利用できない人に涼しい場所を提供
する赤十字クーリングセンターの支援を続けています。2023年は商品や菓子類を無償で提供し
ました。

● 「朝食1人前」（朝ごはん活動）を支援（中国ヤクルト）
中国ヤクルトは、同国のメディアグループ「第一財経」が実施する山間部の貧困家庭の子どもた

ちに朝食を提供する公益活動「朝食1人前」（朝ごはん活動）に参加しています。この活動は、参加
する企業が特定の日の朝食代を寄付するもので、中国ヤクルトは、2013年から11年連続で毎年
5月29日の世界腸健康デーに1万元の協賛を続けています。2023年は、中国ヤクルトグループ
の担当者が雲南省の小学校を訪問し、子どもたちに商品を提供するとともに、健康教室を開催、
腸の健康の重要性や乳酸菌のはたらきについて説明しました。

社会的弱者への支援
ヤクルトの企業理念「私たちは、生命科学の追究を基盤として、世界の人々の健康で楽しい生活

づくりに貢献します。」は、事業活動そのものがSDGsの各目標への貢献にかかわっています。
SDGsの目標の一つでもある貧困への対応は、当社グループにとっても重要な課題と認識してい
ます。

脆
ぜいじゃく

弱な立場にある人々に対して、当社商品の提供や、支援活動を通じて、「誰一人取り残さな
い」健康な生活づくりを目指し、課題解決への貢献に取り組んでいきます。

● 孤児院への寄付（インドネシアヤクルト）
インドネシアヤクルトでは、2022年から孤児院で生活する子どもたちへの「ヤクルト」の寄付活

動を行っています。2023年は3か所の施設に計856本の「ヤクルト」を寄付しました。孤児院に
「ヤクルト」を届ける際は、商品の紹介に加えて、歯みがきの仕方を伝えるなど健康や衛生に関
する指導も行っています。

● 貧困家庭への支援（広州ヤクルト）
広州ヤクルトは、2023年5月に仏山市三水

区の労働組合、ボランティア団体と連携して貧
困家庭の子どもたちも参加できる無料の映画
鑑賞会を開催しました。また、同区内の貧困
家庭の子どもたちに「ヤクルト」1,000本を寄贈
しました。

● 給食プログラムへの協賛（フィリピンヤクルト）
フィリピンヤクルトは、同国内の2か所で、貧困家庭の子どもたちを対象とした給食プログラムに

協賛しています。2023年は、200人の子どもたちと、その親、地域住民が参加しました。商品の
サンプリングとともに、健康教室を開催し、栄養不足を軽減する健康的な食生活を奨励しました。

● 欧州における社会的弱者への支援
欧州では各国・地域がそれぞれ社会的弱者に対する支援活動を行っています。
イギリスヤクルトは、ロイヤルボランタリーサービス（RVS）と提携し、高齢者が安全で健康に

寒い時期を過ごすための支援として、イギリス全土に配布する冊子（印刷版7万8,000部以上、
デジタル版34万部以上）に掲載するための栄養アドバイスコンテンツとヤクルト学術チームによる
腸の健康アドバイスを提供しました。また、地域のフードバンクに食品を提供するなど、イギリス
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サプライチェーンマネジメント
マテリアリティ

◦�取引先における人権侵害（強制労働、
児童労働等）による信用低下

◦�取引先への不公平な差別、取引先との
贈収賄による信用低下

◦�BCP対応の不備による事業の中断
◦�環境規制強化、水資源枯渇、生物多様

性破壊等による事業の中断

リスク

◦�サステナブル調達推進による社会的信
頼性の向上

◦�取引先とのパートナーシップによる安定
供給、生産効率向上

◦�安全で働きやすい職場づくりによる生産
性向上

◦�省エネルギー、水使用効率向上、廃棄物
削減等によるコスト競争力強化

機会

ガバナンス
ヤクルトグループは、取締役である経営サポート本部長を委員長とするCSR推進委員会において、

マテリアリティ対応の中でサプライチェーンマネジメントに関する協議、進捗管理等を行っています。
審議事項のうち、経営政策に関する重要事項については、取締役や監査役から構成される経営
政策審議会および執行役員会・取締役会に諮る手順としています。

戦略
私たちは企業市民としてすべての企業活動において法令遵守、人権尊重、環境への配慮、

情報管理といった社会的責任を果たすことが求められています。
サステナビリティ活動の中でも「サステナブル調達の推進」は、健康に役立つ商品の安定的な生産・

販売や、持続可能な社会づくりに向けた重要テーマとして位置づけており、調達額基準、原材料基
準、およびその他の定性的な基準に応じて、サプライヤーを選定し、リスク管理を推進しています。

ヤクルトグループのお取引先さまと一体となって取り組む課題であり、積極的なコミュニケーション
を通じた協働により、サプライチェーン全体で社会・環境に与える影響への配慮やリスクを軽減し、
社会の持続可能性を高めていきます。

リスク管理
ヤクルトグループでは、「Sedex」や当社独自の自己評価アンケートを活用し、サプライヤーの

現状把握と対話を行っています。また、現地訪問等を含むサプライヤーとの面談を行い、より
精緻な対話をもとにリスク把握および課題への対応に努めています。

● 課題と対策
昨今、気候変動、水、生物多様性、人権といった環境や社会に関連するグローバル課題の

解決に向けて、企業がサプライチェーン全体で社会的責任を果たすこと強く求められています。
ヤクルトグループでも、サプライチェーンマネジメントをマテリアリティに特定し、サステナブル

調達を推進するとともに、人権方針の策定や人権デュー・ディリジェンスの取り組みを進めてい
ます。しかし、社会からの要請に応えるためには、グループ従事者の理解促進と取り組みの
スピードアップに努める必要があります。サステナブル調達の推進体制を強化するとともに、
グループ従事者への意識啓発・教育を推進し、課題解決を図っていきます。

また、2022年度に「調達活動における森林破壊・土地転換ゼロコミットメント」を策定しており、
森林関連コモディティの責任ある調達をヤクルトグループ一体となって推進することが重要です。
サプライチェーンにおける森林破壊・土地転換ゼロに向けて、第三者認証品への切り替えや
トレーサビリティの強化を図りながら、調達活動による環境負荷の低減を推進していきます。

指標と目標

◦�サステナブル調達の継続実施

行動目標

◦�サプライヤーを対象に「CSR調達アンケート」
を実施

◦�Sedexでのサプライヤーのリスク管理を実施
◦�サプライヤーおよび一般生活者向けに
「サステナブル調達解説動画」を制作

◦�「サプライヤー向けCSR調達方針説明会」
を開催

実績
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担当役員メッセージ

● 世界動向を的確に捉え、企業の責任ある行動を果たす
2023年12月に開催されたCOP28では、世界全体での気候変動対

策の進捗を確認するとともに、脱炭素社会の実現に向けた各国の取り
組み促進が求められました。

一方、企業における原材料調達においては、依然として継続する国
際情勢の混乱によって価格の高騰など、さまざまな影響や制約が続い
ています。また、サプライチェーンの持続可能性にかかわる諸問題は、
気候変動、森林破壊や生物多様性、人権といった重要テーマについて
世界的に議論が進み、社会の注目・期待が集まり、企業の責任とその
重要性はさらに増しています。
「サプライチェーンマネジメント」をマテリアリティの一つに掲げている

ヤクルトグループとして、世界動向を把握し、サプライヤーの皆さまと協働しながら、環境・
社会の持続可能性を高める行動をよりいっそう進めていく必要があると考えています。

● 持続可能な原材料調達の実現を目指す
当社グループは、原材料の調達活動においてサプライチェーン上の深刻な環境問題である

森林破壊をなくすことを目指しています。2022年度には、「調達活動における森林破壊・土地
転換ゼロコミットメント」を策定し、持続可能な調達活動を進めています。

当コミットメントの具体的目標の一つに、原材料の生産地などにさかのぼってリスクを把握し、
解決に向けた対応策を講じるためのトレーサビリティの確立を掲げています。これに対応するた
め、2023年度に、重要原材料として定めた5品目に対し、トレーサビリティ調査を実施し、当

社グループが置かれている現状把握を行うとともに、解決に向けたアプローチを検討していま
す。

また、サステナブル調達リスクが高い原材料であるパーム油については、2023年度に、
持続可能な調達をさらに加速させることを目的に、持続可能なパーム油に関する円卓会議 

（RSPO）と、日本市場における持続可能なパーム油の調達と消費の促進に向け活動している、
持続可能なパーム油ネットワーク（JaSPON）に加盟しました。今後、パーム油の使用に関する
情報開示等を行い、パーム油の適正な調達活動を進めていきます

● グローバルな枠組みに準拠した情報を届ける
当社グループでは、サステナブル調達活動を推進するだけでなく、その進捗をステークホル

ダーに適切に開示するよう努めています。その一つとして、気候変動、水、森林などの環境
分野でグローバルな情報開示システムを運営し、多くの投資家や格付け機関が注目している
国際NGOであるCDPに対し、情報開示を行っています

● サプライヤーとの協働
サプライチェーンにおける環境・社会問題を解決するためには、サプライヤーの皆さまと

の協働が必要不可欠です。そのため、サプライヤーさま向けにサステナブル調達に関する
説明会や、面談等を行っております。課題解決に向けた具体的アクションにつなげていくた
め、今後もサプライヤーの皆さまと対話を重ね、想いや施策を共有していきたいと考えてお
ります。

鈴木 康之

取締役 常務執行役員
生産本部長
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取引先との健全なつながり
企業理念をグループ全体で恒久的に実現していくためには、健全な組織運営や公正な事業慣

行が極めて重要です。
そのため、ヤクルトグループは、事業活動を行う国および地域の腐敗防止に関する法令、ガイ

ドライン、指針等の遵守を前提として、グループにおけるコンプライアンスの規範である「ヤクルト
倫理綱領・行動規準」に基づき腐敗防止方針を策定しています。
「ヤクルト倫理綱領・行動規準」においては、贈答・接待の自粛を掲げており、国内・海外、

直接・間接を問わず、社会通念、常識の枠を超える贈答・接待を取引先や関係者から受けるこ
と、また、取引先や関係者およびお客さまに対して提供することを禁止しています。海外各事業
所では贈賄防止に関するガイドラインや規程を策定し、それを遵守した企業活動を行っています。

私たちは、違法行為はもちろん、不当な手段によって利益を得たり、取引先に対して不当な負
担を負わせたりすることなく公正・透明で自由な競争と適正な取引を行います。

● 販売会社との共存共栄
国内には、ヤクルトグループの販売会社が101社あり、お客さまとの接点における重要な役割

を担っています。本社と販売会社とが果たすべき「役割と責任」について確認し、相互に納得した
うえで、契約に基づいた事業活動を推進しています。

本社は健康づくりに役立つ機能性の高い商品の提供と広報・広告展開を、販売会社は商品の
販売とともにお客さまや地域の方々の健康課題解決のお役に立てるような活動を推進することで、
健康社会の実現と相互繁栄を目指してヤクルトグループ全体で取り組んでいます。

● 下請法の遵守
当社では、下請代金支払遅延等防止法（下請法）遵守のさらなる徹底を図るため、1997年

に下請取引を行う部署の実務担当者向けに「下請法遵守マニュアル」を制作し（2023年改定）、
2023年にはヤクルトグループ内の実務担当者向けに下請法の研修会を実施しています。また、
適宜、啓発動画を作成・公開しています。

P.113 コンプライアンス ▶ 腐敗防止の取り組み関連情報

サステナブル調達の推進
グローバル化や経済発展が進み、世の中が便利になった一方で、企業が地球環境や社会に

与える影響も大きくなっています。ヤクルトグループのサプライチェーンは、一次サプライヤーに
はじまり、その先は二次・三次と続いており、酪農家や農家といった生産者までたどり着きます。
さらにその先は、生態系サービスを含む地球環境に支えられており、グローバルに事業展開し
ているヤクルトグループが、持続可能な調達に取り組むことには、大きな社会的意義があると考
えています。こうした認識のもと、当社グループは「サプライチェーンマネジメント」を、マテリア
リティとして特定し、持続可能な調達を推進しています。

ヤクルトグループは、サプライヤーの皆さまとともに、環境負荷の低減や児童労働や強制
労働といった人権リスクの解決に努め、サステナビリティをヤクルト品質の一つとして確立し
ながら、持続可能な社会づくりに貢献することで、グループの持続可能な発展へとつなげて
いきます。

● CSR調達方針
ヤクルトグループは、人権、労働、環境、腐敗防止等にも配慮するサステナブル調達の重

要性を認識しており、2018年3月に策定したCSR調達方針のもと、取引先と連携・協力しな
がらサプライチェーン全体でサステナブル調達を推進しています。また、「サプライチェーン
マネジメント」を当社グループのマテリアリティとして特定しており、「サステナブル調達の推
進」は、健康に役立つ商品の責任ある生産・販売や、持続可能な社会づくりに貢献するため、

「ヤクルトCSR行動計画※」の重要テーマとして位置づけています。
※2024年度からは「サステナビリティ行動計画」に名称を変更
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● サプライヤーCSRガイドライン
CSR調達方針に基づき、ヤクルトグループにおいて実効性をもってサス

テナブル調達を推進し、持続可能な社会づくりに貢献するため、2020年
7月に「ヤクルトグループ サプライヤーCSRガイドライン」を策定しました。
当ガイドラインは、新規取引を開始する場合を含めた国内外の取引先に
対して、責任ある調達活動に関する依頼事項をまとめたものです。

当ガイドラインの遵守に向けて、サプライヤー向けCSR調達方針説明
会にて当ガイドラインの内容を説明しています。また、当ガイドライン記
載の依頼事項については、アンケートや監査等を通じて取り組み状況を
確認し、問題が確認された際には改善に向けた対応を行っています。

当ガイドラインを用いながら、ヤクルトグループ一体となってサステナブル調達を推進していき
ます。

お取引先へのご依頼事項（要約）

1. �各国・地域の法令遵守はもとより、国際行動規範を尊重し、公正・公平な企業活動を行い、またそのため
の体制を整備する。

2. �世界人権宣言等の国際的な人権の原則を遵守し、安全衛生に配慮した公平で適切な労働環境を整備する。
3. 高い品質と安全性の確保のための仕組みを構築する。
4. �環境負荷低減に向けた管理体制の構築、気候変動対応、生物多様性の保全、汚染防止、適切な廃棄物

管理と資源の有効利用を行う。
5. 機密情報を厳重に管理する。
6. 社会との共生と、持続可能な社会づくりのための活動を行う。

● SedexおよびCSR調達アンケートによりサプライチェーンマネジメントを強化
当社は、責任ある調達に関する国際情報共有プラットフォームを提供する会員制組織のSedex

に、バイヤー会員として2022年に加入しました。
Sedexは、会員間で責任ある事業慣行の情報を共有することのできるプラットフォームを提供

しており、会員は、世界共通の自己評価アンケート（以下SAQ）や監査スキームを活用して、アン
ケートの回答結果や監査の結果を電子プラットフォーム上で共有することができます。

2022年度から、サプライヤーに対してSedexへの加入、SAQ回答など情報共有の要請を進
め、2023年度7月時点で101社のサプライヤーがSedexに加盟していることを確認しています。
サプライヤーのSAQ回答内容を使用し、児童労働や強制労働など人権のテーマをはじめ、労働
安全衛生、企業倫理、環境のテーマを中心に、サプライチェーンに潜在するリスク評価を始めて
います。今後もSAQによるリスク評価の結果を踏まえ、取り組みの優先順位や改善目標を設定
し、リスク低減を推進していきます。

Sedex未加入のサプライヤーに対しては、「CSR調達アンケート」を用いたリスク把握を実施して
います。当アンケートの回答結果をもとに、面談によるエンゲージメントを2022年度から開始し、
2023年度はサプライヤー3社に対し、現地
訪問を含む面談を実施し、リスク低減策を
推進しています。

● 取引先の評価と連携
CSR調達方針に基づき、環境、人権、労働安全衛生、腐敗防止等のリスクが高いサプライ

ヤーを特定するため、Sedexおよび「CSR調達アンケート」にてサプライヤーのリスクアセスメントを
実施しています。当リスク評価については年1回の頻度で実施することとしており、2023年度は
製造に関する調達額構成比上位90％を占める取引先等の以下選定基準に基づき、日本国内で
は合計94社に対して実施しました。

ヤクルトグループ サプライヤー CSRガイドラインWEB

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/social/supply_chain/pdf/supplier_csr_guidelines.pdf

ヤクルトグループのサステナブル調達の目指す姿

人も地球も健康に

コーポレートスローガン
私たちは、生命科学の追究を基盤として、

世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献します。

企業理念

サプライチェーンマネジメント

マテリアリティ

ヤクルトグループ CSR調達方針 （2018年3月策定）

ヤクルトグループ サプライヤーCSRガイドライン

ヤクルトグループは、人権、労働、環境、腐敗防止などにも配慮するCSR調達の重要性を認識し、取引先と連携・
協力しながらサプライチェーン全体でCSR調達を推進します。

環境・社会に与える影響への配慮やリスクの軽減によりサプライチェーン全体で社会の持続可能性を高めます。

1 法令遵守と国際行動規範の尊重
各国・地域の法令遵守はもとより、国際行動規範を尊重し、
公正・公平な調達活動を推進します。

2 人権・労働・安全衛生への配慮
児童労働・強制労働の排除および基本的人権を尊重し、
労働環境や安全衛生に配慮した調達活動を推進します。

3 安全・安心と品質の確保
コスト・安定供給はもとより高い品質と安全性の確保を
めざした調達活動を推進します。

4 地球環境への配慮
「ヤクルト環境基本方針」に準拠し、地球環境に配慮した
調達活動を推進します。

5 情報セキュリティの保持
調達取引に関わる機密情報は厳重に管理し正当な目的
以外に使用しません。

6 社会との共生
社会との共生に向けた社会貢献への取り組みに配慮した
調達活動を推進します。

CSR調達の基本方針

サプライヤーの皆さまへのお願いごと
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また、2022年度から、国内と同様の選定基準を用いて、海外事業所におけるサプライヤーのリス
ク評価を開始し2023年度は合計58社に対して、「CSR調達アンケート」を実施しました。

なお、海外事業所のサプライヤーのうち、ヤクルト本社を経由して取引しているサプライヤーは、
日本国内でのリスク把握の対象先に含めています。

当アンケート活動を通じて、サプライヤーのサステナブル調達の取り組み状況を把握し、また、
「CSR調達方針」「サプライヤーCSRガイドライン」への理解と協力を取引先に求めています。

アンケート結果は回答各社にフィードバックしており、サステナビリティの意識を高め、サステナ
ブル調達にかかわる取り組みの改善を促しています。

また、法令違反等の問題が確認された企業については、サプライヤー管理簿を作成し、個別
のヒアリング等により対応状況を確認したうえで改善に向けた取り組みを要請し、是正対応の報
告を受けています。

今後も、サプライチェーンにおけるリスク評価を継続的に実施しながら、現地訪問によるサプラ
イヤー監査等の実施も視野に入れて、サプライチェーン全体での持続可能性の向上に取り組んで
いきます。

● 気候変動および生物多様性に関するサプライヤーの取り組み状況
国際情勢および機関投資家、NGOとの対話を受けて、2021年度から、気候変動については

パリ協定に整合する温室効果ガス排出量の長期削減目標（ネットゼロ目標）の策定の有無、また、
森林破壊への影響が大きいパーム油、大豆、牛肉／革製品、木材、紙パルプを取り扱っている

サプライヤーに対して、森林破壊の問題を考慮した方針・ガイドラインの策定の有無を確認し、
モニタリングしています。

38％の企業に
方針・ガイド
ラインがある38%

56%
21%

16%

32%

23%
14%

森林伐採の問題を考慮した方針・ガイドラインの策定
　　※森林伐採への影響が大きいパーム油、大豆、牛肉／

革製品、木材、紙パルプを取り扱っている場合

GHG排出量削減の長期目標策定

「脱炭素社会の実現」に向けて、
長期目標策定の積極的な検討を期待

16％の企業が
近年中の策定
を予定

14%当該
原材料の
取り扱い
なし56％の企業

が策定済み
(昨年47％)

23%策定
なし
（昨年31%）

32%策定
なし

21％の企業
が近年中の
設定を予定
（昨年31%）

サプライチェーン上の森林破壊防止に
向けた積極的な取り組みの検討を期待

CSR調達アンケート実施取引先の選定基準

調達額基準 ヤクルト本社の製造に関する調達額構成比上位 90％以上の取引先
（前年対象とした取引先は継続的に対象とする）

原材料基準 ⃝ �主要原材料（乳製品、砂糖）およびリスクの高い原材料（パーム油、
大豆、紙・パルプ）の調達先

その他の定性的な選定基準
（右記基準を参考にアンケートでの
リスク把握が必要と思われる取引先）

⃝ サプライチェーン上のサステナビリティリスクが高いと思われる調達先
⃝ 継続的に取引が想定される取引先
⃝ 代替となる取引先がない調達先（依存度が高い取引先）

● CSR調達方針に基づくサプライヤー面談（エンゲージメント）
サプライヤーのサステナビリティリスクの低減を目的として、

2023年度は「CSR調達アンケート」の結果等を鑑み、サステナビリ
ティ上のリスクが高いと特定された取引先や重要度が高い取引先
等を選定し、各社の課題抽出と対応策を検討したうえで、現地訪
問の実施によるエンゲージメントに取り組みました。

2023年度の日本国内における「CSR調達アンケート」対象先
94社のうち、3社に対して面談を実施し、当社方針に関する理解・
協力と低スコア部分の改善を依頼しました。

今後も、積極的なコミュニケーションを通じた協働により、サプ
ライチェーン全体で社会・環境に与える影響への配慮やリスクの軽
減を行い、社会の持続可能性を高めていきます。

＜サプライヤーへの具体的要請事項の例＞
・「CSR調達アンケート」回答における低スコア項目の取り組み改善
・パリ協定に整合するネットゼロ目標の策定
・�国連「ビジネスと人権に関する指導原則」に沿った人権方針の策定ならびに人権デュー・ディ

リジェンスの推進
・森林破壊を防止するための方針・定量目標の策定　等

リスク管理ツール別のサプライヤー数

CSR調達アンケート Sedex 合計
日本国内 94 51 145
海外事業所※ 58 50 108
合計 152 101 253
※ �海外事業所のサプライヤーのうち、ヤクルト本社を経由して取引しているサプライヤーは、日本国内でのリスク把握の対象

先に含めています。

サプライヤーを訪問しての
エンゲージメント
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CSR調達アンケートの内容と回答結果（2023年度）
対象：ヤクルト本社の乳製品、清涼飲料、化粧品、医薬品部門の一次取引先　実施社数：94社（回答率99％）

項目 設問数 主な設問（例）
平均

得点率
（％）※

回答割合（％）

レベル3
「対応している」と

回答

レベル2
「対応予定」

と回答

レベル1
「対応していない」と

回答
N/A

1. �CSRに関わる 
コーポレートガバナンス 6 CSR全般に関するビジョン、長期目標、重点領域等を設定

していますか。 91.5 78.1 17.6 4.3 0.0 

2. 人権 4 直近1年間でハラスメントや差別、外国人技能実習生の労働
問題等の人権に関する問題がありましたか。 95.5 88.7 8.6 2.7 0.0 

3. 労働 11 労働時間、休暇、有給休暇等の公正な適用に関する取り組
みはありますか。 97.5 94.4 3.7 1.9 0.0 

4. 環境 11 CO2に代表される温室効果ガスの排出量削減やエネルギーの
効率的な利用に関する取り組みはありますか。 92.1 80.0 9.9 6.5 3.7 

5. 公正な企業活動 11
事業活動を行う国内外の現地行政や公務員との適切な関係

（贈収賄の禁止等）の構築に関する規定、または取り組みは
ありますか。

95.5 87.0 7.1 3.1 2.7 

6. 品質・安全性 6 製品・サービスの品質・安全性に関する方針・ガイドライン
に沿った自社の方針と推進体制はありますか。 97.8 84.9 1.6 2.0 11.5 

7. 情報セキュリティ 6 個人データおよびプライバシー保護に関する仕組み、または
取り組みはありますか。 98.2 96.1 2.5 1.4 0.0 

8. サプライチェーン 4 取引先への現地調査等、サプライチェーンにCSR活動の
推進を促す取り組みはありますか。 92.1 80.6 15.1 4.3 0.0 

9. 地域社会との共生 2 生産プロセスや製品・サービス操業による、環境・社会への
負荷を減らすための取り組みはありますか。 93.4 83.3 14.0 2.7 0.0 

合計 61 95.1 86.5 7.9 3.4 2.3 

※ �対応している：3点、現状対応していない
が対応予定：2点、対応していない：1点　
を基本とし、各項目の得点率を算出

※ �回答内容に応じて、具体的内容を確認す
るための追加質問も実施

スコアごとの取引先数（国内）

平均得点率 取引先数

90％以上 77社

80％以上90％未満 14社

70％以上80％未満 1社

70％未満 1社

未回答・回答不備 1社

合計 94社

• サプライヤーの行動規範遵守（中国ヤクルトグループ、広州ヤクルト）
中国ヤクルトグループの３工場（上海、天津、無錫）では、同グループの規定に従い、贈収賄等

の不正を防止するため、取引のあるすべてのサプライヤーに対し「サプライヤー承諾書」への署名・
押印を依頼し、全サプライヤーがこれに応じました。今後も不正防止に努めていきます。広州
ヤクルトの3工場においても同様に、全サプライヤーが「サプライヤー承諾書」への署名・押印に
応じました。また、新規取引先に対しても「サプライヤー承諾書」への署名・押印を求めています。

• サプライヤーの監査（広州ヤクルト、アメリカヤクルト）
広州ヤクルトでは、2023年度に再包装用ポリエチレンフィルムメーカーの工場監査を実施しま

した。現場での衛生状況を確認し、異物混入防止対策にアドバイスするなど、現地調達品の品
質向上に努めています。

アメリカヤクルトでは、食品安全の観点から原材料サプライヤーの製造工程監査を定期的に
実施しています。
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対象：ヤクルトグループの海外事業所の一次取引先　実施社数：58社（回答率：81％）

項目 設問数 主な設問（例）
平均

得点率
（％）※

回答割合（％）

レベル3
「対応している」と

回答

レベル2
「対応予定」

と回答

レベル1
「対応していない」と

回答
N/A

1. �CSRに関わる 
コーポレートガバナンス 6 CSR全般に関するビジョン、長期目標、重点領域などを設定

していますか。 80.7 65.6 16.3 18.0 0.0 

2. 人権 4 直近1 年間でハラスメントや差別、外国人技能実習生の労働
問題などの人権に関する問題がありましたか。 93.4 84.7 10.7 4.6 0.0 

3. 労働 11 労働時間、休暇、有給休暇等の公正な適用に関する取り組
みはありますか。 94.7 87.8 8.7 3.5 0.0 

4. 環境 11 CO2に代表される温室効果ガスの排出量削減やエネルギーの
効率的な利用に関する取り組みはありますか。 84.8 67.3 12.0 15.7 5.0 

5. 公正な企業活動 11
事業活動を行う国内外の現地行政や公務員との適切な関係

（贈収賄の禁止等）の構築に関する規定、または取り組みは
ありますか。

86.6 73.1 12.1 13.9 0.9 

6. 品質・安全性 6 製品・サービスの品質・安全性に関する方針・ガイドライン
に沿った自社の方針と推進体制はありますか。 93.0 80.3 5.8 6.8 7.1 

7. 情報セキュリティ 6 個人データおよびプライバシー保護に関する仕組み、または
取り組みはありますか。 95.4 88.8 8.5 2.7 0.0 

8. サプライチェーン 4 取引先への現地調査等、サプライチェーンにCSR活動の
推進を促す取り組みはありますか。 88.0 76.0 12.0 12.0 0.0 

9. 地域社会との共生 2 生産プロセス製品・サービス操業による、環境・社会への
負荷を減らすための取り組みはありますか。 84.7 73.5 7.1 19.4 0.0 

合計 61 89.2 77.2 10.6 10.4 1.8 

スコアごとの取引先数（海外）

平均得点率 取引先数

90％以上 29社

80％以上90％未満 9社

70％以上80％未満 5社

70％未満 4社

未回答・回答不備 11社

合計 58社

● サプライヤーとのコミュニケーション（取引先説明会）
サステナブル調達は取引先の事業活動にも大きく資する取り組みであると認識しており、ヤクル

トグループは取引先との積極的なコミュニケーションを通じた協働により、サプライチェーン全体で
社会・環境に与える影響への配慮やリスクの軽減を行い、社会の持続可能性を高めていくことを
目指します。

原材料サプライヤー、製造委託先等の主要なビジネスパートナーに対しては、CSR調達方針の
説明やアンケートを行い、方針の浸透および実践を図っています。

2021年度から、サプライヤーに当社のCSR調達方針ならびに活動への理解促進を目的として
「サプライヤー向けCSR調達方針説明会」を定期的に開催しています。当説明会において、気候
変動、自然資本、人権などの社会課題や、サプライチェーンマネジメントに関する情報提供、サ
ステナビリティの取り組みの必要性についての意識啓発等、能力向上を目的とした支援活動にも
取り組んでいます。2023年度はオンラインで当説明会を開催し、当社に原材料を供給している
サプライヤーおよび購買先の約160社から約400人が参加しました。また、当社内の関連部署
からも、約100人が参加しました。

※ �対応している：3点、現状対応していない
が対応予定：2点、対応していない：1点　
を基本とし、各項目の得点率を算出

※ �回答内容に応じて、具体的内容を確認す
るための追加質問も実施
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説明会参加者からは「ヤクルトの目指すべき姿につ
いて理解できた」「サステナビリティに関する理解を深
めることができた」「他社の取り組み事例等も紹介して
もらい、今後の取り組みに役立った」等の声が多数寄
せられました。

なお、説明会の模様は録画して、一定期間閲覧で
きるようにし、共有を図りました。

説明会を通じて、サプライヤーにサステナブル調達に関する共通の課題認識を持っていただき、
協働してサステナブル調達活動を実効的に推進していきます。

● 社内におけるサステナブル調達の教育・意識啓発
原材料調達や製造委託にかかわる社員に

対して、CSR調達方針の趣旨や、持続可能な
社会構築に向けた責任ある調達活動について、
情報提供および教育を実施しています。

事業活動における森林破壊ゼロコミットメントに関する
セミナー（2022 年度）

取引先説明会の主な内容

2021年度 ＜外部有識者セミナー＞
　講師：株式会社イースクエア 代表取締役社長 本木 啓生氏
　セミナー主題：サプライチェーン全体で実現する持続可能な調達

＜当社からの説明・お願い事項＞
　・サステナブル調達に関するヤクルトのこれまでの取り組み
　・CSR調達方針およびサプライヤーCSRガイドラインの遵守
　・ヤクルトグループのマテリアリティ、環境ビジョン、人権方針を含む各種方針等
　・ヤクルトグループが目指すサステナブル調達活動
　・CSR調達アンケート集計結果および課題と対応策

2022年度 ＜外部有識者セミナー＞
　講師：公益財団法人 世界自然保護基金ジャパン（WWFジャパン） 古澤 千明氏
　・森林破壊リスクとコモディティ
 　～森林破壊に加担しない持続可能なサプライチェーン構築のために～

＜当社からの説明・お願い事項＞
　・ヤクルトグループが目指すサステナブル調達活動
　・CSR調達方針およびサプライヤーCSRガイドラインの遵守
　・CSR調達アンケート集計結果および課題と対応策
　・責任ある調達のための国際情報共有プラットフォーム「Sedex」への加入
　・森林破壊リスクが高い原材料の責任ある調達

2023年度 ＜外部有識者セミナー＞
　講師：Sedex シニアアドバイザー　谷内 賢三氏

「対話と支援」をとおして持続可能なバリューチェーンを構築する

＜当社からの説明・お願い事項＞
　・ヤクルトグループが目指すサステナブル調達活動
　・CSR調達方針およびサプライヤーCSRガイドラインの遵守
　・CSR調達アンケート集計結果および課題と対応策
　・持続可能な調達に関する情報提供
　・責任ある調達のための国際情報共有プラットフォーム「Sedex」への加入

● サステナブル調達実務マニュアル
サステナブル調達を実効的に推進するためには、関連部署や工場と共通認識を持ちながら、

関連施策を実行していくことが重要と考えています。2023年度は、関連業務の標準化を図るた
めに、サステナブル調達実務マニュアルを作成しました。今後これを活用し関連部署における
サステナブル調達の理解促進と業務の円滑化を図っていきます。

● サステナブル調達解説動画の公開
当社は2022年度に「調達活動における森林破壊・土地転換ゼロコミットメント」を策定し、

森林破壊リスクがある特定原材料の責任ある調達を社内外に宣誓するとともに、当コミットメン
トを解説する動画を制作・公開して、社内外の理解促進を図りました。 一方、サステナブル調
達を具体的に推進するには、原材料の第三者認証品への切り替えやトレーサビリティの確立、
国際プラットフォーム活用によるサプライチェーン情報の可視化等が必要であり、これらには、
サプライヤーの理解・協力が不可欠です。また、一般生活者がサステナブル調達を理解する
ことで社会的責任のある消費行動が促進されることも持続可能な社会の構築には重要です。
そのため、サプライヤーや一般生活者等の外部ステークホルダーに対し、当社のサステナブル
調達の方針や取り組みの理解促進を図るため、ヤクルトにおけるサステナブル調達解説動画を
10言語で作成しました。

「サプライヤーと取り組む持続可能な調達」解説動画WEB

https://youtu.be/ueTbWgkbTiE

Contents
02 サステナビリティレポート2024について

03 編集方針

04 ヤクルトの企業概要

05 ヤクルトの事業展開

06 トップコミットメント

08 ヤクルトのはじまり

10 ヤクルトのサステナビリティ
19 環境活動報告
21 　 環境マネジメント

27 　 気候変動

37 　 プラスチック容器包装

42 　 水
46 　 資源循環

47 　 生物多様性

50 社会活動報告
51 　 イノベーション

57 　 地域社会との共生

64 　 サプライチェーンマネジメント
75 　 人的資本

75 　 人材マネジメント

78 　 人材育成

80 　 健康経営

83 　 ダイバーシティ＆インクルージョン

85 　 ワークライフバランス

86 　 労働安全衛生

88 　 ヤクルトレディに対する取り組み

89 　 人権

96 　 製品安全

99 　 顧客満足

104 ガバナンス報告
104 　 コーポレートガバナンス

111 　 リスクマネジメント

113 　 コンプライアンス

116 第三者意見

117 外部からの評価
118 ESGデータ集

64 　 サプライチェーンマネジメント

ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4

編集方針 トップコミットメント 環境活動報告 社会活動報告 ガバナンス報告 第三者意見 ESGデータ集ヤクルトのサステナビリティ
71

社会活動報告

https://youtu.be/ueTbWgkbTiE
https://youtu.be/ueTbWgkbTiE
https://youtu.be/ueTbWgkbTiE


● グリーン調達の推進
「ヤクルト本社グリーン調達基本方針」では、事業活動に使用する原材料、資機材・設備およ

び部材や梱包材を対象にグリーン調達方針を定めています。各事業所では、この基本方針に基
づき、取引先の協力のもと地球環境の保全、環境負荷の低減、循環型社会の構築への寄与等
を目的とした調達に努めています。

● 調達活動における森林破壊・土地転換ゼロコミットメント
ヤクルトグループは、環境・社会問題に関する社会的責任ならびにNGO・機関投資家との対

話を受けて、サプライチェーンから森林破壊をなくすことを目指す「調達活動における森林破壊・
土地転換ゼロコミットメント」を策定しました。

サプライチェーンにおける森林破壊リスクのある原材料を特定し、基本的方針、取り組みおよ
び目標を掲げ、持続可能な調達を推進しています。

2023年度は認証原料への切り替えを進めるとともに、トレーサビリティの把握を行いました。
地球温暖化、環境汚染、生物多様性の損失、資源の枯渇など、地球環境が危機的状況にあ

る中で、今後も当コミットメントに基づき、地球環境やそれに支えられている人々の生活・人権に
配慮しながら事業活動を行うこと、そして、いつまでも人と地球がともに暮らせる社会をつくる
ことを追求していきます。

年度 活動名および対象者

2018 「CSR調達の推進に向けた勉強会」7回
対象：調達関係部署長および担当課長（計35人）

2019 「CSR調達の実施に向けた実務担当者説明会」
対象：調達関係部署の実務担当者（計18人）

2020 「CSR調達研修会」2回
対象：開発・調達に携わる実務担当者（計105人）

2021 「CSR調達研修会」
対象：海外事業所、本社の海外事業所所管部署の役員および社員（計72人）

2022 「事業活動における森林破壊ゼロコミットメントに関するセミナー」
対象：調達関係部署長および担当課長、実務担当者（計47人）

グリーン購入率
年度 2019 2020 2021 2022 2023

グリーン購入率（％） 79.4 81.3 65.0 71.5 77.7

ヤクルト本社グリーン調達基本方針
ヤクルト本社の全事業所は、事業活動に使用する物品について、地球環境の保全、環境負荷の低減、
循環型社会の構築への寄与等に配慮した調達に努めることとし、下記の基本方針を定める。

適用対象	 生産・販売・事務・研究

基本方針	 1. 環境や人の健康に被害を及ぼす恐れのあるものは避ける。 
	 2. 省資源、省エネルギーに配慮したものとする。 
	 3. 梱包材は再生材料の使用比率の高いものであること。 
	 4. 梱包材は再使用が可能で、その回数が多くなることを配慮したものとする。 
	 5. �梱包材は廃棄処分しなければならない部分ができるだけ少なく、かつ処理・処分が容

易なものであること。
	 6. �環境マネジメントシステムの構築、環境情報の開示、当社の環境保全活動に協力的

等、環境保全に積極的な事業者により製造、販売、搬入されるものであること。
策定 2001年3月5日

ヤクルト本社グリーン調達基本方針は以下URLからご確認ください。
WEB  https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/pdf/2022_green_policy.pdf

P.49 商品への国際認証紙の採用（生物多様性にかかわる認証制度への参加） 関連情報

サステナブル調達の教育・意識啓発活動の実施状況
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※１ �当コミットメントにおける「森林破壊」の定義は、以下のとおりです。
・ 自然林、HCV および HCS 地域の農業または森林以外の土地利用への転換
・ 自然林、HCV および HCS 地域の植林地への転換
・ 深刻かつ継続的な劣化による自然林、HCV および HCS 地域の消失
＜HCV および HCV について＞
・ �HCV： High Conservation Value の略称で、生物多様性、水資源の保全、文化、景観などを考慮し、貴重で保全価値が高いこと ※詳細は 

FSC® 森林管理認証の原則と基準に基づく。
・ �HCS： High Carbon Stock の略称で、土地に有機物が高濃度で含まれており、温室効果ガスである二酸化炭素などの炭素を大量に貯蔵していること。

※２ �FSC®は Forest Stewardship Council®の略称で、国際的な森林認証制度を運営する非営利組織。
※３ �RSPO は Roundtable on Sustainable Palm Oil の略称で、パーム油に関わる 7 つのステークホルダーによって構成される非営利組織であ

り、持続可能なパーム油の国際認証制度を持つ。
※４ �MB は Mass Balance の略称で、パーム油の認証農園からの認証油が流通過程で他の非認証油と混合される認証モデルであり、物理的には非

認証油も含んではいるが、購入した認証農園とその数量は保証される。

森林破壊ゼロに関する基本的方針
原材料の調達活動における森林破壊※1は、ヤクルトグループのマテリアリティである「気候変動」、

「水」、「サプライチェーンマネジメント」等に関わるグローバルな諸問題と密接に関係しています。
パーム油や大豆などの原材料については、そのサプライチェーンにおいて森林破壊のリスクがあり、
水質・土壌汚染、生物多様性の損失といった森林破壊に付随するリスクも存在します。
また、森林は森林とその周辺に住む人々の生活を支えています。森林破壊によって住む場所や生活
の糧が奪われるなど、先住民族や地域コミュニティの権利が侵害されるリスクがあることを認識して
います。
このような観点から、自然資本や地域社会に支えられて事業を展開するヤクルトグループの持続可
能性にとって、森林破壊は対応すべき重要なビジネス上のリスク・脅威と捉え、森林破壊リスクが高
い原材料に関わるサプライチェーンにおいて、森林破壊をゼロにすることを目指します。

取り組みおよび目標（KPI）
森林破壊リスクが高い原材料として、紙・パルプ、パーム油、大豆、乳製品（脱脂粉乳等）を特定し、それ
らの持続可能な調達について、対象範囲、目標・KPI を定め、サプライチェーンにおける責任ある調達を
推進します。
※定量目標等については、継続的な取り組みの改善を図りながら、適宜見直し・更新を行います。 

対象原材料 目標年度 定量目標

紙・パルプ 2025 紙製容器包装のために調達する紙・パルプ100%をFSC®※2などの国際認証品あるいは
再生紙に切り替え

パーム油
2025 調達するパーム油100％をRSPO※3認証品（MB※4以上）に切り替え

2030 一次原料として調達するパーム油100％について生産地までのトレーサビリティを確立

大　豆 2030 一次原料として調達する大豆100％について農家などの原料生産地までのトレーサ
ビリティを確立

乳製品 2030 調達する乳製品（脱脂粉乳等）100％について酪農家などの原料採取地までのトレー
サビリティを確立

ヤクルトグループの食品・飲料、医薬品および化粧品の生産に必要な原材料調達に
関わる国内外のすべての連結事業所対象範囲

「調達活動における森林破壊・土地転換ゼロコミットメント」解説動画WEB  https://youtu.be/mfrdlfa0q6M

WEB  �https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/social/supply_chain/pdf/deforestation_free.pdf

「調達活動における森林破壊・土地転換ゼロコミットメント」全文は以下URLからご確認ください。

森林関連
コモディティ・

消費量

森林破壊・土地
転換がないと

検証された割合
説明

紙・パルプ 
9,645.7t

74.2% 当社グループで製造・販売する製品に使用する紙製容器包装の多
くは、FSC認証紙・PEFC認証紙あるいは再生紙への切り替え対応
が進んでおり、コミットメントの対象範囲としては、60.1％が認証品、
14.1％が再生紙でしたので、この割合を森林破壊・土地転換がない
と検証された量の割合としています。

（ライセンス番号：FSC®N003728）

パーム油 
191.2ｔ

0.0% 2023年10月に、当社グループは、パーム油の持続可能な使用に関
する国際イニシアティブRSPOに加盟しました。
2024年3月末時点では第三者認証を受けたパーム油の使用がありま
せんが、今後、RSPO認証パーム油への切り替え等を進め、パーム油
の使用による森林破壊・土地転換の有無を検証する予定です。

大豆 
1,787.7t

42.4% 当社グループで製造・販売する調製豆乳・豆乳飲料や乳製品の一次原
料として大豆を使用しています。そのうち、森林破壊・土地転換リスク
が低い日本産の大豆の使用量が42.4％を占めており、この割合につい
ては、コモディティ使用に起因する森林破壊・土地転換がないと捉えて
います。

「調達活動における森林破壊・土地転換ゼロコミットメント」 の進捗状況（乳製品を除く※）

※ 乳製品に関する進捗状況は現在情報収集段階であるため

Contents
02 サステナビリティレポート2024について

03 編集方針

04 ヤクルトの企業概要

05 ヤクルトの事業展開

06 トップコミットメント

08 ヤクルトのはじまり

10 ヤクルトのサステナビリティ
19 環境活動報告
21 　 環境マネジメント

27 　 気候変動

37 　 プラスチック容器包装

42 　 水
46 　 資源循環

47 　 生物多様性

50 社会活動報告
51 　 イノベーション

57 　 地域社会との共生

64 　 サプライチェーンマネジメント
75 　 人的資本

75 　 人材マネジメント

78 　 人材育成

80 　 健康経営

83 　 ダイバーシティ＆インクルージョン

85 　 ワークライフバランス

86 　 労働安全衛生

88 　 ヤクルトレディに対する取り組み

89 　 人権

96 　 製品安全

99 　 顧客満足

104 ガバナンス報告
104 　 コーポレートガバナンス

111 　 リスクマネジメント

113 　 コンプライアンス

116 第三者意見

117 外部からの評価
118 ESGデータ集

64 　 サプライチェーンマネジメント

ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4

編集方針 トップコミットメント 環境活動報告 社会活動報告 ガバナンス報告 第三者意見 ESGデータ集ヤクルトのサステナビリティ
73

社会活動報告

https://youtu.be/mfrdlfa0q6M
https://youtu.be/mfrdlfa0q6M
https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/social/supply_chain/pdf/deforestation_free.pdf


● RSPO加盟・JaSPON加盟
2022年度に策定した「調達活動における森林破壊・土地転換ゼロコミットメント」において、

サステナブル調達リスクが高い原材料であるパーム油については、第三者認証品への切り替
えやトレーサビリティの把握といった持続可能な調達を推進しています。

当社は2023年度に、パーム油の持続可能な調達をさらに加速させるため、パーム油の
持続可能な使用に関する国際イニシアティブである「持続可能なパーム油に関する円卓会議」 
(RSPO※1) に加盟しました。今後、パーム油の使用に関する情報開示を行い、パーム油の適正
な調達活動を促進します。

また、2023年度に日本市場における持続可能なパーム油の調達と消費の促進に向け活動し
ている「持続可能なパーム油ネットワーク」（JaSPON※2）に加入しており、有識者や同業他社と
のネットワークづくりによる情報収集をとおして、最新動向の習熟や効率的な対応方法の把握し、
当コミットメントの達成に取り組んでいきます。
※ 1 RSPO：Roundtable on Sustainable Palm Oil
※ 2 JaSPON： Japan Sustainable Palm Oil Network

● 原材料の安定調達のために
• 食品（乳製品・清涼飲料等）の安定調達

乳製品原材料の安定調達のために、主要原材料は、複数社からの購買を推進するとともに、
各原材料の適正な在庫管理を行っています。

複数のメーカーから調達することで、調達リスクを分散しており、また、各製品の販売傾向や
原材料調達のリードタイム等を考慮し、適切な在庫管理を行っています。

なお、一部原材料においては、取引先と年間数量確保の契約を締結しています。
これらの対応によって、通常時だけでなく災害発生時も、安定して原材料を調達できるように

しています。

• 医薬品の安定調達
最終製品（製剤）の安定供給のために、各製剤の状況に合わせて、製造所の複数化を検討する

とともに、適切な需要予測に基づいて在庫の量を調節することでリスク軽減を図っています。ま
た、原薬の品質協定を締結する際は、品質問題発生時の迅速な情報提供義務や、製造方法・
場所を変更する場合の事前協議など、安定供給に問題が生じないような内容で締結することで、
適切な品質の原薬の安定供給に努めています。

• 化粧品の安定調達
化粧品固有の原材料や複数製品の共通原材料について調達先を複数化し、代替ルートを

検討することで不測の事態に備えています。また、原材料は適切な在庫管理のもと一定量を
備蓄しています。さらに、常日頃から取引先とは円滑なコミュニケーションを心がけ、誠実な
調達を実施し、信頼関係を構築することによりトラブルの未然防止と供給不安解消を図って
います。

● 現地雇用・調達に関する基本的な考え方
ヤクルトは、事業を行う国や地域の持続可能な発展に貢献するために、現地雇用や現地調達

が重要な役割を果たすというISO 26000等の考え方に賛同しており、現地生産・現地販売を基
本とする「現地主義」でグローバル事業を展開しています。原材料は、当社の定める品質や安全
性の基準をクリアし、安定的に調達できるものを選定しています。

現在、海外28の事業所を中心に、日本を含む40の国と地域で事業を展開、地域に根差した
生産・販売の拠点として事業所や工場を設け、現地社員を積極的に採用しています。当社は、
今後もこの「現地主義」の考え方に基づいた事業活動により、現地経済や地域社会への貢献に取
り組み、地域の方々のすこやかな毎日と社会への貢献を目指します。

P.76 上級管理職の現地採用（ヨーロッパヤクルト、広州ヤクルト）関連情報

52.5%
80.4%96.4% 67.7%

アジア・オセアニア 米州 欧州日本※

原材料の地元調達比率（2023年度）

 ＊ 乳製品原材料における実績　　※ �海外から輸入し、国内で最終加工している原材料は、国内調達として集計
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担当役員メッセージ

人的資本
人材マネジメント

人的資本に関する戦略
ヤクルトレディやグループ従業員などヤクルトで働く「人」は事業活動の基盤であり、欠かすこと

のできない財産です。
経営戦略の実現に向け、多様な人材が多様な能力を発揮することが、重要であると考えて

います。

働きがいを引き出す人事制度
「努力が必ず報われる会社でなければならない」という信念のもと、社員の働く意欲とやりがい

を最大限に引き出すことを狙いとし、公平・公正で納得性のある人事制度の運用を心がけていま
す。具体的には、会社が期待する役割の大きさや職務の違いを役割グループ（階層）およびコー
ス（職種）に分類することで、社員のキャリアビジョンを明確にするとともに能力に応じた役割を担
う、いわゆる適材適所を実現しています。また、人事評定制度および賞与、定期昇給等の処遇
においても従来以上にメリハリをつけることで、社員の競争意識や挑戦意欲の高まりを後押しし
ています。

● 「個」と「組織」がともに成長する人的資本経営
ヤクルトグループの事業活動の根幹には、従業員やヤクルトレディを

はじめとする「人」の存在があり、ビジネスモデルを機能させる原動力と
なっています。

当社は、「真心」「人の和」を大切にするという、創始者である代田 稔
の考えや、「世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献します。」という
企業理念に基づき、人は価値を創造する重要な資産であると考え、人
的資本に積極的な投資を行い、人材戦略を展開しています。

人材戦略では「経営戦略との連動」を念頭に置き、価値観の多様化に
対応すべく、多様な働き方に関する制度を設けるなどの、働きやすい
職場づくりを進めています。

また、ダイバーシティ＆インクルージョンの推進も企業経営に欠くことのできないものであり、
社員一人ひとりが個性と能力を最大限発揮できるようさまざまな施策を講じています。

人材育成については、「組織力の最大限の発揮」に向けて、「個」のキャリアにあった教育へと
進化を図っています。具体的には、「グローバル人材養成の強化」「職場を活性化し、組織力に

換える職場内教育」「キャリア自律に向けた活躍支援」等の教育施策を実施しています。
ほかにも、企業理念の実現のためには、まずは従業員が健康でイキイキと働き続けられる職

場環境づくりが不可欠であるとの認識に立ち、健康経営の推進が重要であると考え、人事部
内に専門組織を設けて、ヘルスリテラシー向上施策等を積極的に実施しています。その結果、
経済産業省と東京証券取引所が共同で選定する「健康経営銘柄」に初めて選定されるとともに、

「健康経営優良法人（大規模法人部門）～ホワイト500～」に7年連続で認定されました。

● 企業価値の持続的向上を目指して
2021年には、長期ビジョン「Yakult Group Global Vision 2030」の達成に向けて、

人材基本戦略を再構築しました。「『個』が成長、活躍できる組織への変化」を基本方針とし、
個人がイキイキと働くことができる環境づくりを行いながら、本戦略を実行しています。

今後も、企業価値の持続的向上を目指して積極的に人への投資を行うことで、コア事業の成
長に寄与する人材を育成するとともに、個人と企業がともに成長できる組織づくりに取り組み、
新たな価値を創造できる企業風土を醸成していきます。

星子 秀章

取締役 専務執行役員
管理本部長
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● 社内エンゲージメント向上の取り組み（広州ヤクルト、ヨーロッパヤクルト）
広州ヤクルトでは、2022年に人事コンサルタントと連携して、全社員を対象に会社に対する

意識調査を実施し、その結果をもとに今後の改善を図っています。
同様の調査を行っているヨーロッパヤクルトでは、2022年末に第2回の意識調査を実施し、

第1回の結果と比較するなど、注意が必要な分野などについて分析を継続しています。このほか、
ヨーロッパヤクルト戦略セッションを年1回開催し、経営陣の意識統一を図ったうえで、各部門の
社員に戦略や戦略の実行状況を説明するなど、社内エンゲージメント向上に取り組んでいます。

● 上級管理職の現地採用（ヨーロッパヤクルト、広州ヤクルト）
ヨーロッパヤクルトおよび関連する欧州グループ会社では、地域社会に根差し持続的な成長を

遂げるため、欧州各国で上級管理職の現地採用を積極的に行っています。欧州ヤクルトグルー
プにおいては現地採用の社長も登用しています。また、ヨーロッパヤクルトでは、2023年末時点
では全取締役7人のうち6人が現地採用であり、全管理職の約8割が現地出身の社員となってい
ます。

また、広州ヤクルトでは2021年から現地採用社員を対象とした本部採用制度を設けています。
社員の意欲に応えて、エリアマネージャー、工場長、支店長などの上位管理職の職位を担う人
事制度づくりに取り組んでいます。

P.74 現地雇用・調達に関する基本的な考え方関連情報

初任給と最低賃金との比較（2023年度）

初任給（円） 最低賃金との比較（％）
大学院修了 240,500 141
大学卒（総合職） 232,500 136
大学卒（一般職） 206,500 121
短大卒 197,500 116
専門学校卒 197,500 116

※ �最低賃金は東京都の最低賃金（1,113円/時）より、1か月20.42日、1日の労働時間7.5時間として算出。
　 なお、等級別の給与制度となっており、同一等級・職群での男女別格差はありません。

イキイキと働ける職場環境の整備
● 多様な従業員が働きやすい職場環境づくり

ヤクルトグループは、従業員の働き方、能力、価値観は多種多様であり、違いがあるからこそ
組織として新たなイノベーションが起きるということを前提に、従業員の個性をできる限り生かし
て、イキイキと働ける職場づくりに努めています。また、働きやすい職場環境の実現のための取
り組みとして、本社では健康経営の視点に立った社員の健康づくりの推進や、全国事業所での
社員面談等を実施しています。

● 労働基本権の尊重
当社では、現状企業別労働組合は組織されていませんが、事業所ごとの社員の過半数を代表

する者と連携し、社員の意見を聴取しています。また、社員への影響が大きい改定内容の場合
には、事前に全社員向けの説明会を実施し、合意形成に努めています。

主な人事制度（ヤクルト本社）

人事制度 内容
自己申告制度 年に1回、全社員が仕事内容や能力開発、配置・異動に関する自身の意見・希望

を申告する制度。社員一人ひとりの働きがいをよりいっそう高めることが狙い。

社内FA制度 異動希望部署を明らかにして通知する社内FA（フリーエージェント）制度。社
員自らがより高い意欲をもって能力を発揮できる職場への配置転換を希望で
きる。

コース転換制度 専門職から総合職への変更等、自身が進みたいコースに転換できる制度。
入社後の個々のキャリアビジョンに沿った選択ができる当制度により、社員の

「やりがい」「働きがい」を高め、活力ある職場づくりを目指す。2005年の導
入以降、毎年20人前後の社員が自らの意思でコース転換を果たし、新たな
仕事にチャレンジしている。

ジョブローテーション制度 入社後の長期的な育成と適性把握を目的として、主に企画職（事務系）の社
員を対象に、原則的に3～4年の間隔で定期的に人事異動を行い、入社か
ら10年の間に3つの部署を経験する制度。営業部門と管理部門、海外事業
所等さまざまな仕事や勤務地を経験し、また、バランスよく職務を経験し、
視野を広げていくことで、自身の適性を把握し、キャリア形成が可能に。

配偶者転勤帯同休職制度 配偶者が国内外を問わず転勤となった際、最大で5年間休職し帯同すること
ができる制度。
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年度 2019 2020 2021 2022 2023
正社員（人） 2,701 2,679 2,632 2,576 2,623
　男性 2,012 1,968 1,921 1,874 1,915
　女性 689 711 711 702 708
常勤嘱託社員（人） 181 195 204 189 187
　男性 141 152 159 143 142
　女性 40 43 45 46 45
女性社員比率（％） 25.3 26.2 26.7 27.1 26.8
非正規社員率（％） 11.6 12.3 12.6 12.7 12.8
平均年齢（歳） 42.1 42.4 42.6 42.5 42.4
　男性 43.3 43.3 43.5 43.4 43.2
　女性 38.8 39.1 39.1 40.1 40.3
平均勤続年数（年） 18.3 18.4 18.7 18.7 18.3
　男性 19.5 19.6 19.9 19.8 19.3
　女性 14.5 14.9 15.7 15.8 16.0
30歳平均賃金（円／月） 359,200 359,200 359,200 364,200 373,200
新卒採用者数（人） 105 83 65 62 88
　男性 61 48 45 38 60
　女性 44 35 20 24 28
中途採用者比率（％） 10.4 8.7 4.4 37.4 43.6
3年後新卒定着率（％） 95.7 96.2 88.2 93.6 90.8
全体離職率（％） 2.0 1.2 2.2 3.9 2.3
　男性 1.9 1.1 1.6 4.1 2.0
　女性 2.5 1.4 0.6 3.5 3.3
自己都合による離職率（％） 1.7 1.1 1.7 2.4 2.2
総労働時間 1,828.7 1,819.9 1,830.8 1,847.5 1,840.6
※2023年度末時点。データは実数にて集計。

有期雇用の従業員

年度 2019 2020 2021 2022 2023
有期雇用の従業員（人） 181 195 204 189 187
　男性 141 152 159 143 142
　女性 40 43 45 46 45
労働時間無保証の従業員（人） 0 0 0 0 0
　男性 0 0 0 0 0
　女性 0 0 0 0 0
フルタイム従業員（人） 166 184 189 186 184
　男性 127 142 146 141 140
　女性 39 42 43 45 44
パートタイム従業員（人） 146 137 147 145 157
　男性 31 25 37 29 33
　女性 115 112 110 116 124
※2023年度末時点。データは実数にて集計。

従業員以外の労働者数

年度 2019 2020 2021 2022 2023
従業員以外の労働者数（人） 10 8 6 8 6
　男性 10 8 6 8 5
　女性 0 0 0 0 1
※2023年度末時点。データは実数にて集計。
※連結子会社からの出向受入（製造業務などに従事）

合計
（人）

男性
（人）

女性
（人）

管理職
（人）※

女性管理職
（人）※

日本国籍
の役員（人）

日本国籍以外
の役員（人）

日本国籍の
管理職（人）※

日本国籍以外
の管理職（人）※

非正規社
員率（％）

正規社員合計
離職率（%）

正規社員男性
離職率（%）

正規社員女性
離職率（%）

正規社員自己都合
による離職率（%）

　アジア・オセアニア 20,202 14,144 6,058 811 236 8 49 16 796 7.9% 14.9% 15.9% 12.7% 10.8%
　米州 6,260 3,970 2,290 187 79 4 7 1 186 2.4% 9.8% 8.8% 11.8% 7.5%
　欧州 207 113 94 38 19 1 8 0 38 10.6% 15.4% 15.1% 15.6% 2.7%
合計 26,669 18,227 8,442 1,036 334 13 64 17 1,020 6.7% 13.7% 14.2% 12.5% 9.9%
※ 管理職は課長（マネジャー）クラス以上。2023年12月31日時点　

株式会社ヤクルト本社の人材データ

海外ヤクルトグループの人材データ
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人材マネジメントポリシー
個人が自らの課題を認識し、知識・能力を磨く

多様な個と組織を融合し、実行力を高める
そのために我々は個人が生き生きと働く環境づくりを行う

◦�成長エンジンの確立に向けた人材育成の実施
◦多様な個の成長を支援する人材育成の実施
◦共有すべき価値観を体現できる人材育成の実施

３つの柱

人材育成に関する基本的な考え方
「未来と学びをデザインする～“教わる”から“気づく”へ～」をテーマとして掲げています。職場で

業務に挑み、それぞれの課題を認識し知識・スキルを身につけられる理想の環境を目指し、「教わる」
のではなく「気づき・動く」教育へと進化を図っていきます。

成長ベクトルのすり合わせ
による生産性の向上

個人 組織

職場環境を整備し
エンゲージメントを向上

ともに成長を実現

組織の目標と
キャリアビジョンを合致

自身の価値を磨き「持ち札」を
増やすことでキャリアを切りひらく

多様な人材が活躍できる場を
提供するプラットフォームとなる

人事評定制度を活用した人材育成
毎年、人事評定に関する研修を実施する等、公正・公平で納得性の高い人事評定制度の運

用の徹底を図っています。また、2022年4月に人事評定制度が改定され、より適正な処遇の実
現を図るとともに、2023年度も評定者および被評定者に対して人事評定研修等を実施し、評定
のルールの理解促進に努めました。

特に、評定者向けの研修においては、期初の目標設定や期中の行動観察、期末のフィードバッ
ク面談等、人事評定を通じて部下の育成につなげられるよう、評定者としてのスキルの向上を
図っています。

従業員向け能力開発研修
従業員全員が「代田イズム」を伝承・実践し、組織の活性化と業績向上へ貢献するため、「グロー

バル人材養成」「職場内教育」「階層別教育」「経営課題別教育」等を実施しています。

研修受講時間・費用（ヤクルト本社）

年度 2019 2020 2021 2022 2023
研修受講時間（総計） 40,304.90 16,217.16 23,235.50 36,250.00 56,380.75

研修受講時間（時間）1人当たり 13.99 5.64 8.19 13.11 20.06

研修費用（円）1人当たり 21,274 12,900 18,756 41,144 75,478

※ �2020 年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により減少

代田イズム研修会実施回数・参加者数（ヤクルト本社）

年度 2019 2020 2021 2022 2023
実施回数（回） 18 11 22 15 19
参加者数（人） 470 269 451 427 587

※ 2020年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、研修日程を短縮したため減少

人的資本

人材育成
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※グローバル人材養成「海外トレーニー」について、2024年度は別途企画
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　内で実施
※階層別教育
　内で実施

プログラム体系図（2023年度ヤクルト本社） グローバル人材養成
成長分野である国際事業を含めたグローバルに活躍できる人材の養成は、重点課題の一つと

位置づけています。そのため、本社では、海外事業所での業務体験を通じて国際事業への理
解を深め、グローバル企業としての組織風土の醸成を目的とした「グローバルインターンシップ」
制度があります。従来は年1回の開催としていましたが、2024年度は若手向け・中堅社員以上
向けに階層を分けて、2回実施します。
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ヤクルトは、「人々の健康に貢献する」という理念の実現には従業員の健康が不可欠であるとの認識
に立ち、従業員の心身の健康保持・増進および安全・安心な職場環境づくりに努めます。

健康宣言

健康経営推進体制

最高健康責任者（社長）

健康推進統括責任者（管理本部長）

健康推進責任者（人事担当役員）

健康推進統括部署（人事部） 健康保険組合

実務推進担当部署（人事部健康経営推進課）

健康推進担当者（各事業所総務課長）

従業員

健康宣言
● 健康宣言のもと取り組みを推進

当社は、従業員の健康保持・増進に取り組むことが将来的に収益性を高めることにつながる
投資であるとの考えのもと、健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践する「健康経営」を
推進しており、2017年9月に「健康宣言」を公表しています。さらに、「健康経営」を積極的に推進
するため、2020年度に専門組織として人事部健康経営推進課を設置しました。従業員自らが
健康を管理するだけではなく、会社も積極的に従業員の健康保持・増進に取り組んでいます。
従業員の健康への意識をさらに高め、健康状態を良好なものにすることにより、事業の継続的、
安定的な発展を図っていきます。

人的資本

健康経営

健康経営戦略MAP
当社は、健康宣言のもと「従業員の生産性向上」と「組織の活性化」を最重要課題と捉えて

おり、以下の健康経営戦略MAPに則り健康経営施策を推進しています。

1 �生活習慣病対策
2 メンタルヘルス対策
3 ワークライフバランスの充実

従業員が健康でいきいきと
働き続ける職場環境を目指す
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日本の取り組み
● 女性のためのがん検診

就業時間中に受診できる巡回受診を一部事業所で実施し、乳がん・子宮がんの早期発見・
早期治療につなげています。

事業所近隣の医療機関との提携や受診費用を一部助成するなど、より受診しやすい環境を整え、
女性のためのがん検診受診率を2030年度までに乳がん90％以上、子宮頸

けい

がん80％以上を目指
しています。

● 保健師や産業医による職場での健康管理や課題の共有
保健師等による定期的な面談や、一定の残業時間を超えた社員に対して産業医との面談を実施

しています。また、職場で抱える課題等を共有し、改善に向けた話し合いを定期的に行っています。

● 当社オリジナルの職場体操「ヤクルトストレッチ」の導入
心身のリフレッシュ効果による業務の生産性向上を目的に、2020年11月から本社で「ヤクルト

ストレッチ」を導入しました。社員アンケートの結果において体調の自覚症状で上位を占めた「肩こ
り」「腰痛」「眼精疲労」が軽減でき、デスク周りや在宅勤務中でも実施できる内容にすることで、
実施率を高める工夫をしています。

海外における取り組み
● 乳がん検診の実施（シンガポールヤクルト）

シンガポールヤクルトは、2022年から女性社員
およびヤクルトレディを対象にマンモグラフィー乳
がん検診を実施しています。2023年も8月に検診
を行いました。

● 社員向け健康教室の実施（メキシコヤクルト）
メキシコヤクルトは、社員とその家族を対象にオンラインで健康教室を実施しています。学術広報

部の栄養士による健康な食習慣について説明のほか、モニター越しに参加者が一緒に体操する時間
も設けられています。2023年は15回実施し、900人が参加しました。

ホワイト500に7年連続で認定
社員の健康への経営的な取り組みが評価さ

れ、経済産業省と東京証券取引所が共同で選
定する「健康経営銘柄」に初選定されるとともに、

「健康経営優良法人（大規模法人部門）～ホワ
イト500～」に7年連続で認定されました。

当社は、企業理念「私たちは、生命科学の
追究を基盤として、世界の人々の健康で楽し
い生活づくりに貢献します。」の実現に向け、社員自身の健康保持・増進が不可欠であると
の考えに基づき、「健康宣言」を策定したうえで社員の健康増進を実施しています。このよう
な取り組みが評価され、選定および認定となりました。

健康活動「ヤクルト健康21」
「ヤクルト健康21」は、ヤクルト健康保険組合が推進する健康活動です。毎年、重点期間を

設定し、食事や運動等の生活習慣改善を促進しています。

禁煙活動
就業時間内の全面禁煙を実施するとともに、ヤクルト健康保険組合と協働で喫煙者の卒煙

を促し、禁煙達成のための支援を行っています。

海外駐在員の健康管理
現地で受診した定期健康診断の結果を管理し、日本と同様の基準で就業判定を行い、必要

に応じてオンラインを活用した産業医面談等を実施しています。
また、オンラインを活用した「健康講座」を実施し、健康リテラシーの向上を促しています。

乳がん検診車（シンガポール）
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生活習慣改善プログラムの実施
本社では2022年度から、定期健康診断の

結果をもとに、生活習慣病のリスクを抱える
社員を対象とした生活習慣改善プログラムを
実施しています。本プログラムは、外部講師
による全4回の目標設定指導、食事・運動
指導を通じて、意欲喚起・行動変容を促し、
参加した社員の生活習慣リスクの改善を図る
ものです。

メンタルヘルス対策
さまざまな施策や研修を通じて、業務・人間関係におけるストレス等を軽減し労働意欲を維持

するとともに、明るい職場づくりを推進しています。

● 相談窓口
メンタルヘルス相談窓口を社内と社外に設置しています。社内の相談窓口では、常駐保健師

や会社指定産業医によるカウンセリングを随時受け付けています。また、社外の相談窓口では、
社員本人はもちろん、その家族にも対象範囲を広げ、安心かつ抵抗なく相談できるような環境を
整え、プライベートな相談も含めて受け付けています。

● 健康推進担当者
日本における13事業所に健康経営の推進役として「健康推進担当者」を設置し、メンタル不調

者への対応手法を習得することで早期発見・対応を行っています。

● ストレスチェックおよび組織分析のフィードバック
法令に則った方法によりストレスチェックを実施するとともに、その実施結果を組織別に集計し、

所属長へフィードバックすることにより、職場環境の維持改善に役立てています。

生活習慣改善プログラム実施の様子
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女性管理職比率の推移（日本：ヤクルト本社、海外：海外事業所）

年度 2019 2020 2021 2022 2023
 日本：女性管理職数   （人） 52 57 60 53 80
日本：女性管理職比率（％） 6.7 7.2 7.5 7.4 10.6
海外：女性管理職比率（％） 24.7 27.1 28.4 39.3 32.2

ダイバーシティの基本的な考え方
現在の変化の著しい外部環境への対応に加えて、多様化する顧客ニーズを捉えてイノベーショ

ンを生み出すために、ダイバーシティ（多様性）推進は企業経営に欠くことのできないものと認識
しています。当社においては、以前から多様な人材が活躍できる企業風土を目指しており、採
用活動や社員の配属、その後の人事異動や社員教育すべてにおいて、一人ひとりが個性と能力
を最大限発揮できるよう心がけています。

女性の活躍推進
当社グループの根幹事業である宅配ビジネスそのものが女性労働力に支えられていることから、女

性の活躍は人材戦略上の重要課題と捉えています。「女性活躍推進法」の趣旨に沿った行動計画を策定
して基本的な考え方としてまとめ、各種施策を実施しており、女性管理職は増加傾向にあります。

今後も、仕事と家庭の両立支援の充実を図り、女性管理職の増加を目指すとともに、キャリア
研修等を推進します。

なお、人事考課においては、公平・公正な処遇・評価を行っており、性別による格差はありません。

● 女性幹部候補養成プログラムの実施
当社では、これまで、キャリアを志向する女性に対する研修の実施や人事制度の改定等を進めることで、女

性社員の管理職への登用機会を広げてきました。今後はさらに、社会環境の変化への対応を加速させるため、
意思決定できる立場の女性幹部候補を養成し、多様な視点や価値観を組織運営に持ち込むことを目指します。

その一環として、女性管理職を対象に、自分らしいリーダー像を発見するとともに、意思決定の土台と
なるビジネススキルや考え方を習得し、組織においてより大きな影響力を発揮することへの自信や覚悟を
醸成することを目的とした「女性幹部候補者養成プログラム（ヤクルトウィメンズカレッジ）」を2023年度から
導入しました。約半年間にわたり、研修や職場実践、自己学習を組み合わせたプログラムを実施しています。

● 「えるぼし（3つ星）」の取得
女性活躍推進法における一般事業主行動計画を策定・届出を行った企業の中で、

女性の活躍推進に関する取り組みの実施状況が優良な企業として厚生労働大臣
から認定を取得しています。

● 各国・地域での女性活躍推進
女性の働きやすい環境を整備し、女性の活躍を支えるため、海外グループにおいても、さまざ

まな制度を導入しています。

各国・地域の主な制度
国・地域 内容

台湾 •本社および工場内に搾乳室を設置
香港 •産休制度

フィリピン •産休制度
シンガポール •産休制度、育児休暇制度、父親の育児休暇制度
インドネシア •産休制度

•本社事務所のビルに搾乳室を設置
オーストラリア •有給の育児休暇について国負担の22週間に会社負担の4週間を加えて26週間を給付

ベトナム •生理中の女性社員に対し月3回まで30分の休憩を付与
•12か月未満の子どもを育てている女性社員に対し毎日1時間の休憩を付与

中国
•出産後の女性の1年間毎日1時間の時短勤務
  ※ 該当する全女性社員が利用
•6月1日の児童節に14歳未満の子どもを持つ社員に半日休暇を付与

広州 •産休制度、時短勤務制度
•男性・女性社員に対する育児休暇

ブラジル •出産後6か月間の保育所の保育料を補助
メキシコ •搾乳室の設置（イスタパルカ、グアダラハラ両工場）

•産休制度（男性社員は実子誕生の際、5営業日の休暇取得が可能）
ヨーロッパ •産休制度、育児休暇制度

中東 •産休制度および育児時間短縮勤務

1. �性別を問わず、能力・意欲・適性を踏まえた最適な人員配置の推進
2. �キャリアを志向する女性が、仕事と家庭を両立できるための職場環境の充実
3. �明確な数値目標の設定および行動計画の策定

1. �管理職の女性比率を2030年度までに、20％以上とする。
2. �男性の育児休業について、2030年度までに全対象者の取得ならびに平均取得期間を45日以上とする。
3. �女性のためのがん検診受診率を2030年度までに乳がん90％以上、子宮頸

けい
がん80％以上とする。

基本的な考え方

数値目標

人的資本
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女性・外国人・中途採用者の管理職への登用
当社は、「年齢・性別・国籍・学歴を問わず、能力・意欲・適性を踏まえた最適な人員配置の

推進」を基本的な考え方とし、すべての社員が長く、安心して働くことができる環境づくりを目指
しています。また、多様な人材を生かした組織づくりがイノベーションや生産性向上につながって
いくと考えており、女性・外国人・中途採用者の管理職への積極的な登用を促進しています。

当社の事業基盤を担う宅配ビジネスが女性の労働力に支えられていることからも、特に女性管
理職への登用を促進していきたいと考えています。

2022年4月の人事制度改定により女性社員を管理職へ登用する機会が増加したことに加え、
社外からの新たな知見や経験を持つ人材の採用等により、2023年度の当社の女性管理職比率
は10.6％となりました。

2025年度までに女性管理職比率10％以上という目標を掲げていましたが、目標を前倒しで
達成することができたため、2030年度までに女性管理職比率20％以上という目標を新たに設定
しました。

障がい者雇用の推進
障がい内容を十分配慮し、本人の能力・意欲・適性を考慮した採用と人員配置を行っていま

す。障がいを抱えていても、キャリアを目指して能力を発揮し、イキイキと活躍できる人事制度を
運用しています。また、本社社屋の移転に伴い、ユニバーサルデザインに基づいた多機能トイレ
を設置する等、バリアフリーを推進し、働きやすい職場づくりを目指しています。さらなる雇用拡
大に向けて、積極的に障がい者の採用に取り組んでいきます。

障がい者雇用率の推移（日本：ヤクルト本社、海外：海外事業所）

年度 2019 2020 2021 2022 2023
日本：障がい者雇用率（％） 2.22 2.27 2.59 2.54 2.48
日本：法定雇用率（％） 2.2                 2.3
海外：障がい者雇用率（％）※ 0.60 0.60 0.60 0.55 0.53

※ 障がいの定義については、各国・地域での設定基準に従う。

シニアの活躍推進
高年齢者雇用安定法に則り、当社では60歳定年後も原則として、希望者全員を再雇用する

嘱託再雇用制度を運用しています。社員が定年を迎えた後も、これまで培ってきた能力を発揮
し意欲高く働ける環境づくりに取り組んでいます。その結果、例年8割前後がこの制度を利用
しています。また、シニア層に向けた研修（ライフプランセミナー）を実施するとともに、週3日・
4日勤務制の導入などにより、モチベーションの向上に取り組んでいます。

LGBTQに関する取り組み
当社は、「ヤクルトグループ人権方針」および「ヤクルト倫理綱領・行動規準」の中で、「性自認」

「性的志向」などの差別を行わないことを明記しており、性的マイノリティー（LGBTQ）に対する
基本的な方針を打ち出しています。その方針に基づき、各種研修等の実施により、リテラシー
の向上を図っています。

定年退職時における継続雇用率の推移（ヤクルト本社）

年度 2019 2020 2021 2022 2023
定年退職者数（人） 83 73 55 51 41
　当社継続雇用者数（人） 60 47 35 33 36
　転籍での継続雇用者数（人） 7 13 7 5 2
　退職者数（人） 16 13 13 13 3
継続雇用率※（％） 80.7 82.2 76.4 74.5 92.7

※ 継続雇用率は転籍分も含めて計算
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● 有給取得率100％に向けた取り組み（中国ヤクルト、台湾ヤクルト、ブラジルヤクルト）
中国ヤクルトでは、有給休暇取得率を100％とするため、人事システム上での管理と有給消

化率に関する通知を定期的に発信しています。また、労働法で決められた月の残業上限時間
36時間を超えないように人事システムで管理かつ法令遵守しています。

また、台湾ヤクルトでは、時間外労働の削減に努めているほか、毎年規定に基づく特別休暇
を付与し、完全消化を奨励しています。

年次有給休暇の取得率と1人当たり月間平均残業時間の推移（ヤクルト本社）

年度 2019 2020 2021 2022 2023
年次有給休暇取得率（％） 76.9 71.1 76.5 81.6 88.1
月間平均残業時間（時間） 10.7 8.1 9.0 10.3 11.0

ワークライフバランスの基本的な考え方
ワークライフバランスを「働きやすい職場環境を整えることで、社員一人ひとりが健康で、仕事

と生活の調和を保ち、持てる能力を最大限に発揮して、イキイキと活躍できること」と定義してい
ます。本社では、全社員への周知とともに、新任管理職を対象とした研修会等を行うことで
意識浸透を図り、長時間労働の削減、働きやすい職場環境の整備を進めています。

働き方改革への取り組み
在宅勤務制度や時差勤務制度に加え、就業時間中の一時離席制度等、多様な働き方を可

能とする制度を運用しています。
さらに、年次有給休暇の取得促進を図るため、「誕生日休暇」「アニバーサリー休暇」「ボランティア休暇」

や「時間単位年休」を導入し、年次有給休暇をよりいっそう取得しやすい職場環境の整備を進めています。
また、長時間労働の削減を図るため、「ノー残業デー」を設けています。今後も「作業の効率化」

「無駄な残業を行わない」といった社員の意識改革に努めます。また、管理職が部下へ終業後の
早期退勤を促すことはもちろん、管理者自身が長時間労働にならないよう注意喚起をしています。

長時間労働や年次有給休暇の状況については、役員会議にて定期的に報告し、コンプライ
アンス違反の防止はもちろんのこと、働きやすい職場環境の整備に努めています。

ブラジルヤクルトでは、ブラジルの労働法で定められている勤務時間の上限「週44時間」を遵
守しています。また、有給休暇取得率100％とするため社内規程と運用ルールを整備しています。

● 業務効率化・長時間残業の削減に向けた取り組み（広州ヤクルト）
広州ヤクルトでは、業務効率化・長時間残業の削減に取り組んでいます。
2023年は、3点の取り組みを推進しました。①各課のリーダーが中心となり業務効率化や

長時間残業の削減のための方策を検討・実施、②日曜日予定の作業の中で対応可能なものを
平日に実施、③休憩時間などの就業規則、社内ルールを明確化して取得を徹底。

こうした取り組みの結果、2020年に平均約50時間だった残業時間が、2023年は法定の
36時間以内の約11時間に抑えられました。

育児・介護と仕事の両立
● 子育てサポート企業として「プラチナくるみん」の認定を取得

当社は、子育てサポート企業としての取り組みが評価され、厚生労働大臣か
ら「プラチナくるみん」の認定を受けました。
「プラチナくるみん」は、次世代育成支援対策推進法に基づき、子育てサポー

ト企業として、厚生労働大臣の認定（くるみん認定）をすでに受け、さらに高い
水準の取り組みを行っている企業が受けることができる特例認定制度です。

● 男性の育児休業取得
当社では繰り越し限度日数を超え消滅する年次有給休暇を「保存休暇」として積み立てる制度

「保存休暇制度」を設けており、育児休業や介護休業を取得する際等に使用を認めています。
また、2022年4月1日の改正育児介護休業法の施行に先駆け、男性の育児休業取得促進の
取り組みとして、配偶者の出産が判明した段階で会社が積極的に働きかけていることもあり、
男性の育児休業取得が当たり前の風土が醸成されてきています。男性の育児休業について、
2030年度までに全対象者の取得ならびに平均取得期間を45日以上とする目標を掲げており、
2023年度は取得率が95％、平均取得日数が28日となりました。

なお、男性・女性ともに育児休業からの復職率は100％となっています。

人的資本

ワークライフバランス
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育児休業取得率の推移（ヤクルト本社）
年度 2019 2020 2021 2022 2023

男性の育児休業取得（人数／取得率※) 18人
19％

10人
15％

83人
86％

67人
95％

63人
95％

女性の育児休業取得（人数／取得率) 37人
100％

26人
100％

35人
100％

30人
100％

30人
100％

※ 男性の育児休業取得率：当該年度に育児休業を取得した男性社員数／当該年度に配偶者の出産があった男性社員数
※ 公表する取得率は小数点第1位以下を切り捨て

● 育児休業取得者復職前懇談会と上長向け研修会
働きやすい職場環境づくりの一環として、育児休業を終了する社員が安心して復職し、復職後

も仕事と育児を両立しながら十分能力を発揮できるように、育児休業取得者復職前懇談会を開
催しています。懇談会では、人事部からの各種情報提供や、実際に育児と仕事を両立している
先輩社員を囲んでの意見交換を行い、参加者のスムーズな復職を促しています。時間制約があ
る中でも効率的な働き方を実現し、活力ある職場づくりに寄与しています。また、育児休業取得
者の復職後の働きやすい環境づくりには、周囲の理解・協力が不可欠であることから、上長を対
象とした研修会もあわせて実施しています。

● 介護支援制度
介護休業取得時の「保存休暇」使用や、介護短時間勤務の分割取得等の制度により仕事と介

護の両立を支援しています。

キャリアデザインの支援
セカンドキャリアを見据えた知識・スキルの習得、自己実現や生活状況に応じた柔軟な働き方

の実現を目的として、副業制度を導入しキャリアデザインの支援を行っています。また、定年後
も充実した生活を送ることができるよう、55歳の社員を対象に「ライフプランセミナー」を開催し、
働き方・生きがいについて考える機会を提供するとともに、継続雇用制度の理解促進に努めてい
ます。

労働災害度数率・強度率の推移（ヤクルト本社）

年度 2019 2020 2021 2022 2023 全産業平均※4

労働災害度数率※1 1.39 0.20 0.40 0.60 1.65 2.14
労働災害強度率※2 0.0137 0.0020 0.0006 0.0018 0.0107 0.09
労働災害発生率※3 0.009 0.004 0.005 0.009 0.007 ―

※1 �労働災害度数率：100万延べ実労働時間当たりの労働災害による死傷者数をもって、災害発生の頻度を表したもの
※2 労働災害強度率：1,000延べ実労働時間当たりの延べ労働損失日数をもって、災害の重篤度を表したもの
※3 労働災害発生率：従業員1人当たりの労災発生件数
※4 全産業平均：厚生労働省「令和4年労働災害動向調査」より抜粋

労働安全衛生体制
安全・衛生委員会のもと、社員が安心して就業できるよう安全管理を徹底し、快適な職場

環境の形成を図っています。労働災害の発生件数は非常に少なく、その内訳は通勤災害が大
半を占めています。
「労働基準法」「消防法」および「労働安全衛生法」に基づき、社員の災害事故防止と生命・

身体を保護し、日常的に安心して業務に従事できる労働環境の確立や、労働能率の向上を図
ることを目的として、「安全衛生管理規程」を定めています。

当規程を基に、総括安全衛生管理者、産業医、社員の代表者で構成される安全衛生委員
会では、毎月、社員の心身の健康維持・増進や、職場の安全衛生巡視を行い、改善点があ
れば速やかに対応し、労働環境の改善に努めています。そのため、労働災害は非常に低い水
準で推移しており、直近10年の正規社員・契約社員の死亡災害はありません。

● 工場における安全衛生巡視と労働環境改善活動
国内各工場では定期的に安全衛生巡視を実施し、指摘箇所の改善に積極的に取り組んで

います。
安全衛生巡視での指摘をもとに行った近年の改善の取り組みとしては、設備点検時に高齢

者の身体的負担となっていた昇降用ハシゴの階段への変更、現場内の危険箇所となっていた
足場の修正や地震等による棚の転倒防止対策、作業者の足腰への負担を軽減するためのコン
ベヤー設置等があります。

また、機器更新時には省エネルギーかつ低騒音型機器へ更新する等、職場環境の改善にも
取り組んでいます。

人的資本
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● 工場における安全衛生教育
国内各工場では、労災撲滅に向けてリスクアセスメントを用いて安全衛生教育を実施してい

ます。また、作業上、必須となる知識として酸素欠乏・硫化水素危険作業や危険物取扱作
業、フルハーネス型墜落制止用器具特別教育等の安全教育を社内外の講師や外部機関等を
活用して実施し、安全衛生に対する意識向上を図っています。

さらに、生産設備や電気等のエネルギー供給設備メーカーの協力のもと、各種設備の原理
原則やメンテナンス方法等を学ぶ研修会を開催し、社員の技術レベルや安全意識を向上させ
ることで、労働災害の発生抑止に努めています。

工場では、車通勤の従業員が多いことから、交通安全講習会を開催する等、地域社会の
一員として通勤時の安全運転に対する意識啓発も図っています。

● 作業負荷を軽減し労働災害を防ぐ諸設備の導入
国内各工場では、生産終了後に設備の自動洗浄を行います。その準備作業として、人の手

によって洗剤を運搬、投入する作業があり、運搬時の転倒や、投入時の薬品の跳ね返りによ
る労働災害が懸念されるため、洗剤の自動供給装置を導入しています。

2023年度は、ロボット設備の安全センサー・安全柵のさらなる強化のほか、効果が確認さ
れた生産設備に対する安全対策を全国展開することで、安全性の向上を図りました。今後も日
常点検や整備作業時の安全性をさらに向上させるとともに、作業負荷の軽減を図っていきます。

● 労働安全委員会の設置（フィリピンヤクルト、インドネシアヤクルト）
フィリピンヤクルトには、労働安全を担当する委員会（Yakult Occupational Safety and 

Health Committee）があり、同委員会では、職場の安全を話し合ったり、近隣町内会等と
連携し、災害対策・火災時の安全対策等の社内への周知徹底を担当しています。

インドネシアヤクルトは、同国の労働安全法に従って労働安全衛生委員会を設け、定期
的に会議を行い、安全な労働環境づくりに取り組んでいます。スカブミ工場では2020年1月
より、モジョコルト工場では2022年1月よりSHE（安全衛生環境課）を設置し、定期的に安全
衛生巡視や安全研修等を行っています。

● 安全生産研修および自主検査の実施（中国ヤクルトグループ）
中国ヤクルトは上海、天津、無錫の3工場において、各工場の社員の安全意識の向上を図る

ため、安全生産研修会を企画・実施しています。2022年に施設内の消防設備に関する法令
が改正されたため、2023年は、3工場のEHS（環境・労働安全衛生）担当者11人がリモート会議
を開き、法令の改正内容について共有しました。

さらに中国ヤクルトグループでは、工場内の潜在的な事故リスク、職業病リスク等を排除し、
安全な労働環境を整えるための自主検査を実施しています。2022年の検査では、上海工場
で36件、天津工場で40件、無錫工場で27件の潜在リスクを発見し、それぞれ対応しました。
次回検査は2024年の予定です。

● 販売現場における取り組み
営業車両を使用するMR（医薬情報担当者）向けに、自動車教習所での教習や社内研修等を

定期的に実施し、安全運転を啓発しています。また、運転の前後にアルコール検知器を用いた
酒気帯び有無の確認を行うことで、運転者の飲酒運転の防止に努めています。
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ヤクルトレディは日本だけでなく、世界各地で活躍しています。
売り上げが順調に伸長しているインドネシアでは、過去10年間で
ヤクルトレディ数が約2.3倍の約1.2万人になりました。インドネシ
アでは、特に地方においては女性が積極的に就労することが難し
い状況にありますが、家庭と仕事を両立できるよう、担当エリアを
自宅近辺に割り当てたり、センターに常駐する女性社員が販売に
関する質問のほか、家庭での悩みにも答える等、きめ細かくフォ
ローしています。

インドネシアで活躍するヤクルトレディ

ヤクルトレディのお届けやセンター内に関する業務を効率化す
るため、資機材の開発・導入を行い、労働環境の整備を推進
しています。具体的には、お客さま情報の管理を効率的に行う
携帯情報端末や、入金作業を金融機関に行かずにセンター内
で行うことができるオンライン入金システムの導入等を実施しま
した。また、電気自動車（コムス）を導入し、業務の効率化とと
もにCO2排出量の削減にも取り組んでいます。

今後は、脱炭素社会に向けた電動車両類の積極的な導入促
進を図り、さらなる働きやすい環境づくりを推進します。

社員として働くヤクルトレディを支援
安定的に働きたいというヤクルトレディの要望に応え、希望するヤクルトレディには社員雇用と

いう選択肢を提示しています。これにより長期的に働いてもらえる人材確保に努めていきます。
現在、全体の1割強が雇用されています。

ヤクルトレディの定着促進
ヤクルトレディが日常生活やレジャーなどにおいて各種サービスを優待価格で利用できる福利

厚生サービス「ヤクルト応援プログラム」を導入しています。その中で「FP相談窓口」やヤクルト
レディに向けたマネーセミナーを実施し、お金や貯蓄についてファイナンシャルプランナーに個
別に相談したり、学べる機会を提供しています。これからもヤクルトレディのライフステージに応
じた働きやすい環境づくりを推進していきます。

ヤクルトグループでは、1970年代から企業内保育所を運営
しており、全国811か所（2024年3月現在）の保育所が設置さ
れています。全国の保育者を対象とした研修会の開催や、ヤク
ルトオリジナルの保育情報誌の提供等により、保育の質の向上
および国の基準を満たした「安全・安心」な保育所運営を推進し
ています。

近年では、待機児童問題等への対策として国が実施している
「子ども・子育て支援新制度」に参入し、全国61か所（2024年
4月現在）の保育所が認可を取得しており、時代に合わせた
充実した保育所運営を行っています。認可を取得することで、
給食や０歳児の受け入れといった保育サービスの充実による保
護者の満足度向上と、地域児童受け入れによる地域貢献の双
方を実現しています。

今後も社会の動きに合わせた保育所のあり方を追求し、働く
女性に求められる保育所運営を目指していきます。

電気自動車（コムス）
「安全・安心」な保育所

ヤクルトレディの労働環境整備 ヤクルトの保育所

人的資本

ヤクルトレディに対する取り組み

Pick 
up!
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人権方針
ヤクルトグループは「私たちは、生命科学の追究を基盤として、世界の人々の健康で楽しい生

活づくりに貢献します。」という理念に基づきグローバルに事業展開しています。その理念を実現
するためには、世界中の人権が守られ、尊重される社会の構築が極めて重要です。

私たちは、事業を行う過程やバリューチェーンにおいて、直接または間接的に人権に影響を及
ぼす可能性があることを認識し、事業にかかわるすべての人々の人権を尊重するため、2021年4月
に取締役会での審議・承認を経て、「ヤクルトグループ人権方針」を策定しました。当方針において、
人権のグローバル基準である国連「ビジネスと人権に関する指導原則」（以下、国連指導原則）を
人権尊重の枠組みとして取り組むことを明確化しており、「人権デュー・ディリジェンス」（以下、
人権DD）のしくみを構築し、実践していきます。

人権方針ガイドラインの作成
ヤクルトグループにおいて人権DDを実効的に推進するためには、従事者ならびに

サプライヤーを含む取引先等が人権方針や人権に関するグローバル基準を理解し、
人権に配慮した行動をとることが必要です。2022年度に、人権方針の記載内容や、
国際基準・規範などの専門的な用語を分かりやすく解説した「ヤクルトグループ人権
方針ガイドライン」を作成しました。当ガイドラインについてグループ内ならびに主要
サプライヤーに周知し、人権方針等について理解促進・浸透を図っています。

人権

人権方針ガイドラインの内容（抜粋）

第 1 章：国際的に認められている人権 第 2 章：ヤクルトグループに関わる人権
⃝ �人権とは ⃝ �ヤクルトグループのバリューチェーンと人権
⃝ �ヤクルトグループが支持・尊重している国際的な原則 ⃝ �ヤクルトグループ人権方針に記載されている内容
⃝ �ヤクルトグループが活用する人権尊重の枠組み ⃝ �ヤクルトグループに関わる重要な人権課題
～国連「ビジネスと人権に関する指導原則」～ 外部ステークホルダーからの期待

ヤクルトグループ人権方針ガイドラインWEB

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/social/human_rights/pdf/human_rights_guideline_print.pdf

ヤクルトグループ人権方針
ヤクルトグループは「私たちは、生命科学の追究を基盤として、世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢
献します」という理念に基づきグローバルに事業展開しており、その理念の実現のためには、世界中の人
権が守られ、尊重される社会の実現がきわめて重要です。
私たちは、事業を行う過程やバリューチェーンにおいて、直接または間接的に人権に影響を及ぼす可能性
があることを認識し、事業に関わるすべての人々の人権を尊重するため、「ヤクルトグループ人権方針」（以
下、当方針）をここに定め、人権尊重の取り組みを推進し、継続的な改善を実行しながら、持続可能な社
会の実現に貢献していきます。
ヤクルトグループは、国連「ビジネスと人権に関する指導原則」を人権尊重の枠組みとしてとらえ、事業活
動遂行において、下記の国際的な原則を支持し、尊重します。
◦�「国際人権章典」（「世界人権宣言」、「市民的および政治的権利に関する国際規約」、「経済的、社会的お

よび文化的権利に関する国際規約」）
◦�国際労働機関（ILO）「多国籍企業宣言」「労働における基本的原則及び権利に関するILO宣言」
◦�経済協力開発機構（OECD）「多国籍企業行動指針」
◦�「子どもの権利とビジネス原則」（ユニセフ、国連グローバル・コンパクト、セーブ・ザ・チルドレン共同策定）
ヤクルトグループは、グローバルにビジネス展開しており、各国の法規制に基づいて事業活動を行ってい
ます。当該国の法律と国際的な人権規範が異なる場合、私たちはより高い基準に従います。相反する場
合、国際的に認められた人権を最大限尊重する方法を追求します。

ヤクルトグループ人権方針は以下の項目について記載しています。

１. 適用範囲
２. 人権尊重の責任
３. 推進体制の確立
４. 人権デュー・ディリジェンス
５. 是正
６. 情報開示
７. ステークホルダーとの対話・協議
８. 教育・研修
９. 事業活動に関わる人権課題
当方針は、株式会社ヤクルト本社の取締役会の承認を得ており、代表取締役社長により署名されています。

策定：2021年4月27日
株式会社ヤクルト本社
代表取締役社長

ヤクルトグループ人権方針全文は以下URLからご確認ください。

WEB  https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/social/human_rights/
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ヤクルトグループの14の重要な人権課題

重要な人権課題 ステークホルダー
1 強制労働・人身取引 従業員（自社）
2 児童労働 従業員（自社）
3 差別 従業員（自社）
4 非人道的な扱い 従業員（自社）
5 結社の自由・団体交渉権 従業員（自社）
6 労働時間 従業員（自社）
7 賃金 従業員（自社）
8 労働安全衛生 従業員（自社）
9 サプライチェーンの人権課題 従業員（サプライチェーン）

10 周辺住民の健康 地域社会
11 水へのアクセス・衛生 地域社会
12 倫理的・責任あるマーケティング 消費者
13 健康と安全 消費者
14 プライバシーに対する権利 従業員・地域社会・臨床試験参加者等

人権推進体制
当方針に基づいた人権活動を推進するにあたって、ヤクルト本社取締役である経営サポート本

部長を統括責任者とし、当方針の遵守状況について定期的に監督しています。また、具体的な
取り組み内容については、取締役である経営サポート本部長を委員長とするCSR推進委員会等
で審議、検討しています。人権に関する重要事項についてはサステナビリティ諮問委員会および
取締役会に諮る手順としています。

P.109 サステナビリティ・ガバナンス関連情報

● 人権DD推進会議
2021年度に関連部署で構成される「人権DD検討会議」を立ちあげ、人権DDに関して情

報収集・情報共有するとともに、ヤクルトグループにおける人権課題を整理し、その対応策お
よび具体的な実行計画の策定に向け検討を進め、中長期的なロードマップおよび年次ごとの
行動計画を策定しました。

2022年度には「人権DD推進会議」と名称変更し、組織横断的な人権DDの推進体制とし
て明確化しました。当推進体制で行動計画を検討・策定しながらヤクルトグループで人権DD
を推進しています。

2023年度は行動計画の進捗確認、事業活動における人権リスクの把握と対処策ヤクルト
グループにおける「顕著な人権課題」の特定に向けた検討、苦情処理メカニズムの検討などを
テーマとして、人権DD推進会議を4回開催しました。

人権DD推進会議の内容

時期 内容

第１回 2023年6月 ⃝ �「人権DD行動計画」の確認

第2回 2023年9月 ⃝ �Sedex分析結果報告
⃝ 顕著な人権課題特定に向けて（人権リスクマップの検討）①

第3回 2023年12月 ⃝ �顕著な人権課題特定に向けて（人権リスクマップの検討）②

第４回 2024年3月 ⃝ 「人権DD行動計画」の結果報告と次年度に向けた更新

人権DD推進会議

各CSR推進委員会事務局※ コンプライアンス
推進チーム

国際業務部
（海外事業所所管部署）

※ 中央研究所、開発、工場、流通、本店

※�サプライチェーンの人権課題：ヤクルトグループのサプライチェーンにおける強制労働・人身取引、児童労働、差別、非人
道的な扱い、結社の自由・団体交渉権、労働時間、賃金、労働安全衛生の人権課題。

人権DDの推進
ヤクルトグループは、予防的アプローチですべての人権が尊重される責任あるバリューチェーン

を構築することを目指し、指導原則を実行の枠組みとして、人権DDのしくみを構築し、実践し
ます。人権DDを通じて、ヤクルトグループが社会に与える人権への負の影響を予防的に把握し、
未然防止および軽減を図ります。

また、具体的に取り組みを進めるにあたり、ヤクルトグループにおける重要な人権課題を以下
のとおり整理しています。

● 顕著な人権課題の特定に向けて
2021年度に人権DD検討会議にてヤクルトグループの重要な人権課題を整理しました。2023年

度には、ヤクルトグループの活動や取引関係により、最も深刻な影響を被るリスクのある人権で
あり、最優先に取り組まなくてはならない課題である「顕著な人権課題」の特定に向けて、以下の
ステップで取り組みました。今後も以下のステップに沿って特定に向けた議論を重ねます。
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● 人権DDロードマップおよび行動計画の策定
組織横断的な組織である「人権DD推進会議」では、人権DDの具体的な推進に向け、中長

期的なロードマップおよび年次ごとの行動計画を策定し、取り組みを実行・結果確認・次年度
計画の策定を行っています。

＜2023年度人権DD取り組み内容（行動計画から抜粋）＞
・自社サイトにおけるSedex SAQ分析（国内工場・海外事業所）
・CSR調達アンケートの分析（国内・海外サプライヤー）
・取引先面談の実施（3社）
・グループ従事者向けコンプライアンスアンケートでの実態把握および改善策の実施
・本社採用面接担当者向けの教育（「不適切な質問内容」について 等）
・人権に関する項目（労働時間、労働安全衛生等）の監査の実施および役員会への報告
・ヤクルトグループにおける個人情報漏えい事故の把握および対応策の実施　　　　等

2025年
2026年以降

2024年

• グループの顕著な人権課題の特定・対応策の検討
• グループ内および取引先の通報制度の構築検討

• グループの顕著な人権課題への対応策の実施
• グループ内および取引先の通報制度の構築

• グループの顕著な人権課題への対応策の
　継続実施
• 人権DDのしくみの定着および運用の見直し
• グループ内および取引先の通報制度の展開

ステークホルダー・エンゲージメントの向上・強化
情報開示の強化

すべての人権が尊重される責任あるバリューチェーンを構築目 標

グループ内人権リスクの実態把握

Realizing a responsible value chain in which all human rights are respected.

ヤクルトグループの人権DDロードマップ

顕著な人権課題　特定のステップ

リスクマップのイメージ

（1）人権課題の整理

（2）人権リスク評価および人権リスクマップの作成

（3）外部ステークホルダーとの対話

（4）顕著な人権課題の特定

（5）情報開示

・�人権課題を深刻度と発生可能性で評価したうえで、人権リスクマップ
を作成。

・�リスクマップ案をもとに内部ステークホルダー（本社・販売会社・海
外事業所の従業員 等）と協議、結果をリスクマップに反映。

ヤクルトグループの人権DDについて、社会からの期待や要望を反映し
た、実効性のある取り組みにしていくため、外部有識者との対話を実施

リスクマップの「高」領域に該当する人権課題を、ヤクルトグループの
「顕著な人権課題」として特定。
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人権DDの実施項目 2025年2024年 2026年以降

人権に関する項目についての監査の実施
および人権DD推進会議との連携・報告

内部通報制度が未整備の海外事業所での
整備方法の検討

内部通報制度が未整備の海外事業所での
整備・一部導入

テーマ監査の実施
人権DDのしくみ定着度の評価

各部署の人権DD実施担当者による進捗状況のモニタリングと人権DD推進会議への報告、人権DD推進会議から取締役会への報告

グループの顕著な人権課題の特定・
対応策の検討

グループの顕著な人権課題への
対応策の実施

グループの顕著な人権課題別の改善実施計画とKPI目標の設定・公表

トップマネジメント対象のビジネスと人権に関する研修の実施

重大な人権リスクに対する対応策の検討・改善計画案の策定
内部ステークホルダーとの対話の実施

コンプライアンス・ホットライン（内部通報制度）と国内各社における運用状況のモニタリング、利用性と信頼度向上のための
評価・改善

グループの14 の重要な人権課題への対応（「顕著な人権課題」を特定次第移行）

取引先向け通報制度の構築検討 取引先向け通報制度の構築 取引先向け通報周知・利用性向上の推進

取り組みについてウェブサイトや各種レポートで情報開示

情報開示（義務）についての情報収集と適切な対応

内部通報制度の海外事業所での拡大、
利用対象者への周知・利用性向上

子会社の人権DD 体制の検討

高リスク領域のモニタリング・
フォローアップ

必要に応じて評価対象範囲を拡大
重大な人権リスクに対する改善計画案の
実施

監査プロセスへの統合の検討

人権DDのしくみの定着・運用の見直し

重大な人権リスクに対する対応策の検討・
改善計画案の策定

子会社の人権DD 体制の実施

グループ対象（国内外）に対する、人権方針の周知を含めた人権に関する研修の実施および実施率の情報開示

実施体制の構築と運用

人権方針の周知・浸透
その他人権に関する研修

ステークホルダー
エンゲージメント

グループ各社の
人権リスクおよび
リスク対応状況の

評価、改善

グループの重要な
人権課題への対応

情報開示

情報開示（義務）対応

グループ内

グループ外

1.
実施体制

2.
組織内人材育成・

研修

3.
人権リスクの特定・
評価・軽減・
予防・是正

4.
グループ内および
取引先の通報制度

の構築

人権DD 行動計画（「国連指導原則」フレームワーク中心版）
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● 広告活動における人権への配慮
倫理的・責任ある広告宣伝活動のために「ヤクルトグループ広告方針」を策定しています。

当方針を上位概念とし、子どもを含む人権への配慮に取り組んでいます。
また、「広報・広告・販促資材　制作時のポイント」という社内ガイドラインを策定し、資材制

作の担当者に対して研修等を行いながら、周知・徹底を図っています。この社内ガイドラインには
「ヤクルトグループ広告方針」に則った取り組みを実践するためのポイントとして、「法令遵守・倫
理的行動」「科学的根拠に基づく正しい情報の発信」「子どもの権利への配慮」「事前の校閲・審査」
を挙げ、これらにかかわる人権への配慮についても記載しています。

• 差別的表現の排除と著作権・肖像権等の権利保護
人種、民族、国籍、出身地、言語、性、年齢、職業、学歴、身体的特徴、病気、思想信

条等について、誹
ひぼう

謗中傷や差別的な表現を行わないよう意識して制作しています。また、第三
者の著作権・肖像権等を侵害しないように、必ず事前に第三者の許諾を取り、広告展開を行っ
ています。

• 広告における子どもへの配慮
子どもの権利の尊重・推進の観点から、子どもに負の影響を与えたり、子どもの知識・

経験不足、好奇心、想像力、発達特性を利用したりする不適切な広告やコミュニケーション
は行いません。

また、子どもの健康的で規則正しい食生活やライフスタイルを推奨し、実現するために、それ
らに関連する公的な指針などに反する表現をしないように配慮しています。

その他、子どもを起用した広告を制作する際は、人権を侵害しないように配慮し、子どもの
安全や健康を第一に考え、撮影・制作を行っています。

P.１０2 顧客満足 ▶ 誠実で責任ある広告宣伝活動関連情報

ヤクルトグループ広告方針WEB

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/pdf/2022_advertising_policy.pdf

● 従事者の意識向上のために
• 人権教育

人権に関する教育は随時実施しており、例えば、新入社員には入社時に「人権問題」と題した
研修を実施し、階層別教育内でも、当社の人権尊重の考えに対する理解を促進する内容の研修
を実施しています。研修では、人権、ハラスメントに関する基本的な知識について講義し、日常
的な思い込みからくる差別や偏見等、特に「無意識に」人権を侵してしまうリスクについての理解
を深める等、自らが加害者にも被害者にもならないよう考え方の徹底を図っています。

• ビジネスと人権啓発月間の実施
ヤクルトグループは、日本を含む世界40の国と地域でグローバルに事業展開しており、バリュー

チェーンのすべての人々の人権を尊重し、誰もが幸せを追求できる社会を構築することが大切である
と考えています。人権尊重の取り組みをグループ全体で推進していくためには、従事者一人ひとり
の理解浸透に努めなくてはなりません。

そこで、世界人権デー（12月10日）のある12月を「『ビジネスと人権』啓発月間」に設定し、ヤクルト
グループ全従業員を対象として啓発活動を実施しました。

2023年度は、人権尊重の取り組みの必要性の理解と、自身の業務の中で人権尊重に取り組む意識醸
成を目的とし、動画視聴とアンケートの実施を行いました。また、アンケートの回答人数に応じて一人100円
換算し、日本ユニセフ協会への寄付も行いました。参加者は18,802人、寄付額は1,880,200円でした。

年度 2019 2020 2021 2022 2023
人権啓発研修（入社時研修） 1回117人 1回90人 1回72人 1回68人 1回89人
階層別研修 ― ― ― 7回200人 10回227人
人権啓発研修（新任管理職向けダイバーシティ研修） 3回70人 1回30人 1回34人※ ― ―
※ 2021年度は新任ライン課長研修にて実施

担当者コメント

私たちは、人権啓発月間における人権方針ガイドラインの理解
促進のため、インドネシア語版の研修動画の視聴と視聴後のアン
ケートへの回答を社内で呼びかけました。インドネシアヤクルトで
は、全国112の支店に約6,500人の社員がいます。まずは全社
員へスムーズに案内することが重要でした。人事部から各部門の
マネージャーを通じて拠点のスーパーバイザーへ案内し、日々の
朝礼等で社員へ周知し、参加するよう協力をお願いしました。そ
の結果4,138人という多くの社員が参加しました。こうした結果
につながる働きかけができて大変うれしく思います。

今回の研修動画は、各部署の業務における人権について具体
的に紹介されており、非常に理解しやすい内容でした。また、人

権を考える際に、現在インドネシアヤクルトで掲げているスローガン「ハートワークカンパニー」
（相手を想って行動できる会社）に通じることが大変多いことに気づきました。これからもハー
トワークを心掛け、地域の皆さまの健康に貢献していきます。

Dyah Ariningsih
（ディア・アリニングシィ）

インドネシアヤクルト 
人事総務法務部 
スーパーバイザー

人権啓発研修

Contents
02 サステナビリティレポート2024について

03 編集方針

04 ヤクルトの企業概要

05 ヤクルトの事業展開

06 トップコミットメント

08 ヤクルトのはじまり

10 ヤクルトのサステナビリティ
19 環境活動報告
21 　 環境マネジメント

27 　 気候変動

37 　 プラスチック容器包装

42 　 水
46 　 資源循環

47 　 生物多様性

50 社会活動報告
51 　 イノベーション

57 　 地域社会との共生

64 　 サプライチェーンマネジメント
75 　 人的資本

75 　 人材マネジメント

78 　 人材育成

80 　 健康経営

83 　 ダイバーシティ＆インクルージョン

85 　 ワークライフバランス

86 　 労働安全衛生

88 　 ヤクルトレディに対する取り組み

89 　 人権

96 　 製品安全

99 　 顧客満足

104 ガバナンス報告
104 　 コーポレートガバナンス

111 　 リスクマネジメント

113 　 コンプライアンス

116 第三者意見

117 外部からの評価
118 ESGデータ集

89 　 人権

ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4ヤクルトサステナビリティレポート 2 0 2 4

編集方針 トップコミットメント 環境活動報告 社会活動報告 ガバナンス報告 第三者意見 ESGデータ集ヤクルトのサステナビリティ
93

社会活動報告

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/pdf/2022_advertising_policy.pdf
https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/pdf/2022_advertising_policy.pdf


● ハラスメントの防止
「ヤクルト倫理綱領・行動規準」において、パワーハラスメント（パワハラ）、セクシュアルハラスメ

ント（セクハラ）をはじめとした、あらゆるハラスメントの禁止を明記しています。
ハラスメント行為は、被害者の心身の健康状態の悪化に直結しかねないものであり、また、従事者

の働く意欲を阻害し、職場の秩序を乱す等、職場環境を悪化させる原因となります。さらには訴訟によ
る直接・間接的損害や企業のイメージダウン等の恐れがあると認識し、その防止を徹底しています。

• コンプライアンス研修
いじめやハラスメントの防止のための具体的な取り組みとして、社員の職責や役割に応じて階

層別にコンプライアンス研修を実施しています。特に管理職に対しては、事例研究を交えて実施
しており、適切な対応をとるよう推進しています。

P.114 コンプライアンス啓発活動関連情報

• 「コンプライアンスかわら版」による啓発
定期的にパワハラやセクハラ等をテーマとして取りあげて啓発を図っています。

P.114 「コンプライアンスかわら版」関連情報

• 相談窓口とハラスメント発生時の対応
ハラスメントを含めたコンプライアンス違反に関する相談窓口として、各部署・事業所および

ヤクルトグループ各社においてコンプライアンス担当者を設置しています。
ハラスメント行為の疑いがある場合には、プライバシーの保護に留意しながら対応するとともに、

その事実が認められた場合は、加害者に対して厳正な処分を行います。

• サプライヤーへの対応
「ヤクルトグループCSR調達方針」に基づき、サプライヤーに対してもハラスメント行為の防止を

徹底しています。
P.66 サプライチェーンマネジメント ▶ サステナブル調達の推進関連情報

• ハラスメント防止に向けた社内体制委員会の設置（インドヤクルト、メキシコヤクルト）
インドヤクルトでは、インド当局の法令に基づき、幹部社員および外部の法律専門家の7人で構成す

るセクシュアルハラスメント委員会を設置しています。2023年は定例会を4回開催し、職場環境の改善
を推進しています。また、ハラスメント予防委員会（GHRC）も設立し、主にパワーハラスメントを含めた
ハラスメントに関する事例を検討する場として、ハラスメントに対する抑止力として機能させています。

また、メキシコヤクルトでは内部統制委員会を毎月1回実施し、パワーハラスメント、セクシュ
アルハラスメントについての状況を定期的に確認しています。

● 各国・地域で人権や固有の文化を尊重
グローバルに事業を展開するヤクルトグループでは、各国・地域の法令を遵守し、固有の文化

や宗教にも配慮しながら、人権の尊重を目指して取り組んでいます。

• 日本の取り組み
人権への正しい理解は社会人の基本です。入社直後に実施する新入社員研修に加え、階層

別研修においても、人種・性別・年齢・国籍等の違いにより価値観が異なること、それぞれの
価値観を受容することの大切さはもちろん、価値観の多様性を事業に活用することの重要性を伝
えています。

• ハラル認証の取得（海外）
イスラム教徒の人々にも安心して飲用していただくため、海外工場8か所で

ハラル認証を取得し、ハラル認証マークを製品に表示して販売しています。

● 採用における人権配慮
現在、日本を含む40の国と地域に進出し、現地雇用も実施しているヤクルトでは、出身地や

国籍で社員を区別することはありません。「年齢・性別・国籍・学歴を問わず、能力・意欲・適性
を踏まえた最適な人員配置の推進」を基本的な考え方とした採用を行っています。

• 海外の取り組み（アメリカヤクルト）
従業員採用時の「してもよい質問、してはいけない質問」リストを作成し、宗教や出身地等業

務上必要のない質問を禁止し、差別的な感覚を持たないように意識づけを行っています。

ハラル認証マーク

面接時にしてもよい質問、してはいけない質問（抜粋）

してもよい質問 項目 してはいけない質問
名前 名前 旧姓
住所 住所 賃貸か持ち家か

「アメリカで合法的に就業できる証明をお
持ちですか？」

出生地・
市民権

応募者および応募者の両親、親戚、配偶者
の出生地に関する質問

「あなたはアメリカ市民ですか？」
仕事に関係する英語以外の言語能力 

（読み、書き、会話）
NATIONAL 

ORIGIN
（民族的出身）

応募者および応募者の両親、親戚、配偶者
の国籍、部族、先祖、民族的出身、家系、
血統に関する質問

「あなたの母国語はなんですか？」
「ご家族と英語以外の言語を話しますか？」

家族、親戚が一緒に働くことを制限する会
社のポリシーの陳述

年齢、性別、
婚姻関係、
家族の有無

年齢、性別、婚姻関係、子ども、配偶者の質
問／妊娠、出産、将来の妊娠の可能性の質問

「結婚する予定はありますか？」
就業時間、日程、シフトについての質問

「日曜日に仕事をすることが可能ですか？」
宗教 宗教についての質問／

宗教行事の日程を聞くこと
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救済へのアクセス
● 内部向け窓口
• 内部通報制度

ハラスメント等を含む、業務上の法令違反行為および社内規程違反行為等を早期に発見し
て是正を図るため、内部通報制度として「ヤクルト・コンプライアンス・ホットライン」を設置し
ています。当制度は当社および子会社・関連団体に加え、2022年度からは子会社以外の販売
会社も当制度を利用できるよう対象範囲を広げ、対象会社の役員・社員（退任・退職後１年
を経過しない者を含む）から通報・相談等を受け付けています。その運用にあたっては、通報
情報の秘匿や通報者への不利益な取り扱いの禁止など、通報者の保護を図っています。また、
一部の海外事業所では、社内だけでなく取引先やお客さまからも通報を受け付けています。

P.114 内部通報制度関連情報

• 社員相談窓口
本社では、内部相談窓口（健康管理室）および外部相談窓口を設置し、社員からのメンタル

ヘルス、ハラスメント等についての相談体制を充実させています。特に、外部相談窓口につい
ては、メール・電話による相談に加えて面談カウンセリングを実施することで、相談体制のさ
らなる充実を図っています。

対象者も、社員本人だけでなく同居する家族まで範囲を広げ、社内の悩みはもちろん、プ
ライベートな悩みまで相談することが可能となっています。

P.82 メンタルヘルス対策 ▶ 相談窓口関連情報

● 外部向け窓口
ヤクルトグループは、すべての人権が尊重される責任あるバリューチェーンの構築のために

は、グループ内のみならず、サプライヤーをはじめとした外部に対しても人権に関する苦情処
理窓口の設置が必要であると認識しており、今後窓口の設置に向けて検討を進めています。

• 日本の取り組み
日本においてもアメリカでの取り組みと同様に、採用面接において、宗教・思想等に関する

質問はしないよう、面接を担当する社員に人権配慮の考え方を共有しています。

● 児童労働防止に向けた取り組み（台湾ヤクルト、インドヤクルト、ミャンマーヤクルト）
ヤクルトグループでは、各国・地域の法令を遵守し、児童労働防止に取り組んでいます。
台湾の労働基準法では16歳未満の雇用が禁止されており、台湾ヤクルトも同法を遵守しています。
また、インドヤクルトでは、同国の労働法に基づき、年齢を確認して18歳未満を雇用しな

いようにしています。
同じくミャンマーヤクルトでも、同国の法令に則り、ミャンマーの国民証（NRC）で年齢を

確認し、18歳未満を雇用しないようにしています。

● 各国・地域の人権デュー・ディリジェンス法制化への対応
• 英国現代奴隷法への対応（イギリスヤクルト）

イギリスヤクルトでは2015年に制定された英国現代奴隷法の遵守に関するステートメント
をウェブサイトで公開しています。取引を行っている物流会社等に対しては、従来同様、現
代奴隷法に関連するステートメントがあるかどうかを確認し、署名入りのステートメントを受け
取っています。また、年間総売上高3,600万ポンド未満のサプライヤーに対しても、当社の
同法に関する取り組みを認識してもらい、サプライチェーン全体における人権保護の推進に取
り組んでいます。

• 豪州現代奴隷法（オーストラリアヤクルト）
2019年1月に施行された豪州現代奴隷法は、年間売上高1億豪ドル以上の企業に取引先

も含めて強制労働の防止策等を毎年報告するように義務づける法令です。オーストラリア
ヤクルトは現在、同法の対象外ですが、その趣旨に賛同し、2022年11月に第三者による現代
奴隷リスクの特定および評価レポートの作成を実施しました。自社のみならず納入業者や取引
先を含めたサプライチェーン全体での人権保護推進に積極的に取り組んでいます。

• カリフォルニア州サプライチェーン透明法（アメリカヤクルト）
2012年1月に施行されたカリフォルニア州サプライチェーン透明法は、カリフォルニア州で

事業を行い、全世界の年間売上高が1億ドルを超える小売業と製造業に、人身売買および奴
隷労働の撲滅への取り組みを開示することを求める法律です。

ヤクルト本社およびアメリカヤクルトは現在、同法の対象外ですが、その趣旨に賛同し、サプ
ライチェーンにおける人権尊重および情報の透明性向上に積極的に取り組んでいます。
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品質基本方針
ヤクルトグループでは、「企業理念」を実現していくために、品質と安全性に関する基本的な考え

方や推進体制等を「品質基本方針」に定め、グループ一体となって品質保証に取り組んでいます。

品質に関する認証取得状況
本社工場、ボトリング会社、販売会社、海外グループ会社において、HACCP、ISO 9001、

FSSC 22000、SQF等の取得を推進しています。台湾ヤクルト中壢工場では、SQFの最高認証で
あるLEVEL-3を取得しています。

広州ヤクルトの佛山工場が2021年2月にHACCPの認証および2021年3月にISO9001の認
証を取得しました。

ヤクルトグループ品質基本方針
ヤクルトグループは、真心をこめた「安全・安心」な商品・サービスの提供をとおして、世界の人々の健
康で楽しい生活づくりに貢献します。
ヤクルトグループ品質基本方針には以下の項目について記載しています。
1. 適用範囲
2. 法令および国際規範の遵守
3. 推進体制
4. ステークホルダーとの対話

策定：2021年3月30日

「安全・安心」な商品の提供のために（品質マネジメント体制）
● 原材料管理

主な原材料（原料および包装資材）として使用している脱脂粉乳、紙、プラスチック等の選定に
あたっては、製品設計の段階において、原材料製造過程で使用する素材原料、添加物、加工
助剤の種類を調査・分析し、食品衛生法および関連法規への準拠を確認して十分に安全性を確
認したうえで採用を決定しています。調査内容は原材料データベースにて一元管理しています。

また、原材料の品質基準は規格書で厳しく取り決めており、国内外のどの工場でも使用前に、
原材料メーカーの検査成績書の確認と受け入れ時の検査を行い、規格書の基準に合格したもの
だけを使用しています。

さらに、サプライヤーとのコミュニケーションを重視し、原産国や製造工程・工場の調査を行い、
衛生状態や検査体制、品質管理体制を確認し指導しています。

● 生産
乳酸菌の保健効果に関する科学的エビデンスに基づいた当社独自の製造管理基準のもと、

乳酸菌培養等の固有の製造技術・条件や洗浄殺菌条件等について規定を設けています。
2018年に食品衛生法が改正され「HACCPに沿った衛生管理」が法制化されたことから、従来

の品質マネジメントシステム（ISO 9001）にHACCPや各種フードディフェンスを融合させた独自の
品質管理システムを見直し、ISO 22000に、顧客満足・品質保証の考え方を組み込んだ独自の

◦�HACCP（Hazard Analysis and Critical Control Point）：製造工程全体の衛生管理を徹底することで品質を保証するシステム
◦ISO 9001：品質マネジメントシステムの国際規格
◦ISO 22000：HACCPの衛生管理手法をもとにした食品安全マネジメントシステムの国際規格
◦FSSC 22000：ISO 22000をもとにフードディフェンス等を盛り込んだ食品安全マネジメントシステムの国際規格
◦GMP（Good Manufacturing Practice）：医薬品・食品等の製造管理・品質管理の国際規範
　※ 台湾ではGMPに準ずるものとして台湾国内の認証制度TQFを取得
◦Halal：イスラム法に則った食品の品質マネジメントシステムの規格
◦ISO 45001：労働安全衛生マネジメントシステムの国際規格
◦SQF（Safe Quality Food）：食品の安全と品質を確保するためのマネジメントシステムの国際規格

※1 �日本では2018年に「食品衛生法等の一部を改正する法律」によりHACCPに沿った衛生管理の制度化が施行さ
れました。これに伴い、本社乳製品工場、ボトリング会社全11工場および生産管理部を含む生産本部として
ISO22000を認証取得しました。

※2 国内外工場での取得率5.1%

HACCP ISO
9001

ISO
22000

FSSC
22000 GMP Halal ISO 

45001 SQF

本社工場、ボトリング会社（乳製品11工場） 11※1

国内販売会社（全101社） 1
海外工場（全28か所） 17 9 8 3 8 8 2※2 2

品質に関する認証取得状況 （取得拠点数：2024年10月現在）

製品安全

会社別の詳しい認証取得状況』WEB

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/social/product_safety/certification/

ヤクルトグループ品質基本方針は以下URLからご確認ください。
WEB  https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/social/product_safety/
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しくみを運用し、高い水準で品質管理を行っています。これには、社員一人ひとりの製品の品質
に対する意識・知識・技術が重要となることから、本社乳製品工場・子会社のボトリング会社で
は生産および品質管理に必要な能力を明確化し、計画的な教育、訓練、評価を行い定期的に
見直しています。また、国内においては、種々の検査装置を開発・設置し、連続監視による全
数検査を可能にしています。

国内における放射性物質に関する食品の安全性については、すべての製品について、放射性
物質検査を実施するとともに、福島工場ではモニタリングポストによる連続モニタリングを実施す
る等、国内トップクラスの厳格な安全性確認を行っています。

海外においても、社内基準をベースに、各国・地域の法令、文化に適合させながら徹底した
品質管理を行い、一部事業所では、ハラル認証を取得しています。

なお、商品事故が発生した場合は、危機管理規程に基づき「総合対策本部」を設置し、速やか
に商品回収を実施するための体制を整えています。

● 物流
ヤクルトの物流を担当するヤクルトロジスティクスでは、物流品質の基本として、「商品をできあ

がりそのままの品質でお届けすること」を目指しています。
複数の委託先を対象に毎年開催している「物流品質勉強会」を、2023年度についても引き続き、

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点から担当者が協力会社へ出向く個別勉強会の形で全
14回開催、23社222人が参加しました。当社の製品特性を踏まえた商品の積み方・扱い方等を
現場担当者に直接伝えることで理解がより深まりました。

● 販売
販売会社においても品質管理体制を構築し、食品衛生法の「HACCPに沿った衛生管理」を遵

守するために、衛生管理計画に定められた作業と記録を商品の温度管理や日付管理および設
備・資材の衛生管理等の観点で実施しています。これらが適正に行われていることを確認する
ため、販売会社では「内部監査」を実施しています。さらに生産工場での品質管理の業務経験
がある社員が中心となり、販売会社に「食品品質監査」を実施するとともに、品質管理に関する
教育・研修にも取り組んでいます。

● 医薬品・化粧品における取り組み
医薬品工場では、原材料入荷、製品製造、品質試験、製品保管等すべての過程において、

安全かつ一定の品質を保つために、医薬品GMP（医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質
管理の基準）に従って生産を行っています。

化粧品は、「品質管理業務手順書」「製造販売後安全管理業務手順書」を運用して品質管理を
行っています。自社工場および委託工場では、化粧品GMP（化粧品の製造管理及び品質管理に
関する技術指針）に従い、常に均一で高品質な製品が製造できているか、定期的に監査を実施
して、必要があれば改善指導を行っています。

化粧品に使用する香料は、販売地域の規制を遵守するだけでなく、最新の安全性データの収
集に努めています。また、国際的な香料安全基準である国際香粧品香料協会（IFRA）スタンダー
ドに準拠した香料を使用して香りを創出しています。

● トレーサビリティシステム
ヤクルトでは、原料受け入れから商品出荷までの生産ロットのひも付きを追跡することができ、

製造過程すべての履歴も追跡、遡
そきゅう

及できるオリジナルのトレーサビリティシステム「TRACシス
テム」を運用しています。

※ �TRAC（To provide Real Assurance with Continuously）システム：製造履歴を検索できるシステムで、他
の基幹システムと連携している。

原料

包装資材
入荷

遡及：トレースバック

追跡：トレースフォワード

TRACシステム※／生産管理システム 販売管理システムデータ連携

入庫 出荷 物流 拠点 販売会社工程

製品印字の例：Newヤクルト
製造工場

賞味期限

時

分（10の位）
製造状況

ライン記号

分（1の位）
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● 物流等における温度管理（フィリピンヤクルト）
フィリピンヤクルトは、2022年10月にマニラ首都圏の直販部門の車両30台および地方代理店

30社の主要冷蔵庫に温度管理装置を設置し、適切な温度で商品が管理されているか、遠隔で
もモニタリングが可能な環境を整えています。

積極的な商品情報の開示
● 商品表示におけるユニバーサルデザインフォントの採用

当社製品（飲料・食品）のパッケージには、高齢者や障がい者を含めた多くの方が判読しやす
いUDフォント（ユニバーサルデザインフォント）を採用しています。

● アレルギー情報を分かりやすく表示
当社製品（飲料・食品）には、含まれるアレル

ギー物質を法律で定められているとおり原材料
表示に記載していますが、お客さまにより分かり
やすい情報提供として、アレルギー物質28品目

（特定原材料8品目およびそれに準ずるもの20
品目）について、含まれるアレルギー物質名また
は含まない旨を別記しています。

また、当社ウェブサイトにおいても、当社製
品（飲料・食品）に含まれるアレルギー物質（28
品目中）を一覧にして公開しています。

● 食品安全自主検査による品質管理（中国ヤクルトグループ）
中国ヤクルトグループの3工場（上海、天津、無錫）では、

「安全・安心」でおいしい製品を消費者に提供するため、
食品安全法の規定に基づき、食品安全自主検査として
工場での実地検査とオンラインでの検査を毎年1回ずつ
実施しています。

食品安全自主検査の様子

より栄養価の高い食品へのアクセス
先進国および中進国においては、ライフスタイルの変化により肥満、糖尿病、メタボリック

症候群が深刻化しており、若いうちからの生活習慣病予防が叫ばれています。また、先進国に
おいては超高齢社会への移行に伴い、健康寿命延長のための高齢者のフレイル※1予防や高齢に
伴う小食化に対応した高栄養食の必要性が高まっています。一方、開発途上国においては、貧
困による飢餓や栄養不良といった問題があります。

当社は、世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献するために、ヤクルトの創始者である
代田 稔が提唱した「予防医学」「健腸長寿」「誰もが手に入れられる価格で」の考えに基づき、製品

（飲料・食品）開発を行い、より栄養価の高い食品へのアクセスに貢献していきます。
近年、腸内フローラがヒトの健康と密接な関係があることが分かってきており、「乳酸菌 シロタ

株」が整腸作用、免疫調節作用に加え、ヒトの健康維持に欠かせない神経系への作用（ストレス
緩和、睡眠の質向上）にも関連していることが明らかになってきています。当社が創業から続け
ている「乳酸菌 シロタ株」を使用したプロバイオティクス製品を世界の人々にお届けすることで、
多くの人々の健康に寄与します。

さらに、「日本人の食事摂取基準」等からも顕在化しているミネラル、ビタミンの摂取不足に対
しては、ターゲットとする性・年齢層に必要なミネラル、ビタミンを強化した栄養価の高い飲料・
食品の開発も行っています。

日本においては、「乳酸菌 シロタ株」による腸内環境改善、ストレス緩和、睡眠の質向上という
機能を有する「Yakult（ヤクルト）1000」「Y１０００」、お客さまの摂取意向が高い5種の成分を強
化した「ヤクルトファイブ」や、1日分※2のミネラル、ビタミンを補える「ジョア」、不足しがちな水溶
性ビタミン6種類（ナイアシン、ビタミンＢ₁、Ｂ₂、Ｂ₆、Ｃ、葉酸）を1個で手軽においしく1食分※3

補給できる「きになる野菜1食分のマルチビタミン 赤ぶどう＆トマト」等を発売しており、また、海
外でも健康ニーズに対応した栄養素を強化した製品の提供を行っています。
※1 フレイル：加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能等）が低下すること。
※2 栄養素等表示基準値に基づく。
※3 栄養素等表示基準値の3分の1相当量。

P.54 イノベーション ▶ ヘルスケアカンパニーへの進化（健康意識の高まりを受けた商品開発）関連情報

アレルギー物質の記載例

商品情報 ▶ 栄養成分・アレルギー表示WEB  
https://www.yakult.co.jp/products/
component.html
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ご相談件数と内訳の推移（件数）

内訳 2019 2020 2021 2022 2023

お問い合わせ 27,886 24,930 24,533 27,677 18,058

お申し込み 2,215 2,184 1,957 2,858 1,021

お申し出 4,107 3,776 3,339 4,700 2,754

中止・休飲 1,112 858 734 622 395

変更 294 263 250 155 77

ご提案・その他 1,871 1,935 1,825 1,772 1,199

合計 37,485 33,946 32,638 37,784 23,954

お客さま相談センターの役割としくみ
生活者のお役に立つ商品・サービスを提供するために、日々のお客さまからのご相談への対応は

極めて重要です。当社では、お客さまからのご相談を、電話やメール等を通じて受け付けており、
迅速・正確、かつ真心を込めて対応しています。

お問い合わせには、丁寧に分かりやすくお答えし、ご満足いただけるよう心がけています。お客
さまの真意を把握して関係部署および経営層に伝え、商品・サービスの改善の具現化を推進して
いくことが、お客さま相談センターの重要な役割の一つです。

なお、直接訪問が必要な場合は、全国の販売会社と連携しています。

● お客さまの声
当社ではお客さまからのご相談を、お問い合わせ、お申し込み、お申し出、中止・休飲、変更、

ご提案・その他に分類しています。
2023年度にお客さま相談センターにいただいたご相談は23,954件でした。

顧客満足

● SNSを通じたお客さまとのコミュニケーション（海外）
お客さまへの情報発信、お客さまとのコミュニケーション手段として、海外のヤクルトグループ

においてもSNSが活用されています。
ブラジルでは、2022年4月からTikTokの公式アカウントを新規に開設、すでに開設していた

Facebook、Instagram、YouTubeアカウントとあわせて、お客さまへの情報発信はもとより、
お問い合わせ対応がより素早くできる体制を整え、「栄養」「健康的な食事」「運動」をテーマにした
健康増進情報を定期的に配信しています。2024年5月時点でのフォロワー数は、Facebookが
46,943人、Instagramが88,453人、YouTubeが10,185人、TikTokが85,580人です。

その他、台湾、香港、タイ、フィリピン、シンガポール、インドネシア、マレーシア、ベトナム、
インド、中東、広州、メキシコ、オランダ、イギリス、ドイツ、イタリアにおいても、Facebook
等のSNSを通じて、情報発信、お問い合わせ対応等を行っています。

お客さま対応の流れ

お客さま

従事者

お客さま相談センター

ご相談 回答 検査報告・
回答・対応

ご相談内容
の分析・報告

お客さま相談システム
（情報データベース）
寄せられたご相談の共有化

ご相談内容の
分析・提案 連携

検査依頼
検査報告

品質改善のための
分析・解析

商品・サービスの
開発・改善

関係部署

経営層

各販売会社

連携
連携

支店

● 生産工場品質管理担当
● 生産管理部商品分析管理課 

フリーダイヤル	 0120-1
イ

1
イ

-8
ヤ

9
ク

6
ル

0
ト

携帯電話からは
ナビダイヤル	 0570-00-8

ヤ

9
ク

6
ル

0
ト

お客さま相談センター 10：00 〜 16：00
（土・日・祝日・夏季休業・年末年始等を除く）

（有料）
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インターネット注文サービス「ヤクルト届けてネット」の拡大
電子商取引（EC）市場の拡大を背景に、2017年度から利便性向上を目的としたインターネッ

ト注文サービス「ヤクルト届けてネット」を導入し、2018年9月には全国に拡大展開しました。
クレジットカード決済や保冷受箱での商品の受け取りが選択できるこのサービスにより、
消費者の多様なライフスタイルに対応したお届けが可能となりました。

新たな顧客層との接点を拡大するとともに、既存会員の深耕を図り、2024年3月時点の
購入会員数は約23.5万人となっています。
※ 一部商品については供給不足のため、新規の受け付けを中止しています（2024年8月現在）

● メキシコの取り組み
顧客満足度の向上を目指し、ウェブサイトやSNS経由でのお問い合わせ、お申し出に迅速に

対応できる体制を取っています。また、オンラインによる注文システム「届けてネット（Pedido en 
linea）」でご注文のお客さまに、お届けの満足度をお伺いするメールを送り、営業部門と情報を
共有することで顧客満足度の向上を図っています。

お客さまとのコミュニケーションと健康情報の発信
● 工場・研究所見学

各工場では、環境に配慮し、お客さまに「安全・安心」な商品をお届けするという企業姿勢や
当社の商品をより深く知っていただくため、工場見学を積極的に受け入れています。お子さま
から高齢者の方、小学生を中心とした社会科見学や環境学習、そしてオピニオンリーダーや、
健康に関心の高い方々の情報収集の場として活用されています。

お客さまがより気軽に工場見学を予約できるよう、2018年9月に工場見学ウェブ予約システム
を導入しました。また、高齢の方やお身体の不自由なお客さまにも安心して見学していただくた
めに、工場見学エリアにはエレベーターやスロープ、手すり等を設置する等バリアフリー化を推進、
より多くのお客さまに快適に見学していただける工場を目指しています。

なお、2020年3月上旬から、新型コロナウイルスの感染拡大予防のため、全国で工場見学を
休止していましたが、2023年5月8日から新型コロナウイルス感染症の感染症法上の位置づけ
が季節性インフルエンザと同じ「5類」になったため、一部の工場で対象者を絞り見学を再開し、
2024年4月からは全面再開しています。

その他、地域社会との親睦を深めることを目的に、工場祭を毎年開催していましたが、2020年
度から新型コロナウイルス感染拡大防止のため中止としています。

中央研究所においても、代田記念館 ▶P. 9 を一般公開しています。2020年度から2023年度までは
新型コロナウイルスの感染拡大防止のために見学を中止していましたが、2024年4月から再開しました。

● オンラインツールの活用
• 湘南化粧品工場

コロナ禍での対応として従事者向けオンライン工場見学を実施し、大変好評だったため
2023年度も継続しています。化粧品工場は全国で1か所しかないため、今後も全国の販売
会社と連携して、遠方のお客さまにオンライン工場見学を発信できるように、生産ラインの
中継、商品の体感などを盛り込んだプログラムを実施していきます。

• 国内乳製品工場
2021年5月からコロナ禍への対応としてオンライン工場見学を実施しています。オンライン

工場見学は、販売会社を窓口とし、小学生やお年寄りを中心に実施しています。これにより、
遠方の方やお身体の不自由な方等、より多くのお客さまにヤクルトの生産工程や工場での
衛生管理等の様子をご案内することができるようになりました。

なお、2023年度の見学者数は22,020人でした。

お客さまの声を商品の改善に生かした例
● ストローの取り出し方、分別方法の表示を分かりやすく変更（日本）

お客さまから、ストロー付きの商品について「スト
ローを袋から取り出し方法が分かりにくい」「ストロー袋の
分別方法が分かりにくい」等のご意見をいただいたため、
ストロー袋と容器の表示内容を見直しました。

袋は「押し出す」という矢印と「とがった部分を口にしない
でください。」のみのシンプルな記載で見やすくしました。

また、ストローを取り出す前に袋ごと外してしまうケース
が多く見受けられたため、容器の表示を「ストロー袋を
外し処分してください。」と変更し、処分時のストロー袋の
分別を促す文言であることをより分かりやすくしました。
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● オンライン工場見学（マレーシアヤクルト）
新型コロナウイルス感染拡大の影響

で、通常の工場見学の受け入れを中止
していましたが、 2020年10月からオン
ライン工場見学を開始し、実際に来場
できない方にも工場見学を体験してもら
うことが可能となりました。2023年度
は、再開された通常の工場見学参加者
が27,733人、オンライン工場見学の参
加者が13,627人でした。

その他、香港、韓国、フィリピン、シンガポール、インドネシア、オーストラリア、ベトナム、インド、
中国、ブラジル、メキシコ、オランダでもオンライン工場見学を実施しています。

● ウェブサイトの多言語対応（オーストラリアヤクルト）
オーストラリアヤクルトでは、多様な民族が暮らしていることを背景に、言葉の壁を越えて

お客さまとのコミュニケーションを拡大するため、同社のウェブサイトを英語・中国語・ベトナム語
の3言語で閲覧できるよう設定しています。また、お客さまからの声をより届きやすくするため、
モバイル端末からのアクセス増加に対応できるようにリニューアルしました。

● 健康・科学情報誌『ヘルシスト』
「生命科学」「先端研究」などの最新の研究成果から、「健康」に関

する話題や生活に身近な情報まで、一般の方にも分かりやすくお
伝えすることを目的とした健康・科学情報誌です（1976年創刊、
年6回約5万部発行）。2020年度から、これまで本誌を目にする
機会のなかった層にも興味を持ってもらえるようにウェブ版を開設
しています。

WEB  https://healthist.net

各学校とオンラインで結ぶ（マレーシア）

販売に関するルールの徹底

● ヤクルトレディへの研修
お客さまへのお届けにおけるサービスレベルの均質化を図るため、ヤクルトレディに対して商品

の温度管理や身だしなみ等の基本マナーに関する研修を実施しています。
年4回発行のヤクルトレディ向け情報誌などを活用し、継続的な研修や情報共有を図っています。
2023年度は年3回のマナー強化期間を設けました。あいさつや言葉づかい、身だしなみな

どのマナーや、お客さまや仲間と信頼関係を築
くための対応のポイントを確認しました。また、
ヤクルトレディがお届けのセルフチェックや、

「安 全・安心」に関する情報を自主的に学べる
ウェブサイト「あなたのミカタ」を活用し、意識啓
発を図りました。

センターマネージャーには、化粧品の研修を
行うためのマニュアルを提供しています。また、
新人のヤクルトレディには基礎化粧品を助成し、
商品への理解を深める機会を提供しています。

● ルート担当者への研修
お客さまに「安全・安心」なオペレーションのもと商品をお届けするために、運転や納品時の

事故防止の取り組みや商品の温度管理、賞味期限等に関する研修を行っています。
また、商品についてお客さまに正しく理解していた

だくため、商品知識やお伝え方法についての研修も
実施しています。

その他「ビジネスマナー」や「自動販売機メンテナ
ンス方法」等を扱ったeラーニングや、「商品鮮度管
理」等に関するマニュアル・DVD等により、個別に
学習できる環境も整え、随時活用しています。

お届け品質に関する勉強会
（ヤクルト北陸　金沢南サービスセンター）

『ヘルシスト』
ルート担当者研修会（水戸ヤクルト販売株式会社）
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誠実で責任ある広告宣伝活動
● 広告方針の策定
「世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献する」という理念の実践のために、「変化する

メディア環境への対応」「訴求力の高い広告表現」「法令を遵守した広告活動」に重点を置いた広告
方針を策定しました。

ヤクルトグループ広告方針
ヤクルトグループは「私たちは、生命科学の追究を基盤として、世界の人々の健康で楽しい生活づく
りに貢献します」という理念に基づきグローバルに事業展開しています。
その理念の実現のために、変化するメディア環境に対応した訴求力の高いコミュニケーション施策により

「企業・商品ブランド」と「生活者」のエンゲージメントを高めます。

１．変化するメディア環境への対応
２．訴求力の高い広告表現によるブランド認知度・好意度向上
３．法令を遵守し、SDGsを考慮したコミュニケーション活動の推進

策定：2021年3月30日

さらに、ヤクルトグループ広告方針では「責任ある広告活動のために」として、遵守すべき国際規範の
例を挙げたうえで、遵守を徹底するための詳細な項目を記載しています。

● 広告制作時の配慮
広告宣伝活動を適正かつ効果的に行うために社内規定が整備されています。広告制作に

あたっては、「ヤクルト倫理綱領・行動規準」に則って、景品表示法、健康増進法、食品表示法、
薬機法等の関連法令を遵守し、お客さまに誤解を与えたり、まぎらわしい表示にならないように
しています。これに加え、各種メディアによる外部審査を受ける等したうえで広告宣伝を行って
います。その他、社内広告担当者向けに勉強会を定期的に開催し、責任ある広告宣伝活動を
実施できるよう最新情報の共有や啓発に努めています。

ヤクルトグループ広告方針全文は以下URLからご確認ください。
WEB  https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/pdf/2022_advertising_policy.pdf

● 倫理的で責任ある広告・マーケティングのためのガイドラインおよび社内審査
企業は、公正で責任ある事業活動を行うことが期待されているとヤクルトは認識しており、マーケ

ティングにおいてもそれは同様です。倫理的・責任あるマーケティングを確実に推進していくた
め、「広報・広告・販促資材 制作時のポイント」という社内ガイドラインを策定し、資材制作の担
当者に対して研修等を行いながら、周知・徹底を図っています。当ガイドラインは、関連法令、
社会動向、人権に関する国際規範などを踏まえ、資材制作時の注意事項や間違いやすいポイント
を項目ごとにまとめており、年1回以上の頻度で改訂しています。

また、倫理的・責任あるマーケティングのために、国内のテレビ、ラジオ、新聞、雑誌、ウェブ、
SNS、交通広告、チラシ、POP等における情報発信の内容については、当社広報室による校閲・
事前審査を実施しています。

広告制作時と同様に、関連法令や業界自主基準等※を遵守しているか、「ヤクルト倫理綱領・
行動規準」ならびに「ヤクルトグループ広告方針」に則り、事実と異なる内容や科学的根拠のない
情報発信、誹

ひぼう

謗中傷や差別的表現、知識や選択肢が不足している未成年者の状況の利用、お客
さまに誤解を与えるなどのまぎらわしい表示などになっていないかをポイントに審査しています。

2023年度は1,051件の校閲・事前審査を実施、問題発生の未然防止に日々取り組んでいます。
※ �業界自主基準等 

特定保健用食品公正競争規約　https://www.jhnfa.org/tokuho-kyougikai/kiyaku-1.pdf 
「機能性表示食品」適正広告自主基準　

    https://jaohfa.com/wp/wp-content/uploads/news/
　 「機能性表示食品」適正広告自主基準第2版新旧比較表230605.pdf

発酵乳・乳酸菌飲料の表示に関する公正競争規約　https://www.nyusankin.or.jp/know/display2/

お客さま個人情報の保護
● 個人情報保護管理基本規程・個人情報保護運用マニュアル

2005年4月に全面施行された「個人情報保護法」に伴い「個人情報保護管理基本規程」を策定
しました。2022年4月の法改正を受けて当該規程を改定し、個人情報を保護するために従業員
が遵守すべき事項を定めています。

あわせて、プライバシーポリシーを改定し、改正法への対応事項（講じている安全管理措置等
の公表事項の追記、保有個人データ開示の電子化等）に加えて、個人情報をより厳格に取り扱
うために、保有個人データの利用目的等をより具体的に記載し、個人情報の保護に努めてい
ます。
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● ヤクルトレディへの教育
ヤクルトレディは業務の特性上、お客さまの個人情報を扱う機会が多いため、その取り扱いに

ついては手引書等を通じてルールを徹底しています。業務上知り得た情報は漏えい・紛失しない
よう、注意喚起しています。

● GDPRへの対応
2023年、ヨーロッパヤクルトは各国のウェブサイトのGDPR※遵守プロセスを全体的に見直し

ました。この取り組みの一環として、米国から欧州へのデータ移行を完了させました。
欧州委員会が2023年に、EUから米国に移転された個人データについて米国が適切に保護し

ているとする「十分性」を認定したことを受け、ヨーロッパヤクルトは地理的近接性、効率性向上
がもたらす付加価値を活用するため、CRMデータをEUに移行することを決定しました。
※ �GDPR（General Data Protection Regulation：一般データ保護規則）EU地域内の個人データ保護を規定する法令。

ヤクルトグループ プライバシーポリシー
ヤクルトグループは、お客さまの氏名や生年月日、住所、電話番号、メールアドレスなど、特定の個
人を識別できる情報や免許証番号などの個人識別符号を含む情報（以下「個人情報」といいます）につ
いて、関連する法令、ガイドライン、その他の規範を遵守し、適切に扱います。
ヤクルトグループ　プライバシーポリシーには、以下の項目について記載しています。
	 １．	基本方針・定義
	 ２．	事業者の名称、住所、法人代表者氏名
	 ３．	個人情報の取得方法
	 ４．	利用目的
	 ５．	共同利用
	 ６．	業務の委託
	 ７．	第三者提供
	 ８．	仮名加工情報
	 ９．	開示・訂正・追加・利用停止・削除の請求
	１０．	個人情報の安全管理措置の概要
	１１．	お問い合わせ先

改定：2022年4月
ヤクルトグループ プライバシーポリシー全文は以下URLからご確認ください。

WEB  https://www.yakult.co.jp/privacypolicy/
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コーポレートガバナンスの充実に向けた取り組み
当社は、取締役の経営責任を明確にするため、2007年から取締役の任期を1年とし、また、

取締役会のさらなる活性化を図るため、2011年から執行役員制度を導入するとともに、取締役の
員数を削減しています。その他経営政策審議会、執行役員会をはじめ各種会議体を設置し、意思
決定の迅速化を図っています。加えて、取締役会の諮問機関として、取締役の指名・報酬等につ
いて審議する「指名・報酬諮問委員会」および環境・社会課題等の解決に向けたサステナビリティ
に関する基本戦略、対策・対応について審議する「サステナビリティ諮問委員会」を設置しています。

ガバナンス体制
2011年6月22日から執行役員制度を導入し、取締役会の意思決定機能および監督機能の

強化ならびに業務執行責任の明確化を図り、それぞれの機能の効率性を高めています。さらに、
経営活動を有効に推進し、意思決定の迅速化を図るための会議体として、代表取締役、本部
長および常勤監査役等で構成する「経営政策審議会」や、執行役員および常勤監査役で構成する

「執行役員会」を設置しています。

Contents

104 コーポレートガバナンス

111 リスクマネジメント

113 コンプライアンス

コーポレートガバナンス

2023年度の法令遵守状況

方針・ガイドライン・目標
◦ �ヤクルト倫理綱領・行動規準 

（2. 社会的規範の遵守、3. 経営の透明化、
     5. 反社会的勢力への毅

きぜん
然とした対応） 

◦ 腐敗防止方針　
◦ 税務方針　
◦ 危機管理規程
◦ 生産本部事業継続計画
◦ 原材料調達危機管理マニュアル
◦ 情報セキュリティ規程

ガバナンス報告
本業を基本とした着実な事業展開に徹し、透明度の高い経営を推進してい
ます。企業理念の実践のために、経営組織や意思決定の適正化をはじめ、
内部統制機能の充実を重視した経営を実施していきます。

2023年度は、独占禁止法・不正競
争防止法・贈収賄等の、法令違反・
自主規程違反はありませんでした。
また、腐敗行為に関する摘発事例は
なく、罰金・課徴金等の支払いは発
生せず0円でした。重大なガバナンス
関連の法令違反・自主規程違反もあ
りませんでした。
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選任・解任
選任・解任

選任
・
解任

監査

監査

連携

会社内

会
計
監
査
人

助言・
指導

企業倫理委員会

助言・
指導

助言・
指導

コンプライアンス
委員会

顧問弁護士

（内部統制）

取締役会

代表取締役

経営政策審議会

法務室
（コンプライアンス主管部署）

執行役員会

業務執行
（各本部）

指名・
報酬諮問委員会

サステナビリティ
諮問委員会

監査役
監査役会

  監査室
（内部監査
   部門）

株主／株主総会

（業務執行）

コーポレートガバナンス体制 組織形態

年度 2020 2021 2022 2023 2024

組織形態 監査役会設置会社 監査役会設置会社 監査役会設置会社 監査役会設置会社 監査役会設置会社

取締役 15人 15人 15人 15人 15人

　うち社外取締役 5人 6人 5人 6人 6人

　うち独立役員 3人 5人 5人 6人 6人

　うち女性取締役 1人 2人 2人 2人 2人

取締役任期 1年 1年 1年 1年 1年

取締役会議長 社長 社長 社長 社長 社長

監査役 5人 5人 5人 5人 5人

　うち社外監査役 3人 3人 3人 3人 3人

　うち独立役員 2人 2人 2人 2人 3人

　うち女性監査役 1人 1人 1人 1人 2人

監査役任期 4年 4年 4年 4年 4年

各組織体の開催状況

年度 2019 2020 2021 2022 2023

取締役会 7回 8回 ８回 9回 10回

社内取締役の取締役会出席率 100% 98% 100% 100% 100%

社外取締役の取締役会出席率 97％ 100% 98％ 98％※2 98％※4

監査役会 7回 8回 8回 9回 10回

常勤監査役の監査役会出席率 100% 100% 100% 94％※3 100%

社外監査役の監査役会出席率 100% 100% 100% 100% 97％※5

コンプライアンス委員会 2回 2回 2回 2回 2回

企業倫理委員会 1回 1回 1回 1回 2回

CSR推進委員会 2回 2回 3回　 3回　 4回

プラスチック容器対策委員会※1 2回 2回 2回 2回 5回

※ 2024年6月末現在

※1 2022年度までの名称は「プラスチック資源循環推進委員会」
※2 やむを得ない事由により社外取締役1名が1回取締役会を欠席
※3 やむを得ない事由により常勤監査役1名が1回監査役会を欠席
※4 やむを得ない事由により社外取締役1名が1回取締役会を欠席
※5 やむを得ない事由により社外監査役1名が1回監査役会を欠席
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また、監査室が実施した内部監査結果については、取締役会ならびに監査役および監査役会
に対しても定期的に報告しています。
※COSO：Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission（トレッドウェイ委員会支援組織委員会）

● 外部監査
有限責任監査法人トーマツから会計監査等法令の規定に基づいた監査を受けています。

取締役の選任に関する考え方
取締役の選任にあたっては、豊富な知識・経験とグループ経営に関する深い知見を有しており、

取締役にふさわしい能力、人格・識見を備えた者であることを基準としています。また、取締役
会の構成においては、多様性を有し、闊

かったつ

達な議論がなされる構成とすべく内部昇格のみならず、
ヤクルトグループである販売会社の経営者および各界の有識者の中から、適材適所の観点をも
とに決定しています。

なお、取締役の指名・報酬等に係る事項については、取締役会の諮問機関であり委員の
過半数が独立社外取締役で構成される「指名・報酬諮問委員会」の答申を踏まえ、取締役会
で決議しています。

取締役会
取締役会は15人（うち社外取締役は女性取締役2人を含む6人）、監査役会は5人（うち社外

監査役は女性監査役2人を含む3人）で構成されています※。
取締役会では、法令および当社「取締役会規程」で定める事項について決議し、または報告を

受けるとともに、取締役および執行役員の職務の執行を監督しています。また、取締役および
監査役に対しては毎年アンケートを実施し、取締役会全体の実効性評価をしています。さらに、
社外役員を中心に特定テーマに関する情報提供と協議を行う場を設ける等、取締役会において
活発な議論や十分な検討ができる体制を整えています。
※ 2024年6月現在

● 取締役会の付議事項
2023年度においては、各事業の業務執行状況および収益予測、国内乳製品の増産計画、

サステナビリティに関する課題への取り組み、政策保有株式の状況等のほか、取締役会の諮問
機関である「指名・報酬諮問委員会」の答申を受けて、取締役候補者および執行役員の選任
ならびに役員報酬制度の改定について審議を行いました。

監査の状況
● 監査役監査

監査役監査は、監査役5名で構成される監査役会で定めた監査の方針・計画・業務の分担等
に従って、取締役会その他重要会議に出席するほか取締役・執行役員等から業務の報告を聴取し、
重要な決裁書類等を閲覧しています。会計監査人からは、四半期ごとに監査状況の報告を受け、
意見交換を行うとともに、必要に応じて随時、協議の場を設けるなど、密接な連携を図っています。
さらに、会社の業務に精通し、監査役の職務を適切に補助できる監査役専従スタッフを２名配置し、
監査役監査を支える体制を確保しています。

● 内部監査
社長直属の組織として監査室を設置し、現在、監査室長以下、総勢12人体制で、COSO※の

フレームワーク等を参照しながら社内各部署・関係会社の業務全体にわたる内部監査（会計およ
び業務監査ならびに内部統制監査）をリスクベースの観点から実施し、業務の改善に向けて具体
的なアドバイスやフォローを行っています。

なお、海外事業所についても、国内と同様に年度ごとに対象会社を選別のうえ、内部監査を実施しています。

監査役会における報告内訳
年度 2019 2020 2021 2022 2023

監査役監査 7回 8回 8回 9回 10回
内部監査 7回 8回 8回 9回 10回
会計監査 4回 4回 4回 4回 ４回

取締役の有する知識や経験等
会社経営・
事業運営

ESG・サステ
ナビリティ 財務・会計 法務・リスク

マネジメント
マーケティング・

営業 グローバル 研究開発・
製造・品質管理

人事・
人材開発

成田 裕 ● ● 　 ●　 ● ●　 ●
平野 宏一 ● ●　 　 ●　 　
梛良 昌利 ● ● 　 　 ●　 　 　
星子 秀章 ● ● 　 　 　 ●
島田 淳一 ● 　 　 　 ● ●　 　
戸部 直子 　 ● ●　 　 　
新保 克芳 　 ● ● 　 　 　 　

永沢 裕美子 ●　 ● ●　 　 　 　 　
阿久津 聡 　 　 　 ●　 ●　 　
マシュー・
ディグビー ● ● ●

内藤 学 ● ●
鈴木 康之 ● ●
渡辺 秀一 ● ●
川畑 裕之 ● ● ●
福澤 俊彦 ● ●

スキル・マトリックス
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社外取締役・社外監査役のサポート
1．社外取締役のサポート体制

取締役会については総務部が事務局としての機能を果たしており、社外取締役も含めた全役
員への情報伝達窓口となっています。

なお、取締役会資料については、事前に社外取締役に配布し、他の役員との意思疎通に支障
のない体制をとっています。

2．社外監査役のサポート体制
監査役会については監査役専従の２人のスタッフが事務局としての機能を果たしています。取

締役会等、重要な会議の議案については、事前に監査役会を開催し、関連部署長から資料の提
供や説明等の手段で情報を共有しています。各社外監査役への情報伝達体制については、常勤
監査役が適宜、業務報告を行い、重要な会議資料や決裁資料および監査関係資料等を提供し
ています。

経営政策審議会
意思決定の迅速化を図るための会議体として、代表取締役社長、本部長7人および常勤監査

役１人等で構成する「経営政策審議会」を設置し、原則として毎週開催しています。経営政策審
議会では、経営の方針および諸方策ならびに業務の運営について審議し、または報告を受けて
います。

取締役会の実効性評価
取締役および監査役に対しアンケートを実施し、取締役会の構成や運営方法（付議事案、開催

頻度等）、社外役員への情報提供、外部への情報開示、自由記述等のアンケート項目による分析・
評価を行い、これらの結果を取締役会にすべて報告しています。2023年度についても、取締
役会は適切に機能しており、実効性はおおむね確保されていると評価しました。

また、取締役会の分析・評価結果および審議内容等から取締役会のさらなる活性化を課題と
認識し、取締役会の回数増加や社外役員への情報提供等をとおして、実効性の向上に努めてま
いりました。

当社は、今後も継続的に取締役会の実効性の向上に取り組んでまいります。

役員報酬
当社の報酬体系については、当社事業の原点である「代田イズム」の実現に加えて、経営者が

より業績に責任を持ち、株主の皆さまとの一層の価値共有を進める報酬制度とするため、以下
の内容で構成します。

＜固定報酬、業績連動報酬（短期インセンティブ（金銭））、株式報酬（長期インセンティブ（株式））＞
1．対象者

（1）固定報酬
　  取締役全員

（2）業績連動報酬
　  当該事業年度末に在籍する取締役（社外取締役および非常勤取締役を除く）

（3）株式報酬
　  支給時に在籍する取締役（社外取締役および非常勤取締役を除く）

2．各報酬の算定方法の決定方針
（1）固定報酬

限度額の範囲内のもと、個々の取締役の職責、当該年度の業績、従事者の給与水準や社
会情勢などの内外環境を総合的に勘案し決定することを基本方針とします。

（2）業績連動報酬
業績連動報酬の算定指標として、業績を計るうえで最も適した「連結営業利益」に加え、

当社事業の原点である「代田イズム」の実現度合いのバロメーターとなる「連結乳本数」を使
用するものとします。また、業績連動部分は0％～150％の範囲内で変動するものとして設
定します。

具体的には、上記２つの算定指標のそれぞれの前年比に応じて報酬支給係数を設定し、
個々の取締役の職責に応じて決定される業績連動報酬基準額と当該係数を用いて業績連動
報酬額を算出します。

なお、業績連動報酬額は、連結営業利益の前年比が70％を下回った場合は、支給しない
ものとします。

（3）株式報酬
企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆さまとの一層の

価値共有を進めることを目的として、対象取締役に対し、職責等に応じて譲渡制限付株式の
付与のための報酬を支給します。
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政策保有株式
当社は、株式の政策保有について、取引先や業務提携先および今後取引や業務提携が期待

できる企業との間で、両社の事業におけるシナジーの享受・拡大に向けた協力関係をより強固な
ものとすることを目的に実施しています。保有適否の検証については、今後の取引や業務提携
の可能性等を総合的に勘案し、当社に有益とならない政策保有株式については、縮減すること
としています。また、取締役会において、個別の政策保有株式が資本コストや保有目的に照らし
た合理性を有するか否かを基準に、保有の適否を検証しています。

なお、政策保有株式に係る議決権の行使については、企業価値の向上に資するかどうか検討
のうえ、決裁手続きを経て、賛否の行使を行っています。

グループガバナンスの取り組み
子会社については、原則として当社の役員や社員を、当該子会社の役員として派遣することに

よって業務の適正と効率的な執行の確保に努めています。また、子会社および関連会社に対して、
事前の稟

りんぎ

議承認や報告を求める事項等について「関係会社管理規程」および「海外事業所管理規
程」の中で定めているほか、当社の内部監査部門（監査室）による監査も実施しています。さらに、
中期経営計画において、グループ全体の目標値の設定や経営戦略を示すとともに、当社内に
子会社の管理部署を設置して支援体制を敷くことや、子会社向けの研修等を実施することで、
グループ全体の業務の適正を確保しているほか、「危機管理規程」において、グループ全体における
突発的に発生する危機への対応を定めています。

年度 2019※1 2020※2 2021※3 2022※4 2023※5

取締役報酬
17人614百万円

（うち社外取締役
5人50百万円）

15人603百万円
（うち社外取締役
5人55百万円）

18人642百万円
（うち社外取締役
7人66 百万円）

17人806百万円
（うち社外取締役
7人69 百万円）

19人765百万円
（うち社外取締役
6 人79 百万円）

監査役報酬
7人118百万円

（うち社外監査役
5人36百万円）

9人105百万円
（うち社外監査役
6人33百万円）

5人107百万円
（うち社外監査役
3人35百万円）

5人114百万円
（うち社外監査役
3人38百万円）

5人121百万円
（うち社外監査役
3人42百万円）

※1 第68期事業報告における取締役および監査役の報酬等の額
※2 第69期事業報告における取締役および監査役の報酬等の額
※3 第70期事業報告における取締役および監査役の報酬等の額
※4 第71期事業報告における取締役および監査役の報酬等の総額
※5 第72期事業報告における取締役および監査役の報酬等の総額

報酬（金額）対象取締役は、原則として毎事業年度、当社の取締役会決議に基づき支給される金銭報
酬債権の全部を現物出資財産として当社に給付し、当社の普通株式について発行または処分
を受けるものとします。譲渡制限期間は、譲渡制限付株式の交付日から当社の取締役を退任
する日までとします。譲渡制限付株式報酬として発行または処分される当社の普通株式の1株
当たりの払込金額は、取締役会決議の日の前営業日における東京証券取引所における当社
の普通株式の終値（同日に取引が成立していない場合は、それに先立つ直近取引日の終値）
を基礎として、対象取締役に特に有利とならない範囲で取締役会において決定します。

なお、当社は、譲渡制限期間中に、譲渡制限付株式の割当てを受けた対象取締役が、法
令違反その他の当社取締役会が定める事由に該当する場合に、当該株式の全部または一部
を当然に無償で取得することができることとします。

 3．報酬の種類別の割合
　適正なインセンティブとして機能するよう、以下の割合を基準として報酬を構成します。

（1）固定報酬：（2）業績連動報酬：（3）株式報酬　＝　70　：　15　：　15　（％）
　　※社外取締役および非常勤取締役は、（1）固定報酬のみ

 4．報酬の支給時期または条件の決定に関する方針
 （1）固定報酬　　　毎月支給
 （2）業績連動報酬　�前年度の業績結果に対するインセンティブ報酬のため、算定期間となる

事業年度終了後に一時金として支給
 （3）株式報酬　　　�今後の企業価値向上に対するインセンティブ報酬のため、株主総会にお

ける取締役選任後、取締役任期分を支給
※ � （1）固定報酬および（2）業績連動報酬の限度額は、2008年6月25日開催の第56回定時株主総会において定めた

年額1,000百万円
※ � （3）株式報酬の限度額および限度株数は、2023年6月21日開催の第71回定時株主総会において定めた年額

300百万円および15万株（当社は、2023年10月1日付で普通株式1株につき2株の割合で株式分割を行いました。
限度株数については、当該株式分割による調整後の株式数を記載しています。）
 
これらの方針および報酬の算定方法、個人別報酬等は、委員の過半数が独立社外取締役で

構成される「指名・報酬諮問委員会」で審議のうえ、取締役会で決議するものとします。ただし、
（1）固定報酬および（2）業績連動報酬に関する個人別の報酬額については、取締役会の委任を
受けて「指名・報酬諮問委員会」で決定するものとします。
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サステナビリティ・ガバナンス
当社は、ヤクルトグループの社会的責任および持続可能性という観点におけるさまざまな経営

課題を審議する組織である、CSR推進委員会において、環境や社会課題の解決に向けた方針や
行動計画を中心に議論し、取り組みを推進しています。CSR推進委員会の会議結果については
社長に報告し、適宜指示を仰ぐこととしています。また、審議事項のうち、経営政策に関する
重要事項については、経営政策審議会および執行役員会・取締役会に上程し、諮る手順として
います。

このほか、プラスチック容器対策委員会において、世界のプラスチック規制や関連政策の
動向、各部署における取り組みおよび検討の状況に関する情報共有ならびに討議を行っています。
プラスチック容器対策委員会は、取締役である研究開発本部長を委員長とし、社内関連部署
の役員により構成されています。

なお、2024年度から取締役会の諮問機関として「サステナビリティ諮問委員会」を設置してい
ます。本委員会では、環境・社会課題などの解決に向けたサステナビリティに関する基本戦略、
対策・対応状況等について審議し、取締役会に答申する役割を担います。

● CSR推進委員会
取締役である経営サポート本部長を委員長とするCSR推進委員会は、年4回程度開催し、

気候変動問題を含むさまざまなサステナビリティに関する推進方針や、推進策の協議、進捗管
理等を行っています。2023年度は、人権デュー・ディリジェンス（以下、人権DD）の推進にかか
わる「顕著な人権課題の特定」のプロセスや、TCFD提言に基づく開示内容について協議しました。
また、CSR行動計画の進捗状況や結果の確認、サステナブル調達推進における「サプライヤー
向けCSR調達方針説明会」の実施内容について審議しました。

なお、サステナビリティレポートの記載事項については、取締役であるCSR推進委員会の委員長
が承認しています。

さらに、グループ全体で取り組むため、各部署の具体的な活動を行う専門的な5つの推進委
員会を下部組織に設けて、サステナビリティ活動の推進を図っています。

サステナビリティ・ガバナンス体制

CSR推進委員会
委員長：経営サポート本部長　メンバー：関連部署役員
事務局：広報室CSR推進室

プラスチック容器対策委員会

CSR
工場推進委員会

CSR
開発推進委員会

CSR
中央研究所推進委員会

CSR
流通推進委員会

CSR
本店推進委員会

各ボトリング会社／工場を有する関係会社各販売会社 各関係会社

委員長：研究開発本部長　メンバー：関連部署役員
事務局：環境対応推進部

執行役員会

取締役会

経営政策審議会

サステナビリティ
諮問委員会
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CSR経営セミナーのテーマ

年度 テーマ

2016 アジアにおけるCSRのトレンドと日本企業の注意点

2017 CSRの基本から最新動向

2018 ESG（特に気候変動）に関する最新トレンド

2019 ESGと企業経営戦略

2020 責任ある投資から考える企業のESG戦略

2021 ビジネスと人権

2022 TCFD提言の具体的な取り組み

2023 サステナビリティリスクの対応について

経営層に対するサステナビリティ教育
取締役や執行役員等の経営層に対して、2002年度から「CSR経営セミナー」を開催しています。

外部有識者からESGの最新情報を得ることでサステナビリティの観点や知見を経営に生かしてい
ます。

2023年度は株式会社日本政策投資銀行の竹ケ原啓介氏をお招きし「サステナビリティリスクへの
対応について」をテーマに講演いただき、役員・部署長等81人が出席しました。環境や社会のさま
ざまな課題に対して求められる対応や、人的資本をどのように財務パフォーマンスにつなげていくか
について、具体的なアドバイスをいただきました。今後、当社グループがサステナビリティのリスク・
機会への対応を進めていくにあたり、大変貴重な機会となりました。

CSR推進委員会の付議事項

開催日 付議事項
6月7日

（第1回）
（1）「サステナビリティレポートレポート2023」記載事項について

①サステナビリティレポート2023について
②「CSR行動計画」2022年度活動（環境除く）結果
③「環境アクション（2021-2024）」2022年度結果

（２）人権DDの進捗状況
①人権DD行動計画・ロードマップの更新

（３）2023年度のCSR調達推進について
①取引先との面談
②CDP Forestへの回答

〔その他報告事項〕
（１）温室効果ガス排出量の算定状況および廃棄物削減に向けた取り組みについて

9月5日
（第2回）

（１）人権DDの推進について
①顕著な人権課題の特定プロセス
②今後の進め方

（２）CSR調達の推進について
①サプライヤー向けCSR調達方針説明会の実施

（３）TCFD提言への対応について
①TCFD対応に向けた当社における検討状況
②TCFD情報開示案

〔その他報告事項〕
（1）欧州におけるサステナビリティ開示指令（CSRD）について
（2）温室効果ガス排出量の算定状況について

10月18日
（第3回）

（１）TCFD提言への対応について
①TCFD情報開示案
②今後のスケジュール

〔その他報告事項〕
（１）人権DDの推進について

①顕著な人権課題のリスクマップ（案）の進捗状況
②今後のスケジュール

1月31日
（第4回）

〔議題〕
（１）2024年度CSR行動目標案について

①「CSR行動計画」2023年度実績見込み（環境除く）
②「CSR行動計画」2024年度目標（案）（環境除く）
③「環境アクション（2021-2024）」2023年度計画 進捗状況

（２）人権DDの推進について
①顕著な人権課題のリスクマップ（案）
②今後のスケジュール

〔その他報告事項〕
（1）ヤクルトグループのスコープ3算定結果
（2）インターナルカーボンプライシングの実施状況
（3）2024年度CSR推進委員会スケジュール
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● 巨大地震発生時の対応
巨大地震への備えとしては、全従業員に個人用防災用品を配付し、3日分の非常用食糧と飲

料水を準備しています。本社乳製品工場とボトリング会社では地震発生時、従業員が地震への
身構えや速やかな対応がとれるよう緊急地震速報受信機※を設置しています。
※ �不特定多数向け（TV・ラジオ・携帯電話等）に発信する警報に比べ、該当エリアに対し発信される「予報」といわれ

る情報をより早く正確に受信する機器

事業継続計画（BCP）
● 「種菌」の維持

中央研究所では、有事での所員の人命・安全確保を最優先にすると同時に、当社乳製品生
産の核となる「種菌」の維持ができるよう、非常時の電源確保システムや国内外での分散保管体
制を構築しています。

安否確認システム訓練参加率

年度 2019 2020 2021 2022 2023

安否確認システムの訓練参加率（メール回答率） 98.7% 98.9% 99.1% 99.1% 99.8%

リスクマネジメント体制
● 危機管理委員会

組織横断的リスク状況の監視および危機的事項の内容に応じて担当の取締役を委員長とする
「危機管理委員会」を設置し、メンバーである業務執行取締役とともに、リスク顕在化の未然防止
に取り組んでいます。

● リスクの特定
リスクの特定については経営レベルがその内容を掌握し、諸々のリスクを各種会議（重要事項は

取締役や監査役から構成される経営政策審議会および取締役会）において適宜議論をしながら整
理し、有価証券報告書にて、株主をはじめとするステークホルダーに情報開示しています。

現在は環境問題への対応、災害、ブランド毀
きそん

損、知的財産権、訴訟、法令遵守、合併・買収、
為替、情報システム、経営戦略による影響、感染症の流行、海洋プラスチックごみ問題、ヤクルト
類への依存および競争環境等に関する19のリスクを特定しています。

● リスクの範囲
リスク評価の範囲は、ヤクルトの直接操業における範囲にとどまらず、原材料、資材のサプラ

イヤーや、消費者といったバリューチェーンの上流、下流も広範囲に含めています。組織横断的
リスク状況の監視および全社的対応は総務部門が中心となって行い、各部門にかかわる業務に
付随するリスク管理は、当該部門が行うこととしています。また、各部署・事業所およびヤクルト
グループ各社におけるコンプライアンスの推進・徹底を図るため、毎年、コンプライアンス担当
者会議を開催し、推進活動に有用な情報の提供と共有を行っています。

● 新規取引先事前調査
新規に取引を開始する相手先について、反社会的勢力との関係性の有無、コンプライアンス

上の懸念の有無等を取引開始前に確認する制度を2003年から運用しており、制度の運用状
況、実施結果については、企業倫理委員会で報告を行い各委員から評価や提言を受けています。
2024年度には、取引開始後におけるコンプライアンスチェックを実施する予定です。これにより、
さらなる企業倫理の徹底を図ります。

危機管理規程
安全の確保と人命の尊重を最優先することを基本的な考え方として「危機管理規程」を策定

しています。また、地震／感染症／商品回収等、個別の事態に応じたマニュアルを策定して
います。マニュアルは事業内容の変化や拡大、事務所の移転に伴い、適宜見直しを図ってい
きます。

● 安否確認システム
災害発生時の従業員の安否確認を効率的に行える「安否確認システム」を導入しています。

全従業員に向け年1回の訓練を行い、操作方法の習熟や意識の向上に努めています。

リスクマネジメント
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● 調達
当社乳製品用原材料の確保については、有事における迅速かつ適切な対応方法を定めた「原

材料調達危機管理マニュアル」を策定し、運用しています。
具体的には、取引先緊急連絡網、取引先工場台帳および原材料輸送ルート図等のメンテナンス

を定期的に行い、風水災害および地震災害等発生時における危機管理行動計画を策定しました。
有事の際には、こちらのマニュアルに基づいて、適宜対応しています。

また、当社原材料倉庫の津波浸水想定エリアから浸水想定外エリアへの移管、新規外部倉庫
の設置等、原材料調達におけるリスクを分散することで、安定供給に努めています。

● 生産
生産本部では、「生産本部事業継続計画（BCP）」を策定し運用しています。これは、内閣府「事

業継続ガイドライン」に則り、自然災害や事業活動に直接かつ急激に悪影響を及ぼす事態、危機
的な発生事象に直面した際に、中核事業である乳製品の生産を継続するための方針や事前対策、
有事における連携・対応、地域社会への貢献等を定めたものです。

● 医薬品の安定供給
医薬品事業では、製商品の在庫を2か月以上確保するとともに、医薬品配送センターを東日

本エリア、西日本エリアの計２か所に設置し、リスク分散することで安定供給に努めています。

● 物流
物流部門では、各物流拠点に庫内作業を可能にするための非常用照明や事務所機能を維持す

るための非常用バッテリーを配備し、停電などのトラブルに備えています。
また、受発注・在庫・出荷データ等の情報資産の一部をクラウド・データセンターへ移行しています。

これにより、災害等によるシステムダウンのリスク軽減や、ハードウエア障害の対応時間短縮が
可能になります。

ほかにも、物流拠点をバランスよく統廃合・分散することで、安定供給に努めています。

● 情報セキュリティ
情報セキュリティにおける脅威から情報資産を守るため、「情報セキュリティ規程」にて対策の方

針を明確にしています。具体的には、専用機器やソフトウエア、各種技術を駆使し、各システム
へのアクセス制御や不正アクセスの検知、情報漏えい等の予防を図っています。また、万が一情
報資産が侵害された場合の対応策を強化するとともに、インシデント対応チーム（CSIRT）が関連
部署と協議し速やかに対策を講じられる体制を構築しています。

各国・地域における取り組み
● バックアップサービス等の活用（海外）

広州では主要なシステム（OA、人事、営業）は、外部業者にバックアップサービスを委託する
ことで、災害時の事業継続に備えています。バックアップのサーバーは第一工場と第二工場内に
設置されていましたが、同じ地域で災害が発生するリスクを考慮し、2022年度にサーバーのクラ
ウド化を実現しました。

中東でも社内情報漏えいのリスク回避やデータの適切な保持のために、外部からのアクセスに
ついてはファイヤーウォール機能を付加、社内サーバーの維持のためにバックアップサーバーの
保有と停電等の不測の事態を想定しインバーターを設置しています。

また、インドネシアやヨーロッパヤクルトグループでは外部のクラウドバックアップサービスに
委託し、災害等の緊急時でも事業が継続できるように備えています。

● サイバーセキュリティ対策研修の実施（フィリピンヤクルト）
フィリピンヤクルトでは、2023年8月、各部門長を対象にサイバーセキュリティ対策研修を実施し、

近年多発しているサイバーインシデントに対する警鐘や被害を防ぐための自身の行動について、
啓発しました。
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そのため、ヤクルトグループは、事業活動を行う国および地域の腐敗防止に関する法令、ガイ
ドライン、指針等の遵守を前提として、グループにおけるコンプライアンスの規範である「ヤクル
ト倫理綱領・行動規準」に基づき腐敗防止方針を策定しています。当方針および「ヤクルト倫理
綱領・行動規準」に関連する内部規程を遵守します。

贈賄防止規程
「ヤクルト倫理綱領・行動規準」において、国内・海外、直接・間接を問わず、社会通念、

常識の枠を超える贈答・接待を取引先や関係者から受けること、または提供することを禁じており、
本社および海外各事業所ではそれぞれに「贈賄防止規程」を策定し、それを遵守した企業活動を
行っています。
「贈賄防止規程」では、社員が営業上の不正の利益を得る目的で公務員等へ便益を提供するこ

とを禁止し、また、公務員等に対して適法な範囲での便益の提供等を行う際には社内承認手続
きを徹底すること、社員が当規程に定める内容に違反した場合就業規則等に従って厳正に処分
すること等を明確に定めています。

コンプライアンス推進体制
● コンプライアンス委員会

2000年に、社外の有識者を委員とする「コンプライアンス委員会」を設置しました。この委員
会は、当社役員を交え、各部署におけるコンプライアンス推進状況等をテーマに定期的に開催し
ており、委員からは、コンプライアンスの観点から、企業活動全般に関する幅広い意見や提言を
いただくとともに、各回のテーマに即して具体的な助言をいただいています。

2023年度は、9月に経理・財務の状況と中期経営計画定量目標の進捗状況をテーマに、2月に
はコンプライアンス推進施策の状況をテーマに当委員会を開催しました。

● 企業倫理委員会
2002年に、社外の有識者を主たる委員とする「企業倫理委員会」を設置しました。この委員

会は、当社の企業倫理活動（反社会的勢力の排除）の実施状況のチェックを目的として定期的に
開催しており、委員による確認をいただくことで健全経営の確保を図っています。2023年度は、
5月、12月に当委員会を開催しました。

● コンプライアンス推進チーム／コンプライアンス担当者
コンプライアンスにかかわる取り組み事項の推進窓口として、法務室・総務部・人事部・監査室

の4部署で構成する「コンプライアンス推進チーム」を設置しています。また、各部署・事業所およ
びヤクルトグループ各社において、その業務・行為が、法令・社内規程等を遵守して行われている
かを確認する等、コンプライアンスを推進する役割を担う「コンプライアンス担当者」を設置し、個
別の案件について関係部署・事業所と連携して必要な対応を行っています。

また、各部署・事業所およびヤクルトグループ各社におけるコンプライアンスの推進・徹底を
図るため、毎年、コンプライアンス担当者会議を開催し、推進活動に有用な情報の提供と共有
を行っています。

腐敗防止の取り組み
企業理念をグループ全体で恒久的に実現していくためには、健全な組織運営や公正な事業慣

行の推進が極めて重要です。

コンプライアンス

ヤクルトグループ腐敗防止方針
ヤクルトグループは、事業活動を行う国および地域の腐敗防止に関する法令、ガイドライン、指針等

（以下関係法令等という）の遵守を前提として、グループにおけるコンプライアンスの規範である「ヤ
クルト倫理綱領・行動規準」に基づき定める本方針およびこれに関連する内部規程を遵守します。
ヤクルトグループ腐敗防止方針は以下の項目について記載しています。
１. 目的
２. 腐敗行為の禁止
３. 記録の作成および保管
４. 体制の確立
５. 違反行為への対応

策定：2021年3月30日
ヤクルトグループ腐敗防止方針全文は以下URLからご確認ください。

WEB https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/pdf/2022_anti-corruption_policy.pdf
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内部通報制度
国内では、業務上の法令違反行為および社内規程違反行為等を早期に発見して是正を図るた

め、2006年から内部通報制度として「ヤクルト・コンプライアンス・ホットライン」を設置しています。
当制度は当社および子会社、関連団体に加え、2022年度からは子会社以外の販売会社も

当制度を利用できるよう対象範囲を変更しており、対象会社の役員・社員（退任・退職後1年を
経過しない者を含む）から通報・相談等を受け付けています。

また、その運用にあたっては、社内と社外（顧問弁護士事務所）に通報窓口を設けるとともに、
「内部通報規程」により、通報情報の秘匿と通報者への不利益な取り扱いの禁止を定めること
で、通報者の保護を図っています。

内部通報制度に関する社内の認知度については、3年に1回実施している「コンプライアンス・
アンケート」にて定期的に確認しており、直近の当社結果（2023年度）では90.6％でした。

当制度は、入社時の研修、階層別研修等の機会やグループウェアにて定期的に社員に周知す
るとともに、上記のコンプライアンス・アンケートにおいて従業員からの意見収集を行っています。

加えて、当社および当制度を導入しているグループ会社経営層および対象者に対して、当制
度および利用方法の周知・啓発を図り、実効性の確保に努めています。

内部通報制度のしくみとしては、窓口を社内と社外に設けており、通報があった場合は、すべ
ての案件についてコンプライアンス推進チームが法令や社内規程に則り通報者保護を図ったうえ
で事実調査を実施し、問題があると判断された場合は、対象となる組織の代表者・責任者を通
じて是正措置や再発防止策といった一連の対応を指導・監督しています。また、対応結果につ
いては、当社社長や担当役員に報告するとともにコンプライアンス委員会でも報告を行い各委員
から評価や提言を受けています。

海外グループ会社においても、14事業所において内部通報制度を設けています。 

● 社内外の通報制度（メキシコヤクルト、ブラジルヤクルト）
メキシコヤクルトでは、社内だけでなくお客さまや取引先等社外からもウェブサイトを通じて通報を受

け付けています。通報内容に応じて監査室で通報者への面談や状況確認を行い、内部統制委員会へ
報告し、速やかに対応しています。また、ブラジルヤクルトにおいても、2023年4月に通報者の匿名
性を維持しながら、自社従業員だけでなく、お客さまや請負業者等の社外からの苦情を受け入れる内
部通報制度を導入しました。通報を受け付けた際は、倫理委員会で調査したうえで対応を行います。

直近5年間における内部通報制度通報（相談・問い合わせ等含む）件数（ヤクルト・コンプライアンス・ホットライン）

年度 2019 2020 2021 2022 2023
通報件数 9件 9件 16件 14件 24件

コンプライアンス啓発活動

コンプライアンス
研修

社長を含む役員向けの役員法務研修会をはじめ、管理職から新入社員まで階層別に
コンプライアンスに関する研修を行っています。
2023年度のグループ内におけるコンプライアンス研修実施回数は合計33回となりました。

コンプライアンスに
関する啓発資材

グループ全体に対し、コンプライアンスの基礎について解説した啓発資材「コンプライ
アンス・ガイドブック」を配付しています。
2023年度は、各部署・事業所およびヤクルトグループ各社のコンプライアンス担当
者向けに、コンプライアンス推進活動に活用できるグループワーク用資材や研修用
スライド等のコンテンツを提供しました。
また、四半期ごとに定期発行している啓発資材「コンプライアンスかわら版」では、
社内規程やサービス残業等をテーマに年間を通じてコンプライアンスのさらなる周知・
浸透を図りました。
さらに、ハラスメントに関する正しい知識の習得を目的として従事者向けにハラスメン
ト防止アニメーションを作成・公開しました。
加えて、関係法令への理解浸透を目的として、当社従業員向けに景品表示法、当社
およびグループ会社従業員向けに下請法に関する研修を実施しました。
反社会的勢力との関係遮断を啓発する資材についても、グループ全体に配付しています。

コンプライアンス
強調月間

2023年度は、2024年2月を「コンプライアンス強調月間」と定め、グループ企業を含
めた従業員のコンプライアンス意識を高めるための取り組みを実施しました。具体的
には、グループの各従事者がハラスメントについて改めて理解を深め、適切な言動を
身につけ、ハラスメントのない職場にするための行動目標を宣言したうえで、1か月間
集中的な実践活動を推進しました。

コンプライアンス
アンケート

3年に1回、コンプライアンスアンケートを実施しています。直近では2023年6月に、
国内のヤクルトグループ125社を対象に、役員および社員（嘱託、派遣、パート・ア
ルバイト社員を含む）約18,000人から回答を得ました。
このアンケート結果は各社・各部署・各事業所にて傾向を分析したうえで、社長を含
む役員、各部署・事業所長、各社の代表者、従事者に報告し、改善活動に向けて取
り組んでいます。
また、アンケート結果は分析のうえコンプライアンスプログラムの策定に活用しています。

コンプライアンス啓発活動
コンプライアンス研修の実施、「コンプライアンス・ガイドブック」の配付等を通じて、コンプライ

アンス意識の向上に努めています。

コンプライアンス研修、情報セキュリティ研修

年度 2019 2020 2021 2022 2023
コンプライアンス研修 32回 24回 26回 18回 33回
情報セキュリティ研修

（eラーニング受講者） 1回2,221人 1回2,610人 1回2,512人 1回2,447人 1回2,725人
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医薬品事業におけるコンプライアンス遵守
日本製薬工業協会等のコンプライアンス推進活動に積極的に参加しています。具体的な行動規

範として「株式会社ヤクルト本社医薬品事業本部コード・オブ・プラクティス」を策定し、医薬品事
業本部におけるすべての役員・従業員が研究者・医療関係者・患者団体等との交流において高い
倫理性と透明性を持ち、企業活動を推進しています。その一環として、日本製薬工業協会が策定
したガイドラインに基づき、医療機関等への資金提供に関する情報を公開していました。

厚生労働省が定める「医療用医薬品の販売情報提供活動に関するガイドライン」の施行を受け、
2019年に販売情報提供活動監督部門を設置し、プロモーション活動の適切性の確認を行い、
不適切な活動の未然防止を図っています。また、販売情報提供活動監督部門が実施する活動の
適切性の確保を図るため、社外の専門家を含む審査・監督委員会を設置し、活動状況の確認お
よびコンプライアンス推進のための具体的な助言等をいただいています。2023年度は6月、12
月に委員会を開催しました。

プロモーション活動にかかわる従業員に対しては、集合研修、メールマガジン配信、eラーニング
等を定期的に実施し、関係法令・通知、公正競争規約等の規制を遵守したプロモーション活動
の推進を図りました。

臨床研究法に基づく情報公開に関する取り組み WEB

https://www.yakult.co.jp/company/about/transparency/

化粧品事業におけるコンプライアンスの徹底
訪問販売を実施する社員は、訪問販売員教育指導者資格試験を受けており、訪問販売員教

育指導者資格証を取得し不適切な活動の未然防止に努めています。
また本社では、日本化粧品工業連合会が発信している「化粧品等の適正広告ガイドライン」を

遵守しています。さらに年に2回実施されている講習会に参加し、不適切な広告が出稿されない
よう各販売会社が作成した資材の校閲を行っています。

不法な政治献金の禁止
私たちは、企業活動の一環として政治献金を行う場合、政治資金規正法等の関係法令を遵守し、

適正な決裁手続きをとったうえで、これを行います。2023年度の政治献金支出額は3百万円で
した。

税の透明性
● 税法の遵守と公正性

ヤクルトグループは「世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献する」という理念に基づきグ
ローバルに事業を展開しています。その理念を実現するためには、健全な組織運営や公正な事
業慣行の実現が極めて重要であると認識しています。

ヤクルトグループは、事業を展開している各国および地域で適用される税務の関連法令、国際
的なルールおよび「ヤクルト倫理綱領・行動規準」の遵守を徹底するため、「ヤクルトグループ税務
方針」を定め、これに基づき納税しています。

ヤクルトグループ税務方針
ヤクルトグループは、事業を展開している各国および地域で適用される税務の関連法令、国際的なルー
ルおよび「ヤクルト倫理綱領・行動規準」の遵守を徹底するため、税務方針を以下のように定めます。
ヤクルトグループ税務方針には以下の項目について記載しています。
１. 法令遵守
２. 国際的枠組み
３. 移転価格
４. 税務リスクの最小化
５. 税務計画およびタックスヘイブン
６. 税務当局への対応

策定：2021年3月30日
ヤクルトグループ税務方針全文は以下URLからご確認ください。

WEB https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/pdf/2022_tax_policy.pdf

ヤクルトグループの納税については、経理担当役員を通じて、定期的に取締役会へ報告をして
います。また、重要な納税に関する案件については、経理担当役員が取締役会へ報告し、指示
を受けられる体制を整えています。

なお、2023年度はグループ売上高5,030億円に対して法人税等は225億円でした。

● 取締役会での納税に関する報告等の状況
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第三者意見
ヤクルト本社は、読者の多様性に対応して複数の開示媒体

を提供しています。このサステナビリティレポートは、投資家や
ESG調査会社を対象とする統合報告書のバックデータ集という
役割を担っています。長期的な価値創造戦略と財務パフォーマ
ンスの接続に集中する統合報告書を補完し、個別具体的な関心
に応えるには、広範な情報を漏れなくカバーする網羅性と同時
に、戦略との接続性への配慮も必要です。かつてのCSRレポー
トの構成を維持しつつも、活動実績の羅列にとどめず、読者の
戦略への理解を促すという難しい課題に、貴社はさまざまな工夫
をこらして対応しています。 

その一つが、多岐にわたるコンテンツをつなぐ共通コンセプト
の設定です。例えば、イノベーションは、提供する価値の源泉

としてマテリアリティの一つに掲げられているとおり、全編を貫く背骨の役割を果たしています。
予防医学的な観点から事業を通じた社会課題の解決を目指した「代田イズム」は、ヤクルト固有の
イノベーション観として全体の通奏低音をなし、現代の健康課題であるストレスや睡眠に向き合った

「Yakult（ヤクルト）1000」、ヘルスケアカンパニーへの進化という将来ビジョンなど、さまざま
なコンテンツが、一つの旋律の中に位置づけられています。　 

これに並ぶのが、トップメッセージにおいて、変化・成長を引き起こす要素として強調された「ひと」
の視点です。今号の社会活動報告では、「人的資本」が健康経営やダイバーシティ＆インクルージョン
といった個別テーマの上位概念へと引き上げられました。イノベーションと並んで、その価値を
消費者に伝える機能の重要性に記載されているのも、統合報告書にいう「地域密着型の価値普及
体制」を担うヤクルトレディに象徴される、貴社らしい人的資本の捉え方の現れだと思います。 

今号のハイライトは、この二つの共通主題に、新たに「人権」という要素を加えたことでしょう。
有識者との対話で人権尊重を取り上げたのは時宜を得た取り組みでした。内容からも、具体的
な事案に則した「ヤクルトごと」化や「ヤクルトレディ」の位置づけなど、突っ込んだ議論の様子が伝
わってきます。対話にボードメンバーが参加されたことも良いメッセージであり、この視点の追加
がレポートの結合性を強化する方向に働くことが期待できます。 

膨大な情報をファクトの羅列にとどめないための、こうした努力は高く評価でき、今後の期待も
その延長上にあります。まず、共通コンセプト間の接続の強化です。今回、イノベーション研
修を取りあげることで、イノベーションとその担い手である人的資本の関係に言及したのはそ
の一歩といえます。新たに加わった人権も同様で、独立したテーマとして扱うこともできますが、

「サステナビリティレポート2024」につきまして、貴重なご意見
を賜りましたこと、厚く御礼申しあげます。 

本レポートに関して、網羅性を保ちつつ、戦略との理解を促す
工夫をしているとのご評価をいただき、大変うれしく思います。 

また、今後の期待としてアドバイスをいただきました「共通コン
セプト間の接続の強化」と「戦略との関連性の明確化」につきまし
ては、当社の課題と認識しております。次期中期経営計画を
策定していく中で、将来的なマテリアリティの見直しも視野に、
当社の考え方の基盤を明確にしてまいります。具体的にご指摘
いただいた環境面については、環境アクション（2021-2024）
の最終年度をむかえ、環境ビジョン達成に向け改めてその道の
りについて社内で協議してまいります。さらに、以上の当社の
考えを、読者にわかりやすく開示できるよう、より一層取り組ん
でまいります。 

竹ケ原 啓介 氏

国立大学法人
政策研究大学院大学 
教授 

第三者意見を受けて

人的資本活用という機会を裏面から支えるリスク管理という側面に着目すれば、より立体的な
構成が可能になるでしょう。将来的なマテリアリティの見直し議論につながるかもしれません。 

もう一つは統合報告書から参照される性格上、戦略との関連を一層明確にすることです。
具体的には、環境ビジョン2050と中期目標（環境目標2030）、環境アクション（2021-2024）
との接続が見えにくい点が気になります。2050年にGHG（スコープ1・2・3）排出量ネットゼロ
を目指す長期ビジョンと、2030年目標（国内スコープ1・2を2018年度比30％削減）の間をどう
埋めていくのか、事業への影響が大きいプラスチック資源対策の長期ゴールをどう設定するの
か、淡水資源への依存は、現在の工場単位の節水よりも、TNFDのフレームワークで自然資本へ
の依存度に応じたリスクと機会で論じるべきではないか、などです。 

こうした期待に照らしても、今般、取締役会の諮問機関としてサステナビリティ諮問委員会が
設置されたのは、人権をめぐる対話に取締役が参加されたこととあわせて朗報でした。執行サイド
のCSR推進委員会での議論を踏まえ、監督側の関与が強化されることで議論の深まりが期待で
きるためです。今後の進展を楽しみにしております。 

川畑 裕之 

取締役 常務執行役員 
経営サポート本部長 
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外部からの表彰
受賞年月 表彰名 表彰内容・備考

2023年10月 The Gender Equality 
Certificate（ジェンダー
平等認証）の取得

イタリアヤクルトは、Winning Women Institute 
(WWI)が発行する「ジェンダー平等認証」を取得しま
した。イタリアヤクルトにおける女性の成長機会や給
与の平等のほか、ジェンダー多様性の保護、子育て
支援など幅広い分野での高い水準の取り組みが評価
されました。

2023年12月 「社会革新貢献賞」を
受賞

中国ヤクルトは、中国の大手メディア 第一財経主催
の「2023第一財経CSRアワード」において「社会革新
貢献賞」を受賞しました。

中国ヤクルトは上海第一財経公益基金会による
乳がん予防と治療の啓発活動である「BePink」の 
2023年度活動に参画し、上海、北京など４都市で
乳がん検査を実施。また、５都市の地域住民を対象
に乳酸菌 シロタ株の研究成果紹介や、乳がん予防
の情報共有会を開催しました。これらの活動が、女
性の健康に注目するよう社会に働きかけたとして評価
されました。

ESG投資インデックスの構成銘柄
ヤクルト本社は、世界的なESG投資インデックスである「FTSE4Good Index Series」「FTSE 

Blossom Japan Index」「FTSE Blossom Japan Sector Relative Index」「S&P/JPXカーボン・
エフィシェント指数」の構成銘柄に選定されています。

外部機関からの評価

外部からの評価
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環境データ
環境に関する認証取得状況（ISO 14001） P.24
食品廃棄物の再生利用実績 P.24
中央研究所が使用する「PRTR法／東京都環境確保条例」届出対象化学物質 P.24
容器包装の再商品化義務量 P.25
環境会計の実績／環境保全対策に伴う経済効果 P.25
事業活動に伴う環境負荷の全体像（生産からお届けまで） P.26
2023年度のCO2排出量 P.32
カテゴリ別スコープ3排出量（2023年度） P.32
本社工場・ボトリング会社のCO2排出量と生産量原単位の推移（スコープ1＋スコープ2） P.33
本社工場・ボトリング会社のエネルギー使用量と生産量原単位の推移（スコープ1＋スコープ2） P.33
物流部門のCO2排出量 P.35
物流のディーゼル燃料使用量とNOX排出量 WEB
販売用資機材新規導入状況 P.36
特定プラスチック使用製品提供量の推移 P.40
生産拠点におけるWRI Aqueduct 水リスク評価結果 P.43
サプライヤー拠点における水リスク調査結果 P.43
水リスク調査コスト P.43
本社工場・ボトリング会社での水使用量と生産量原単位の推移 P.44
本社工場・ボトリング会社での廃棄物排出量の推移 P.46
本社工場・ボトリング会社での種類別廃棄物排出量と再資源化率 P.46
種類別廃棄物排出量と再資源化率 WEB
生産拠点における生物多様性に関する調査結果 P.48
海外生産拠点における水の定量データ WEB
国内生産拠点における水の定量データ WEB
地域別サイトレポート WEB
国内サイトレポート WEB

社会
低糖、カロリー低減タイプ商品乳製品売上金額比率（2023年度） P.54
コミュニティへの投資額（社会貢献活動費） P.59
CSR調達アンケート／スコアごとの取引先数（2023年度） P.69
グリーン購入率 P.72
原材料の地元調達比率（2023年度） P.74
初任給と最低賃金との比較（2023年度） P.76
株式会社ヤクルト本社の人材データ P.77
海外ヤクルトグループの人材データ（2023年12月現在） P.77
研修受講時間・費用（ヤクルト本社） P.78
代田イズム研修会実施回数・参加者数（ヤクルト本社） P.78
女性管理職比率の推移（日本：ヤクルト本社、海外：海外事業所） P.83
障がい者雇用率の推移（日本：ヤクルト本社、海外：海外事業所） P.84
定年退職時における継続雇用率の推移（ヤクルト本社） P.84
年次有給休暇の取得率と1人当たり月間平均残業時間の推移（ヤクルト本社） P.85
育児休業取得率の推移（ヤクルト本社） P.86
労働災害度数率・強度率の推移（ヤクルト本社） P.86
人権啓発研修 P.93
品質に関する認証取得状況（2024年10月現在） P.96
お客さま相談センターに寄せられたご相談の件数と内訳 P.99

ガバナンス
組織形態 P.105
各組織体の開催状況 P.105
監査役会における報告内訳 P.106
役員報酬 P.108
安否確認システムの訓練参加率 P.111
直近5年間における内部通報制度通報（相談・問い合わせ等含む）件数（ヤクルト・コンプ
ライアンス・ホットライン） P.114

コンプライアンス研修、情報セキュリティ研修 P.114

ESGデータ集 WEB https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/

※ レポート内に記載していないデータについては、WEB掲載のESGデータ集（エクセル）をご覧ください。
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